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概要書 
 
 
昨今，無形資産の重要性を示す具体的な事実は，様々な場面において確認することがで
きる。会計研究のレベルにおいては，無形資産の重要性に対する認識を前提として様々な
取り組みがなされてきた。たとえば，経済産業省企業法制研究会によるブランド価値評価
モデルの構築や，知財評価研究会による特許権価値評価モデルの開発があげられる。 
無形資産の会計に係る研究は，今後も解決すべき課題が多く挙げられる分野であるよう
に思われ，継続的な研究が必要であるように思われる。 
本論文では，無形資産をめぐる研究は今後も重要であるとの認識に立ち，無形資産に関
する会計研究の当面の目標を無形資産に係る会計の枠組みを定めることとしたうえで，無
形資産の認識に関するいくつかの論点について考察を行った。 
本論文における考察は，大きく 2 つに分けられる。 
第 1 に，無形資産の認識のあり方を各時代または各設定主体の制度内容に照らして明ら
かにし，識別可能性の意義を明らかにすることである。 
ここでいう無形資産の認識のあり方とは，無形資産として認識されるための条件であり，
ある項目が無形資産として認識されるためにはいかなる条件を満たす必要があるのかとい
う問題である。 
また，識別可能性の意義とは，無形資産の認識の要件として識別可能性を求める理由で
ある。すなわち，識別可能性の意義とは，認識の要件として識別可能性を求めることの目
的は何か，識別可能であるための条件は何か，また識別可能性が無形資産の認識に必要と
されるのはどのようなケースかという問題である。 
かかる識別可能性の意義を明らかにすることを目的とする理由は，識別可能性をめぐる
制度および研究の現状と関連している。 
すなわち，現行制度においては，識別可能性の有無が無形資産として認識されるための
重要な要件とされている。この点は，わが国のみならず FASB および IASB においても観
察される事実である。それにもかかわらず，かかる識別可能性の意義は制度上必ずしも明
らかではなく，また先行研究においてもこれを真正面から取り上げたものはほとんどない
ように思われる。識別可能性が無形資産の認識にとって重要である以上，識別可能性の意
義を明らかにすることは意味があるように思われる。 
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このような問題意識に基づき，識別可能性の意義を明らかにすることを本論文の目的と
することにした。 
ただし，かかる識別可能性の意義を明らかにするためには，無形資産の認識のあり方が
明らかにされていなければならないように思われる。その理由は以下のとおりである。  
識別可能性は，現行制度上無形資産の認識に係る要件とされているが，時代によってそ
の意味は様々であり，また無形資産の認識に影響を及ぼすその他の要件もまた様々である
と考えられる。そうであるならば，識別可能性を別個独立の要件として他の要件から切り
離しつつその意義を明らかにしようとしても，そこで明らかにされたことが識別可能性の
意義と呼べるものであるかは定かではなく，むしろ他の要件もあわせて無形資産の認識あ
り方全体を整理し体系化したうえで識別可能性の意義を問題とするべきである。  
以上のような問題意識のもと，第 1 章から第 5 章までにおいて，各制度における無形資
産の認識のあり方を整理したうえで，識別可能性の意義を明らかにするための考察を行っ
た。 
その結果，各制度における識別可能性の意義について次のようなことが明らかになった。 
CAP の時代においては，識別可能性という用語は，基準上用いられていなかった。  
しかし，識別可能性に相当する要件が規定されている可能性を考慮し，識別可能性の目
的をのれんとの区別としたうえで，のれんとの区別が求められる必要性の有無を検証した。 
その結果，CAP の時代においては，取得した無形資産についてのれんとの区別が求めら
れることがないことから，そもそも識別可能性が必要とされることはなかったとの結論に
至った。 
APB の時代は，識別可能性が無形資産の分類規準の 1 つとして規定されており，かかる
規準による類型ごとに認識のあり方が規定されていた。 
 そこでは，識別可能性の役割が取得形態ごとに異なっていた。 
 すなわち，外部から取得した無形資産については，識別可能性の有無がかかる無形資産
の測定の方法および測定後の処理の内容を規定する規準として機能していた。  
ただし，外部から取得した無形資産は，すべて認識されることになっており，識別可能
性の有無によって認識が左右されることはなかった。そのために，識別可能性は，外部か
ら取得した無形資産について，認識後の会計処理を規定する規準として機能していたとい
える。  
 一方で，自己創設した無形資産については，識別可能であることが認識に係る必要条件
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とされており，識別不能な無形資産は認識できないとされていた。そのために，識別可能
性は，自己創設の無形資産について，その認識を左右する要件として機能していたといえ
る。 
 FASB および IASB においては，それぞれの基準において識別可能性の条件が精緻化さ
れている。以前は，識別可能性が無形資産の認識に影響する要因として規定されていたも
のの，識別可能であるための条件が規定されることはなかった。また，FASB および IASB
のいずれにおいても，識別可能性の目的は，無形資産とのれんの区別に求められていた。
その意味で，FASB と IASB は，識別可能性の目的および条件に関しては同様の理解に立
っているとの結論に至った。 
しかし，識別可能性の適用範囲，すなわち識別可能であることが無形資産の認識に係る
要件として必要とされるケースは異なっていることが確かめられた。 
わが国では，識別可能性が無形資産の認識に係る要件とされるのは，企業結合の場合の
みであり，その他のケースにおいて識別可能性が認識に係る要件とされることは，少なく
とも明示されていない。 
また，識別可能であるための目的は，FASB と IASB 同様にのれんとの区別に求められ
るが，識別可能であるための条件は，わが国に独特の規定となっている。すなわち，識別
可能であるためには，法律上の権利であるなど分離可能でなければならないとされており，
識別可能であるための条件が分離可能性に限定されている，または分離可能性であるため
の条件として法律または契約上の権利が規定されている。さらに，識別可能であるために
は，測定可能でなければならないとされており，識別可能であるための条件に測定可能性
が包摂される関係となっている。 
第 6 章においては，本論文にさらなる意義を見出すとの観点から，無形資産の認識に関
する 3 つの追加的な論点について考察を行った。 
 第 1 に，市場販売目的のソフトウェアについて，その認識時点に大きな影響を与える研
究開発活動の範囲または終了時点に関する比較を行った。 
かかる考察により，研究開発活動の範囲および終了時点に関する各制度における考え方
が，市場販売目的のソフトウェアという具体的な項目の認識のあり方にいかに影響してい
るのかが明らかになった。 
 第 2 に，わが国では，仕掛研究開発の意義が必ずしも明らかではなく，仕掛研究開発の
意義をいかに理解するのかは，わが国制度における無形資産の認識のあり方に対する理解
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に少なからず影響するとの認識に立って，仕掛研究会はいの意義を明らかにするにするた
めの考察を行った。 
その結果，わが国における仕掛研究開発は，仕掛研究開発という概念として一般に理解
されているものと実際に会計処理の対象として規定されている項目が対応していないのと
の結論に至った。 
 第 3 に，識別可能性という概念と資産性という概念がともに無形資産の認識を左右する
要件でありながら互いの関係性が必ずしも明らかでないとの認識に立ち，両概念の関係性
を明らかにするための考察を行った。 
現行制度では，識別可能性の判断の前提として，識別可能であるか否かは資産であるか
否かに影響しないとの前提が置かれており，この点を確認することの重要性は大きいと考
えた。そのために，かかる考察では，識別可能でない項目であっても，資産性が認められ
るのかを関連する規定に基づいて確かめる作業を行った。 
 かかる考察の結果，現行制度が前提としているように，識別可能でない場合であっても，
資産性が認められることが明らかになった。ただし，識別可能であるための条件が満たさ
れるか否かを判断するための事項は，資産性の有無を判断するための事項と共通しており，
資産性の有無を判断した項目については，すでに識別可能であるか否かを判断できる状況
にあるとの見解に至った。 
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序 章 問題の所在 
第 1 節 問題の所在と本論文の意義 
現代における無形資産の重要性を示す具体的な事実は，様々な場面において確認するこ
とができる。 
実務レベルにおいては，企業経営における無形資産の重要性を示す事実が様々な報告書
において指摘されている。 
たとえば、2004 年に公表された通商白書には，企業にとっての無形資産の重要性につい
て次のように記載されている1。 
 
「グローバル化や IT化の進展に伴う企業間競争の激化により、企業は価格決定
力を失いがちな状況に陥っており、それがディスインフレ基調の１つの要因とな
っている。このような状況の中で、企業が価格決定力を回復し利益を上げるため
には、自社の提供する製品・サービスの個性を伸ばして他社と差別化を行うこと
が必要となる。他方こうした個性化を通じた競争軸へ移行するためには、企業は
知的財産、人材、組織プロセス等多様な資産（以下、「知的資産」とする）を活
用していくことが必要になる。」 
 
このように，2004 年の通商白書では現代の経済環境のもとでの企業経営にとって知的資
産が重要である旨が指摘されている。 
また，わが国では，無形資産が国レベルでも重要であることを示す一定の取り組みが存
在する。内閣のもとに設置されている知的財産戦略本部による一連の「知的財産推進計画」
の実施がそれである。 
「知的財産推進計画」は，2002 年の通常国会で，当時の総理が「我が国における研究活
動や創造活動の成果を知的財産として，戦略的に保護・活用し，我が国産業の国際競争力
を強化することを国家の目標とし，知的財産戦略会議を立ち上げ，必要な政策を強力に推
                                                   
1 経済産業省「通商白書 2004」経済産業省，2004 年，60 頁。 
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進する」と宣言したことを契機として2，わが国を知的財産立国として再生させることを目
標に 2003 年より毎年策定・実行され，これまでに様々な成果があげられた3。 
かかる「知的財産推進計画」の基本となったのは，2002 年に公表された「知的財産戦略
大綱」である。そこでは，わが国にとっての知的財産の重要性について次のように述べら
れている4。 
 
「21 世紀の我が国は、まさに知的財産重視により経済的活路を見出すべきであ
り、それに向けたビジョンを立てることこそ喫緊の課題である。本大綱は、質の
高い知的財産を迅速に生み出し、これを活用し、国富につなげる戦略を具体的に
示すものである。知的財産を生み出す仕組みを整え、知的財産を的確に評価でき
る環境を作り上げ、そして、その知的財産が流通し、社会で広く活用されるよう
になれば、再投資により新たな知的財産を創造する力が生み出されてくる。この
ような知的創造サイクルの好循環を一層発展させていく改革が、日本の将来を切
り拓くには欠かせない。」 
 
 このように，わが国では企業と国家それぞれのレベルにおいて無形資産の重要性が認識
され，かかる認識に立った様々な取り組みがなされてきた。 
また，会計研究のレベルにおいても，無形資産の重要性に対する認識を前提として様々
な取り組みがなされてきた。たとえば，経済産業省企業法制研究会によるブランド価値評
価研究会報告書においては，無形資産（インタンジブル）およびその価値評価の重要性に
ついて次のような認識に立ったうえで、ブランドの価値評価モデルを構築する試みがなさ
れた5。 
 
「インタンジブル経営戦略において重要なのは，インタンジブルの価値の増大
であり，その価値評価である。とりわけ，ヒト，モノ，カネ情報に次ぐ第 5 の経
営資源であるブランドは，将来のキャッシュ・フロー創出能力を予測するために
                                                   
2 知的財産戦略本部「知的財産推進計画 2012」知的財産戦略本部，2012 年，3 頁。 
3 同上，参考 3。 
4 知的財産戦略会議「知的財産戦略大綱」知的財産戦略会議，2002 年，第 1 章，1。 
5 経済産業省企業法制研究会「ブランド価値評価研究会報告書」経済産業省企業法制研究会，
6 項。 
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も，株主価値の増大を図るためにも，その価値を適切に評価し，そのディスクロ
ージャーをおこなうことはインタンジブル経営における喫緊の検討課題である。」 
 
加えて，同様の問題意識に基づく取り組みによる成果として特許権価値評価モデルが開
発された6。さらに，かかる価値評価の分野における取り組みのほかにも，無形資産の報告
の分野に関わる取り組みの成果として EBR，EFR などがあげられる7。このように，無形
資産の重要性に基づく取り組みは，その時々の先行研究の進捗度や時代のニーズを反映し
て様々に行われている。 
他方，海外の研究においても，無形資産に係る現行制度の欠陥8および改善の方向性9に
ついて白熱した議論が展開されてきた。そこでは，無形資産に係る現行制度が実務に与え
る悪影響10のみならず，会計自体の目的や証券市場の前提11に至るまで様々な議論が展開
されていた。 
無形資産に関するこのような会計研究が今後どのような形で継続されていくのかはい
まだ不透明なところもあるが，無形資産を対象とする研究が今後も何らかの社会的な貢献
を果たしていくことは十分に納得できるように思われる。 
無形資産をめぐる今後の研究の重要性をこのように理解したうえで，より着実に意味の
ある研究を続けていくためには，無形資産について当面の間取り組む必要のある研究目標
を定めるとともに，そこに到達するまでにクリアするべき諸課題を見極め，一つひとつを
丁寧にクリアしていく必要があるように思われる。 
それでは，無形資産に関する会計研究の当面の目標をどのように設定したらよいのであ
                                                   
6 広瀬義州他『特許権価値評価モデル（PatVM）』東洋経済新報社，2006 年。 
7 広瀬義州編著『財務報告の変革』中央経済社，2011 年。 
8 Lev, Baruch, Intangibles―Management, Measurement, and Reporting, Brookings 
Institution Press, 2001, pp. 92-102（広瀬義州・桜井久勝監訳『ブランドの経営と会計』東洋
経済新報社，2002 年，106-116 頁）. 
9 Ibid，pp. 124-125（同上，143-144 頁）. 
10 Baruch Lev “A rejoinder to Douglas Skinner ’s ‘Accounting for intangibles-a critical 
review of policy recommendations’,” Accounting and Business Research, Vol. 38, No. 3, 
2008, p. 209. 
11  Douglas J. Skinner, “Accounting for intangibles ‐ a critical review of policy 
recommendations,” Accounting and Business Research, Vol. 38, No. 3, 2008, p. 193.また，
Douglas J. Skinner, “A reply to Lev’s rejoinder to ‘Accounting for intangibles‐a critical 
review of policy recommendations’,” Accounting and Business Research, Vol. 38, No. 3, 
2008, p. 215.  
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ろうか。 
無形資産と一口にいっても，その切り口は様々であり12，現時点でどのような問題に取
り組むべきであるのかを見極めることは難しいともいえる。しかし，無形資産の研究を継
続し，かつそれに意味を見出すために当面の間取り組まなければならない課題は，比較的
明らかであるように思われる。それは，無形資産に係る会計の枠組みを定めることである。  
ここでいう無形資産に係る会計の枠組みとは，無形資産についてどのような会計手続き
を定めるのかという問題にとどまらず，会計手続きの前提または背景としてどのような目
的，原則および環境条件が制度上措定されているのか，また措定されるべきかという問題
までを含めた，無形資産の会計に係る体系的な理解のことを意味している。 
かかる枠組みの必要性については，次のように理解している。 
無形資産に係る制度上の会計手続きには，様々な選択肢が想定されうる。しかし，たと
え制度上の会計手続きが同じであっても，その背後にある無形資産に係る会計の目的や前
提は異なる可能性があるように思われ，また制度の運用される環境条件も必ずしも同じで
はないと考えられる。また，ある時代においてその目的を十分に果たしていたと認められ
る制度であっても，時代の変遷によって同じ目的を果たすことができなくなったり，別の
目的が求められるようになればさらなる変容を余儀なくされるように思われる。  
そのために，無形資産に係る会計の枠組みの存在が，無形資産に係る制度の評価，かか
る制度が実務に与えている影響の説明，かかる制度の改善または新設，ひいては無形資産
について制度で可能なことまたは不可能なことの解明など，無形資産に係る様々な研究目
的を果たすための出発点になると考えている。 
無形資産に係る会計の枠組みのイメージは，以下の図のとおりである。 
 
                                                   
12 Douglas J. Skinner, “Accounting for intangibles‐a critical review of policy 
recommendations,” Accounting and Business Research, Vol. 38, No. 3, 2008, pp. 
191-192. 
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以上のように，無形資産に係る会計の枠組みを定めることが当面の目標になると考えら
れる。 
しかし，かかる無形資産に係る会計の枠組みは，一足飛びに構築できるようなものでは
なく，特に修士論文のような短期的な取り組みでは，さらに困難な作業であるように思わ
れる。 
そこで本論文では，今後の研究として先に示したもののすべてに取り組むのではなく，
現時点で取り組むことのできる課題であり，かつ何らかの意義を見出しうるものを考察の
対象とするべきであるように思われる。 
かかる課題としては，さまざまな事項が想定されうるが，最も取り組む必要がある課題
は，現行制度について必ずしも明らかでない事項を明らかにすることではないかと考えて
いる。具体的には，現行制度が暗黙のうちに想定している事項および明文の規定を一見し
ただけでは必ずしも明らかではない事項が考察の対象となりうるように思われる。  
ただし，かかる考察の対象としても様々な事項が存在し，そのすべてを取り上げてしま
っては，考察の内容が浅はかなものとなるおそれがあると考える。 
そこで本論文では，考察の対象となりうる事項の中で，最も重要性が高いと考えられる
事項を考察の対象とすることにしたい。 
それは，識別可能性の意義という問題である。 
後述するように，現行制度では，ある項目が無形資産として認識されるために識別可能
性という要件を満たすことが求められる。しかし，無形資産の項目について，識別可能性
が認識の要件として規定されていることの意義は必ずしも明らかでないように思われる。 
かかる意義を明らかにすることは，無形資産に係る会計の枠組みを考察していくなかで，
いずれ検討しなければならない課題であるように思われる。 
なぜならば，識別可能性という視点は，無形資産に係る会計上の問題を議論する際の基
礎的な前提として用いられることが多く，無形資産に係る制度のあり方を理解し，または
構築する際の重要な視点であるように思われるからである。たとえば，識別可能性は，測
定上の問題を議論する際に，測定対象となる無形資産を分類するための視点として用いら
れる13。そのために，識別可能性の意義を理解しておくことは，無形資産の測定の問題を
                                                   
13 Margaret M. Blair and Steven M. H. Wallman, Unseen Wealth: Report of the Brookings 
Task Force on Intangibles, Brookings Institution Press, 2001, p. 51（広瀬義州他訳『ブラン
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取り扱う場合においても重要であると考える。 
また，識別可能性を満たすための条件は，現行制度上明確に規定されているが，論者に
よっては，新たな識別可能性の条件を提案する者もいる14。しかし，新たな条件を提案す
るにしても，現行制度が識別可能性の意義をどのようにとらえているのかを明らかにしな
いうちにかかる提案をおこなっても， 場合によってはかかる提案が現行制度に対する誤認
または誤解に基づく見当違いなものとなるおそれもある。そのために，識別可能性につい
て新たな提案をおこなうことを見据えながらも，まずは現行制度上の識別可能性の意義を
明らかにすることが必要であるように思われる。 
問題は，かかる識別可能性の意義をどのようにして明らかにするかという考察の手法で
あるように思われる。 
この点，識別可能性という要件は，最近になって新たに規定された要件というよりも，
無形資産に係る制度の発展過程の中で徐々にその内容が精緻化されてきた要件であるよう
に思われる。また，識別可能性という要件は，特定の国または時代の会計制度に特有のも
のではなく，様々な国または時代において採用された無形資産の認識に係る要件であると
考えられる。そのために，特定の会計制度における識別可能性の意義を明らかにするため
には，その会計制度のみを考察するだけでなく，これまでの会計制度および他の会計制度
における識別可能性の意義を同時に明らかにすることが有効であるように思われる。  
さらに，識別可能性を無形資産の認識に係る要件の 1 つとして理解する場合，識別可能
性のみに焦点を当てるのは，必ずしも正しいやり方ではないように思われる。なぜならば，
識別可能性は，あくまで無形資産の認識に係る要件の 1 つ，または無形資産の認識を左右
する要因の 1 つにすぎず，無形資産の認識に係る他の要件または視点と合わせて体系的に
理解する必要があるように思われるからである。無形資産の認識に係る他の要件を考慮せ
ず，識別可能性にのみ焦点をあてるのは，1 つの文をその文脈を無視して理解しようとす
るようなものであり，見当違いな結論を導いてしまうおそれさえあるように思われるから
である。 
そこで本論文では，第一の目標として，識別可能性の意義を理解するために，これまで
の時代またはいくつかの国々の会計制度における無形資産の認識のあり方を体系的に理解
                                                                                                                                                          
ド価値評価入門：見えざる富の創造』中央経済社，2002 年，89 頁）. 
14  Anne W. and Margaret A., “Accounting for Intangible Investments,” Australian 
Accounting Review, Vol. 18, 2008. 
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することを目的にする。これによって，各制度における識別可能性の意義をよりよく考察
することができるように思われる。 
しかし，無形資産の認識のあり方を明らかにすることの効用は，識別可能性の意義を明
らかにすることにとどまらないように思われる。 
なぜならば，各制度における無形資産の認識のあり方が明らかになれば，それらを相対
的に，すなわち比較によって理解することが可能となり，その結果は各制度の比較に関す
る検討課題を考察する際に有益なものとなるように思われるからである。 
かかる検討課題とは，たとえば，無形資産の認識に係る制度上の取り扱いとして一般に
理解されているもののうち，その前提が必ずしも明らかでないものを制度間の比較によっ
て確かめることである。 
仮に各制度における無形資産の認識のあり方を検討することが，識別可能性の意義のみ
ならず，他の課題について考察するために有益であれば，かかる課題も同時に取り扱うこ
とは，さらなる意義を見出すことになると考えられる。 
そこで，本論文では，各制度における無形資産の認識のあり方を体系的に明らかにし，
そこで明らかにされた無形資産の認識に係る体系的な理解をもとに，識別可能性の意義は
もとより，各制度における無形資産の認識に係る一般的な理解の前提を確かめるという作
業にも取り組むことにしたい。 
なお，本論文のタイトルは，無形資産の本質に関する一考察である。すでに述べたよう
に，本論文での取り組みは，今後の研究を見据えたものとして位置付けられるが，今後の
研究とは，無形資産とは何か，また無形資産を制度上，実務上，または理論上どのように
取り扱うべきかといういわば無形資産の本質と呼べるような問題を長きににわたって検討
していくものと考えている。そのために，本論文での取り組みは，無形資産の本質を理解
するための 1 つの取り組みにすぎない。本論文のタイトルになっている無形資産の本質に
関する一考察とは，その意味での取り組みを指すものとして用いている。 
以上のような目的および前提のもとに，無形資産の認識に係る問題を取り扱うというの
が本論文の目的であるが，認識に係る問題といっても，実際に考察する論点はいまだ不明
確であり，具体的にどのような論点を考察するのかを明らかにしておく必要があるように
思われる。 
本論文では，無形資産の認識に関する制度上の取り扱いを明らかにするうえで検討する
必要があると考える論点として，以下の 5 つを設定したい。 
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1 無形資産となりうる項目（無形の項目）の特徴とその範囲はいかなるものか  
2 各制度における無形資産の認識のあり方とその理論的背景とはいかなるものか 
3 各制度における識別可能性の意義とはいかなるものか 
4 各制度における無形資産の取り扱いに係る比較考察についての論点 
①ソフトウェアという無形資産の具体的な項目に焦点を当てた場合，その認識時点は
FASB と IASB とで異なるのか 
②仕掛研究開発の意義は，FASB または IASB と日本基準とで異なるのか 
5 識別可能性の意義にかかわる追加的な論点，すなわち識別可能性と資産性はいかな
る関係を有するものであるか 
 
 本論文において考察する論点が以上の 5 つに集約される理由については，以下のとおり
である。 
 第 1 の論点は，無形の項目の特徴と範囲に関する問題である。ここでいう無形の項目と
は，無形資産となりうる項目，または単に具体的な形態を持たないという意味で無形な項
目を指すものである。無形資産の種類と呼ばずに無形の項目と呼ぶのには理由がある。 
無形資産の種類は各会計基準において具体的に列挙されているが，かかる項目は，あく
までも資産の認識に係る要件を満たすがゆえに無形資産として認識される項目をさらに会
計とは別の観点から捉えたもの，または会計的な判断の前提として，法律や契約といった
会計以外の観点から他の項目と区別されるものと理解することができる。 
このように無形資産と無形の項目を区別することは重要であるように思われる。なぜな
らば，ある項目が無形資産のいずれかの種類に該当するからといって，ただちに無形資産
として認識されることにはならないからである。 
もし仮にある項目が無形資産の種類に該当する場合に無形資産として認識されるので
あれば，無形資産として認識されるための要件，たとえば資産の定義，識別可能性，およ
び認識規準は実際には無形資産か否かを左右するものではなく，無形資産として認識され
るか否かを決めるのは，無形資産の具体例として列挙された項目に該当するか否かという
ことになる。 
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たとえば，無形資産の種類として顧客リストがあげられることがあるが15，無形資産の
いずれかの種類に当てはまれば無形資産として認識されるとの考えを前提とすれば，ある
項目が顧客リストに該当するだけで無形資産として認識されることになる。仮にかかる取
り扱いが正しいとすれば，そこには会計的判断が介入する余地はないと考えられ，無形資
産に該当するか否かは会計とは異なる観点から判断されていることになる。  
したがって，無形資産の種類として列挙されている項目は，すでに無形資産として認識
されることになっているか，またはいまだ無形資産として認識されるか否かは明らかでは
ないが，無形資産となりうる項目として考えることのできるものと考えるのが妥当である
ように思われる。いいかえれば，ある項目が無形資産の具体例のいずれかに該当する場合
であっても，無形資産として認識されない場合があると理解するべきであるように思われ
る。 
もちろん，ある無形資産の種類に該当する項目であれば，ほとんどの場合に無形資産と
して認識されるための要件を満たすといえるケースもあるかもしれない。たとえば，特許
権がその具体例として考えられる。しかしその場合であっても，無形資産のどの種類に該
当するかということが，無形資産の認識に係る条件として作用しているのではなく，あく
まで傾向としてそのような関係が認められるといいうるにすぎない。無形資産の種類のい
ずれかに該当すれば，無形資産として計上されるのであれば，無形資産の認識のための要
件はあってもなくても同じである。その意味で，無形資産の種類として列挙されている項
目は，あくまで，無形資産か否か，または無形資産として認識されるか否かを判断するた
めの 1 つのメルクマールにすぎないのであり，より厳密にいえば無形資産の種類ではなく，
無形資産となりうる項目と呼ぶのが適切であると考えられる。 
なお，この点に関して本論文と同様の考え方を前提にしていると思われる規定が IAS38
号に存在する。IAS38 号では，無形資産の具体的な項目として，コンピューターソフトウ
ェア，特許権，著作権，映画フィルム，顧客リスト，モーゲージ・サービス権，漁業権，
輸入割当量，フランチャイズ，顧客または仕入先との関係性，顧客のロイヤリティ，市場
シェア，およびマーケティング権があげられている16。 
しかし，この後に続く規定では，これらすべての項目が，無形資産の定義，すなわち，
                                                   
15 International Accounting Standards Board, Interanational Accounting Standards No. 
38: Intangible Assets, IASB, 1998, par. 9. 
16 Ibid. 
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識別可能性，資源に対する支配，および将来の経済的便益の存在を満たすわけではないと
しており17，あくまで，無形資産となりうる項目または無形資産の候補としてあげられて
いるにすぎない。 
本論文では，この点を強調して，無形資産の種類または具体例とはいわずに，無形資産
となりうる項目または無形の項目という言葉を用いることにしたい。 
さて，かかる無形の項目は，各時代または各設定主体を通じてその範囲や特徴が常に一
定であるとは限らず，様々な特徴を有する多くの項目が具体例として想定されていると考
えられる。また，無形資産となりうる項目の範囲が異なれば，その項目が資産か否か，識
別可能であるか否かなど，無形資産として認識するか否かを検討するさいに考慮すべき性
質も異なるものと思われる。したがって，各時代または各設定主体に係る制度において無
形資産の認識のあり方がいかなるものであったのかを理解するためには，その制度が前提
としている無形の項目の範囲および特徴を明らかにする必要があると考えられる。  
かかる考えに基づき，本論文においては，無形の項目の範囲とその特徴はいかなるもの
であるかという問題を第 1 の論点とする。かかる論点に対する考察を経ることで，各制度
のもとでの無形資産の認識のあり方を検討するさいの基礎的な前提を把握することができ
るように思われる。さらに，無形の項目の特徴と範囲は，無形資産との関係性が問題とな
る無形固定資産を理解するうえでの重要な視点になると考えられる。 
 続く第 2 の論点として，各制度における無形資産の認識のあり方を考察する。これは本
論文の中心的な論点になるものである。ここでいう無形資産の認識のあり方とは，各制度
のもとで，無形の項目が無形資産として認識されるためにいかなる条件を満たす必要があ
るのか，またはかかる条件はどのような視点から規定されているのかという無形資産とし
て認識されるための条件または視点を意味している。 
 かかる認識のあり方を各制度について体系的に整理することが第 2 の論点を考察するこ
との趣旨である。もちろん，かかる考察をすること自体にどのような意義が認められるの
かは慎重に考えなければならない。なぜならば，考察の仕方によっては，単に制度の要約
または翻訳にすぎないものとなるおそれがあるからである。しかし，このような事態に陥
ってしまうのは，どのような目的に向けてかかる考察を行うのかという目的意識がはっき
りしないことが大きな要因であり，明確な目的意識のもと行う考察であれば何らかの意義
を見出すことができるものと考える。そこで，第 2 の論点を考察する目的について述べれ
                                                   
17 Ibid., par. 10. 
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ば，以下のとおりである。 
すでに述べたように，本論文では，各制度における無形資産の認識のあり方を明らかに
することを通じて識別可能性の意義を明らかにすることを第一の目的としている。識別可
能性を無形資産の認識に係る要件の 1 つとして理解すれば，無形資産の認識のあり方全体
が理解されている必要があるように思われる。さらに，本論文の考察にさらなる意義を見
出すとの観点から，追加的な考察を行うことを目的としている。そこでの考察は，無形資
産の認識に係る比較考察を行うことと識別可能性の意義に関する追加的な検討を目的とす
るものである。 
かかる考察を行うのは，無形資産の認識のあり方を体系的に整理できれば，無形資産の
認識に係る比較考察が可能となり，制度に対する理解のあり方やその前提を確かめるなど，
本論文の考察にさらなる意義を見出すことができるように思われるからである。このよう
に，第 2 の論点を考察することは，本論文の目的を果たすうえで重要な論点として位置づ
けられる。なお，上記の追加的な考察の内容については，第 4 および第 5 の論点として後
述する。 
ただし，無形資産の認識のあり方を明らかにしておくことは，本論文の目的を果たすた
めだけでなく，当面の目標である無形資産会計の枠組みを定めるうえでも重要であるよう
に思われる。これは，本論文が今後の研究を見据えたものであることからすれば当然のこ
とであるが，具体的に述べれば以下のとおりである。 
すでに述べたように，無形資産会計の枠組みを明らかにすることには，会計手続きを整
理することだけでなく，その背後にある無形資産会計の目的および原則まで明らかにする
ことも含まれている。そして，無形資産会計の目的および原則は，現行制度の改善または
それに代わる新たな制度の構築のために，具体的な会計手続きにまで落とし込んでいくこ
とを予定している。その際には，どのような視点からどのような条件のもと会計手続きを
規定していくのかはさまざまな判断の可能性があると考えられる。その可能性の 1 つとし
てこれまでの制度上の取り扱いを参考にすることは有益であると考えられる。  
なお，本論文における取り組みの概要は次の図のとおりである。 
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図 2 本論文における取り組みみの概要 
 
 第 3 の論点は，識別可能性の意義という問題である。 
後述するように，識別可能性は，現行制度のもとでは無形資産として独立に認識される
ために必要不可欠な要件として規定されている。しかし，その意義については，制度上は
もとより雑誌論文上も必ずしも十分に検討されていないように思われる。もちろんその問
題に重要性が認められなければ考察の必要は生じないともいえる。 
しかし，本論文では，識別可能性の意義を各設定主体別に考察することに次のような意
味があると認識している。 
すなわち，識別可能性は無形資産の認識のあり方を規定する特有の要件であり，どのよ
うな要件を具体的に規定するのかによって，どのような項目が無形資産として認識される
のかも変わってくるものと思われる。 
たとえば，識別可能であるためにどのような条件が満たされなければならず，かかる条
件と無形の項目の特徴との関係性をいかに理解するのかは，無形の項目が無形資産として
認識されるための要件を規定するうえで大きな関心事となりうる。要するに，識別可能性
の意義は，無形資産の認識のあり方を大きく左右する重要な問題であると考えられる。 
そのために，かかる論点は，当面の研究目標である無形資産会計の枠組みを定めていく
うえで十分な検討を必要とする論点であると考えている。 
識別可能性の意義を考察することの重要性を以上のように理解したうえで，本論文では，
かかる識別可能性の意義を明らかにするための考察を各設定主体別におこなう。  
ここでいう識別可能性の意義とは，各会計基準において，識別可能性がどのような目的
のためにいかなる役割を果たしていたのか，またいかなる局面において識別可能であるこ
とが求められるのか，さらに識別可能であるためにいかなる条件を満たさなければならな
識別可能性の意義 
無形資産の 
認識のあり方 
無形資産の認識に
関する比較考察 
① 
② 
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いのか，という識別可能性を要件として規定する意味についての問題を指している。 
ただし，各会計基準について識別可能性の意義を考察すること自体に変わりはないにし
ても，各会計基準において識別可能性がいかに取り扱われているのか，換言すれば，識別
可能性の内容についてどこまで明示的に規定されているのかによって，考察すべき具体的
な論点とその手順は異なるものと考えられる。 
たとえば，無形資産の認識のための要件として識別可能性がいかなる役割を果たすべき
であるのかが会計基準上明示されていれば，識別可能性の意義を明らかにするために問題
となるのは，そのような役割を果たすべきケースはどのような場合か，識別可能であるた
めにはいかなる条件を満たすべきかが論点として想定されるものと考えられる。それに対
して，会計基準上，識別可能性がそもそも用いられているのか，または用いられていても
その目的が明示されているのかによって，識別可能性の意義を明らかにするための具体的
な論点やその手順は，先に示したものとは異なってくるものと思われる。 
しかし，各会計基準の内容に応じて考察の手順や手法が変わってくることが想定される
ものの，識別可能性の意義を明らかにするための論点は，以下の 3 つの論点に集約される
ように思われる。すなわち，①識別可能性が必要となる具体的な場面または項目，②識別
可能性の目的と役割，③識別可能であるための条件という 3 つの論点である。 
①の論点は，そもそも識別可能性がなぜ必要とされるのか，またどのような場面でその
必要性が生じるのか，いいかえれば識別可能性の適用範囲はどこまでなのかという問題で
ある。この論点を最初に考察するのは，識別可能性の必要性をいかに理解するのかによっ
て，識別可能であるための条件，すなわちどのような要件がみされれば識別可能と認めら
れるのかという識別可能性の要件も変わってくるものと考えられるからである。  
②の論点は，無形資産の認識のために識別可能性を求めることの目的がどこにあるのか
という問題である。すなわち，識別可能性の判断が求められる局面が明らかになったとこ
ろで，そこで識別可能性の要件を規定することの目的および認識要件としての役割を問う
ものである。いいかえれば，無形資産として認識されるための他の要件との関係性，いわ
ば認識のための要件としての役割分担を明らかにするための論点である。この論点につい
ては，識別可能性がどのようなタイミングで判断することが求められるのかといった点に
着目してみれば明らかになるものと考えている。 
③の論点は，識別可能性の条件である。これは，無形の項目が識別可能であるためにい
かなる条件を満たす必要があるのかを問うものである。かかる論点は，識別可能性の目的，
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必要性および役割を定めたうえで明らかになるものと考えられることから，最後の論点と
して位置づけている。 
続いて第 4 の論点となるのは，これまでの論点について設定主体ごとに考察した結果に
基づいておこなう各設定主体における無形資産の認識のあり方の比較考察である。  
かかる考察は，これまでの論点についての考察をさらに意義のあるものとするためにお
こなうものである。すでに述べたように，本論文の第 1 の論点は，識別可能性の意義を明
らかにすることである。かかる識別可能性の意義を明らかにするためには，無形資産の認
識のあり方を全体として体系的に明らかにしなけらばならないと考えている。しかし，無
形資産の認識のあり方を体系的に整理することができるのであれば，識別可能性の意義を
明らかにする以外にも，さらに意味のある考察を行うことができると考えている。それが
第 4 の論点である無形資産の認識のあり方の比較考察である。 
かかる考察の内容をより具体的に述べれば，各制度における認識のあり方についての比
較考察による一般的な見解が前提としている事項を確かめることである。 
考察の対象とする論点は，以下の 2 つである。 
まず，第 1 の論点は，ソフトウェアという無形資産の具体的な項目に焦点を当て，財務
会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board；以下，FASB という）と国際
会計基準審議会（International Accounting Standards Board；以下，IASB という）のそ
れぞれの基準にしたがった場合におけるソフトウェアの認識時点についての一般的な見解
が前提としている事項の妥当性を確かめることである。 
後述するように，一般に，FASB と IASB の研究開発基準における無形資産の認識時点
を比較すると，FASB によった場合には，すべての研究開発コストを発生時に費用として
認識することが求められるのに対して，IASB によった場合には，開発コストのうち一定
の要件を満たす部分が資産として計上されることがあるとの理解が一般的である。要する
に，研究開発コストの認識時点は，IASB の会計基準にしたがった場合の方が，FASB の
基準にしたがった場合より早いとされる。しかし，そこでは，暗黙の前提が置かれている
ように思われる。それは，研究開発活動の範囲，いいかえれば研究開発活動の終了時点が
同じであるという前提である。かかる前提が置かれていなければ，研究開発コストの認識
時点または資産として認識される研究開発コストの範囲を比較することは難しいと考えら
れる。また，先の研究開発コストの認識時点の議論は，研究開発コスト一般を対象とした
議論であり，どのような項目を研究開発の対象とするのかは特に問題とされていない。 
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この点，FASB には，研究開発活動によって取得される特定の項目としてソフトウェア
の会計処理を定める基準が存在しており，その基準にしたがった場合のソフトウェアに係
る研究開発コストの認識時点と比較したときには，研究開発一般を規定した基準に従った
場合とは異なる結果になる可能性がある。 
このような事実に鑑みれば，実際に IASB の会計基準における研究開発活動の範囲と
FASB の会計基準におけるそれが同じものであるのかを確かめることは，研究開発コスト
の会計処理の考え方を理解するうえで重要な問題であるように思われる。第 1 の論点は，
このような問題意識に基づいて考察するものである。 
第 2 の論点は，仕掛研究開発について，FASB または IASB の基準と日本基準の取り扱
いに相違があるのかという問題である。 
後述するように，仕掛研究開発については，FASB と IASB との取り扱いにかつて相違
が見られたものの，その後のコンバージェンスのなかでかかる差異は解消されている。そ
の一方で，日本基準の取り扱いは必ずしも FASB および IASB の取り扱いと整合している
といえないように思われる。 
この点について詳細に検討することが比較考察における第 2 の論点である。 
かかる比較考察に加えて本論文では，識別可能性の意義についてもう 1 つの論点を考察
の対象としたい。かかる論点が第 5 の論点である。 
識別可能性の意義については，無形資産の認識のあり方を検討することの一環として，
各時代または各設定主体別に制度の取り扱いを明らかにすることを目的にしている。それ
は，第 3 の論点としてすでに述べたところである。しかし，後述するように，かかる考察
によっても依然として明らかでない事項が存在する。そのような事項とは，識別可能性と
資産性の関係はいかなるものであるのかという問題である。かかる事項は，無形資産の識
別可能性に対する解釈を左右しうるほど重要な問題であると考えられる。そのために，識
別可能性に関する派生的な論点として，追加的に考察することにしたい。 
なお，かかる考察を行う際には，IASB における識別可能性に焦点を当てて考えること
にしたい。なぜならば， FASB においては無形資産関連の基準同士の関係性や規定の内容
が必ずしも自明ではなく，上記考察を行うために余計な配慮が必要となるのに対して，
IASB における識別可能性は，その目的や条件が FASB と同様あるうえに，その適用範囲
が明確であることから， IASB に焦点を当てるのが有効であるように思われるからである。 
以上が，本論文で掲げた論点についての問題意識と考察の概要である。かかる考察を進
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めることにより，本論文の目的を果たすことができるように思われる。 
ところで，各設定主体における無形資産の認識のあり方を考察するためには，どの設定
主体における会計基準を考察の対象とするのかあらかじめ定めておく必要があるように思
われる。 
この点について，本論文では，会計手続委員会（Committee of Accounting Procedure；
以下，CAP という）における会計研究公報（Accounting Research Bulletin；以下，ARB
という），会計原則審議会（Accounting Principles Board；以下，APB という）における
APB オピニオン，および FASB における無形資産を対象とする会計基準，IASB における
無形資産関連の会計基準，およびわが国における無形資産関連の会計基準を対象に考察す
ることとする。 
まず，CAP，APB，および FASB といったアメリカにおける設定主体における無形資産
を対象とする会計基準を検討することについては，以下のような理由がある。  
アメリカには，古くから無形資産に係る会計基準が存在し，現在に至るまで無形資産に
係る会計実務の発展，会計理論の発展，その過程における議論も盛んに行われたことも想
定され，その成果が制度の変遷に何らかの形で反映されていると考えるのは自然なことで
あると思われる。 
また，無形資産に係る会計基準の改訂にともない，本論文における検討対象の 1 つであ
る識別可能性の意味と役割が変遷してきた事実を見て取ることができる。識別可能性の要
件は，会計基準およびその設定主体の移り変わりとともにその意味および要件が次第に明
確になってきた経緯がある。ただし，その間，無形資産の認識に係る他の要件が常に不変
であったわけではない。識別可能性要件は，常に無形資産の認識に係る他の要件とともに
変化してきたのである。そのために，同じ識別可能性といえども，時代によって，つまり
無形資産に係る他の要件のありかたによって，その内容が異なるといえる。したがって，
識別可能性要件のみを個別に取り上げ，その歴史的な変遷をたどったとしても，それぞれ
の時代における識別可能性の意味や要件を理解するのは困難であり，識別可能性は，無形
資産の認識に係る他の要件と関連させて理解すべき性質のものであると考えられる。  
そこで，本論文においては，識別可能性の発展過程に照らして，アメリカにおける無形
資産会計の時代を CAP，APB，FASB の 3 つに区分し，それぞれの時代における無形資産
の認識要件としての識別可能性の意味や要件をその時代の無形資産の認識のあり方という
具体的な文脈のなかで捉えることにしたい。これにより，識別可能性の意味や要件が次第
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に明確になっていく過程とその背景が明らかとなり，本論文の検討課題である，識別可能
性要件の意義を明らかにする上で有益となる何らかの示唆が得られるものと思われる。  
また，各会計基準における無形資産の認識のあり方をその理論的背景とともに把握して
おくことにより，各会計基準の比較考察，過去の会計基準による実務への影響およびそれ
に対する評価，現行制度の理論的背景の妥当性および代替案の検討など，各会計基準にお
ける無形資産の認識のあり方を時系列に沿って理解することによる効用を様々に想定する
ことができる。したがって，アメリカの設定主体ごとに無形資産に係る会計基準の内容を
検討することが本論文の目的を果たすうえで有益であると考えられる。このような理由に
基づき，アメリカにおける無形資産に係る会計基準を設定主体別に検討する。  
また，IASB においては，FASB と共同で企業結合基準や無形資産基準を改善するため
のプロジェクトにかかわっており，また今後の制度の設計および改変の行方を見据えると，
IASB における無形資産の認識のあり方を検討しておくことも必要と思われる。 
このような理由から，IASB の無形資産関連の会計基準を考察の対象とする。 
さらに，FASB および IASB における会計基準を考察したことの意義をさらに高めるた
めに，わが国における無形資産の認識のあり方もあわせて検討することが有効であると考
えられる。それは，わが国における無形資産の認識のあり方を他の会計基準のもとでの認
識のあり方との関係で相対的に理解することができることだけでなく，今後の研究のあり
方を考えれば，わが国の制度の改善または新設も研究の範囲に含まれることから，本論文
で考察の対象とする意味はあると考えられる。このような理由に基づき，わが国における
無形資産関連の会計基準も考察の対象とすることにする。 
このように，本論文においては，CAP，APB，FASB，IASB，およびわが国における無
形資産関連の会計基準を考察の対象とする。 
ただし，本論文における以上のような考察には一定の限界が存在するように思われる。
それは以下のとおりである。 
まず，本論文においては，無形資産の認識に焦点を当てているものの，測定の具体的な
手法やその妥当性については考察が及んでいない。認識されるためには，測定されている
ことが前提ではあるが，その測定値，とくに公正価値等を求める複雑な算定式およびその
仮定等については，現時点の知識や能力を前提とするといまだ取り扱うことの困難な問題
であると考えられる。したがって，本論文においては，測定値の算定手法等の問題に考察
の範囲を広げることなく，とくに，無形資産の認識のタイミングまたは条件に照準を絞る
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ことにしたい。したがってかかる測定手法等の問題については今後の課題とする。  
また，考察の対象となりうる会計基準には，他にも様々な候補が考えられる。たとえば，
イギリスやオーストラリアの会計基準における無形資産の認識のあり方を考察することで，
本論文では得られることのない知見を得ることが可能となることも考えられる。そのため
に，本来であれば，他の会計基準もあわせて考察することが望ましいものと思われる。し
かし，本論文では，考察の対象となる会計基準の範囲の広さよりも，考察の対象とすべき
会計基準のうち，優先順位の高いと考えられる会計基準について，必要な範囲でより細か
いところにも焦点を当てることで，よりよい理解を得ることを重視したい。したがって，
本論文においては，他の会計基準における無形資産の認識のあり方は考察の対象外とし，
今後の研究のなかで順次必要に応じて取り上げていきたい。 
さらに本論文では，無形資産に関する実証研究についての先行研究を引用するなどして
本論文の考察に用いることはしていない。たしかに，無形資産については，古くから実証
研究における研究成果が蓄積されており，本論文においても何らかのために有益であると
考えられる先行研究もあると考えられる。しかし，本論文では，今後の研究内容として実
証研究における先行研究の成果の理解および評価を見据えており，現時点では，現行制度
の取り扱いを十分に詳細かつ論理的に検討し解釈することを目的としている。そのために，
本論文においては，無形資産に関する実証研究について，先行研究の内容を吟味し，評価
するなどの検討は行っていない。本論文において明らかになった事項や，今後実証研究の
手法等に関し知識および能力を蓄え，逐次，実証研究における先行研究も考察の対象とし
ていこうと考えている。 
このように，本論文においては，一定の限界が存在しているが，それでもなお今後の研
究のために最低限の意義を有する考察結果を得ることは可能であると考えている。 
本論文の考察に係る具体的な意義については，次のように考えている。 
 すでに述べたように，本論文において取り組む課題は，制度上の無形資産の認識のあり
方に対する解釈である。すなわち，それぞれの設定主体のもとで，無形資産が，制度上ど
のように取り扱われているのかまたは，それぞれの取扱いを比較考察することによりどの
ような知見が得られるのか，さらには新たに生じてくる解釈上の疑問点としてどのような
事項が存在し，かかる疑問点に対していかなる考察結果を導くことができるのか，という
無形資産の認識に係る制度上の取り扱いについての解釈問題である。 
 したがって，本論文においては，上記の取り組みの結果を踏まえたさらに発展的な考察
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を行うための準備作業にすぎないと考えられる。さらに発展的な考察とは，たとえば，現
行の無形資産に係る制度に対して，会計理論的な立場からいかなる評価を下すことができ
るのかという理論的な考察，現行制度のあり方が実務にどのような影響を及ぼしたのか，
またその要因はどこにあったのかという実務に関する考察，さらに現行制度の改善のため
にどのような修正が必要と考えられるのか，または新たな制度としてどのような代替案が
考えられるのかという制度に関する考察など，現行制度に対する理解を前提とした次なる
考察のことである。ただし，さらなる考察を行うためには，無形資産に係る会計がどのよ
うな目的のもとどのような原則に従って行われるのかという無形資産に係る会計の枠組み
がなければ，場当たり的で恣意的な考察になってしまうおそれがある。そこで，本論文で
は，当面の研究の目標として無形資産に係る会計の枠組みを定めることとしている。  
このような無形資産に係る会計の枠組みを定めるには，まずは現行制度に対する理解が
必要になるものと考えられる。そこで，本論文では，かかる理解を得るために現時点でな
されるべき考察をおこなうこととしている。そのために，本論文における考察を経ること
によって予定した結果を得ることができれば，今後のより発展的な議論のために意味のあ
る考察をすることができたといえるものと思われる。 
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第 2節 本論文の構成 
本論文は，以下の構成に従って論述されている。 
まず，第 1 章から第 5 章までにおいて，各設定主体または各会計基準において，無形資
産の認識のあり方とその理論的な背景がいかなるものであったのかを明らかにすることを
通じて識別可能性の意義を明らかにすることを目的とした考察を行う。そのような論点と
は，会計基準上，無形資産の候補としてどのような項目が想定され，その項目が無形資産
として認識されるためにいかなる要件を満たすことが求められ，またその背後にはいかな
る会計的な考え方が横たわっていたのか，さらには無形資産の認識にさいして識別可能性
が要件として規定されていたのか，かりに要件として規定されていた場合には，どのよう
な内容をもつものとして規定され，どのような役割を果たしていたのかというものである。
これらの論点に対する考察により，各設定主体または各基準において，無形資産の認識の
あり方がいかなるものであったのかが明らかとなり，ひいては識別可能性の意義について
一定の見解を得ることができるものと思われる。 
具体的には，まず第 1 章において，アメリカで初めて無形資産に関する会計基準を設定・
公表したアメリカ会計士協会（American Institution of Accountants；以下，AIA という）
の CAP から公表された，いくつかの ARB を検討の対象とする。ここで，上記のいくつか
の論点について考察を行うことにより，CAP の時代における無形資産の認識のありかたと
識別可能性の意義が明らかになると考えられる。 
続く第 2 章では，CAP から会計基準設定の役割を引き継いだアメリカ公認会計士協会
（American Institution of Certified Public Accountants；以下，AICPA という）の APB
から公表された APB オピニオン 16 号と APB オピニオン 17 号を対象として，同様に上記
のいくつかの論点について考察を行う。APB の時代においては，無形資産の認識のあり方
が取得形態別に規定されるようになった。すなわち，APB オピニオン 17 号において，無
形資産一般を対象として，企業結合その他の外部との取引により取得した無形資産と，自
己創設により取得した無形資産とで，異なる要件が定められるようになっている。他方，
APB オピニオン 16 号では，企業結合により取得した無形資産について，より詳細な規定
が置かれている。また，APB17 号では，識別可能性という文言が要件として規定されてお
り，このような文言が用いられた最初の会計基準と解される。このような特徴に注目しな
がら，上記論点について考察を行い，APB の時代において，無形資産の認識のあり方と識
別可能性の意義を明らかにしていこうと考えている。 
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第 3 章では，アメリカにおける初の民間部門による会計基準設定主体である FASB から
公表された各種の財務会計基準に関するステートメント（Statement of Financial 
Accounting Standards Board；以下，SFAS という）を参照して，無形資産に関する上記
論点を対象に考察を行う。FASB の時代になると，無形資産に関係する会計基準がさらに
開発・改正され，自己創設活動の 1 つと考えられる研究開発活動を対象とした SFAS2 号
やソフトウェアという具体的な項目に焦点を当てた会計基準である SFAS86号などが公表
されている。また，AICPA における公的な文書である意見表明書（Statement of Position；
以下，SOP という）においても，ソフトウェアや自己創設活動を対象に会計処理等が規定
されており，無形資産の認識のあり方を考察するうえで有益なものであるといえる。こう
した事情を踏まえて，無形資産に関する上記論点について考察を行うことにより，アメリ
カにおける現行制度上の無形資産の認識のあり方と識別可能性の意義が明らかとなると考
えられる。 
第 4 章では，国際的に会計基準の設定・改廃活動を行なっている IASB の国際財務報告
基準（International Financial Reporting Standards：以下，IFRS という。ただし，IASB
の前身である国際会計基準委員会の時代に公表された国際会計基準（IAS）を含む場合は，
IFRSs とする）を対象として，上記論点について考察を行う。IASB の無形資産に関する
会計基準の特徴は，取得形態や項目の種類に焦点を当てて，会計基準が設定されているの
ではなく，無形資産一般を対象とする単一の基準である IAS38 号によって無形資産の認識
のあり方が規定されていることである。これは，FASB の無形資産に関する会計基準のあ
り方と対照的である。このような特徴を踏まえたうえで上記論点について考察を行うこと
で，IASB の会計基準における無形資産の認識のあり方と識別可能性の意義が明らかにな
るものと思われる。 
第 5 章では，わが国における無形資産の制度上の取り扱いに目を転じることとする。わ
が国においては，かなり以前から無形固定資産という無形資産に類似する項目について，
企業会計原則に定めがあった。その後，連結財務諸表原則や企業結合会計基準が設定され
るようになり，無形資産に関するより具体的な会計処理が規定されるようになり，国際的
な規準と内容的にほぼ同様の取り扱いがなされるようになっている。 
第 5 章においても，第 1 章から第 3 章までと同様に，無形資産に関するいくつかの論点
を対象に考察を行い，日本基準における無形資産の認識のあり方と識別可能性の意義を明
らかにしようと考えている。 
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以上のような第 1 章から第 5 章までの考察により，各設定主体・各会計基準における無
形資産の認識のあり方と識別可能性の意義が明らかとなったところで，続く第 6 章おいて
は，第 5 章までの考察の結果を踏まえてさらなる論点について考察を試みることとする。
かかる論点には，もともと本論文が目的としていた識別可能性の意義に関連する問題も含
まれている。また，かかる追加的な論点は，第 5 章までの考察を進めてきたがゆえに生じ
る論点であるといえるため，この論点について考察することが，本論文の意義を高めるう
えで重要であると考えている。 
具体的にいえば，第 6 章では，第 5 章までの考察では必ずしも明らかとならなかった無
形資産に関する会計基準上の取り扱いとして，市場販売目的のソフトウェアの認識時点に
関する問題，仕掛研究開発の意義に関する問題，および識別可能性と資産性の関係につい
ての問題を指摘し，これらの問題に対する本論文の見解を明らかにしようと考えている。 
最後に，終章において，これまでの考察の結果を総括し，本論文での取り組みに続く今
後の研究に向けた展望を行うことにより本論文を締めくくることとする。 
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第 1章 CAPにおける無形資産の認識と 
識別可能性 
 
第 1節 考察の意義と手法 
 本章では，CAP の時代における無形資産の認識のあり方に関係のあるいくつかの会計基
準を対象として，この時代における会計制度のもとで無形資産の認識のあり方がいかなる
ものであり，またかかる時代における識別可能性にいかなる意義を見出せるのかについて
考察を加える。 
 まず，次節では，無形資産の候補としてどのような項目が措定され，またその特徴とは
いかなるものであるのかといった論点について考察を加える。これは，無形資産の候補と
なる項目は時代や基準によって様々であるとの認識に立って，その時代・基準における無
形資産の会計上の取り扱いを把握するための前提論点として考察を加えるものである。続
く第 3 節では，無形資産の認識のあり方とその理論的な考え方を明文の規定に照らして理
解し体系化することを試みる。 
最後に第 4 節では，第 3 節までの考察を前提として，無形資産に係る認識のための要件
に規定されている識別可能性がこの時代においてはいかに取り扱われていたのかについて
考察を行う。 
 なお，CAPの時代において，無形資産に属する具体的な項目を定めている基準は，ARB24
号および ARB43 号第 5 章である。ただし，ARB24 号および ARB43 号第 5 章における無
形資産は，企業外部から取得した無形資産に限定されており，自己創設の無形資産に対す
る取り扱いは，その範囲から除外されている1。したがって，本章で考察の対象とする無形
資産は，企業外部から取得したものに限定されており，企業内部において創出された無形
資産は考察の対象外としている。 
                                                   
1 Committee on Accounting Procedure(CAP), Accounting Research Bulletin No. 24: 
Accounting for Intangible Assets, CAP, 1944, introduction. 
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第 2節 無形の項目の特徴と範囲 
本節では，無形資産に関する会計基準である ARB24 号および ARB43 号第 5 章を参照
して無形資産の具体的な項目を列挙し，その特徴を把握することを試みる。  
もっとも，この時代において無形資産になりうる項目は，なにも会計基準に具体的に列
挙されている項目に限定されるわけではないともいえる。すなわち，他の何らかの資料を
参考とすることで，無形資産となりうる項目を他にも把握することは可能であるといえる。
しかし，この時代の無形資産の候補を把握するために参照できる資料のなかでは ARB24
号および ARB43 号がもっとも代表的なものといえ，また無形資産の会計処理を規定する
ための前提として列挙されていることからしても，無形資産の候補を把握するためには，
かかる会計基準で十分であると考える。そのために，本章では，ARB24 号および ARB43
号第 5 章の規定に照らしてこの時代の無形資産となりうる項目の範囲とその特徴を明らか
にしていくことにする。 
なお，無形資産となりうる項目や無形資産の候補という言い回しを用いているのは，あ
くまでここで列挙された項目がすべて無形資産として認識されるとは限らず，場合によっ
ては列挙された項目に該当しても，認識のための要件を満たさず，したがって無形資産と
されないこともあると考えられ，この点を用語の区別に反映するためである。 
さて，ARB24 号では，まずその冒頭において，後の会計処理を規定するための前提とし
て，無形の項目が耐用年数の観点から大きく 3 つに分類されている2。 
すなわち，無形の項目は，耐用年数の確定されているタイプ（a），耐用年数の確定され
ていないタイプ（b），企業結合により取得したのれんに該当するタイプ（c）の 3 つに類
型化されている。これらの類型のそれぞれについて具体的な無形の項目が列挙されている。 
まず，タイプ（a）の類型に属する無形の項目とは，法律，規則，もしくは契約，また
はその性質により耐用年数が有限である項目であり，たとえば，特許権，著作権，借地権
または借家権(leases)，許諾権（ライセンス），期間の固定された独占販売権（フランチャ
イズ），および存続期間が有限ののれんがあげられている3。 
次に，タイプ（b）の類型に属する無形の項目とは，耐用年数が有限ではなく，かつそ
のことを示す証拠が取得時において存在しない項目であり，たとえば，通常ののれん、継
                                                   
2 Ibid. 
3 Committee on Accounting Procedure, Accounting Research Bulletin No. 43: Restatement 
and Revision of Accounting Research Bulletins, CAP, 1953, Chapter5 par. 2. 
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続企業価値，秘匿されたプロセス，契約者リスト，存続期間の定めのない独占販売権（フ
ランチャイズ），組織関連コストがあげられている4。 
最後に，タイプ（c）の類型に属する無形の項目とは，いわゆるのれんであり，親会社が
子会社から受け入れた資産および負債の価値を子会社の取得原価が上回る金額のことをい
うとされている5。ただし，ARB43 号では，無形資産の類型がタイプ（a）とタイプ（b）
に限定されおり，タイプ（c）という類型は削除されている6。しかし，具体例として列挙
されている項目に変わりはなく，のれんが無形資産から除外されたわけではないとされる7。 
このように，CAP の時代からすでに，無形資産となりうる項目として様々な種類のもの
が想定されていた。かかる具体的な項目の特徴はどのような観点から整理すればよいので
あろうか。無形資産の候補となる項目の特徴と範囲は，本論文において考察の対象とする
すべての会計基準について明らかにしようと考えていることから，後にいくつかの事項に
ついて比較考察することや今後の研究のこともあわせて考えると，かかる無形資産の候補
の特徴と範囲は，共通する観点から整理することが望ましいように思われる。 
そこで本論文では，無形資産となりうる項目の特徴として，①契約または法律上の権利
として保護されるか否か，および②権利または支配の対象として無形であるか否かという
2 つの視点を用いることにしたい。無形資産の候補となる項目の特徴をこのように 2 つに
整理したのには理由がある。 
まず契約または法律上の権利として保護されるか否かという視点については，権利とし
て保護されるか否かは資産性の有無を判断するうえで極めて重要であることから，資産性
の有無を判断するに先立ってかかる視点から無形の項目が整理されていることが望ましい
と考えたためである。 
他方，権利または支配の対象として無形であるか否かという視点については，会計基準
において無形資産の具体例として列挙されていながら，実は無形というよりは有形の項目
として整理する方が望ましい項目もいくつか見受けられ，これらの項目と無形の項目は，
あらかじめ分けて考えておく方がこれからの考察をおこなうために望ましいと考えられる
ことがその理由である。そこで，以下，かかる 2 つの視点から無形の項目を整理すること
にする。 
                                                   
4 Ibid. 
5 CAP, op. cit., supra note (1), introduction. 
6 CAP, op. cit., supra note (3), par. 2 . 
7 Ibid., par. 3. 
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 まず，タイプ（a）の無形資産をみてみると，耐用年数が有限ののれんを除いては，そ
のすべてが権利によって保護されるものであることが分かる。すなわち，特許権，著作権，
借地権および借家権，許諾権，フランチャイズなど，法律等によって権利として認められ
ている項目がタイプ（a）の無形資産のほとんどを占めているといってよいと思われる。
しかし，権利で保護されるという共通点ばかりでなく相違点もみて取れる。それは，権利
の対象が有形であるか無形であるかの違いである。 
たとえば，特許権，著作権，許諾権などは，いわば知的財産権の代表例と呼べるもので
あり，その対象となるのは，法律的にいえば具体的な形態を有さない無体物であるといえ
る。その意味で，権利または支配の対象は無形である。 
それに対し借地権および借家権について，その対象となるのは，借地借家契約の相手方
の保有している土地や建物といった，具体的な形態を有する有体物である。その意味で，
権利または支配の対象は有形である。 
一方，フランチャイズについては，どのような権利等が取引の対象とされていたのかは
一概にいえないように思われる。この点を説明するためにフランチャイズの発展過程をみ
てみたい。 
フランチャイズは，1850 年代のアメリカのシンガー・ソーイング・ミシンに起源がある
があるとされ8，当時同社は，「販売員に対し特定の販売地域を指定してミシンの販売権を
付与するとともに，販売割合に対しその対価を徴収するという方式で販売組織を形成9」し
ていた。これがフランチャイズの原型とされる10。 
当時はフランチャイズといっても，契約者に対して自社の商品・商標を独占的に使用お
よび販売する権利が与えられているにとどまり，現代のように経営ノウハウまで提供され
るような形態をとってはいなかったとされる11。また，現在のように経営ノウハウなども
含めたフランチャイズパッケージに対して対価が支払われるような契約形態になったのは，
第 2 次世界大戦後であるとされる12。しばしばフランチャイズが独占販売権と訳されるの
はこの点が反映されているように思われる。 
                                                   
8 日本フランチャイズチェーン協会『よくわかる！フランチャイズ入門』同友館，2011，2 頁。 
9 同上，同頁。 
10 同上。 
11 同上。 
12 同上。 
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フランチャイズの発展過程をこのように理解すれば，時代によって取引の対象になるも
のは様々であり，ときには，独占販売権として特定の地域における自社製品の販売権が与
えられるだけであったし，またときには経営ノウハウを学んだり，経営指導を受ける権利
まで付与されたと考えられる。 
しかし，すくなくとも現在のようなフランチャイズ形態になるのは戦後になってからで
あるという点に着目すれば，ARB24 号の公表された 1944 年や戦後間もないころには，い
まだフランチャイズといえば独占販売権を付与する契約形態であったと考えるのが妥当で
あるように思われることから，本章では，フランチャイズを独占販売権として理解するこ
とにする。 
このようにフランチャイズを独占販売権という，特定の地域において，特定の財または
サービスを独占的に提供することが認められる契約上の権利と理解すると，フランチャイ
ズとはどのような特徴をもった権利と考えることができるであろうか。 
この点，独占販売権として理解されるフランチャイズでは，一概には結論を出しがたい
ように思われる。なぜならば，独占販売権として権利の対象とされるのは，有形といえる
要素もあれば，無形といえる要素もあるように思われるからである。すなわち，その権利
の対象として商品に着目すれば，有形物を対象とした権利であるとすることができるが，
独占販売権の付与には，商標権の使用が認められることに着目すれば，無体物を対象とす
る権利とすることも可能であるように思われる。かかる問題は，フランチャイズの法的特
徴も含めて更なる考察が必要であるように思われる。したがって，本論文においてはこれ
以上の考察を行わず，無形であるか有形であるかについての結論は，今後の課題としたい。  
次にタイプ（b）の具体例にあげられている無形資産をみていみると，期間の定めのあ
るフランチャイズを除いて，そのすべてが法律等の権利によっては保護されない項目とな
っているのが分かる。とりわけ秘匿されたプロセスや契約者リストなどは，いわば権利で
保護されない無体物と理解することのできる項目であると考えられる。 
現代においては，これらの項目も特別な法律によりその侵害からの保護が図られること
もあると考えることができる。しかし，その場合であっても，契約または法律上の権利と
して保護されるのではない。 
これに対して，通常ののれん，継続企業価値，組織関連コストは，その性質をどのよう
に捉えるのかによって結論が異なってくるように思われる。 
たとえば，のれんといっても，それを企業の資源として理解するのか否かによって結論
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は変わってくるように思われる。単にある企業が他の企業よりも多くの利益を出している，
またはそれが期待される事実を指している場合には，そもそも権利の対象か否かという点
は問題にならないように思われる。この点は無形資産に係る会計上の問題として詳細な検
討を必要とするものと思われるが，ここでは資源であることを前提として一応の結論を出
したい。すなわち，通常ののれん，継続企業価値，組織関連コストは，企業にとっての何
らかの資源と措定したうえで，その特徴について結論を出しておきたい。かかる項目を資
源として理解した場合，それらはいずれも，権利によって保護されるような項目でないこ
とは明らかであるように思われる。権利によって保護される項目として何を想定している
のかが必ずしも明らかでないからである。特許権における特許技術に相当するものが考え
つかないように思われる。 
それでは，かかる項目は権利または支配の対象として有形と無形のいずれであろうか。 
この点も，結論は必ずしも自明ではないように思われる。項目が特定できない以上，有
形とはいい難いが，だからといって無形としてしまうのは結論の出し方があまりにも乱暴
であるように思われるからである。この問題に結論を出すためには，のれんとは何かとい
う問題についてより詳細な検討が必要になるものと考えられる。したがって，本論文では，
これらの項目を無理に類型化することは避け，比較的その特徴が明らかな項目を分類する
ことで，この時代の無形資産の特徴を大まかに把握することにしたい。 
以上のような考察の結果を踏まえて，ARB24 号および ARB43 号第 5 章にあげられてい
る無形資産の具体例について，その一般的な特徴に照らしてその類型をまとめると次のよ
うになると思われる。 
ARB24 号および ARB43 号第 5 章の無形資産は，まず権利で保護される項目か否かで大
きく 2 つに分類することができる。 
さらに，権利で保護される場合であっても，そうでない場合であっても，具体的な形態
を有するか否かによってさらに 2 つに分類することができる。その結果，ARB24 号およ
び ARB43 号第 5 章の無形資産は，4 つに分類されることとなる。 
具体的には，①権利によって保護され，かつ無体物を対象としたもの，②権利によって
保護されるが，無体物を対象としないもの，③権利よって保護されない無体物を対象とす
るもの，④権利によって保護されないうえに無体物を対象としないものの 4 つに無形資産
が分類されることになる。 
こうして ARB24 号および ARB43 号第 5 章において無形資産の類型として示されてい
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た項目は，その一般的な特徴に照らして分類してみれば 4 つの類型に分けることができた。 
次節では，以上の理解を前提として CAP の時代における無形資産の認識のあり方を考
察することにする。 
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第 3節 無形資産の認識のあり方 
 前節では，無形の項目の特徴と範囲を整理した。そこで目的としていたのは，本章の考
察の対象とする時代において，無形資産としてどのような特徴を有する項目が想定されて
いたのかを大まかに把握することであった。 
本節では，無形資産の認識のあり方がいかなるものであったのかを考察することにした
い。しかし，実は，この時代の会計基準には，無形資産の認識のあり方を理解するうえで
重要な問題がある。 
 それは，ARB24 号および ARB43 号第 5 章では，無形資産の原初認識に関して，無形資
産のいかなる特徴がその認識の可否に影響を及ぼすのか，またどのようなタイミングにお
いて認識するのかについて明示している規定が存在しないことである。 
すなわち，ARB24 号および ARB43 号第 5 章においては，すでに無形資産として認識さ
れることが決定している項目について，それを原初認識時にいかに測定するのか，また原
初認識後，いかに償却手続きまたは減損手続きを行うのかといった無形資産を原初認識し
た後の会計処理上の問題に関する規定しか置かれていないのである。 
 したがって，無形資産として認識されるために無形の項目がいかなる要件を満たさなけ
ればならないのかについては基準上明らかではない。しかし，本章で明らかにしたいのは
まさにかかる要件であり，かかる要件が明らかでないのであればこれ以上の考察をするこ
とはできない。 
ただし，かかる要件が規定されていなかった理由について考察を加えることは意味があ
るように思われる。なぜならば，無形の項目が無形資産として認識されるためにいかなる
要件を満たす必要があるのかが基準上明らかでないのであれば，基準の適用を受ける企業
は，どのような項目を無形資産として計上すればよいのか戸惑うのではないかと考えられ
るからである。無形資産をどのように測定するのか，またその後どのような処理を行えば
よいのかについて規定が置かれていても，そもそもどのような項目が無形資産として認識
されうるのかが明らかでなければ，測定もその後の処理も考えようがないように思われる。
認識に係る規定を置かないこのような基準のあり方が選択肢の一つとして考えうるのか否
かについて考察することも，無形資産に係る会計の枠組みを定めるためには意味のあるこ
とのように思われる。 
 それでは，なぜ取得した無形の項目が無形資産として認識されるために必要な要件が規
定されていなかったのであろうか。 
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 この点，本論文では当時の会計基準の性格が関係しているように考えている。 
 たとえば，ある論者は ARB24 号の性格について次のように述べている13。 
 
「・・・無形資産は古くから認識されてきた会計上の無形資産であった。しかし
ながら，その会計処理について非常に早い段階から文献上で議論がなされてきた
が，アメリカにおいて基準が設定されるのは第 2 次世界大戦中のことで，会計手
続委員会による会計ルールの作成開始より数年を経過した後のことであった。こ
れもかなり幅広い処理を認めるものであり，すでに広く認められてきた会計実務
を追認するものにすぎなかった。」 
 
 また，他の論者によっても，「ARB24（1944）では無形資産の会計処理として多くの選
択権が示されており，そのもとで行われていた実務は多様なものであった14」と指摘され，
さらに，ARB24 号および ARB43 号は「既存の会計実務を尊重し，それらを公約数的に整
理・統合することに重きを置いている15」として同様の認識が示されている。 
 かかる認識を裏付ける ARB24 号の規定としては， タイプ（b）の償却処理について定
めた規定であるように思われる。 
 かかる規定によれば，タイプ（b）の無形資産を償却する際の相手勘定として資本剰余
金または利益剰余金を選択することが容認される。これは，それまでの会計実務において
適切な会計処理と認められていたことが理由とされている16。 
 しかし，ARB24 号では，かかる会計処理について，とりわけ無形資産を償却する際の相
手勘定として資本剰余金が用いられると，経営者の受託責任および説明責任の基礎となる
投資額が減少することになり，これがその後の利益剰余金を投資額と比較する場合に，誤
解を招くおそれがあると指摘し，かかる会計処理を推奨しないどころか，控えるべきとの
認識を示している17。それにもかかわらず，かかる会計処理が容認されたことを踏まえれ
ば，ARB24 号が当時の実務を追認する性格を有していたとの認識は必ずしも誤りではない
                                                   
13 清水泰洋「アメリカにおける会計基準設定以前の無形資産会計」（伊藤邦雄編著『無形資産
の会計』中央経済社，2006 年，所収，50-51 頁）。 
14 山内 暁「米国における無形資産と暖簾に係る会計処理方法の歴史（1）―ARB24（1944）
の規定と 1940 年代後半の実務―」『専修大学会計学研究所報』22 号（2010 年 3 月），39 頁。 
15 藤田晶子『無形資産会計のフレームワーク』中央経済社，2012 年，64 頁。 
16 CAP, op. cit., supra note (4), Discussion. 
17 Ibid. 
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ように思われる。 
 このように，当時の会計基準の性格が実務を追認したものと理解できるのであれば，会
計基準上，無形の項目が無形資産として認識されるために必要な要件が定められていなか
ったことの理由について次のようなことがいえるのではないかと考える。 
 当時の会計基準では，どのような項目が無形資産たりうるのかが問題とされていたとい
うよりも，実務上一般に無形資産として認識された項目を，その後どのように会計処理す
べきか，たとえば，無形資産の償却について，どのようなタイミングにおいて，またどの
ような相手勘定を伴って処理すべきのかが問題とされていた。要するに，どのような項目
を無形資産として認識するのかは実務上の慣行に任せていたと考えられる。  
 無形資産として認識されるための条件が規定されていなかった理由について，あえて回
答を示すのであれば，このように考えられるように思われる。 
 しかし，いくらこのような考えを示しても，それは単なる憶測の域を出ないものであり，
確かな根拠を持って主張できているとはいえない。 
 また，無形資産として認識されるための条件が無形資産についての会計基準に規定され
ていなかったとはいえても，他の会計基準にこれを理解するためのヒントがある可能性や
当時の通説的な会計理論に基づく推論，さらには当時の現状を示す雑誌論文の参照などを
通じてかかる問題に対する答えを探し求めることは可能であるかもしれない。  
しかし，本論文は，当時の無形資産についての会計基準を対象に，そこで何が定められ
ており，またどのような解釈が可能であるかを考察の対象をしており，考察の範囲を上の
ような作業にまで広げることには限界があると認めざるを得ないように思われる。無形資
産の認識のあり方について規定の現状を示すものにとどまってしまうことにもどかしさを
感じながらも，上記の作業は今後の課題とし，本節ではこのような当時の会計基準の状況
を示すにとどめることにしたい。 
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第 4節 識別可能性の意義 
本節では， ARB24 号および ARB43 号第 5 章において識別可能性という概念が，無形
資産の認識に係る要件として規定されていたのか否か，また要件として規定されていた場
合には，その内容および役割はいかなるものであったのかなど，識別可能性の意義を理解
するうえで十分な考察を必要とする論点について述べる。 
結論からいえば，ARB24 号および ARB43 号第 5 章において，識別可能性に関する明文
の規定は全く存在しない。というよりも，そもそも識別可能性という文言が規定上用いら
れていない。これは，当然といえば当然の結論である。なぜならば，前節で述べたように，
当時の会計基準においては，無形資産の認識に係る要件が規定されていなかったからであ
る。すなわち，本論文において一貫しているように，識別可能性を認識のための要件と措
定すると，無形資産の認識に係る規定が存在していなかった以上，識別可能性の要件は存
在しなかったといえる。 
しかし，さればといって，当時の制度における識別可能性の意義を考察する必要がない
と即断することはできないように思われる。識別可能性の目的を措定したうえで，かかる
目的を果たすために識別可能性を満たすことを求める必要があったか否かを考察すること
はできるように思われるからである。かかる考察を行うことにより，当時の制度における
識別可能性の必要性が明らかとなり，かかる制度の目的や環境条件等の会計の枠組みを理
解するために有益であるように思われる。 
そこで，以下では，識別可能性に相当する要件が当時の会計基準上必要とされたか否か
について考察を行うこととする。 
ただしその前に，以下の考察の前提として，そもそも無形資産の認識に関して識別可能
性はなぜ要件として規定されるのかを考えておく必要があるように思われる。  
なぜならば，識別可能性に相当する要件の存否を実質的に判断するためには，識別可能
性を要件として規定する目的が明らかでなければ，その存否を明らかにすることはできな
いように思われるからである。 
かかる識別可能性の目的については，次章以降においても取り扱うが，本節では次のよ
うに措定して考察を進めることにしたい。 
すなわち，識別可能性が無形資産の認識に係る要件として規定されているのは，のれん
と無形資産を区別して認識することを求めるためである。この点は，後に述べるように，
SFAS141 号にも明示的に定められている。さらに，識別可能であるための条件を規定する
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ための取り組みのなかで，かかる条件がのれんと区別される特徴といった観点から選別さ
れてきた経緯をみても明らかである。実際，識別可能性の意味が論じられるときには，の
れんを識別不能資産として理解したうえで，識別可能であることはのれんと区別できるこ
とであるとされるのが一般的であるように思われる18。 
このように，識別可能性の目的は，無形資産とのれんの区別に求められる。 
それでは，識別可能性の目的を以上のように理解したうえで，CAP の時代において識別
可能性に相当する要件が規定されていたといえるのであろうか。 
この点，識別可能性に相当する要件の有無は，のれんの測定値の計算構造という観点か
ら説明できるように思われる。 
すなわち，基準の規定に照らして計算構造を注意深く検討してみると，のれんとして測
定される金額には，資産の評価差額が含まれることがわかる19。すなわち，支払対価の超
過額は，「支払対価の額－子会社の帳簿に計上された資産および負債の帳簿価額＝子会社の
資産の評価差額＋それ以外」として理解される20。 
これは，親会社の子会社への投資に係る仮定に関する規定から明らかになるものである。 
かかる規定によれば，親会社は，子会社への投資額を決定する際に，子会社の帳簿に計
上されている一部の資産について，その帳簿価額よりも大きな価値を認めていることが仮
定されているという21。 
しかし，さらに大事なことは，子会社の帳簿に計上されていない資産を取得時にのれん
から区別して新たに計上することは想定されていないことである22。したがって，のれん
として計上される金額には，取得時に被取得企業の帳簿に計上されていなかった無形資産
も含まれることとなり，企業結合において無形資産として計上されるのは，取得時にすで
に被取得企業の帳簿に計上されていた無形資産ということになる。 
ここで，のれんとの区別が求められる無形資産が，取得前の子会社の帳簿に計上されて
いなかった無形資産であることを念頭に置くと，ARB24 号および ARB43 号第 5 章におい
ては，そもそも識別可能か否かによって区別される可能性のある無形資産は，すべてのれ
                                                   
18 Anne Wyatt, Zoltan Matolcsy and Donald Stokes, “Capitalisation of Intangibles‐A 
Review of Current Practice and the Regulatory Framework,” Australian Accounting 
Review, Vol. 11, No. 2, 2001, p. 27. 
19 CAP, op. cit., supra note (4), par. 5. 
20 Ibid. 
21 Ibid. 
22 Ibid. 
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んとして計上されていたために，識別可能性を無形資産の認識のための要件として規定す
る必要がなかったということができる。したがって，当時の会計基準上，識別可能性が必
要とされる理由はなかったと結論づけることができる。 
 このように，ARB の時代には，会計基準上，識別可能性に相当する要件を規定する必要
がなかったと考えられる。 
本章では，CAP の時代における無形資産に関する会計基準として ARB24 号と ARB43
号を対象として考察を行った。そこでは，かかる会計基準のもとではいかなる特徴を有す
る項目が無形資産として措定されのか，またかかる項目の認識のあり方はいかに規定され
ていたのかを考察することを通じて，無形資産の認識に係る要件として識別可能性の意義
を明らかにすることを試みた。 
しかし，無形資産の認識のあり方はそもそも基準上規定されておらず，それとの関連で
識別可能性という文言すら規定されていなかった。 
ただし，本章では，無形資産の認識のあり方が基準上規定されていなかった事情につい
て考察するとともに，当時の会計基準上識別可能性の有無を要件として規定する必要性を
明らかにすることで，識別可能性の意義についての一応の結論を示した。 
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第 2章 APBにおける無形資産の認識と 
識別可能性 
 
第 1節 考察の前提と概要 
 本章では，CAP の後を受けて会計基準の設定活動に取り組んだ AICPA の APB によっ
て会計基準が策定されていた時代において，無形資産の認識のあり方がいかなるものであ
ったのか，また識別可能性の意義はどのように理解することができるのかについて考察を
行う。 
本章の全体的な流れを簡潔に述べれば以下のとおりである。 
 まず，次節では，無形資産に関連する会計基準としてどのような基準が存在し、またそ
れぞれがどのような項目について規定しているのかという会計基準の適用関係を明らかに
する。これは、その後の考察のための準備作業として重要であると考える。  
続く第 3 節では、無形資産の候補としてどのような項目が措定され，またその特徴とは
いかなるものであるのかといった論点について考察を加える。これは，無形資産の候補と
なる項目は時代や基準によって様々であるとの認識に立って，その時代・基準における無
形資産の会計上の取り扱いを把握するための前提論点として考察を加えるためのものであ
る。第４節では，無形資産の認識のあり方とその理論的な考え方を明文の規定に照らして
理解し体系化することを試みる。 
最後に第 5 節では，第 4 節までの考察を前提として，無形資産に係る認識のための要件
に規定されている識別可能性がこの時代においてはいかに取り扱われていたのかについて
考察を行う。 
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第 2 節 会計基準の適用範囲 
本章の論点について考察を行うためには，APB において，無形資産に関連する会計基準
としていかなる基準が存在し，その適用範囲がいかなるものであったのかを把握しておく
必要があるように思われる。そこで，以下では，次節以降の本題に入る前に，APB におけ
る無形資産関連の会計基準とその適用範囲およびその特徴について述べておきたい。  
APB においては，無形資産に関連する会計基準として，APB オピニオン 16 号と APB
オピニオン 17 号が存在していた。両会計基準に規定されていた事項を述べれば，以下の
とおりである。 
まず APB オピニオン 17 号では，無形資産一般について，その認識のあり方が取得形態
ごとに分けて規定されていた。一方で，APB オピニオン 16 号では，企業結合に対する会
計処理のあり方が規定されており，企業結合により取得した無形資産についても，他の資
産と同様に，企業結合により取得した場合にいかなる会計処理をすべきかが規定されてい
た。したがって，企業結合により取得した無形資産については，APB オピニオン 16 号と
APB オピニオン 17 号のいずれもが適用されることとなる。しかし，両基準のいずれに準
拠するのかによって，無形資産の認識のあり方に違いが出るなどの不都合が生じることは
なく，あえて違いをいえば，APB オピニオン 16 号の方が，企業結合により取得した無形
資産の認識について幾分詳細な規定が置かれていたことくらいであるように思われる。。 
以上をまとめれば，無形資産の原初認識について，企業結合によった場合には APB オ
ピニオン 16 号と APB オピニオン 17 号がいずれも適用され，それ以外の場合には APB オ
ピニオン 17 号が適用されることになる。 
 なお，無形資産の認識に関して，APB の時代に特徴的なのは，APB オピニオン 16 号と
APB オピニオン 17 号において，識別可能性をという文言が用いられ始め，それが無形資
産として認識されるための要件として規定されている点である。 
 以上のような会計基準の適用関係および会計基準の特徴を前提して以下の考察を行う。 
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第 3節 無形の項目の特徴と範囲 
 本節においては，次節以降の考察の前提として，無形の項目について，その具体例とし
て規定されていたものをあげるとともにその特徴を整理し，無形の項目の範囲を明らかに
したい。 
 APB の時代において，会計基準上，無形の項目の具体例が列挙されている基準に，APB
オピニオン 16 号と APB オピニオン 17 号がある点についてはすでに述べた。 
 APB オピニオン 17 号では，「様々な種類の無形資産が識別され，名称が合理的に付され
る1」とされ，その具体例として，特許権，独占販売権（フランチャイズ），商標権，およ
びその他の項目があげられている2。また，のれんも無形資産のひとつとされている3。 
 一方，APB オピニオン 16 号では，識別可能で名称を付すことのできる無形資産として，
契約，特許権，フランチャイズ，顧客リストおよび契約者リスト，ならびに有利なリース
契約があげられている4。 
 ただし，このように様々な項目が無形資産の候補として考えられているものの，無形資
産となりうる項目として具体的に列挙されていないものが無形資産として認識される可能
性もある。そのために，かかる会計基準を参照しただけであり，この時代におけるすべて
の無形の項目の特徴をとらえたことにはならない。 
しかし，このように無形資産となりうる項目が様々に考えられるなかで，とりわけ基準
上具体的に列挙された項目は，まさしく無形の項目の代表例であるといえる。そして，そ
れらの項目を前提としてみても，その時代の無形の項目の特徴と範囲を明らかにするため
には十分であるように思われる。そこで以下では，APB オピニオン 16 号と APB オピニ
オン 17 号に列挙された具体的な項目について，その特徴を整理し，無形の項目の範囲を
明らかにする。 
 APB オピニオン 17 号にあげられている具体的な項目をみてみると，権利によって保護
される項目が無形の項目として列挙されていることがわかる。特許権，商標権，独占販売
権がそれである。また，APB オピニオン 16 号においても，権利によって保護される項目
として，特許権，フランチャイズがあげられている。これらの権利のなかで，特許権，商
                                                   
1 Accounting Principles Board(APB), Accounting Principles Board Opinion No. 17: 
Intangible Assets, APB, par. 1. 
2 Ibid. 
3 Ibid. 
4 Accounting Principles Board, Accounting Principles Board Opinion No. 16: Business 
Combinations, APB, par. 88e. 
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標権については，知的財産の代表例として考えられる権利であり，その対象となるのは，
具体的な形態を有さない項目，すなわち法律でいう無体物である。なお，無体物とは，具
体的な姿，形を有さないものである5。 
それに対して，フランチャイズについては，商標権等の知的財産権を用いることについ
て契約者間で申し込みと承諾のやり取りがなされる場合もあると考えられるが，それ以外
にも，契約の相手方と同じ財・サービスの提供が許諾または強制され，または経営指導を
受ける権利が含められている場合もあり，必ずしもフランチャイズ契約において付与され
る権利が知的財産のような無体物を対象とする権利であるとは限らないように思われる。
この点は，前章での考えと同様である。 
 一方で，APB オピニオン 16 号においては，権利によって保護されない項目も無形資産
の候補としてあげられている。契約者リスト，顧客リストおよび有利なリース契約がそれ
である。 
契約者リストと顧客リストは，権利によって保護されないが，たとえばわが国において
は，特別の法律により保護の対象となる場合がある。たとえば，わが国では，契約者リス
トと顧客リストが，無体物のとしての扱いを受ける（不正競争防止法 2 条 6 項，著作権
法 2 条 1 項 10 号の 3）。 
有利なリース契約については，他の項目とはその特徴を異にする項目であると考えるこ
とができる。ここで，有利なリース契約とは，リース契約に定めた契約条件が，同様のリ
ース契約に係る市場条件と比較して有利な場合，その金額について計上される無形資産を
いう6。反対に，不利な場合には，負債が計上されることとなる7。かかる無形資産は，こ
れまでの無形資産とは異なり，権利または支配の対象となる項目は存在しない。つまり取
引の対象そのものではない。いわば，一定の事実が存在すること自体が無形資産として計
上されるようになっていると考えられる。その意味で，これまでにない新たな項目が無形
資産として計上されるようになったといえるが，このような項目の特徴を確定させるため
には，リース契約の法的性質も含めてさらなる考察が必要になるものと考えられ，本論文
では確定的な結論は出すことができないように思われる。 
 このように，APB オピニオン 16 号および APB オピニオン 17 号では，無形の項目の具
                                                   
5 道垣内弘人『ゼミナール民法入門（第 4 版）』日本経済新聞出版社，2008 年，327 頁。 
6 APB, op. cit., supra note (4), par. 88e.  
7 Ibid., par. 88i. 
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体例を権利によって保護されるか否かという観点から整理することができる。ただし，そ
こで前提としていたのは，対象となる項目がいずれも無形であるということである。 
その一方で，権利によって保護される項目のなかには，具体的な形態を有する項目，す
なわち有体物を対象とする権利は，無形資産の候補として具体的に列挙されていない。つ
まり，APB においては，無形の項目は，具体的な形態を有さないという意味で無形の項目
が前提とされていたということができる。 
以上のような考察結果をもとに，APB オピニオン 16 号および APB オピニオン 17 号に
列挙されている無形の項目の特徴に照らして無形の項目の範囲をまとめると以下のように
なる。 
 APBオピニオン 16号とAPBオピニオン 17号では，無形資産全体を大きく分類すれば，
権利によって保護される項目とそうでない項目に分けることができる。さらに，それぞれ
の場合について，無体物を対象とするか否かによって分けられる。これを具体的に述べれ
ば，権利によって保護される項目について，まず無体物を対象とする項目が存在する。一
方で，権利によって保護される項目であっても，無体物を対象としない項目が存在する。
権利によって保護されない項目については，無体物を対象とするものもあり，対象としな
いものもある。 
 以上の考察により，APB における無形の項目の特徴とその範囲が明らかとなった。 
 そこで，次節では，これらの考察結果を前提として，無形資産の認識のあり方について
考察を加えることとする。 
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第 4節 無形資産の認識のあり方 
前節では，APB の時代における無形の項目の特徴について整理した。 
そこでは，借地権や借家権といった有形の要素を持った項目は無形の項目の範囲から除
かれるようになっており，権利または支配の対象が無形である項目が無形資産となりうる
項目として想定されている。 
本節では，基準の規定を参照して APB の時代における無形資産の認識のあり方を考察
することとする。 
 
第 1 項 無形資産の分類のあり方 
APB オピニオン 17 号では，無形資産の認識のあり方が具体的に規定されるのに先立っ
て，無形資産の分類のあり方が定められている。かかる分類は，無形資産の認識のあり方
を規定するための基礎とされていることがうかがわれる。 
そこで本項では，本題への考察に進む前に，この分類のあり方を整理しておくことにす
る。 
無形資産の分類は，4 つの視点からおこなわれている。その 4 つの視点とは，（1）無形
資産の取得形態，（2）識別可能性の有無，（3）耐用年数の確定の有無，（4）その企業に固
有のものであり，企業から分離することができるか否かである。ただし，これらの視点は
あくまで分類の基礎となるものとして規定されているにすぎず8，これらの視点に基づく分
類結果は，明文の規定をもって定められてはいない。 
しかし，APB オピニオン 17 号では，これらの視点から分類した一定の類型を前提に無
形資産の認識のあり方が規定されているようにうかがわれる。そこで，先の 4 つの視点か
らなされる分類のあり方を，APB オピニオン 17 号に置かれている規定の内容に照らして
検討してみれば，以下のようになると考えられる。 
まず，無形資産全体は，第 1 の視点である取得形態の観点から大きく分類される。ここ
でいう，取得形態とは，外部から取得した場合と内部において取得した場合の 2 つの形態
のことを指している。外部から取得した場合とは，無形資産を含む資産グループや企業全
体を企業結合により一体として取得した場合や無形資産を単独で取得した場合のことであ
る。また，内部において取得した場合とは，無形資産を企業が自ら開発して取得した場合
のことである。したがって，いうまでもなく，かかる取得形態の観点から無形資産全体を
                                                   
8 APB, op. cit., supra note (1), par. 10. 
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分類すると，無形資産は，外部から取得した無形資産と内部において取得した無形資産に
分けられることとなる。 
このようにして分類された無形資産は，次に識別可能性の有無という観点から分類され
る。ただし，ここでいう識別可能性の定義や識別可能であるために満たすべき要件につい
ては，規定の文言からは明らかではない。なお，これらの点も含めた識別可能性の意義に
ついては，本章後半で詳述する。 
いずれにしても，取得形態の視点から分類された無形資産はそれぞれ識別可能性の観点
からさらに識別可能な無形資産と識別不能な無形資産とに分類される。 
続く無形資産の分類視点として，耐用年数が確定しているか否かという視点があげられ
ている9。耐用年数が確定されているか否かをいかに判断するのかについては，APB オピ
ニオン 17 号において，一定の規準が示されており，この規準に照らして判断される10。た
とえば，耐用年数は法律または契約によって確定されるという11。 
最後の分類視点は，その企業に固有のものであり，企業から分離できるか否かという視
点である。しかし，無形資産の認識のあり方を定めている規定を鑑みると，この観点から
無形資産を分類することは想定されていないように見受けられる。この視点は分類の基礎
というよりも，無形資産の 1 つしてあげられているのれんの特徴を示すものであると考え
られる。すなわち，この項目は上記の特徴に照らして判断されるまでもなく，先の 3 つの
観点からなされるいずれかの類型に収まるように規定されているため，分類の観点として
は考えられていない。あくまで，一定の類型に分類された項目の特徴を示すにすぎないも
のといえる。 
したがって，APB オピニオン 17 号における無形資産は，（1）取得形態，（2）識別可能
性の有無，（3）耐用年数の確定の有無の 3 つの観点から分類されているとみることができ
る。 
 しかし，注意を要すべきは，上記の分類は，あくまで無形資産の分類であるということ
である。すなわち，分類の対象となっているのは，本論文でいうところの無形の項目が資
産であるための何らかの条件を満たすことによって資産であるとされた項目であって，こ
こでの分類基準は，資産であるための要件ではなく，資産とされた無形の項目がどのよう
                                                   
9 Ibid. 
10 Ibid. 
11 Ibid. 
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に分類されるのかを規定する基準にすぎない。 
したがって，APB オピニオン 17 号のもとでの無形資産の認識に関していいうることは，
無形の項目が資産としてどのような特徴を満たす必要があり，それをどのような手段に基
づいて満たさなければならないのかは必ずしも明らかでない。 
 
第 2 項 無形資産の認識のあり方 
 前項では，APB オピニオン 17 号において，無形資産の認識のあり方を規定するための
基礎となる分類のあり方について考察した。続く本項では，無形資産の認識のあり方を
APB オピニオン 16 号および APB オピニオン 17 号の規定に照らして整理するとともに，
かならずしも明文の規定をもって定められていない事柄および規定の背後にある会計理論
的な考え方を明文の規定を手掛かりとしながら明らかにしていきたい。 
 無形資産一般を規定の対象とする APB オピニオン 17 号では，前項で示した分類を基礎
として，無形資産の認識のあり方が規定されている。そこでは，取得形態別になされた無
形資産の分類結果を中心としていることがうかがわれる。 
そこで以下では，無形資産の認識のあり方を外部により取得した場合と内部において取
得した場合（すなわち自己創設の場合）に大きく分けて，それぞれの場合について考察を
加えることとする。 
 外部から取得した無形の項目は，その識別可能性の有無や耐用年数の確定の有無にかか
わらず，無形資産として認識される12。つまり，外部から取得した無形資産である時点で，
資産として認識されることは確定する。ただし，APB オピニオン 17 号は，外部から取得
した場合を，さらに個別に取得する場合と資産グループまたは企業の一部として取得した
場合とに分けて，それぞれについて別の規定を置いている。それぞれのケースにおける認
識のあり方を述べれば以下のとおりである。 
 
1 個別に取得した無形資産の認識のあり方 
個別に取得した無形資産は，すべて識別可能であることが措定されており，識別不能な
無形資産を個別に取得するケースは存在しないものとしている13。そのために，個別に無
形資産を取得した場合には，識別可能か否かにより資産の認識の有無や金額の算定の仕方
                                                   
12 Ibid., par. 24. 
13 Ibid., par. 1. 
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に違い出るといった事態が生じることはあり得ない。こうして原初認識された個別に取得
した無形資産について次に問題となるのは，その測定額である。個別に取得した無形資産
は，そのコストにより測定される14。ここでいうコストとは，引き渡した現金の額，引き
渡した他の資産の公正価値，発生した負債に支払う予定の金額の現在価値，または株式と
引き換えに取得した対価の公正価値のことを指している15。したがって，個別に取得した
無形資産は，常に識別可能であり，取得時にコストにより測定されることになるというの
が，個別に取得した無形資産の認識のあり方ということになる。 
 このように，無形の項目を個別に取得した場合は，外部から取得したケースに該当し，
さらに個別に取得した無形の項目はすべて識別可能であることが措定されているために，
すべての項目が無形資産として認識される。 
 
2 企業結合により取得した無形資産の認識のあり方  
企業結合により取得した無形資産の認識のあり方については APB オピニオン 17 号に規
定が置かれている。しかし，企業結合に関する一般的な規定は APB オピニオン 16 号に規
定が置かれており，両者の適用関係が問題となる。 
この点，両者の規定している内容に鑑みれば，両基準において同様に規定している事項
もあれば，一方においてのみ規定されている事項も存在するといえる。しかし，同じ事項
について異なる規定が置かれていることはない。したがって，本論文では，両基準がとも
に規定している事項については，どちらか規定を適用しても問題ないと理解したい。 
APB オピニオン 16 号では，企業結合の会計処理方法として持分プーリング法とパーチ
ェス法があるとされ，いずれの方法にも長所が認められることから，一方を認め，他方を
却下することはできないとされる16。 
したがって，無形資産を企業結合により取得した場合には，持分プーリング法によった
ときとパーチェス法によったときでは，かかる無形資産の認識のあり方が異なってくるも
のと考えられる。 
そこで，以下ではそれぞれの方法に基づく無形資産の認識のあり方を，APB オピニオン
16 号と APB オピニオン 17 号のそれぞれの規定をもとにして別々に論じることにする17。 
                                                   
14 Ibid., par. 25. 
15 Ibid. 
16 APB, op. cit., supra note (4), par. 42. 
17 Ibid. 
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まずは，持分プーリング法によった場合を考察する。 
持分プーリング法による場合には，結合当事企業の資産と負債が帳簿価額により引き継
がれる18。したがって，企業結合により取得したものとして新たに認識される無形資産は，
取得時においてすでに結合当事企業の貸借対照表に計上されていた無形資産のみとなる。 
すなわち，取得時までに被取得企業によって貸借対照表に計上されていなかった無形資
産が，企業結合によって新たに計上されることはない。さらに，認識される無形資産の金
額は，被取得企業の財務諸表において取得時に計上されていた無形資産の帳簿価額と同額
であり，取得時における市場の評価や取得企業による評価が反映されることはない。  
このように，持分プーリング法による場合には，新たな無形資産が認識されることはな
く，結合当事企業の貸借対照表に認識されていた無形資産が企業結合後も継続して認識さ
れる。 
かかる処理の背景にある会計的な考え方は，それまでの会計の基礎が継続するかぎり資
産または負債を評価替えしたり，新たに資産または負債を計上したりしないというもので
ある19。 
次に，パーチェス法の適用される企業結合により取得した無形資産の認識のあり方を考
察する。 
すでに述べたように，外部から取得した無形の項目は，その識別可能性の有無や耐用年
数の確定の有無にかかわらず，無形資産として認識される。 
この点，企業結合による無形資産の取得は，外部から取得したケースの 1 つとして位置
づけられる。したがって，企業結合により取得した無形資産は，そのすべてが認識される。 
したがって，取得した無形資産のうち識別可能なものと識別不能なものが存在するとし
ても，かかる相違点が認識するか否かに影響することはない。 
それでは，識別可能性の有無は，無形資産の会計処理にいかに影響するのであろうか。 
この点，APB オピニオン 16 号および APB オピニオン 17 号によれば，企業結合により
取得した無形資産の測定方法は，識別可能であるか否かによって異なるとされる20。 
すなわち，識別可能な無形資産は，その公正価値により測定され21，識別不能な無形資
産は，のれんとして被取得企業の取得原価と，取得した個々の有形資産および無形資産の
                                                   
18 Ibid., par. 51 
19 Ibid., par. 52. 
20 APB, op. cit., supra note (1), par. 26. 
21 Ibid., par. 26 and APB, op. cit., supra note (4) par. 88e. 
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取得原価から引き受けた負債の取得原価を控除した金額の差額によって測定される22。 
このように，パーチェス法による場合には，取得したすべての無形資産が認識され，識
別可能性の有無は，無形資産とのれんのいずれの項目として認識されるのかにのみ影響す
る。 
ただし，持分プーリング法によった場合との相違点も存在する。それは，無形資産とし
て認識される項目の範囲の問題である。すなわち，先に示した通り，企業結合により取得
した無形資産は，被取得企業の財務諸表に計上されていたか否かにかかわらず認識される
23。したがって，持分プーリング法によった場合には認識されない項目がパーチェス法の
もとでは無形資産として認識される可能性がある。 
 
3 自己創設により取得した無形資産の認識のあり方 
 続いて，自己創設により取得した無形資産の認識のあり方を考察することとする。  
APB オピニオン 17 号によると，無形資産の自己創設に係るコストのうち，識別可能で
ないか，耐用年数が確定していないか，または企業に固有の価値を有し，かつ企業全体に
関連するものは，発生時に費用として処理される24。 
一方で，無形資産の自己創設に係るコストのなかには，識別可能であり，耐用年数が確
定しており，かつ企業に固有の価値を有さないか，企業全体に関連するとはいないものも
ありうる。しかし，かかるコストがどのように処理されるべきであるのかについては，基
準上かならずしもあきらかではない。そのために，かかるコストをいかに処理すべきかが
問題となる。 
この問題については，SFAS142 号に一定の規定が置かれている。SFAS142 号は，第 3
章で考察の対象とする FASB の無形資産の認識のあり方を規定している会計基準であり，
本章の考察対象とする時代においては公表されていなかった会計基準である。しかし，
SFAS142 号は，APB オピニオン 17 号を置き換えた会計基準として位置づけられており，
自己創設に関する規定は，APB オピニオン 17 号から全面的に受け継いでいる25。そして，
SFAS142 号では，APB オピニオン 17 号より引き継いだ自己創設の無形資産に係る規定の
                                                   
22 Ibid. and Ibid., par. 87. 
23 Ibid., par. 87. 
24 APB, op. cit., supra note (1), par. 24. 
25 Financial Accounting Standards Board(SFAS), Statement of Financial Accounting 
Standards No. 142: Goodwill and Other Intangible Assets, 2001, par. 2. 
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解釈に関する規定が置かれている。 
すなわち，SFAS142 号では，自己創設の無形資産について，「APB オピニオン 17 号の
もとでは耐用年数が確定しており，かつ明確に識別可能な無形資産の自己創設に係るコス
トをいかに扱わなければならないのかが明確でない26」とされ，さらに，「その結果として，
自己創設の無形資産に係るコストは，発生時に費用処理されることもあれば，資産計上さ
れることもある27」としている。つまり，APB オピニオン 17 号のもとでは，自己創設の
無形の項目のうち，識別可能であり，耐用年数が確定しており，企業から分離することの
できるものは，無形資産として認識される余地があったと解することができる。  
ただし，かかる会計処理は，強制されるものではなくあくまで容認されていたにすぎな
い。そのために実務においては，企業によって費用処理と資産計上の違いが生じたといえ
る。 
この点について，SFAS142 号では，将来の課題であるとしており28，現時点ではかかる
取り扱いに変更はなされていない。そのために，実務では依然として SFAS142 号の関連
する規定が適用される項目については，自己創設に係るコストが無形資産として認識され
る可能性が残されていることとなる。 
以上の会計処理を踏まえると，自己創設に係る無形の項目は，そのすべてが無形資産と
して計上されるのではなく，一定の性質を有することにより無形資産として認識される可
能性があることが分かる。すなわち，識別可能性，耐用年数の確定性，および企業からの
分離可能性を満たす自己創設に係る無形の項目は，無形資産として認識される可能性があ
る。 
それでは，自己創設の無形資産について，かかる会計処理が求められ，または許容され
る理由はどこにあるといえるのであろうか。すなわち，なぜ識別可能でなく，耐用年数が
確定できず，または企業から分離できない項目は資産として認識されないのか，また反対
に，かかる条件をすべて満たす項目は資産として計上されうるのか。APB オピニオン 16
と APB オピニオン 17 の規定から何らかのヒントを得ることができるのであろうか。 
この問題については，取得原価主義会計における資産の本質に関する規定をもとに一応
の回答を示すことができるように思われる。APB オピニオン 16 号および APB オピニオ
                                                   
26 Ibid., par. B23. 
27 Ibid. 
28 Ibid., par. B24. 
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ン 17 号は，取得原価主義会計を前提とした規定を置くことを明示している29。 
APB オピニオン 16 号では，取得原価主義会計の目的として期間損益の算定が規定され
ている。 
すなわち，取得原価主義会計においては，繰り越したコストをそれが関連すると期待さ
れる収益または期間に対応させることが，期間利益を測定するための，または資産に対す
る会計処理を行うための基本的な問題であるとされる30。かかる目的観のもとでは，資産
の会計処理はそれが有形であるか無形であるかによって異なるものではなく，のれんも他
の資産と同様の扱いがなされることとなる。 
さらに，APB オピニオン 17 号では，資産の本質についての規定があり，その内容を簡
潔に述べれば以下のとおりである。 
取得原価主義会計においては，すべての資産は繰り越された原価を表すという点で本質
的に同じであるとされる31。これらは，支出または所有者による拠出によって生じ，かつ
将来の期間に生ずる収益を増加させ，またはコストを減少させることが期待されるという
32。反対に，将来の期間に生ずる資産を増加させ，またはコストを減少させることが期待
されない項目は資産ではないことになる。 
かかる取得原価主義会計の目的および資産の本質に関する規定を参照して，自己創設の
無形資産に係る会計処理の根拠について考えてみれば，次のようなことがいえるものと思
われる。 
自己創設の無形資産を認識することが認められないのは，将来に便益がもたらされるこ
とおよびその期間が定まっていることが疑わしいからである。将来の便益をもたらさない
のであれば資産の本質を有していないことになり，また便益をもたらす期間が定まってい
ないのであれば期間損益計算という目的が果たされないのである。 
他方で，自己創設により取得した無形資産のうち，識別可能であり，また耐用年数が確
定しており，さらには企業から分離できるものが資産として計上される理由も上記の点に
求められることとなる。すなわち，識別可能であり，かつ企業から分離できることが求め
られるのは，将来の便益が特定できるということのみならず，その可能性が相当程度高い
ということであり，耐用年数が確定しているのであれば，将来の収益の対応を図ることが
                                                   
29 APB, op. cit., supra note (4), pars. 66-69 and APB, op. cit., supra note (1), par. 21. 
30 Ibid. 
31 Ibid. 
32 Ibid. 
50 
 
可能となる。 
このように，自己創設により取得した項目については，そもそも対応させるべき将来の
収益が存在するか否かが問題とされ，かかる収益の存在を判断するための基準として識別
可能性の有無等が用いられていたといえる。 
 
第 5節 識別可能性の意義 
本節では，前節の考察を踏まえて，APB の時代における識別可能性の意義について考察
する。ここで識別可能性の意義とは，無形資産の認識に係る要件として識別可能性がいか
なる役割を果たしているのか，そのような役割を果たすべきケースとはいかなる場合であ
るのか，また識別可能であるためにはいかなる条件を満たす必要があるのかというもので
ある。 
しかし，考察の手法および手順については，必ずしも一意的に決まるものではないと考
えられる。識別可能性の意義を明らかにするためには，各会計基準において，識別可能性
の目的または役割が明示されているか否かに応じて考察すべき具体的な論点とその手順が
異なってくると考えられるからである。 
この点，本章で検討の対象としている APB オピニオン 16 号および APB オピニオン 17
号では，識別可能性を要求することにどのような目的があるのかについて明示的な規定は
存在しない。そのために，目的をまず明らかにしたうえで，それとの整合性の観点から別
の論点に対する回答を導き出すことはできない。むしろ，識別可能性に関する具体的な規
定の趣旨と内容に照らして，識別可能性の判断が求められる局面または識別可能であるた
めの条件を明らかにしたうえで識別可能性の目的または役割を明らかにするという手順を
踏まざるをえないように思われる。以下，このような手順に従って識別可能性の意義を明
らかにしていきたい。 
 前節で述べたように，APB オピニオン 16 号と APB オピニオン 17 号のもとで識別可能
性の判断が求められるのは，企業結合によって無形資産を取得した場合と自己創設によっ
て取得した場合である。そこで以下，それぞれの場合において識別可能性の適用があるか
否かを明らかにしながら識別可能性の目的または役割を明らかにしていきたい。  
 すでに述べたように，企業結合によって無形資産を取得するケースは，外部から無形資
産を取得するケースに該当することから，取得したすべての無形資産が認識されることに
なる。したがって，企業結合による取得の場合には，識別可能であるか否かは，無形資産
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を認識するか否かは左右するものではない。 
 しかし，企業結合による取得のケースには，持分プーリング法とパーチェス法のいずれ
かの会計処理方法が適用される。したがって，持分プーリング法が適用される場合とパー
チェス法が適用される場合とで識別可能性の意義が異なる可能性がある。 
そこで以下では，持分プーリング法が適用されるケースとパーチェス法が適用されるケ
ースを分けて識別可能性の意義を考察することにしたい。 
まずは，持分プーリング法についてである。APB オピニオン 16 号における持分プーリ
ング法の適用に関する規定をみると，取得した無形資産の認識について識別可能性の適用
を求める規定は存在しない。すなわち，取得した無形資産を認識するためには，当該無形
資産が識別可能でなければならないというように，無形資産の認識に関して識別可能性は
要件として規定されていない。かかる事実からすれば，持分プーリング法の適用される企
業結合においては，識別可能性の適用がないと理解するのが自然であるように思われる。  
しかし，識別可能性の適用が無いにしても，なぜ識別可能性の適用がないのかを説明す
ることは重要なことであるように思われる。なぜならば，識別可能性の適用の有無が持分
プーリング法の適用の有無とどのようにかかわっているのかを明らかにすることは，無形
資産に係る会計の枠組みに関わる問題といえるからである。 
ただし，かかる説明を行うためには識別可能性が適用される目的または識別可能性の役
割が明らかにされていなければならないように思われる。識別可能性の目的または役割が
明らかでない状況では，なぜ識別可能性の適用されないのかを説明することはできないよ
うに思われるからである。反対に，仮に識別可能性の役割を措定できれば，その役割が必
要とされるか否かといった観点から持分プーリング法の適用される企業結合において識別
可能性の適用の有無を検討することが可能となるように思われる。 
したがって，以下，さしあたり持分プーリング法による場合に識別可能性の意義が認め
られるか否かについては結論を保留し，まずは企業結合により取得した無形資産の認識に
関して識別可能性が要件として明示されているパーチェス法の場合を考察する。そして，
そこで得られた理解をもとに持分プーリング法によった場合の識別可能性の適用の有無と
その根拠について述べることにしたい。 
さて，パーチェス法の適用を受ける企業結合においては，識別可能性はいかなる役割を
果たしているのであろうか。 
すでに述べたように，外部から取得した無形の項目は，資産として計上される。これは，
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識別可能か否かによって左右されない。識別可能性の有無が影響を与えるのは，会計処理
の内容，具体的には，取得時の測定額とその後の償却である。 
 すなわち，企業結合によって取得した無形資産が識別可能である場合には，一般の無形
資産として取得時の公正価値によって独立に測定および認識される。そのような無形資産
には何らかの名称が付されるという33。名称が付されることの意味はまさに他の項目とは
区別されるということであり，「他でもないこの項目である」といいきれるということであ
るように思われる。 
 一方で，企業結合によって取得した無形資産が識別不能である場合には，受け入れた識
別可能資産等の公正価値と企業の取得原価との差額によってのれんとして認識される34。 
 このように，パーチェス法の適用される企業結合においては，認識される無形資産の測
定のあり方とその後の会計処理を決定する基準としての役割を果たしていることがわかる。 
すなわち，識別可能性は，他の項目と分離して独立に測定認識される無形資産とそれに
は該当せず，のれんに一括される項目を区別する役割を果たしていることが分かる。 
要するに，ここでの識別可能性の役割は，無形資産とのれんの区別である。  
それでは，識別可能性の役割を以上のように措定した場合，持分プーリング法の適用さ
れる企業結合における識別可能性の適用の有無およびその理由はどのように説明すること
ができるのであろうか。 
先に指摘したように，持分プーリング法が適用される場合に認識される資産は，被取得
企業において取得前の財務諸表に計上されていたものに限定される。すなわち，持分プー
リング法による場合には，取得前の財務諸表に計上されていた資産が帳簿価額のまま引き
継がれるだけであり，新たに別の資産が計上されることはない35。 
また，すでに述べたように，持分プーリング法の背景にある考え方として，それまでの
会計の基礎が継続するかぎり資産または負債を評価替えしたり，新たに資産・負債を計上
したりしないという考え方36を前提とすれば，企業結合によって取得した無形資産は，実
際上，企業結合の前後でその認識のあり方に変更が生じることはないものと考えられる。  
以上を前提とすれば，企業結合の会計処理を持分プーリング法による場合には，取得し
た無形資産について，新たにその識別可能性が問題とされることはないものと考えられる。 
                                                   
33 APB, op. cit., supra note (4), par. 88e. 
34 Ibid., par. 68. 
35 APB, op. cit., supra note (4), par. 12. 
36 Ibid., par. 52. 
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なぜならば，企業結合によって会計処理に変更がない以上，企業結合時に識別可能性の
判断を行う対象となる無形資産が存在しないからである。換言すれば，取得した無形資産
は，すでに識別可能であるか否かが明らかであり，企業結合を契機に識別可能性の有無が
問題とされる無形資産は存在しない。 
続いて，自己創設の無形資産についての識別可能性の役割について考察する。 
自己創設により無形資産を取得した場合において，識別可能であるか否かは，かかる無
形資産の認識にいかなる影響を与えるのであろうか。 
すでに述べたように，自己創設による無形資産のうち，識別可能でなく，耐用年数が確
定されておらず，または企業から分離されない項目は，発生時に一括して費用処理される。  
すなわち，上記のいずれかの性質を有する自己創設の無形資産は，資産として認識され
ない。それに対して，自己創設による無形資産のうち，識別可能であり，耐用年数が確定
しており，かつ企業から分離できる項目は，資産として計上される余地がある。  
このように，自己創設の無形資産は，識別可能であるか否かによって資産として計上さ
れる可能性があるか否かが決まってしまう。すなわち，識別可能な自己創設無形資産は，
それだけでは資産計上が認められるわけではないが，資産計上されるためには他の要件を
満たせば資産として認識される可能性がある。他方，識別不能な無形資産は，識別不能と
判断された段階で資産計上までの途が閉ざされることになる。 
 このように，自己創設による無形資産の場合における識別可能性の役割は，資産計上
される項目とそうでない項目を区別することにあると理解できる。 
ただし，これまでの考察では，ある項目が識別可能であるのかまたは識別可能でないの
かが明らかになっていることを前提としていた。すなわち，識別可能であるための条件は
特に問題とされていなかった。それでは，取得した無形の項目が識別可能であるためには
いかなる条件を満たす必要があるのであろうか。 
この点，APB オピニオン 17 号では，識別可能であるためにはいかなる条件を満たさな
ければならないのかについて定める明文の規定は存在しない。したがって，APB オピニオ
ン 17 号の規定によっては，識別可能であるための条件を明らかにすることはできない。  
本章では，APB の時代における識別可能性の意義を明らかにするべく，かかる時代にお
ける無形資産の取り扱いを定めた会計基準である APB オピニオン 16 号および APB オピ
ニオン 17 号の規定に照らして無形資産の認識のあり方を明らかにするとともに，識別可
能性の意義を明らかにする考察を行った。 
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 その結果，識別可能性の判断は，パーチェス法の適用される企業結合により無形資産を
取得する場合と自己創設により取得する場合に求められることが明らかになり，識別可能
性はそれぞれのケースで別々の役割を果たしていたことが明らかになった。  
 すなわち，企業結合により取得するケースにおいては，取得したすべての無形資産が認
識されるために，識別可能性の有無によって資産として認識されるか否かが左右されるこ
とはないが，かかる無形資産がのれんとして認識されるか否かを決定づける要因として作
用していることが明らかになった。 
一方で，企業結合による取得の場合であっても，持分プーリング法が適用される場合に
は，新たに識別可能性の有無が問題となる項目が取得されることがないために，持分プー
リング法のもとで識別可能性が適用される可能性は否定された。 
自己創設による無形資産の取得の場合には，取得した無形資産を認識するか否かを左右
する要件の 1 つとして識別可能性が規定されていることが明らかになった。したがって，
自己創設による取得のケースでは，識別可能性が認識のための要件として規定されていた
ということができた。 
しかし，識別可能であるための条件は，基準上明記されておらず，明らかにすることは
できなかった。 
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第 3章 FASBにおける無形資産の認識と 
識別可能性 
 
第 1節 考察の全体的な流れ 
 本章では，APB の後を受けて会計基準の設定活動に取り組んだ，アメリカにおける初の
民間による基準設定機関である FASB のもとで，無形資産の認識のあり方がいかに規定さ
れていたのか，また識別可能性の意義がいかに理解されていたのかについて考察を行う。
本章でも，その時代における会計基準上の規定に照らして上記論点について考察を行う。  
 具体的な本章の流れを簡潔に述べれば以下のとおりである。 
 まず，次節では，FASB のもとでは無形資産に関連する会計基準が様々であり複雑であ
るとの認識に立って，それらの会計基準の適用範囲がどのようになっているのか，またい
かなる視点から会計処理のあり方が規定されているのかについて述べておきたい。  
第 3 節では，無形資産の候補としてどのような項目が措定され，またかかる項目の特徴
はいかなるものであるのかという論点について考察を加える。これは，無形資産の候補と
なる項目は時代や基準によって様々であるとの認識に立って，その時代または基準におけ
る無形資産の会計上の取り扱いを把握するための前提論点として位置づけられるものであ
る。続く第 4 節では，無形資産の認識のあり方とその理論的な考え方を明文の規定に照ら
して理解し体系化することを試みる。 
最後に第 5 節では，認識のための要件に規定されている識別可能性の意義が FASB 基準
のもとではいかに理解されていたのかについて考察を行う。 
 
第 2節 会計基準の適用範囲 
FASB の会計基準について考察を進める本章では，特に留意すべき事項が存在すると思
われる。それは，FASB 基準またはそれに関係する基準等の適用範囲の問題である。すな
わち，無形資産に関するどの会計基準がいずれの範囲にわたって適用されるのかという問
題である。この問題についての理解を整理することは，本章で考察をおこなうための前提
として極めて重要であるように思われる。その理由は，以下のとおりである。  
FASB における会計基準には様々なものがあり，また AICPA の意見書にも無形資産に
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関わりがあると考えられるものが多く存在する。そのために，無形資産に関する取引その
他事象を会計処理する場合にどの会計基準または意見書が適用されるのかをあらかじめ明
らかにしておくことが以後の考察を円滑に進めていくうえで有効であると考えられる。ま
た反対に，会計基準の適用範囲を明らかにしておかなかったがために，会計基準上の取り
扱いを誤解するおそれもあるものと考えられる。 
そこで以下では， FASB における無形資産関連の会計基準の適用範囲の問題について考
察を行っておくことにしたい。 
FASB において，無形資産に関連する会計基準として代表的なものは，SFAS141 号およ
び SFAS142 号である。 
まず，SFAS141 号では，企業結合により取得した無形資産の原初認識について規定して
いる。すなわち，企業結合により無形資産を取得した場合，原初認識のためにいかなる要
件を満たさなければならないのかを規定しているのが SFAS141 号であるといえる。 
他方，SFAS142 号では，企業結合以外の手段により無形資産を取得した場合に，当該無
形資産を原初認識するのか，また取得した無形資産（これには企業結合により取得した無
形資産も含む）を原初認識後，いかに会計処理することが求められるのかについて規定さ
れている。 
なお，ここでいう企業結合以外の手段には，自己創設活動が含まれている。したがって，
SFAS142 号には，自己創設活動により取得した無形資産についての会計処理も規定されて
いることになる。ただし，SFAS142 号における自己創設により取得した無形資産に係る規
定は，APB オピニオン 17 号における自己創設の無形資産に係る規定をそのまま引き継い
だものとなっているため1，APB オピニオン 17 号からの変更はないといえる。 
しかし，自己創設活動に関する会計基準には，APB オピニオン 17 号以外にも研究開発
に関する SFAS2 号が存在する。SFAS2 号のもとでは，自己創設活動により無形資産を取
得した場合において，かかる自己創設活動が研究開発活動に該当するときはかかる無形資
産に対して SFAS2 号が適用されることとなる。 
以上が，FASB のもとで，適用される各会計基準の適用範囲である。しかしさらにもう
一点留意しておくべき問題がある。それは，SFAS142 号の適用範囲に関係する問題である。 
すでに述べたように，企業結合に該当しない資産または資産グループの取得という取引
                                                   
1 Financial Accounting Standards Board(FASB), Financial Accounting Standards No. 142: 
Goodwill and Other Intangible Assets, FASB, 2001, par. 2. 
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は，企業結合以外の手段による取得のケースに該当する。かかるケースでは，SFAS142
号にしたがって会計処理がなされることになる。 
しかし，その会計処理を定めている規定をよくみると，そこでは，会計処理の具体的内
容が規定されているのではなく，会計処理を，SFAS141 号の Appendix にある規定に従っ
ておこなうべきことが定められているにすぎない2。つまり，基準の適用範囲は，SFAS142
号とされているものの，実質的な会計処理は，SFAS141 号の Appendix の規定に従うこと
になる。 
このように，FASB においては，無形資産に係る会計処理がその取得形態に応じて別々
の会計基準に定められていると理解することができる。 
しかし，適用範囲については，さらに別の視点から考察すべき問題がある。その別の視
点とは，無形資産の種類および保有目的という視点である。 
これまでに述べてきた無形資産関連の基準は，取得形態別に無形資産の会計処理を規定
するものであった。すなわち，外部から取得した無形資産には SFAS141 号が適用され，
自己創設により取得した無形資産には SFAS142 号が適用されるとしていた。 
しかし，FASB においては，取得形態の視点だけでなく，無形資産の種類といった別の
視点からも無形資産の会計処理が規定されている基準も存在する。その基準とは，ソフト
ウェアに関する会計基準または意見書である。具体的には，SFAS86 号，SOP98-1 である。
かかる基準または意見書においては，取得形態に応じて会計処理が別々に規定されてはい
るが，基準または意見書自体は，ソフトウェアという特定の項目に焦点を当てたものとな
っている。なお，SOP98-1 は，FASB から公表されている会計基準ではなく，AICPA か
ら公表されたものである。しかし，本章では，FASB の会計基準とともに企業の会計実務
に影響を及ぼすものとして FASB における無形資産関連の会計基準として理解している。 
他方，FASB の会計基準では，保有目的といった観点からも無形資産の認識のあり方が
規定されている。具体的には，研究開発費の処理について定めた SFAS2 号において，研
究開発目的の無形資産の会計処理が定められている3。 
このように FASB の会計基準では，無形資産の認識を規定するための視点として，取得
形態以外にも，保有目的および具体的な種類か存在するために，無形資産の認識がどの視
                                                   
2 Ibid., par. 9. 
3 Financial Accounting Standards Board, Statement of Financial Accounting Standards No. 
2: Accounting for Research and Development Costs, FASB, 1974, par. 11. 
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点から規定されるのかを前提としたうえでその認識のあり方を把握する必要があるように
思われる。 
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第 3節 無形の項目の特徴と範囲 
本節においては，次節以降の考察の前提として，無形の項目について，その具体例を挙
げながらその特徴を整理し，FASB 基準が前提としている無形の項目の特徴と範囲を明ら
かにしたい。 
 すでに述べたように，FASB 基準のもとでは，無形資産に関して様々な会計基準や意見書が
公表されており，多くの項目が無形資産の具体例としてあげられている。そこでまずは，各会
計基準および意見書から無形資産の具体的な項目を列挙してみたい。  
 FASB 基準のなかで，無形資産に関連する会計基準として代表的なのは SFAS141 号で
ある。SFAS141 号では、企業結合により取得した識別可能な無形資産全体がマーケティン
グ関連、顧客関連、芸術関連、契約および技術の 5 つに大きく分けられ、それぞれに分類
される無形資産が具体例としてあげられる4。 
 SFAS141 号以外にも，FASB の会計基準には無形資産に関連する基準が数多く公表され
ているものの，そこで対象とされる無形資産のほとんどは，SFAS141 号の具体例に含まれ
ていることが分かる。つまり，SFAS141 号における無形資産の具体例は，FASB 基準にお
ける無形資産の具体例であるといいかえることができるように思われる。たとえば，ソフ
トウェアについては，SFAS86 号で規定の対象とされているが，SFAS141 号でも，技術
関連の無形資産の 1 つとして列挙されている5。 
そこで，本節では，FASB における無形の項目の具体例を列挙している会計基準として
SFAS141 号のみを取り上げ，かかる項目の特徴を整理しながら，FASB における無形の項
目の特徴と範囲を明らかにしたい。 
かかる考察を行うために，本節においても，FASB の無形資産となりうる項目を 2 つの
視点から分類することにしたい。かかる 2 つの視点とは，前章までの考察と同様に，法律
または契約上の権利から生じるか，すなわち法律で保護されるか否か，また無体物を対象
とするか否かといった 2 つの視点である。 
 なお，上記 5 つの類型に属する無形資産は，さらに法律または契約上の権利から生じた
項目（契約法律規準を満たす項目）と分離可能な項目（分離可能性規準を満たす項目）の
いずれかに分類されている。そこで以下に示すいくつかの図では，そこに列挙されている
                                                   
4 Financial Accounting Standards Board, Statement of Financial Accounting Standards No. 
141: Business Combinations, FASB, 2007, pars. A29-A56. 
5 Ibid., par. A52. 
60 
 
項目のうち，契約法律規準を満たす項目には，＊のマークが，分離可能性規準を満たすと
される項目には，▲のマークが付されている。 
 
1 マーケティング関連の無形資産 
 マーケティング関連の無形資産は，製品またはサービスのマーケティングまたは販売促
進に用いることを主目的とする資産である6。かかる無形資産の具体例として列挙されてい
る項目は，図表 3.1 のとおりである。 
 
図表 3.1 SFAS141 号におけるマーケティング関連の無形資産の分類 
 
一見して明らかなように，マーケティング関連の無形資産として列挙されている項目は，
すべて法律または契約上の権利から生じる項目であり，いいかえればすべての項目は法律
によって保護される。この点に関しては，SFAS141 号において，「アメリカその他の国々
において，商品商標，役務商標，団体商標，および証明商標は行政機関への登録，取引に
おける継続的な使用，およびその他の手段によって法律的に保護される」とされている7。
また，ドメインネームについても法律により保護される旨が示されている8。そのために，
これらの項目は，知的財産を対象とする法律または契約上の権利であることから，その権
利または支配の対象は無形であると考えることができる。したがって，上記マーケティン
グ関連の無形資産を本論文における分類基準によって整理すれば以下のとおりとなる。  
 
                                                   
6 Ibid., par. A31. 
7 Ibid., par. A33 
8 Ibid., par. A35. 
（1）商号（トレードネーム）＊，商品商標（トレードマーク）＊，役務商標 
（サービスマーク）＊，団体商標（コレクティブマーク）＊，証明商標
（サーティフィケーションマーク）＊ 
（2）トレードドレス（独特な色，形状，またはパッケージデザイン）＊ 
（3）新聞のマストヘッド＊ 
（4）インターネットのドメインネーム＊ 
（5）不争条項＊ 
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図表 3.2 本論文におけるマーケティング関連の無形資産の分類 
 
上の図表のように，SFAS141 号におけるマーケティング関連の無形資産は，すべて法律
による保護の対象となる無形の項目であると考えられる。 
 
2 顧客関連の無形資産 
SFAS141 号では，マーケティング関連の無形資産に続けて，顧客関連の無形資産につい
て，その具体例が列挙されている。図表 3.3 のとおりである。 
 
  
a 法律による保護の対象となる 
 a-1 権利または支配の対象が無形である 
（1）商号（トレードネーム）＊，商品商標（トレードマーク）＊役務商標（サ
ービスマーク）＊，団体商標（コレクティブマーク）＊，証明商標（サ
ーティフィケーションマーク）＊ 
（2）トレードドレス（独特な色，形状，またはパッケージデザイン）＊ 
（3）新聞のマストヘッド＊ 
（4）インターネットのドメインネーム＊ 
（5）不争条項＊ 
 a-2 権利または支配の対象が無形ではない 
 なし 
b 法律による保護の対象とならない 
 b-1 支配の対象が無形である 
なし 
b-2 支配の対象が無形ではない 
なし 
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図 3.3 SFAS141 号における顧客関連の無形資産の分類 
 
 顧客関連の無形資産のうち，顧客リストは，通常，契約または法律上の権利から生じる
ものではないとされる9。しかし，顧客リストには価値があり，したがって頻繁にリースの
対象となり，または交換の対象となるとされることから分離可能性規準を満たすとされる
10。 
では，かかる顧客リストは，本論文における無形の項目の類型でいえば，いずれに分類
されるのであろうか。 
かかる顧客リストは，通常は契約または法律上の権利から生じないという点を考慮すれ
ば，法律によって保護されない項目であると考えられる。また，顧客リストは，顧客の氏
名等の情報，または注文履歴や居住区域等の他の情報からなるとされる11ことから，その
支配の対象は無形であると考えられる。 
かかる理解に基づけば，顧客リストは，法律によって保護されない項目であって，その
支配の対象が無形である項目と整理することができる。 
受注または生産残高は，購入または販売契約等の契約から生じる場合には，契約または
法律上の権利であるとされるために，たとえかかる購入または販売契約が解約可能であっ
たとしても契約法律規準を満たすとされる12。 
したがって，この点からして受注または生産残高は，法律によって保護される項目であ
るといえる。では，その権利または支配の対象は無形であるといえるのであろうか。受注
または生産残高というのは，企業が現在，契約の相手方との間で，生産または販売の注文
を受けている状況のことを指しており，これは有形と無形のいずれかに分けるのは困難で
あるように思われる。しかし，すくなくとも，かかる状況について，有形であるといえる
                                                   
9 Ibid., par. A37. 
10 Ibid. 
11 Ibid. 
12 Ibid., par. A38. 
（1）顧客リスト▲ 
（2）受注または生産残高＊ 
（3）顧客との契約およびこれに関連する顧客との関係性＊ 
（4）契約によらない顧客との関係性▲ 
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ような要素がないことは確かであるように思われる。そこで，本論文では，さしあたり，
かかる項目を無形の項目としておきたいと考える。 
以上から，受注または生産残高は，法律によって保護される項目であり，かつその対象
が無形である項目として分類されることになる。 
顧客との契約およびこれに関連する顧客との関係性については，契約法律規準を満たす
とされる13。なぜならば，企業が契約を通じて顧客との関係性を確立すれば，かかる顧客
との関係性を持つことは契約上の権利となるからであるとされる14。そうであれば，顧客
との契約およびこれに関連する顧客との関係は，法律によって保護される項目であるとい
える。また，顧客との契約およびこれに関連する顧客との関係性は，具体的な形態を有す
る項目であるとはいえず，企業の支配または権利の対象としては無形であると考えられる。
したがって，顧客との契約およびこれに関連する顧客との関係性は，法律によって保護さ
れ，かつその支配または権利の対象が無形である項目であるということができる。  
契約によらない顧客との関係性は，文字通り，契約によって得られたものではない。し
かし，かかる項目について，たとえば，同一または同様な資産を対象とする交換取引の存
在によってかかる項目の分離可能性についての証拠が得られ，またその公正価値を見積も
る際に考慮しなければならない交換価格についての情報も得られる場合がある15。たとえ
ば，預金者との関係性は，これと関係する預金債務と頻繁に交換されることから分離可能
性規準を満たすとされる16。 
かかる規定内容から明らかなように，契約によらない顧客との関係性は，法律によって
は保護されない項目であり，かつその対象が無形である項目と整理することができる。  
以上をまとめれば，次の図表のとおりである。 
 
  
                                                   
13 Ibid., par. A39. 
14 Ibid. 
15 Ibid., par. A42. 
16 Ibid. 
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図表 3.4 本論文における顧客関連の無形資産の分類 
 
3 芸術関連の無形資産 
図表 3.5 芸術関連の無形資産 
 
続いて，SFAS141 号では，芸術関連の無形資産について，その具体例が列挙されてい
る。 
 芸術関連の無形資産は，著作権として契約または法律上の権利が生じるのであれば，の
（1）演劇，オペラ，バレエ＊ 
（2）書籍，雑誌，新聞，その他文学的な作品＊ 
（3）作曲，作詞，広告用音楽などの音楽作品＊ 
（4）絵画，写真＊ 
（5）映画，ミュージックビデオ，テレビ番組などの映像および視聴作品＊ 
a 法律による保護の対象となる 
 a-1 権利または支配の対象が無形である 
（1）受注または生産残高＊ 
（2）顧客との契約およびこれに関連する顧客との関係性＊ 
 
 a-2 権利または支配の対象が無形ではない 
 なし 
 
b 法律による保護の対象とならない 
 b-1 権利または支配の対象が無形である 
（1）顧客リスト▲ 
（2）契約によらない顧客との関係性▲ 
 
b-2 権利または支配の対象が無形ではない 
なし 
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れんと区別して認識されるための規準を満たすとされる17。たとえば，アメリカでは，著
作者の生前および死後 50 年間にわたって，著作権が付与されるという18。 
 かかる規定から明らかなように，芸術関連の無形資産の具体例として列挙される項目は，
すべて著作権の対象となるものであり，無形資産として認識されるためには著作権によっ
て保護されることが必要となる。単に，演劇，オペラ，バレエとされていても，それらは
著作権の対象となるかぎりにおいて無形資産として認められるのである。また，著作権は，
知的財産権のなかでも代表的な権利であり，その対象とされるのはまさに無形のものであ
る。 
 このように考えてくると，芸術関連の無形資産は，すべて法律によって保護される項目
であり，かつその権利の対象が無形である項目と理解することができる。 
 以上を図表にまとめれば次の通りである。 
 
  
                                                   
17 Ibid., par. A45. 
18 Ibid. 
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図表 3.6 本論文における芸術関連の無形資産の分類 
 
4 契約関連の無形資産 
 続いては，契約関連の無形資産である。契約関連の無形資産に係る具体例として，次の
ような項目があげられている。 
 
a 法律による保護の対象となる 
 a-1 権利または支配の対象が無形である 
（1）演劇，オペラ，バレエ＊ 
（2）書籍，雑誌，新聞，その他文学的な作品＊ 
（3）作曲，作詞，広告用音楽などの音楽作品＊ 
（4）絵画，写真＊ 
（5）映画，ミュージックビデオ，テレビ番組などの映像および視聴作品＊ 
 
 a-2 権利または支配の対象が無形ではない 
 なし 
b 法律による保護の対象とならない 
 b-1 権利または支配の対象が無形である 
なし 
b-2 権利または支配の対象が無形ではない 
なし 
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図 3.7 SFAS141 号における契約関連の無形資産の分類 
 
契約関連の無形資産は，契約から生じる権利の価値を表しているとされる19。したがっ
て，そこで無形資産とされているのは，権利または権利による価値であるということがで
き，法律によって保護される項目であるということができそうである。しかし，その権利
の対象については，項目によって異なるものと考えられる。たとえば，掘削等に係る無形
資産については，鉱区や水域を使用することが認められる権利であると考えることができ，
必ずしもその対象が無形であるとはいい切れずむしろ有形であると考える方が自然である
ように思われる。また，リース契約についても，その対象となる物件は必ずしも有形でな
ければ，無形でもない。その意味で，有形とも無形ともいいかねるといわざるを得ない。
さらに，フランチャイズ契約や労働契約など，契約そのものを無形資産として理解してい
るのか，または契約の対象となる何らかの項目を無形資産として理解しているのかは定か
ではない。その意味で，有形とも無形ともいいかねる項目であると考えられる。ただし，
ライセンスなど，その権利の対象となる項目が無形であると考えられるものもあり，その
ような項目については無形であると結論づけることができるように思われる。  
 
5 技術関連の無形資産 
最後は，技術関連の無形資産である。技術関連の無形資産の具体例として次のような項
目があげられている。 
 
                                                   
19 Ibid., par. A46. 
（1）ライセンス，ロイヤリティ，スタンドスティル契約＊ 
（2）広告宣伝，建設，マネジメント，サービスまたは供給契約＊ 
（3）リース契約＊ 
（4）建設許容＊ 
（5）フランチャイズ契約＊ 
（6）運営権および放映権＊ 
（7）掘削，水，空気，鉱物，伐採，道路に係る使用権＊ 
（8）モーゲージなどのサービス契約＊ 
（9）労働契約＊ 
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図 3.8 SFAS141 号における技術関連の無形資産の分類 
 
 技術に関連する無形資産について，法律による保護の対象となるか，その対象は無形で
あるかといった観点から分類するとすればいかなる分類結果となるのであろうか。  
 まず，特許を取得していない技術については，特許を取得していない以上，少なくとも
特許法のもとで保護される項目でないことは明らかであるが，他の法律によっても保護さ
れないか否かは場合によるといわざるをえないように思われる。たとえば，特許を取得し
ていない場合であっても，わが国でいえば，不正競争防止法のような法律によって保護さ
れる可能性も否定できないと考えられる。しかし，図では，「＊」が付してあり，契約また
は法律上の権利から生じる項目であることが措定されている。したがって，図では，特許
を取得していない技術が法律による保護がなされる項目として理解されていると解される。 
一方で，特許を取得していない技術は，その権利または支配の対象は有形なものではな
く無形なものである。技術は目に見えるものではなく，見えざる資源であるといわれるの
が一般的であると考えられるからである。 
 コンピューターソフトウェアおよびマスクワークについても，法律によって保護される
場合もあれば，保護されない場合もあると考えられる。しかし，権利または支配の対象と
しては，無形であることに異論はないものと考えられる。コンピューターソフトウェアと
マスクワークといえば，無形の資源の代表格のようなものであるように思われる。  
 
第 4節 無形資産の認識のあり方 
 前節では，FASB 基準における無形資産の認識のあり方を考察するための前提となる事
項，すなわち無形の項目の範囲とその特徴が明らかとなった。本節では，かかる事項を前
提として FASB における無形資産の認識のあり方を明らかにすることにしたい。 
 
 
（1）特許を取得していない技術＊ 
（2）コンピューターソフトウェアおよびマスクワーク＊ 
（3）アップデートされた技術▲ 
（4）タイトルプラントを含む，データベース▲ 
（5）秘密の公式，製造方法，レシピなどの営業秘密＊ 
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第 1 項 無形資産の定義 
 FASB 基準では，無形資産の認識のあり方を規定するのに先立って，その基礎的な事項
となる無形資産の定義が示されている。そこで，まずは無形資産の定義を把握しておくこ
とにしたい。 
SFAS141 号の規定によれば，無形資産とは，物理的実体を有さない，金融資産以外の資
産をいう20とされる。このように，無形資産は，①物理的実体を有さないこと，②金融資
産でないこと，および③資産であることの 3 つの観点から定義されている。 
かかる定義は，企業結合と無形資産に関する基準について 2001 年に出された公開草案
で採用されたものである。ただし，企業結合と無形資産に関する公開草案は，1999 年にも
公表されており，その時期から無形資産の定義についての議論がなされていた。特に，上
記の定義における③の要素については議論の変遷の結果が反映されており，注意が必要で
あるように思われる。そこで，その経緯を簡単に述べれば以下のとおりである。 
1999 年の公開草案に至るまでの議論では，無形資産とその他の資産との違いとして(a)
物理的実体がなく，(b)金融商品でなく，かつ(c)流動資産でないことの 3 点を挙げていた。
実際に 1999 年の公開草案では，この 3 点からの定義が提案されていた。しかし，受注・
生産残高のように，流動資産のなかにも無形資産となりうる項目が存在し，上記の定義で
は，かかる項目が無形資産の範囲から抜け落ちてしまうという懸念がコメント提供者から
示されたことから，最終的には流動資産でないという要件が削除された21。 
このような無形資産の定義を前提として，以下，無形資産の認識のあり方を考察する。 
 
第 2 項 企業結合による無形資産の取得 
すでに述べたように，FASB のもとでは，無形資産といっても，その認識を規定するた
めの視点は様々である。しかし，いずれの会計基準においても取得形態別という視点が基
本となっており，その他の視点による規定は取得形態別という視点を基礎としたものと考
えられる。そこでまずは，取得形態ごとに無形資産の認識のあり方を検討することにする。  
無形資産の取得形態としては，第 1 に企業結合による取得のケースが規定される。企業
結合により無形資産を取得した場合の認識のあり方を規定しているのは，SFAS141 号であ
る。 
                                                   
20 Ibid., par. 31 and FASB, op. cit., supra note (1), par. F1. 
21 Ibid., par. B27. 
70 
 
SFAS141 号では，すべての企業結合に対してパーチェス法（取得法または買収法とも
いわれる。以下，パーチェス法で統一する。）を適用することが強制される22。 
パーチェス法による場合，企業結合によって取得した識別可能資産等の認識と測定は，
認識原則，認識条件，および測定原則に従うことが求められる23。 
認識原則とは，取得企業は，のれんとは区別して，取得した識別可能資産，引き受けた
負債，および被取得企業に対する少数株主持分を，取得日において，認識しなければなら
ないというものである24。企業結合により取得した無形資産も，取得した識別可能資産に
含まれると考えられることから，認識原則は企業結合により取得した無形資産にも当然に
適用される。 
しかし，この認識原則が何を規定する原則であるのかは必ずしも明らかではない。すな
わち，認識原則とは，取得した識別可能資産等の認識を取得日時点で行うという，認識時
点を規定するものであるのか，のれんとそれ以外の項目を混同してはならないという認識
の単位を規定しているのか，また他の何らかの処理を規定するものであるのか，またはそ
のいずれをも規定しているのかは明らかではない。 
また，認識条件とは，パーチェス法により認識されるためには，①取得した識別可能資
産および引き受けた負債は FASB 諸概念ステートメント 6 号における資産および負債の定
義を満たさなければならず25，かつ②取得した識別可能資産および引き受けた負債が，個
別の取引の結果ではなく，取得企業と被取得企業との間で企業結合により交換されたもの
でなければならない26というものである。 
それでは，企業結合によって取得した識別可能資産等について，かかる認識条件を満た
すことが求められるのはなぜであろうか。この点について，SFAS141 号にいくつかの規定
が置かれている。 
まず，認識条件として取得時に資産または負債の定義を満たすことを求める理由は，
SFAS141 号などのこれまでの基準において，特定の項目が，取得日には資産または負債
の定義を満たしていないにもかかわらず，取得した識別可能資産または引き受けた負債と
して認識されていた点が挙げられている27。そのような項目の具体例として，企業結合に
                                                   
22 Ibid., par. 6. 
23 Ibid., pars. 12-14.  
24 Ibid., par. 12. 
25 Ibid., par. 13. 
26 Ibid., par. 14. 
27 Ibid., par. B114. 
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関連して提供を受けたサービスのコスト，リストラコストなどが挙げられている。 
つぎに，認識条件として資産または負債を受け入れる取引が企業結合であると認められ
ることが必要とされる28理由はどこにあるのであろうか。 
この点，SFAS141 号では，経済的実質に従って会計処理を行う点が示されている。すな
わち，企業結合とは認められない取引に対してパーチェス法を適用することによる不都合
を解消する意図があったとされる29。 
最後に，測定原則とは，企業結合により取得した識別可能資産，引き受けた負債，およ
び被取得企業に対する少数株主持分は，取得日時点の公正価値により測定する30というも
のである。 
なお，企業結合により取得した資産は識別可能でなければならず，識別可能であるため
には，分離可能であるか31，または契約または法律上の権利から生じなければならないと
される32 
ここで，分離可能とは，企業から分離または分割することができ，かつ，企業がそれを
意図しているか否かにかかわらず，単独でまたは関連する契約，識別可能資産，もしくは
負債とともに販売し，ランセンスし，賃貸し，または交換することができることをいう33。 
このように，企業結合により取得した識別可能資産等の会計処理は，認識原則，認識条
件および測定原則に従うことが求められる。したがって，企業結合により取得した無形資
産も，一般に，企業結合により取得した識別可能資産等の 1 つとして同様に処理されるこ
とになる。 
しかし，ここで問題となるのは，企業結合によって取得した項目が，資産を一般に取得
した場合のように，資産の定義のみならず，目的適合性等の他の認識規準を満たす必要が
あるのか否かである。つまり，SFAS141 号で定められた識別可能資産等として認識される
ための原則および条件と概念フレームワークで定められた資産等の認識規準との関係性が
問題となる。 
この点，1999 年の公開草案では，識別可能性と測定の信頼性が無形資産の認識規準とし
て提案されていた。しかし，公開草案に対してコメントを寄せた者の多くが FASB に測定
                                                   
28 Ibid., par. B111. 
29 Ibid., par. B115. 
30 Ibid., par. 20. 
31 Ibid., par. 3k(1). 
32 Ibid., par. 3k(2). 
33 Ibid., par. 3k(1) 
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の信頼性という用語の意味を明らかにするように要請してきたとされる34。 
結果として，1999 年の公開草案において提案されていた測定の信頼性の基準が削除され
ることになった。その理由は，取得した無形資産が識別可能であれば，信頼性を持って測
定するために十分な情報が存在するからであるとされる35。なお，かかる識別可能性と測
定の信頼性の関係性について，ある論者によれば，識別可能な無形資産は，識別不能な無
形資産と対比して投資の成果に係る不確実性が十分に低いとされ，この点が測定の信頼性
に影響するとの見解も存在する36。 
しかし，その後 2001 年に公表された公開草案では，無形資産として認識されるための
要件として識別可能性だけでなく，資産の認識規準も満たす必要があるとされ識別可能性
の要件以外に無形資産の認識に係る要件として何を求めるのかについては紆余曲折があっ
た37。それでも現在は，識別可能性のみが無形資産を認識するための唯一の要件とされて
いる。すなわち，無形資産は，識別可能であれば認識され，それ以外の要件を満たすこと
が求められることはない。その理由は，識別可能な無形資産は，資産の認識規準など資産
一般が認識のために満たすことを求められる要件を満たすからであるとされる38。 
以上の考察から，FASB の現行制度のもとでは，企業結合によって取得した無形資産が
認識されるためには，識別可能性の要件さえ満たせばよいとされていることが分かる。た
だし，認識のための前提として取得した無形の項目が無形資産の定義を満たすことが求め
られるのはいうまでもない。 
 
第 3 項 企業結合以外の手段による無形資産の取得 
続いて無形資産の第 2 の取得形態として，個別にまたはグループとして取得するケース
を取り上げる。 
個別にまたはグループとして取得するケースとは，事業を構成しない取得した資産およ
び引き受けた負債を対象とする取引をいい，企業結合とは異なる取引形態として会計処理
                                                   
34 Ibid., par. B159. 
35 Ibid., par. 52. 
36 Anne Wyatt, “Towards a financial reporting framework for intangibles: Insights from 
the Australian experience,” Journal of Intellectual Capital, Vol. 3, No. 1, 2002, p. 78. 
37 山内暁「企業結合により取得された無形資産に係る認識基準の変遷--20 世紀中期から 21 世
紀初頭に至るまでの米国会計基準と国際財務報告基準を手がかりとして」第 70 巻第 1 号（2010
年），76 頁。 
38 FASB, op. cit., supra note (1), par. B155. 
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される39。いいかえれば，外部から取得するケースのうち，企業結合に該当しない取引で
あるといえる。 
かかる取引については，SFAS141 号に関連する規定が置かれている40。かかる規定に従
う認識のあり方を述べれば以下のとおりである。 
企業結合以外の手段により取得した資産および引き受けた負債は，取得時に認識する41。
企業結合以外の手段による取得においても，取得した資産はそのコストにより測定される
42。現金による取得の場合は，その金額により測定される。現金以外による取得の場合，
すなわち現金以外の資産，負債，または株式を対価とする場合には，その対価の公正価値
と取得した資産の公正価値のいずれかより信頼性をもって測定できる価額にもとづき測定
されなければならない43。 
取得した資産グループの取得原価は，取得した資産または引き受けた負債の各々に対し
て，それらの公正価値による比率に基づき配分され，のれんは認識してはならない44。ま
た，使用する意図を有さない資産，または最も有効な方法によっては使用しない資産も同
様に測定される45。 
ただし，企業結合以外による資産の取得の場合には，企業結合による場合のように，識
別可能性の要件を満たす必要がないとされる46。 
企業結合の場合と異なり，識別可能性の要件を満たすことが求められない理由は，企業
結合以外の場合には，のれんが生じることがないためとされる。ただし，その場合であっ
ても，識別可能性の要件は，無形資産の種類を区別するうえで有用であり，それによって
財務諸表の有用性が高まり，諸概念ステートメント 5 号のパラグラフ 20 と整合的な結果
となるとされる47。 
企業結合以外により取得した無形資産を認識するためには，諸概念ステートメント 5 号
の認識規準を満たす必要があるとされるが48，その取引が独立当事者間の交渉による取引
であれば，無形資産の存在およびその公正価値に関する信頼できる証拠が入手できるとさ
                                                   
39 Ibid., par. D2. 
40 Ibid., pars. D2-D7.  
41 Ibid., par. D3. 
42 Ibid., par. D4. 
43 Ibid., par. D5. 
44 Ibid. 
45 Ibid., par. D6 
46 FASB, op. cit., supra note (1), Footnote 7. 
47 Ibid., par. B36. 
48 Ibid., par. B29. 
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れ，上記認識規準は常に満たされるとしている49。 
また，かりに識別可能性の要件のいずれをも満たさない場合であっても，企業結合以外
により取得した無形資産が，諸概念ステートメント 5 号の認識規準を満たすことはありう
るとしている50。 
このように，企業結合以外の手段によって無形資産を取得したケースにおいては，
SFAS141 号の規定に従って会計処理することが求められるが，かかる処理の特徴は，の
れんを認識しないことと識別可能性の要件を満たす必要がないことである。かかる特徴は，
企業結合以外の手段によって無形資産を取得するケースにおける識別可能性の意義を考察
する際に重要であるように思われる。かかる識別可能性の意義については，後述する。  
 
第 4 項 自己創設による無形資産の取得 
次に第 3 の取得形態として，自己創設により無形資産を取得した場合を考察する。自己
創設による無形資産の取得のケースについてまず問題となるのは，無形資産の自己創設活
動の範囲であるように思われる。 
無形資産の自己創設活動の範囲を明らかにするためには，自己創設活動の定義を明らか
にしておかなければならないように思われる。定義というと厳かなイメージを抱くが，少
なくともどのような特徴を持つものであるのかについて一定の見解を示しておく必要があ
るように思われる。定義の明らかでない活動にどのような活動が含まれるのかを明らかに
しようとするのは，本来の思考プロセスとは順序が逆であると考えられるからである。  
本論文では，無形資産の自己創設活動とは，無形資産そのものを外部から直接的に取得
するのではなく，企業が，研究開発等の内部的な活動によってみずから創造する活動であ
るとする。では，かかる自己創設活動にはいかなる活動が含まれるのであろうか。 
まず，かかる自己創設活動に含まれることに疑いの余地のない活動として研究開発活動
が考えられる。 
しかし，上述のように，無形資産の自己創設活動を，無形資産を企業自ら生み出す活動
であると措定すれば，自己創設活動に該当すると考えられる活動は研究開発活動以外にも
いくつか想定できる。 
たとえば，ブランドや知名度を生み出すために行われる活動として，広告宣伝活動，従
                                                   
49 Ibid., par. B30. 
50 Ibid., par. B37. 
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業員の能力を向上させるための活動として，教育訓練活動が考えられる。このように考え
れば，自己創設活動は，かならずしも研究開発活動に限定されるものではなく，それ以外
の活動によって無形資産を自ら調達する場合も含まれると考えてよいように思われる。 
実際，AICPA の意見書には，そのような考え方を前提とした記述が見受けられる51。 
 そのために，本項では，自己創設活動として，研究開発活動以外にも広告宣伝活動を考
察の対象としている。もちろん，広告宣伝活動以外にも自己創設活動はありうるが，その
ような自己創設活動はひとくくりにして扱っている。 
しかし，そうはいっても， FASB 基準のもとで研究開発活動に焦点を当てた会計基準が
存在する事実や，後述する IASB の無形資産関連の基準においても研究開発活動を自己創
設活動とほぼ同じとみなしている規定を鑑みれば，自己創設活動の中心となるのが研究開
発活動であるのは明らかであるように思われる。 
そこで，まずは，研究開発活動によって取得される無形資産の認識のあり方について考
えてみることとする。 
 
1 研究開発活動による無形資産 
FASB 基準のなかで，研究開発活動に焦点を当てた会計基準は，SFAS2 号である。すで
に述べたように，自己創設活動に関する会計基準は，SFAS2 号以外にも，SFAS142 号が
存在し，そこでは，自己創設により取得した無形資産の認識に関していくつかの規定が置
かれている。そのために，研究開発活動に対していずれの会計基準が適用されるのかが問
題となる。この点については明文の規定が存在し，自己創設活動が，研究開発活動に該当
する場合には，SFAS2 号が優先して適用されることになる52。 
そこで，以下 SFAS2 号の規定を参照しながら，研究開発活動により取得する無形資産
の認識のあり方について考察することにする。 
SFAS2 号においては，研究開発コストの会計処理について，かなりあっさりした規定し
か置かれていない。すなわち，SFAS2 号では，研究開発活動に係るコストは，すべて発生
時に費用として処理されなければならないとされる53。 
                                                   
51 American Institution of Certified Public Accountants, Statement of Position 98-1: 
Accounting for the Costs of Computer Software Developed or Obtained for Internal Use , 
AICPA, 1998, par. 01.  
52 Financial Accounting Standards Board, Statement of Financail Accounting Standards 
No. 2: Accounting for Research and Development Costs, FASB, pars. 1-6. 
53 Ibid., par. 12. 
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しかし，この結論に至るまでには，さまざまな議論や検討がなされてきたようである。
かかる議論等の背景を整理することは，FASB 基準のもとで研究開発活動により取得する
無形資産の認識がいかなる考えに基づいておこなわれるのかを知るうえで重要であるよう
に思われる。 
そこで，以下では，SFAS2 号の規定を参照して現行基準における認識のあり方がなぜ
採用されたのかを明らかにし，これによって研究開発による無形資産の認識のあり方につ
いての FASB 基準の考え方を整理することにしたい。かかる整理をおこなうことにより，
会計理論の構築，現行制度の評価，またはその改善案の提示など，今後の研究に向けて基
礎となる事項が明らかになるものと考えている。また，第 6 章で行う研究開発に関する比
較考察に潜在的に影響する事項も本節の考察により明らかになるものと思われる。  
SFAS2 号では，研究開発コストが発生時に費用処理されなければならない理由として，
①将来便益の不確実性の高さ，②因果関係の欠如，③測定可能性，④費用の認識と対応，
⑤情報としての有用性の 5 つがあげられている54。 
では，なぜかかる 5 つの理由が研究開発コストの費用処理に影響を及ぼすのであろうか。
これらの理由を掲げる背景にはいかなる理屈が存在するのであろうか。以下，これらの事
項をそれぞれ検討することで，FASB における現行の会計処理の考え方をある程度明らか
にしたい。ただし，それぞれの事項は，別個独立した理由であるようには思われない。 
なぜならば，後述するように，かかる 5 つの理由は，それぞれ互いに関連していると考
えられるからである。特に第 1 と第 2 の理由は，他の理由と大きくかかわっているように
思われる。そこで以下では，それそれの事項が研究開発コストの会計処理の根拠として規
定されている理由を述べるとともに，それぞれの事項の関係性についても述べることによ
り，より意義のある考察結果が得られるように努めたい。 
さて，すでに述べたように，SFAS2 号では，研究開発コストが発生時に費用処理されな
ければならない理由として， 5 つ事項が指摘されている。 
 まず第 1 の理由は，将来便益の不確実性の高さである。 
SFAS2 号によれば，個々の研究開発コストの将来便益に係る不確実性の程度は，プロジ
ェクトの進行に伴って減少することを考慮しても，高い水準にあることが通常であるとさ
れる55。また，たとえプロジェクトが研究開発段階を終え，さらに新たなまたは改良され
                                                   
54 Ibid., pars. 39-52. 
55 Ibid., pars. 39. 
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た製品またはプロセスが市場で販売され，または使用されるようになったとしても，かか
るプロジェクトが失敗する可能性は高いとされる56。 
このように，SFAS2 号では，不確実性の高さは研究開発プロジェクトの各段階におい
て常に高いとしている。しかし，その観察された事実が会計処理の内容にどのように影響
するのかについては，直接的に述べられていない。そこで，第 2 の理由に目を向けてみる。 
 第 2 の理由は，研究開発コストと将来収益の関係性に関するものである。  
SFAS2 号では，研究開発コストと将来の特定の収益との間に直接の因果関係があること
は，これまでに立証されていないとされる57。それは，事後的に明らかになった便益に照
らしてみても依然として変わらないという58。しかし，かかる認識が会計処理のあり方に
いかなる影響を及ぼすのかは依然として明らかではない。 
 しかし，これら第 1 と第 2 の理由が会計上の判断にいかなる影響を及ぼすのかは，第 3，
第 4 の理由に関する規定を考慮すると次第に明らかになってくる。 
 第 3 の理由は，測定可能性を満たさないという点である。SFAS2 号では，経済的資源
が何かを明らかにしたうえで，かかる経済的資源が資産として計上されるための条件とし
て測定可能性が規定される。すなわち，経済的資源とは，使用または売却を通じて企業に
将来便益をもたらすと期待される希少な資源であるとされるのが一般的であるという59。
ただし，かかる資源のすべてが資産として計上されるわけではなく，測定可能性が満たさ
れる資源のみが資産として計上されなければならないという60。つまり，SFAS2 号では，
測定可能性が資産計上の要件として規定されている。 
 では，研究開発コストについては，測定可能性の要件を満たすのであろうか。この点に
ついて，先にあげた 2 つの理由，不確実性の高さと因果関係の欠如が関わってくる。すな
わち，研究開発コストとその後に生じる将来の便益の間には直接の因果関係がなく，また
かかる便益の不確実性は極めて高いといわざるを得ないために，そもそも資源が得られて
いるのか，さらにはかかる資源を測定することはできるのかについては疑わしいとしてい
る61。要するに，研究開発コストは，資産計上のための測定可能性の要件を満たさないと
して，費用計上されなければならない理由が消極的に述べられている。 
                                                   
56 Ibid., par. 40. 
57 Ibid., par. 41. 
58 Ibid. 
59 Ibid., par. 42. 
60 Ibid., 
61 Ibid. 
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 しかし，SFAS2 号では，費用の認識という観点からも研究開発コストの会計処理の妥当
性について述べられている。これが第 4 の理由である。 
 コストを費用として認識する方法には，将来の収益との直接的な関係にもとづいて費用
を認識する方法，複数の期間に対して規則的かつ合理的に費用として配分する方法，およ
び直ちに費用として認識する方法の 3 つがあるとされる62。 
 このうち第 3 の方法についてはさらに，コストが直ちに費用として認識されるのは，①
識別できる将来の便益をもたらさない，②資産としてすでに認識されたコストがもはや明
確な便益をもたらさない，または③収益との関係に基づいて，または複数の期間に対して
コストを配分することに意味がないことのいずれかの理由によるとされる63。 
 この点，研究開発コストは，将来の経済的便益の因果関係が認められないのに加えて，
研究開発コストに係る将来の便益がもたらされるか否かに関する不確実性が高いことから，
将来の収益と対応させるか，規則的かつ合理的に配分することによって費用認識すること
はできないとされる64。つまり，研究開発コストが発生時に費用認識されることが強制さ
れる理由は，将来便益との因果関係の欠如と将来便益の不確実性の高さにあるとされる。
ここでは，研究開発コストが発生時に費用処理される理由が積極的に述べられている。  
 第 5 の理由は，資産計上される研究開発コスト情報の有用性である。 
これは，将来と因果関係のない研究開発コストを資産計上しても，かかる情報は企業の利
益獲得能力を評価するために役立たないという趣旨である65。逆をいえば，発生時に一括
して費用計上される情報は，「キャッシュ・フローのデータそのものであるから，経営者
の恣意性が排除された，経営者による操作の余地がない情報というメリットも持ち合わせ
て66」おり，この点が重視されたとみることもできる。 
なお，この点は，実際におこなった利害関係者へのインタビュー結果や各種の調査結果
をもとに立証されており67，かかる事実をもとに研究開発コストのあるべき会計処理につ
いての FASB の認識が実務上のそれと一致することが強調されている。このことから，当
時は実務においても資産計上による情報の有用性が否定されていたとみることもできるよ
                                                   
62 Ibid., par. 48. 
63 Ibid. 
64 Ibid., par. 49. 
65 Ibid., par. 50. 
66 藤田晶子「無形資産会計とその将来的課題(特集 無形資産をめぐる会計問題)」『企業会計』
第 60 巻第 6 号（2008 年），68 頁。 
67 Ibid. 
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うに思われる。すなわち，資産計上に対する実務上の要請がなかったと考えることもでき
るように思われる。 
 以上をまとめれば，SFAS2 号において研究開発コストを発生時に一括費用計上すること
が強制される理由は，かかる研究開発コストと将来の便益との因果関係がないか，あると
してもその不確実性が高いために，資産計上の要件である測定可能性が満たされないこと，
または反対にいえば，ただちに費用として処理するための合理的な理由が認められること
であるということになる。資産計上するにしても，その要件を満たさないし，むしろただ
ちに費用計上される積極的な理由があるというのである。それにもかかわらず，資産計上
された研究開発コストを情報として公表しても，その情報は有用ではないとされる。  
 
2 広告宣伝活動による無形資産の取得 
すでに述べたように，自己創設活動には，研究開発活動以外にも，無形資産を生み出す
何らかの内部的な活動も含まれるように思われる。そのために，自己創設活動により取得
した無形資産一般について，その認識のあり方を検討するのであれば，研究開発活動によ
り取得する場合だけでなく，それ以外の活動により取得する無形資産についても，その認
識のあり方を検討する必要があるように思われる。しかし，ここでいう研究開発活動以外
の自己創設活動には様々な活動が含まれると考えられ，すべての活動を網羅的に把握する
ことには限界があるといわざるを得ない。そのために，さしあたってはそれ以外の活動の
なかから，その取り扱いが制度上特に明らかなものに焦点を当てて考察することが妥当で
あるように思われる。 
この点，AICPA の SOP93-7 では，広告宣伝活動に係るコストについて会計処理が定め
られており，かかる活動によって無形資産が生じる場合があるとされる68。 
そこで，以下では，研究開発活動以外の自己創設活動として，広告宣伝活動を取り上げ，
広告宣伝活動により取得される無形資産とはいかなるものか，また取得した無形資産の認
識のあり方はいかなるものであるのかといった 2 つの論点について考察をおこなう。かか
る考察は，無形資産に係る会計の枠組みを定めていく上で必要なものであると考えられる。 
SOP93-7 は，すべての企業の年度財務諸表とすべての広告宣伝活動に対して適用される
                                                   
68 American Institution of Certified Public Accountants, Statement of Position 93-7: 
Reporting on Advertising Costs, AICPA, 1993, par. 28. 
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69。 
ここでいう広告宣伝活動とは，産業，企業，ブランド，製品名，または特定の製品もし
くはサービスの普及促進活動であり，企業の良いイメージを生み出し，もしくは高め，ま
たは企業の製品もしくはサービスの購買意欲を生み出し，もしくは高めることを目的とす
るものである70。また，かかる広告宣伝活動は，顧客獲得活動の一種と位置づけられるが71，
広告宣伝活動に該当しない他の顧客獲得活動は，SOP93-7 の対象外とされる72。 
このように定義される広告宣伝活動に係るコストは，一定の場合を除いて，発生時また
は初回の広告宣伝活動がおこなわれた時に費用処理されることが求められる73。 
ここで，一定の場合とは，その広告宣伝活動に反応したことが明らかであるといえる顧
客に対する売上を増加させることを主要な目的とし，かかる広告宣伝活動の結果として将
来の経済的便益を得る可能性が高い直接反応広告宣伝活動が行われる場合である74。要す
るに，どの顧客に対する広告宣伝活動なのかが明らかであり，かつ，かかる広告宣伝活動
によって経済的便益がもたらされる可能性が高いことが無形資産として認識されるための
要件である。この場合には，広告宣伝活動に係るコストが無形資産として認識される75。 
このように，SOP93-7 によった場合には，広告宣伝活動によった場合においても，無形
資産が計上される可能性がある。 
かかる無形資産の資産性については，SOP97-3 において詳細に検討されている。 
SOP93-7 では，FASB の財務会計の諸概念に関するステートメントの規定に照らして広
告宣伝活動により資産が得られるケースが存在するか否かを検討している。  
検討の方法については，まず資産として認識されるための一般的な認識規準として概念
ステートメント 5 号に掲げられた 4 つの規準，すなわち資産の定義，測定可能性，目的適
合性，および信頼性とその内容について触れた後，この枠組みに照らして広告宣伝活動に
よって資産計上が認められる項目が存在するか否かが検討されている。以下，かかる 4 つ
の規準を満たす広告宣伝活動による項目の特徴を述べる。 
まず，広告宣伝活動によって企業に将来の経済的便益がもたらされる場合，かかる便益
                                                   
69 Ibid., par. 06. 
70 Ibid., par. 22. 
71 Ibid., par. 23. 
72 Ibid. 
73 Ibid., par. 26. 
74 Ibid., par. 26a. 
75 Ibid., par. 26. 
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は資産の定義を満たすという76。ここでいう将来の経済的便益を具体的にいえば，広告宣
伝活動に係るコストを上回る将来の収益であるとされる77。 
また，SOP93-7 に定める一定の要件を満たす広告宣伝活動による収益については，財務
諸表に認識するのに必要な信頼性をもって測定することが可能であるとされる78。 
しかし，SOP93-7 の要件を満たすことによってなぜ測定可能性が満たされるのかについ
ては明らかではない。すなわち，資産計上の認められる広告宣伝活動の性質とかかる活動
のためのコストの測定可能性の関係性は不明瞭なままとなっている。 
目的適合性については，一定の要件を満たす広告宣伝活動によりもたらされる将来の収
益に関する情報は，経済的意思決定を合理的に行ううえで有用な情報であると認められる
ことから，目的適合性を満たすとされる79。しかし，かかる目的適合性の認識規準につい
ても，先の測定可能性の認識規準と同様に，一定の要件を満たす広告宣伝活動に係るコス
トを資産計上した場合に，かかるコストに関する情報がなぜ目的適合性を満たすのかは依
然として明らかではない。この点については，「広告宣伝費のみを取り上げて将来の業績
予測の材料とするのは難しい80」とする向きもあり，目的適合性が認められる根拠は特に
明らかにしなければならない問題ではないかと思われる。さらに，信頼性についても，他
の認識規準と同様に満たされるとしているが81，なぜ信頼性の規準が満たされるのかは明
らかではない。 
このように，SOP93-7 では，一定の要件を満たす広告宣伝活動については，資産計上の
認められる項目が存在するとし，かかる項目は無形資産として諸概念ステートメントにお
ける資産の認識規準を満たすとしている。しかし，その規定の大半は，資産計上の認めら
れる広告宣伝活動にいかなる特性が求められるのかについてのものであり，かかる特性が
資産としての認識規準をなぜ満たすのかについては，ほとんど述べられていない。 
さらに，SOP93-7 では，広告宣伝活動によって無形資産が認識される場合があるとされ
ているが，そこでいう無形資産とは具体的にどのような項目が想定されているのかについ
ては一切触れられていない。具体的に規定されているのは，SOP93-7 における広告宣伝活
動に該当する活動であり，かかる活動から得られる無形資産が何かはわからない。そもそ
                                                   
76 Ibid., par. 61. 
77 Ibid., par. 64. 
78 Ibid., par. 66. 
79 Ibid., par. 67. 
80 藤田，前掲（注 69），同頁。 
81 Ibid., par. 68. 
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も，無形資産である必然性がどこにあるのかも明らかではなく，広告宣伝活動に係るコス
トが資産計上される場合があり，その理由として将来の便益として一定の収益が得られる
可能性が高いことが指摘されるのみである。これでは，将来の収益との対応関係が認めら
れるコストであるから資産であるといっているにすぎず，広告宣伝活動からもたらされる
資産が無形資産である必要性はないように思われる。その点が無形資産として何が想定さ
れているのかが明らかでないことにかかわっているように思われる。 
以上をまとめると，SOP93-7 では，一定の広告宣伝活動により資産計上の認められる項
目が存在する可能性が指摘され，かかる項目は無形資産であるとされるが，かかる項目が
なぜ資産として認められるのか，また無形資産として何が想定されているのかという，無
形資産の認識のあり方を考える上で肝心な問題に対する見解は明らかではなく，SOP93-7
における無形資産の認識のあり方に関する考え方は必ずしも明瞭ではないといわざるをえ
ないように思われる。 
この状況が良いか悪いか，悪ければどのように改善すればよいのかなどの問題について
は，今後の課題としたい。そのために，結果として，以上の考察の意義は，今後の研究の
ための問題意識が得られたという程度のものにすぎない。 
 
3 それ以外の自己創設活動による無形資産の取得 
これまでの考察により，自己創設活動のうち，研究開発活動と広告宣伝活動により取得
した無形資産の認識のあり方が明らかになった82。しかし，すでに述べたように，自己創
設活動のなかには研究開発活動と広告宣伝活動以外の活動も含まれると解され，かかる活
動により取得した無形資産に対してはいかなる会計基準の適用があり，そこでの認識のあ
り方はいかなるものであるのかはいまだ明らかではない。そこで，次にこの点について考
察をおこなう。 
この点についてまず問題となるは，研究開発活動と広告宣伝活動以外の自己創設活動と
して何を想定するのかである。しかし，自己創設活動に係る無形資産の会計処理を明示し
ている会計基準は，これまで述べたところ以外には，創業活動に係る無形資産などのよう
                                                   
82 ただし，すでに述べたように，広告宣伝活動については無形の項目がどのような特徴を有し
ている場合にいかなる認識規準を満たすのかという本質的な問題は明らかにはなっていない。
しかし，SOP93-7 に従った場合に，一定のコストが「無形資産」として認識されることになる
ことに違いはない。その意味で，広告宣伝活動により取得した無形資産の認識のあり方が明ら
かになったとしている。 
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にどちらかといえば重要性の低い項目であるとか，放送業界における放映権など業界特有
の無形資産などである。たしかに，FASB 基準における無形資産をすべて余すところなく
取り上げその認識のあり方を理解する目的のもとでは，これらの会計基準を取り上げる必
要が生じるように思われる。しかし，本論文においては，無形資産一般についてその認識
のあり方がどのようなものであったのかを理解することを目的としている。そのために，
本論文では，かかる会計基準は取り扱わないことにする。 
では，無形資産一般のうち研究開発活動および広告宣伝活動以外の自己創設活動により
取得したものについては，どのような会計処理が求められるのであろうか。この点につい
てはおそらく， SFAS142 号の自己創設に関する規定が適用されるように思われる。すな
わち，SFAS2 号では，明文の規定により，他の基準よりも SFAS2 号が優先して適用され
る旨が定められており83，また，広告宣伝活動について規定の置かれている SOP93-7 にお
いては，明示的にその適用関係が定められていないものの，同意見書に定める広告宣伝活
動に該当する活動によって取得した項目に対しては同意見書が適用されるものと解される。 
SFAS2 号および SOP93-7 の適用関係を以上のように理解すれば，両基準の適用がない
自己創設活動による無形資産の取得については，自己創設活動により取得する無形資産一
般についての規定が置かれている SFAS142 号が適用されると考えられる。すなわち，自
己創設による無形資産のうち個別に会計基準または規定が設けられていない項目について
は，SFAS142 号が適用されるとすると考える。 
以下，SFAS142 号の規定に従って，自己創設による無形資産の認識のあり方について
述べる。 
SFAS142号における自己創設活動により取得した無形資産に関する規定の特徴は，APB
オピニオン 17 号における自己創設活動により取得した無形資産に関する規定をそのまま
引き継いだ規定であるという点である84。すなわち，自己創設活動により取得した無形資
産の認識を SFAS142 号にしたがって行った結果は，APB オピニオン 17 号にしたがった
場合と同じになるということである。 
SFAS142 号および APB オピニオン 17 号において，自己創設による無形資産の認識の
あり方は，きわめて簡潔に規定されている。すなわち，取得した無形資産のうち，明確に
識別できないか，耐用年数が確定していないか，または企業に固有のものであり，かつ企
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84 FASB, op. cit., supra note (1), footnote 28. 
84 
 
業全体に関連している無形資産を開発し，維持し，または修繕するためのコストは，発生
時に費用計上することが求められる85。 
しかし，いずれの会計基準においても，自己創設の無形資産のうち，上記の条件を満た
さない項目，すなわち明確に識別することができ，耐用年数が確定でき，かつ企業全体に
関連しているとはいえない自己創設の無形資産の認識のあり方は規定上明らかではない。  
この点については，SFAS142 号でも認められており，実務では，かかる規定状況を反
映して，自己創設の無形資産に係る会計処理が様々である旨が規定されている86。すなわ
ち，企業によっては，上記の無形資産を費用処理されることもあれば資産計上されること
もあるとしている。しかし，かかる問題は，かつて行われていた企業結合プロジェクトの
範囲外とされ，自己創設無形資産の会計上の問題については特に検討されていない87。 
自己創設により取得した無形資産の認識のあり方をまとめれば以下のとおりである。  
自己創設により取得した無形の項目が明確に識別できないか，耐用年数が確定できない
か，企業全体に関連している場合には，発生時に費用処理されなければならないが，一方
で，かかる条件をすべて満たさない無形の項目は，資産計上することが事実上認められて
いると考えられる。 
 
第 5 項 研究開発目的の無形資産 
これまでの考察では，企業結合によった場合や自己創設によった場合における取得した
無形資産の認識のあり方についての考察を行ってきた。つまり，無形資産をいかなる手段
によって取得したのかという取得形態の観点から無形資産の認識のあり方を考察してきた。
しかし，FASB 基準のなかには，取得形態ではなく，取得した無形資産をいかなる目的に
使用するのかという観点からその認識のあり方を規定している会計基準も存在する。たと
えば，取得した無形資産を研究開発活動に用いる場合においてその認識のあり方がいかな
るものになるのかについて，SFAS2 号に一定の規定が置かれている。かかる SFAS2 号で
規定される会計処理は，これまでの会計処理とは幾分趣向が異なる。 
SFAS2 号については，研究開発活動により取得した無形資産に関してすでに述べてきた
ところである。しかし，ここで考察の対象としているのは，SFAS2 号についてすでに取
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りあげたものとは別の問題である。それはどのような意味であるか，この点を詳しく述べ
れば以下のとおりである。 
これまでに扱ってきたのは，自己創設活動の一つに数えられる研究開発活動によって取
得した無形資産という，いわば研究開発活動の成果としての無形資産について，その認識
のあり方を問うものであった。この場合には，取得した無形資産をいかなる目的に使用す
るかは問題とされていなかった。つまり，研究開発活動により取得した無形資産について
は，その認識の要否の判断にその保有目的が影響することはなかったのである。  
それに対してここで考察の対象とするのは，何らかの手段によって取得した，研究開発
活動のために用いる無形資産という，いわば研究開発活動の手段としての無形資産を考察
の対象とする。つまり，この場合には，先ほどの場合とは異なり，無形資産の認識の要否
の判断に際して，いかなる手段によって取得したのかという取得形態は問題にされていな
いのである。 
そこで，本節では，このような研究開発に使用される無形資産を本論文における無形資
産の独立の類型とし，かかる無形資産の認識のあり方を考察することにする。  
取得した無形資産について，その認識のあり方をその保有目的に応じて定めているのは，
SFAS2 号における研究開発コストの要素に関する規定である。かかる規定によれば，研究
開発目的に用いる無形資産のうち，将来の代替的な用途が認められるものについては
SFAS142 号に従って会計処理することとされ，他方，将来の代替的な用途が認められな
い研究開発目的の無形資産は，研究開発費として会計処理するとされる88。このように研
究開発目的の無形資産は，それが将来の代替的な用途を有しているか否かによって資産計
上されるか否かが左右されることになる。ただし，将来の代替的な用途の有無によって会
計処理が異なるのは，何も無形資産に限った話ではない。 
SFAS2 号では，研究開発活動に費消されまたは使用される材料または設備および器具備
品についても，その将来の代替的な用途の有無によって，会計処理が規定されている。す
なわち，将来の代替的用途が認められる材料または設備および器具備品については，資産
計上されるのに対して，将来の代替的用途がない材料または設備および器具備品について
は発生時に費用処理することが求められる89。したがって，無形であるという特徴が将来
の代替的用途の認められない項目の資産計上の可否，または費用処理の適否を決定づける
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ものではなく，将来の代替的用途の有無そのものが研究開発目的の会計処理を決定づけて
いるということが分かる。 
では，なぜ，研究開発目的の資産は，その将来の代替的な用途の有無によって会計処理
が異なるのであろうか。この点は，SFAS2 号において明確な回答が用意されているよう
には思われない。すなわち，SFAS2 号では，研究開発目的の資産が発生時に費用処理され
る理由として，将来の代替的用途がないという特徴を有する材料等は，特定の研究開発プ
ロジェクトで生じる給料・賃金といった他のコストと区別される固有の経済価値を有して
いないと判断したとされるが90，固有の経済価値とはいかなるものなのか，また将来の代
替的用途がなければどうしてかかる経済価値が認められないのかは明らかではなく，かか
る一文のみでは SFAS2 号の考えが述べられたことにはならないように思われる。 
 
第 6 項 ソフトウェアを取得するケース 
これまで，無形資産の認識のあり方を取得形態，保有目的（研究開発目的）といった観
点から考察してきた。しかし，FASB のもとでは，これら以外にも，ソフトウェアという
特定の項目に焦点を当てた基準や意見書が存在する。SFAS86 号と SOP98-1 がそれであ
る。SFAS86 号では，売却やリースなど，市場販売を目的として購入または開発するソフ
トウェアの会計処理が定められている。ここでは，外部に何らかの形で販売することを目
的としていることから，特定の保有目的を有する無形資産の 1 つとしてソフトウェアが対
象とされている。しかし，保有目的は特定されているものの，当該保有目的を有するソフ
トウェアをいかなる取得形態によって取得したのかについては限定されていない。  
一方で，SOP98-1 では，自社利用を目的として購入または開発したソフトウェアの会計
処理が定められている。ここでも，保有目的は特定されているものの，どのような取得形
態によったのかについては限定されていない。もっとも，ここでいう自社利用とは，保有
目的のことを指していること自体は明らかであるが，自社利用として何を措定しているの
かは必ずしも明らかではなく，慎重に考慮すべきであるように思われる。 
なぜならば，自社利用のなかにいかなる活動が含まれるのかによって，会計基準の適用
関係が問題となるからである。すなわち，自社利用といった場合，とりわけその意味を限
定しないのであれば，自社利用のなかに研究開発目的への使用も含まれるものと考えられ，
その場合には，研究開発目的の無形資産に関する SFAS2 号との適用関係が問題となりう
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る。 
この点，SOP98-1 では，購入もしくはリースまたは自社開発した自社利用のソフトウェ
アについては，SFAS2 号の規定に従って処理しなければならない旨が規定されている91。
したがって，SOP98-1 の適用対象となる自社使用のソフトウェアは，厳密には，研究開発
目的以外の自社使用のソフトウェアということになる。 
いずれにしても，無形資産のなかで，特にソフトウェアという具体的な項目の会計処理
が保有目的別に規定されていることは明らかである。このように無形資産のうち，ソフト
ウェアという具体的な項目に焦点を当てた会計基準は，なかなか存在しないように思われ
る。そこでは，ソフトウェアまたはその開発・製造過程の特徴が無形資産の認識のあり方，
すなわちどのような段階においてどのような条件を満たせば資産として認識するのか，ま
たは費用として認識するのかに影響している。つまり，無形資産に係る一般的な会計基準
の適用関係やかかる基準における一般的な規定の適用のあり方がソフトウェアの具体的な
特徴に照らして問題とされる。今後ますます無形資産の重要性が高まり，無形資産一般を
対象とした会計基準のみならず，個別の無形資産に焦点を当てた会計基準または適用指針
等が開発される必要性が高まった場合，このようなソフトウェアを対象とした会計基準で
採用された規定のあり方またはその背後にある考え方は基準設定に係る参照枠として有益
であるように思われる。そのような将来の可能性を考慮すれば，現時点において，個別の
無形資産に焦点を当てた会計基準について，そこでどのような観点からどのような考え方
に基づき無形資産の認識のあり方が規定されているのかを明らかにすることは重要な検討
作業であるように思われる。 
そこで以下では，これまで検討してきた事項についての見解も踏まえながら，市場販売
目的のソフトウェアおよび自社利用のソフトウェアの認識のあり方について，SFAS86 号
および SOP98-1 を対象に考察することとする。かかる考察により，同じソフトウェアで
あっても，その保有目的や取得形態，開発プロセスの特徴等が異なれば，その事実が資産
としての認識に何らかの影響が及ぶのか否かについて一定の見解を得ることができるよう
に思われる。 
まずは市場販売目的のソフトウェアについて考察する。 
市場販売目的のソフトウェアについて会計処理を規定しているのは，SFAS86 号である。 
SFAS86 号によれば，市場販売目的のソフトウェアとは，自社内で開発・製造している
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か，または購入したかにかかわらず，個別の製品としてまたは製品もしくはプロセスの一
部として，販売し，リースし，またはそれ以外の方法で市場に提供しているコンピュータ
ーソフトウェアをいう92。 
ただし，企業結合により取得した研究開発資産としてのソフトウェアは市場販売目的の
ソフトウェアに含まれないとの規定が置かれている93。これはある意味で当然である。そ
もそも SFAS86号においてソフトウェアの保有目的として措定しているのは市場販売目的
であり，研究開発目的はその範囲外であるからである。そのために，かかる規定は，注意
的・予備的な規定であると考えられる。 
 SFAS86 号では，市場販売目的のソフトウェアに係る会計処理が，自社で開発するケー
スと外部から購入するケースの 2 つに分けて規定されている。会計基準自体を保有目的別
に区分したうえで，その基準内部において取得形態別に会計処理が規定されているのであ
る。以下，取得形態別に市場販売目的のソフトウェアの認識のあり方を検討する。ただし
その前に，市場販売目的のソフトウェアの会計処理を，その取得形態別に規定する意義に
ついて述べておきたい。なぜならば，会計処理を規定するうえで，市場販売目的のソフト
ウェアを取得形態別に区分することに何らかの意義を認めることができないのであれば，
かかる視点に基づく会計処理の規定は意味を持たず，反対に何らかの意義が認められるの
であれば，かかる意義を踏まえたうえで会計処理の内容やその理論的根拠を理解すべきで
あるように思われるからである。 
 市場販売目的のソフトウェアを自社開発する場合と購入する場合とでいかなる相違が生
じるのであろうか，またはそれぞれのケースにおいてどのような事項に留意すべきなので
あろうか，かかる点を明らかにすることが取得形態別に会計処理を規定する意義を明らか
にするうえで重要であるように思われる。 
 この点，購入した市場販売目的ソフトウェアの取得価額に着目すれば，かかる金額は，
その市場販売目的のソフトウェアを開発した企業にとっての販売価格である。したがって，
購入した市場販売目的のソフトウェアがどれだけ計上されるのかは，当該ソフトウェアが
いくらで販売されるのかにかかっており，購入する側では，開発する場合のように，市場
販売目的のソフトウェアの認識にあたって，後に述べる技術的実現可能性などソフトウェ
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アの開発過程に係るコストの資産性について実質的判断が要求されることはない。購入し
たソフトウェアを購入した価格で計上すれば足りるのである。 
それに対して，市場販売目的のソフトウェアを自社開発したケースにおいては，市場販
売目的のソフトウェアを獲得するためにした支出であっても，それがどの段階における支
出であるのか，またかかる支出によってどのようなことが実現できたのかをソフトウェア
の特徴または現状に照らして判断することが求められる。ただし，かかる判断が資産計上
の要否に関わるのは，固定資産として計上される市場販売目的のソフトウェアである。い
いかえれば，市場販売目的のソフトウェアを量産するための原本としてソフトウェアであ
る。他方，実際に市場に販売するソフトウェアを製造するためにかかったコストは，棚卸
資産として計上されることになるので，自社で開発するケースにおいては，同じ市場販売
目的のソフトウェアであっても，固定資産として計上されるものと棚卸資産として計上さ
れるケースがあるのために注意が必要となる。 
この点を考慮すれば，購入した市場販売目的のソフトウェアは，自社開発した固定資産
として計上されるソフトウェアとは性質が異なっている。すなわち，購入した市場販売目
的のソフトウェアは，それを転売することによって投資の成果を得ることが期待されるが，
自社開発した市場販売目的のソフトウェアは，棚卸資産の量産に使用されることを通じて
投資の成果を得ることが期待される。これが，自社開発した市場販売目的のソフトウェア
と購入した市場販売目的のソフトウェアの異なる点である。 
すなわち，自社開発した市場販売目的のソフトウェアといった場合には，棚卸資産とし
てのソフトウェアもあれば固定資産としてのソフトウェアもあるのに対し，購入した市場
販売目的のソフトウェアは，常に棚卸資産に該当するために，市場販売目的のソフトウェ
アの認識に際しては，自社開発の市場販売目的のソフトウェアとして何を措定するのか，
すなわちどのような取得形態によるソフトウェアであるのかをあらかじめ明らかにする必
要がある。かかる留意事項が存在するために，市場販売目的のソフトウェアの会計処理が
取得形態別に規定されていると理解できる。 
以下，かかる理解を前提として，市場販売目的のソフトウェアの会計処理を取得形態別
に検討することにしたい。 
まずは，市場販売目的のソフトウェアを自社で開発することにより取得するケースであ
る。 
SFAS86 号では，自社開発する市場販売目的のソフトウェアについて，技術的実現可能
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性を確立するために発生したすべてのコストは，研究開発コストになるとされる94。かか
るコストは，SFAS2 号にしたがって，発生時に費用として処理される95。 
また，技術的実現可能性が確立された後の製品マスター制作コストは，資産計上しなけ
ればならない。かかるコストには，技術的実現可能性が確立された後に行われるコーディ
ングおよび検査にかかるコストも含まれる96。 
すなわち，SFAS86 号では，市場販売目的のソフトウェアが資産として認識されるか否
かを研究開発活動の終了時点を基準に判断しており，かかる研究開発活動の終了は「技術
的実現可能性の確立」を基準に判断することとされる。 
そのために，技術的実現可能性が確立されたと判断するために必要な要件をどのように
定めるのかが，自社開発の市場販売目的のソフトウェアの認識にとって決定的に重要とな
る。 
 SFAS86 号によれば，技術的実現可能性が確立されるためには，機能，特性，技術的な
パフォーマンスに関する要求などの設計仕様を満たす製品を製造できることを立証するた
めに必要なすべての企画，設計，コーディング，および検査を完了しなければならないと
される97。 
 このように SFAS86 号では，自社開発したソフトウェアに係る支出が，技術的実現可能
性の確立の有無を境目にして資産計上されるものと費用計上されるものに 2 分されて開示
されることになる。かかる会計処理の理論的な評価や開示される情報の有用性については，
本論文では取り上げず今後の課題としたいが，資産計上できるものはすべて資産計上すべ
しとの価値観は必ずしも成り立ちえないことは自覚しておきたい。できることはすべてや
る，またはできることであればその重要性を問わずすべて行うとするのはあまりにも自己
目的化しており会計処理の目的を履き違えるおそれがあるように思われるからである。そ
こで，以下では，ソフトウェアについて資産計上された金額に関する情報の有用性を否定
する見解と肯定する見解のいずれをも整理しておきたい。 
まずは，自社開発した市場販売目的のソフトウェアについて資産計上した金額の情報と
しての有用性については疑問視する見解である。たとえば，ある論者によれば，「ソフト
ウェアの技術的実現可能性が確立されるのは実際には製品開発サイクルのほぼ終わりの部
                                                   
94 Ibid. 
95 Ibid. 
96 Ibid., par. 5. 
97 Ibid., par. 4. 
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分であり，かつ技術的実現可能性が確立された後のコストはそれまでの開発費と比較する
と格段に少なくて済む98」ことなどを理由として，SFAS86 号が情報の信頼性の低下を引
き起こしていると指摘される。 
他方，ソフトウェアに係るコストについて資産計上した金額の有用性を認める見解もあ
る99。かかる見解によれば，ソフトウェアに係る資産計上額は，過去の支出額を単に合計
したものではなく，開発プログラムが成功したという内部情報を投資者に投資者に伝える
ものであるとして，ソフトウェアに係るコストの資産計上に積極的な意義を見出している。
また，ソフトウェアに係る資産額について，資産計上されたソフトウェアが投資者にとっ
て資産と考えられており，またソフトウェアの資産計上に基づく利益は，全額を費用計上
する場合に比べて将来の利益を予測するのに役立つとされる100。このようにソフトウェア
に係る情報の有用性については様々な議論があり，情報の有用性といった観点からいずれ
の会計処理を採用すべきかを判断するには，無形資産に係る会計の枠組みを定めたうえで，
より目的に資する会計処理のあり方を考察する必要があるように思われる。かかる枠組み
の設定に向けて考察を続けることが今後の課題である。 
 続いて，外部から購入した市場販売目的のソフトウェアである。 
市場販売目的のソフトウェアのなかには，自社で開発するのではなく，外部から購入す
るものもある。いわば，転売目的でソフトウェアを購入するケースである。かかる市場販
売目的のソフトウェアについてはいかなる認識プロセスが求められるのであろうか。  
 結論から述べれば，購入したコンピューターソフトウェアについては，将来の代替的用
途がなければ，費用として処理しなければならないが，反対に将来の代替的用途がある場
合には，資産計上され，その用途に従って会計処理される101。かかるソフトウェアは，市
場販売を目的としたソフトウェアであることから，棚卸資産として計上される。ただし，
研究開発目的の無形資産についてすでに述べたところと同様に，将来の代替的用途の有無
によって会計処理が異なる理由については，基準上は必ずしも明らかではない。この点，
ある論者によれば，将来の代替的用途が認められる研究開発用資産について資産計上が認
                                                   
98 伊藤邦雄「無形資産会計の諸相」（中村忠『制度会計の変革と展望』白桃書房，2001 年，所
収，73 頁）。 
99 B. Lev, “A rejoinder to Douglas Skinner ’s ‘Accounting for intangibles-a critical review of 
policy recommendations’,” Accounting and Business Research, Vol. 38, No. 3, 2008, p. 211. 
100 Aboody, D and Lev, Baruch, “The value-relevance of intangibles: The case of software 
capitalization,” Journal of Accounting Research, Vol. 36, 1998, p. 188.  
101 FASB, op. cit., supra note (98), par. 7. 
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められる理由は，現在のプロジェクトを終えた後でも，別のプロジェクトに用いることが
できるだけの価値が残存するからであると説明される102 
続いて，SOP98-1 にしたがって会計処理される自社利用のソフトウェアについて検討す
る。 
SOP98-1 は，自社利用のコンピューターソフトウェアの開発または外部取得に係るコス
トの会計処理について規定している103。 
 自社利用のソフトウェアとは，企業の内部的なニーズを満たすためだけに取得し，内部
開発し，または修正したソフトウェアであり，かつ開発または修正の過程において外部に
販売する実質的な計画が存在しないか，または策定されていないソフトウェアをいう104。 
 かかる定義において，実質的な計画の有無を要件として規定する意図について述べれば，
企業の中には，自社利用の目的のみならず，市場に出すことを目的としてソフトウェアを
開発する企業もあり，そのような企業においては，実質的な計画の存在が，ソフトウェア
を市場に出す意図の存在を示していると考えられることから，どの基準を適用すべきかを
判断するための規準として実質的な計画の有無という基準が設けられている105。 
したがって，かかる実質的な計画が存在する自社利用のソフトウェアは，市場販売目的
のソフトウェアとして，SFAS86 号が適用される106。 
 SOP98-1 では，自社利用のソフトウェアの会計処理を規定するにあたり，自社利用のソ
フトウェアの開発段階が，プロジェクトの準備段階，応用開発段階，および適用後・稼働
段階の 3 つの段階にわけられ，それぞれの段階ごとに自社利用のソフトウェアの会計処理
が規定されている107。 
 まずプロジェクトの準備段階における内部コストおよび外部コストは，発生時に費用処
理しなければならない108。かかるプロジェクトの準備段階における内部および外部コスト
が発生時に費用計上される理由は，かかるプロジェクト段階における諸活動が研究開発活
動と類似していることがあげられている109。 
                                                   
102 L. Nakamura, “Intangibles:What Put the New In the New Economy ?,” Business Review, 
1999. p. 8. 
103 AICPA, op. cit., supra note (54), par. 05. 
104 Ibid., par. 12. 
105 Ibid., par. 45. 
106 Ibid. 
107 Ibid., par. 19. 
108 Ibid., par. 20. 
109 Ibid., par. 68. 
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 続いて応用開発段階における自社利用ソフトウェアの開発に係る内部および外部コスト
は，資産計上しなければならない110。かかる会計処理が規定されている理由として，応用
開発段階における諸活動が将来の経済的便益をもたらす点が示されている111。 
 最後に適用後/稼働段階における内部および外部のトレーニングコストおよびメンテナ
ンスコストは，発生時に費用処理しなければならない112。かかるコストが発生時に費用処
理されるのは，とくにトレーニングコストについて，トレーニングを受けた従業員の継続
的な雇用を支配することはできず，また便益をもたらす将来期間が特定できず，さらには
償却期間が恣意的となるからであるとされる113。 
 以上を総括すれば，コストの資産計上を開始しなければならない時点は，①プロジェク
トの準備段階の完了し，②権限のある経営者が，黙示的にせよ明示的にせよ，コンピュー
ターソフトウェアプロジェクトに資金を投下することを認可しそれにコミットしており，
かつそのソフトウェアが意図された機能を果たすように用いられることのいずれもが果た
されたときである114。すなわち，プロジェクトの準備段階を経たか否かが研究開発活動の
境目とされている。 
 ところで，すでに述べたように，SFAS86 号では，自社開発した市場販売目的のソフト
ウェアを認識するためには，技術的実現可能性の要件を満たさなければならなかった。他
方，SOP98-1 号では，認識の要件として技術的実現可能性を規定されていない。両者でこ
のような相違が生じることに何らかの根拠は認められるのであろうか。 
この点，技術的可能性という概念は，棚卸資産としてのソフトウェアに適用されるのが
適切な概念であり，市場性のテストを伴うものであり，本意見書のような固定資産として
計上されるソフトウェアには適用できないとされる115。 
 自社利用のソフトウェアの資産性については，自社利用のソフトウェアの開発または取
得に係るコストは，明確に識別可能であり，耐用年数が確定でき，将来の経済的便益をも
たらすことから FASB 諸概念ステートメントの資産の認識規準を満たすとされる116。 
以上がソフトウェアに係る認識のあり方とその考え方である。市場販売目的のソフトウ
                                                   
110 Ibid., par. 21. 
111 Ibid., par. 69. 
112 Ibid., par. 23. 
113 Ibid., par. 71. 
114 Ibid., par. 27. 
115 Ibid., par. 51. 
116 Ibid., par. 64. 
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ェアと自社利用のソフトウェアの認識のあり方に共通していたのは，自社開発の場合に限
ってみれば，いずれの活動が研究開発活動に該当するのか，いいかえればソフトウェアの
開発のための諸活動のうちいずれの活動までを研究開発活動とするのかが資産として認識
されるために重要であった点である。しかし，市場販売目的のソフトウェアでは，実現可
能性が確立されるまでの諸活動が，研究開発活動とされ，自社利用のソフトウェアでは，
プロジェクトの準備段階における諸活動が研究開発活動に該当するものとされ，具体的な
判断事項は異なっていた。すなわち，ソフトウェアを市場で販売するのか，それとも自社
利用するのか，いいかえれば棚卸資産として保有するのか，固定資産として保有するのか
によって研究開発活動の終章時点を判断する枠組みが異なるとされ，かかる考え方は開発
プロセスの区分の仕方やそこでの判断内容に反映されていた。 
一方で，おなじ保有目的を有するソフトウェアであっても，その取得形態が会計処理の
あり方に影響を与えていたのは，市場販売目的のソフトウェアと自社利用のソフトウェア
に共通していた。 
このように，保有目的の異なるソフトウェアに対しては異なる判断事項が規定され，さ
らに同じ保有目的であっても取得形態が異なればそれに応じて具体的な判断事項が異なる
とされた。しかし，かかる規定のあり方には，現在の支出のうち資産計上が認められるの
は，かかる支出との因果関係を有する将来の便益がもたらされるか，またはその確実性が
相当程度高いと認められるのかであるとの共通の思想が存在していた。 
それらの背後にある考え方は共通しているのであり，具体的な判断事項が異なるのはそれ
ぞれの保有目的および取得形態が異なっているからなのである。 
このように，無形資産一般ではなく，個別の項目に焦点を当てて，その認識のあり方を
考える際には，無形資産一般についての認識要件（ソフトウェアであれば研究開発の終了）
についての具体的な判断事項が異なり，それに影響を与えているもののなかで重要なのは
その保有目的や取得形態であることが以上の考察からは明らかになった。 
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第 5節 識別可能性の意義 
本節では， FASB 基準のもとでの識別可能性の意義を明らかにすることを目的とした考
察をおこなう。繰り返し述べているように，本論文における識別可能性の意義とは，識別
可能性が，無形資産の認識に係る要件としていかなる目的のためにいかなる役割を果たし
ているのか，またそのような役割を果たすべきケースとはいかなる場合であるのか，さら
に識別可能であるためにはいかなる条件を満たす必要があるのかというものである。端的
にいえば，無形資産の認識に関して識別可能性がいかなる要件として取り扱われていたの
かが識別可能性の意義である。 
そこで以下では，かかる識別可能性の意義を明らかにするために，①識別可能性要件の
目的とは何か，②識別可能性の判断が求められる場面とそこでの役割はどのように理解す
ることができるか，③識別可能であるためにはいかなる条件を満たす必要があるのか，と
いう 3 つの論点について述べることにする。これら 3 つの論点をそれぞれ順番に考察する
ことにより，識別可能性の意義が明らかになるものと思われるからである。  
 
第 1 項 無形資産の認識に係る要件としての識別可能性の目的 
FASB 基準において，識別可能性は，無形資産の認識に関していかなる目的のもといか
なる役割を果たしているのであろうか。この点については，  SFAS141 号において，いく
つかの規定が置かれており，その内容がその背景とあわせて定められている。そこでは，
識別可能性の意義をめぐる議論の変遷が示され，識別可能性が無形資産の認識に関して果
たすべき役割について言及されている。 
すなわち，改正前の SFAS141 号に係る公開草案が公表された 1999 年当時には，無形資
産が多くの企業の資産の大部分を占めるようになってきたにもかかわらず，企業結合によ
り取得された無形資産は，多くの場合のれんの金額に含められてしまっていた。そこで，
取得した無形資産をのれんと区別して認識しなければならないか否かを判断するための明
確な規準を提供し，識別可能な無形資産をのれんと独立して認識されるようにする必要が
あると考えられていた。 
また，1999 年の公開草案では，識別可能性と測定の信頼性が無形資産の認識規準として
提案されていた。しかし，公開草案に対してコメントを寄せた者の多くが FASB に測定の
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信頼性という用語の意味を明らかにするように要請してきた117。 
これを受けて，FASB は提案した認識規準を修正および変更して，のれんと区別して認
識される無形資産とのれんに含めて認識される無形資産をより明確に区別した。そして，
それを反映した新たな公開草案（2001 年公開草案）を公表した。FASB は，さらに，1999
年の公開草案において認識規準の 1 つとして規定していた測定の信頼性について，識別可
能性の要件との関係性を整理している。それによれば，識別可能な無形資産の場合，その
公正価値を信頼性をもって測定するための十分な情報が存在すると結論づけている。これ
により，無形資産の認識規準から測定の信頼性の要件が削除された118。つまり，無形資産
として認識されるための規準は，識別可能性に限定されることになった。ちなみに，資産
一般が認識されるために満たすことが求められる認識規準の 1 つである発生の可能性につ
いては，1999 年の公開草案の段階からすでに，無形資産の認識規準としては要求されてい
なかった。 
こうした識別可能性をめぐる議論の過程から明らかなように，識別可能性が無形資産の
認識に関して目的とされたのは，無形資産をのれんと区別することにあるということがで
きる。 
したがって，識別可能性の要件が適用されるのは，無形資産とのれんの区別が問題とさ
れる場面においてであるということがいえる。 
では，このようにのれんと無形資産を区別する必要性が生じるのはどのような場面なの
であろうか，次にこの点を考察する。 
 
第 2 項 識別可能性の判断が求められる場面 
FASB 基準において，識別可能性の判断が求められるのはいかなる場面であろうか。  
この問題は，識別可能性の目的と関連して述べられるべきであるように思われる。 
なぜならば，どのような場面で識別可能性の判断が求められるのかは，その目的に依存
するものと考えられるからである。識別可能性の目的を果たすべき場面が，識別可能性の
判断が求められる場面として理解されるべきである。したがって，識別可能性の判断が求
められる場面を明らかにするためには，識別可能性の目的を果たすべきケースを特定する
ことが必要になると考えられる。 
                                                   
117 FASB, op. cit., supra note (4), par. B159. 
118 Ibid., par. B160. 
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そのためには，無形資産がいかなる場合において取得されるのかをあらかじめ整理して
おき，これとの対応関係に基づき識別可能性の判断が必要とされる場面を特定する必要が
あるように思われる。この点については，無形資産の認識のあり方を論じた際に用いた分
類方法を用いることにしたい。それは，取得した無形資産をその取得形態に応じて分けて
考えるものである。 
すでに述べたように，無形資産の取得形態には，外部から取得するケースと自己創設す
るケースがある。外部から取得するケースにはさらに，企業結合によって取得するケース
とそれ以外のケースに分けられる。本節では，それぞれのケースにおいて識別可能性の判
断が求められるのか，すなわち，取得形態ごとに識別可能性の判断の目的とされるのれん
と無形資産の区別が求められるか否かを明らかにし，これによって識別可能性の判断が求
められる場面を明らかにする。さらに，それぞれの場面において，識別可能性がどのよう
な役割をはたしているのかを明らかにし，識別可能性の判断が求められるケースとその役
割の対応関係を明らかにする。 
 
1 企業結合により無形資産を取得するケース 
まずは，企業結合により取得するケースについて論じる。企業結合により取得する際に
適用される会計基準といえば，すでに何度も取り上げている SFAS141 号である。 
そこでは，企業結合により取得した無形資産を含む識別可能なすべての資産がいかなる
基準または条件に従って認識されなければならないのかが規定されている。  
また，単一の会計処理方法としてパーチェス法の適用が強制される。パーチェス法の適
用のあり方については，いくつかの段階が設けられており，そこでの判断の内容が具体的
に規定されている。企業結合により取得した資産等の認識に関して重要なのは，企業結合
により取得した識別可能な無形資産は，認識原則，認識条件，および測定原則にしたがっ
て認識の要否が判断されるということである。認識原則や認識条件，測定原則についての
具体的な内容についてはすでに述べたところであるので，ここではこれ以上立ち入らない
が，ここで注目すべきは，SFAS141 号に明示されているように，企業結合によって取得し
た資産は，すべて識別可能でなければならないということである。したがって，企業結合
により取得する無形資産は，識別可能であることが求められるために，企業結合によって
無形資産を取得するケースにおいては，識別可能か否かの判断が求められるとの結論が導
かれる。その理由については，まさしくのれんというキーワードに関連しているものと思
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われる。 
すでに述べたように，企業結合により取得した無形資産の認識に関しては，パーチェス
法という単一の会計処理方法の適用が強制される。パーチェス法では，通常の場合，取得
した資産または負債の計上額と企業自体の取得原価（公正価値）の差額が生じることが想
定されており，かかる差額がプラスの場合には，のれんとして計上されることが求められ
る。つまり，企業結合については，常にのれんとしていくら計上すべきであるのかが問題
とされ，これに関連して無形資産の認識の問題が浮上してくることになる。したがって，
企業結合により無形資産を取得する場合には常に識別可能性の判断が求められるとの結論
が得られる。 
しかし，企業結合によって取得するケースにおいては識別可能性の判断が求められるこ
とが明らかになったとしても，どのような項目に対して識別可能性の判断が求められるの
かはいまだ明らかではない。なぜならば，企業結合によって取得される無形資産のなかに
は，被取得企業の財務諸表に計上されていなかった無形資産も含まれるからである。取得
企業は，被取得企業の財務諸表に計上されていたか否かにかかわらず被取得企業のすべて
の無形資産を考慮に入れて企業結合をおこなうからである119。 
しかし，識別可能性の判断は，企業結合によって取得されたすべての無形資産に対して
新たに求められるのであろうか。この点は必ずしも基準上明確ではない。基準上は単に識
別可能でなければ無形資産としては計上できないとされるだけである。かかる識別可能性
の判断対象の問題も，識別可能性の判断が求められるのはいかなる場合なのかを明らかに
する問題の 1 つとして考察しておくべきであるように思われる。そこで，識別可能性の判
断対象となる項目の特徴を明らかにしたい。 
この問題において鍵となるのは，なぜのれんと無形資産の区別が求められるのかである
と思われる。この点について結論的に述べれば，無形資産が企業結合以前において被取得
企業の財務諸表に認識されていなかったことが考えられる。仮に被取得企業の財務諸表に
おいて認識されていたのであれば，それがのれんではなく無形資産であることは明らかで
あり，認識のために問題となるのはそれをどのように測定すべきかというところだけであ
る。すなわち，企業結合によって取得企業が取得した無形資産が，仮に被取得企業の企業
結合前の財務諸表に計上されていたのであれば，かかる項目が企業結合時にどのような科
                                                   
119 梅原秀継「企業結合会計における識別可能性ルールの展開―無形資産の認識をめぐって」 
『産業經理』 第 69 巻 第 3 号（2009 年），51 頁。 
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目として認識するかは問題とならず，いくらで計上するかという測定の問題のみが検討す
べき事項になるものと考えられる。すでに被取得企業の財務諸表において資産として独立
に認識されている項目は，企業結合においても識別可能であると考えられ，かかる項目を
わざわざのれんに含めて計上する理由がないと考えられるからである。 
したがって，のれんとの区別が問題となる無形資産は，被取得企業の企業結合前の財務
諸表には計上されていなかった無形資産ということになる。より具体的にいえば，被取得
企業が自己創設により取得した無形の項目で，企業結合時まで無形資産として計上されて
いなかった項目である。なぜならば，そのような項目については，企業結合時においてい
まだ無形資産の定義とその認識規準である識別可能性という，無形資産として認識される
ための要件を満たすか否かについて判断がなされていないからである。 
したがって，企業結合によって取得した無形資産について，識別可能性の判断が求めら
れるのは，企業結合時まで被取得企業の財務諸表に計上されていなかった無形資産という
ことなる。これが企業結合による無形資産について識別可能性の判断が求められる場面で
ある。 
以上のように，企業結合における識別可能性の判断が求められる場面及び項目が明らか
になったが，次に問題となるのは，識別可能性は企業結合の場合に固有の問題かという問
題である。すなわち，企業結合によって無形資産を取得する場合以外でも，識別可能性の
判断が求められる可能性の有無が問題となる。そこで次に，この点を考察する。  
 
2 企業結合以外の手段によって無形資産を取得するケース 
すでに述べたように，企業結合に関する会計処理等を定めた会計基準は SFAS141 号で
あるが，そこでは，企業結合のみならず，企業結合以外の手段により資産を取得する場合
における会計処理等も定められている。したがって，この点からすれば，識別可能性は，
企業結合以外の手段によって無形資産を取得した場合にもその有無が問題とされる可能性
がある。すなわち，無形資産の認識に関して識別可能性の判断が求められるケースとして，
企業結合以外の手段によって無形資産を取得する場合を想定できる。そこで，以下では，
SFAS141 号の規定に照らして，外部から無形資産を取得するケースのうち，企業結合以外
の手段による場合にも識別可能性の判断が求められるか否かを検討する。 
企業結合以外の手段によって取得した場合も，識別可能性の有無についての判断の分か
れ目となるのは，のれんと無形資産の区別が求められるか否か，すなわちのれんが認識さ
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れるか否かである。そもそものれんが認識されないのであれば，無形資産との区別が問わ
れることもなく，識別可能性の判断の必要性がないからである。 
そこで，企業結合以外の手段によって無形資産を取得した場合に，のれんが認識される
か否かが問題となる。 
この点について結論からいえば，企業結合以外の手段によって無形資産を取得した場合
には，のれんが認識されることはない120。ただし，その理由については基準上必ずしも明
らかではない。 
もっとも，いかなる理由があるにしても，企業結合以外の手段によって無形の項目を取
得した場合には，制度上，それがのれんとして認識される余地がないことが明らかであれ
ば，ここでの考察のためにはそれで十分であるように思われる。 
なぜならば，本論文の目的は制度の解釈であって評価ではないからである。  
したがって，企業結合以外の手段によって無形資産を取得する場合には，のれんと無形
資産を区別するために識別可能性の判断が求められることはないといえる。この点につい
て鍵となるのは，被取得企業の企業結合前の財務諸表に無形資産として計上されていたか
否かであるように思われる。さらに，SFAS141 号における企業結合以外の手段により取得
した場合の会計処理に関する規定で識別可能という用語が用いられていないことからもあ
きらかである。 
では，企業結合以外の手段によって無形資産を取得した場合には，識別可能性の判断が
求められることはないといってよいのであろうか。 
この点について，SFAS142 号では，次のように規定されている121。 
 
「FASB は，契約法律規準および分離可能性規準は，企業結合によって取得し
た無形資産とのれんを区別するための基礎となるが，無形資産を取得するそれ以
外の取引に対しては，のれんが企業結合の場合にのみ生じることを理由に適用さ
れないとの見解を有している。」 
 
したがって，企業結合により取得する場合以外において識別可能性が無形資産の認識に
係る要件として適用される可能性については，規定上も否定されている。 
                                                   
120 FASB, op. cit., supra note (1), foot 7. 
121 Ibid., par. B36. 
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ただし，SFAS142 号では，続けて次のように規定されている122。 
 
「しかし，FASB は，これらの規準が，企業結合以外の取引によって取得した
種類の異なる無形資産を区別するための基礎として有用であるために財務諸表の
有用性を高め，諸概念ステートメント 5 号と整合的な場合もあるとの見解を有し
ている」 
 
かかる規定によれば，識別可能性は，無形資産同士を区別するための基礎としての役割
を果たしうると理解されていることが分かる。 
このように，企業結合以外の手段によって無形資産を取得した場合であっても，識別可
能性の判断がなされることがある。しかし，それは，本論文で措定している識別可能性の
目的のためになされるものではない。つまり，のれんとの区別という目的のために識別可
能性の有無が判断されるのではない。そこで目的とされているのは，無形資産の種類を区
別することであり，換言すれば，のれんに該当しない独立の項目として測定・認識できる
か否かを判断することではなく，無形資産のいずれの項目として独立に測定・認識するの
かを判断することである。しかも，そこでの識別可能性の判断は強制されるものではなく，
一種のメルクマールとして考えられているにすぎない。したがって，企業結合以外の手段
によって無形資産を取得した場合には，認識規準として識別可能性の判断が求められるこ
とはないという結論には変わりがないが，本来とは別の目的のもとでは適用されうるとい
う新たな結論が得られた。 
 
3 自己創設により取得するケース 
では，翻って，無形資産を自己創設によって取得したケースについてはどうであろうか。
外部から取得した場合と同様に，無形資産の認識に関して識別可能性の判断が求められる
のであろうか。以下，この点について考察を加える。 
自己創設によって取得した無形資産について，識別可能性の判断が求められるか否かを
明らかにするためには，かかる無形資産についていかなる会計基準の適用があるのかをあ
らかじめ明らかにしておく必要がある。 
本論文では，自己創設による無形資産の取得のケースを取得形態の観点から大きく 3 つ
                                                   
122 Ibid. 
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に分け，それぞれに異なる会計基準の適用があると理解している。以下では，かかる 3 つ
のケースそれぞれにおいて，識別可能性の適用があるか否かを検討することにする。そこ
での検討において重要になってくるのは，のれんとの区別が必要になるか否かという点で
ある。それが本論文で措定した識別可能性の目的であり，識別可能性の有無を判断する必
要性にかかわってくるからである。 
第 1 は，研究開発活動により無形資産を取得するケースである。 
研究開発により取得した無形資産については，SFAS2 号に従って会計処理される。 
SFAS2 号によれば，研究開発に係る支出は，不確実性の高さなどを理由に，一切資産
として計上されることはなく，発生時に費用として処理される。 
そのために，研究開発による無形資産については，そもそも，無形資産として計上され
る余地がないことから，どの項目として認識すべきかという問題すら生じないといえる。
つまり，のれんとの区別が問題となることはない。 
したがって，研究開発活動による無形資産については，識別可能性の判断が求められる
ことはないとの結論が導かれる。 
第 2 は，広告宣伝活動により無形資産を取得するケースである。 
広告宣伝活動により取得する無形資産については，SOP93-7 という基準が存在する。 
これは，FASB の基準ではないが，FASB のもとで通用する GAAP であることに変わり
はなく，同時代に適用される会計基準として理解している。 
SOP93-7 では，広告宣伝活動により取得される無形資産として，直接反応広告宣伝活動
による無形資産が措定されている。ただし，具体的にいかなる項目がかかる宣伝活動によ
る無形資産に該当するのかは基準上明らかではない。 
それでもなお，一定の広告宣伝活動から無形資産が生じると措定されていることに変わ
りはない。その意味で，SOP93-7 によれば，広告宣伝活動によって無形資産を取得するケ
ースが存在するといえる。 
では，このような無形資産について，識別可能性の判断が求められることはあるのであ
ろうか。 
この点，広告宣伝活動による無形資産が具体的にどのような項目であるのかは明らかで
はないものの，それが独立に評価の対象となりえないのれんでないことは確かである。ま
た，ここで問題にしているのは，識別可能性の判断が求められるのか，いいかえれば，取
得した項目がのれんに含められるのか無形資産として単独で認識されるのかの問題である。
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このように考えると，SOP93-7 では，どのような項目であっても無形資産として認識され
ることに変わりがない以上，のれんとの区別が問題とされることはないと考えられる。し
たがって，識別可能性の判断は，広告宣伝活動による無形資産について適用されないとの
結論が導かれる。 
無形資産を取得する第 3 のケースは，これまでで検討していない残りの自己創設活動に
より無形資産を取得するケースである。ただし，FASB 基準のなかには，開業準備活動（ス
タートアップ活動）などの無形資産を生み出す項目や業界特有の無形資産を対象とする項
目もあり，これまで検討してきた研究開発活動および広告宣伝活動以外のすべての自己創
設活動がこの第 3 のケースに当てはまるわけではない。 
厳密にいえば，かかる第 3 のケースは，個別に適用される会計基準の存在しない無形資
産を自己創設するケースである。かかる自己創設として何が想定されるのかは基準上明ら
かではない。しかし，かかる自己創設に適用される会計基準の適用の可能性があると解さ
れる以上，第 3 のケースとして取り上げる意味は相当程度あるように思われる。 
無形資産を自己創設により取得する第 3 のケース，すなわち個別の会計基準の適用がな
い自己創設の無形資産に対しては，SFAS142 号における関連する規定が適用される。 
そこでは，自己創設による無形資産は，識別可能でないか，耐用年数が確定していない
か，または企業から分離して売却することができない場合には，発生時に費用処理される
としている。反対に，自己創設により無形資産が，識別可能であり，耐用年数が確定して
おり，かつ企業から分離して売却することができる場合には，実務上，無形資産として認
識することができるとされている。「実務上」と限定しているのは，基準上の取り扱いが明
確でないからである。つまり，規定を解釈してみれば，資産計上が禁止されていないとみ
ることができる。 
このように理解すると，識別可能性は，自己創設による無形資産に対して適用されると
考えることができる。ただし，そこでいう識別可能性の意味が，SFAS141 号に定義され
る識別可能性と同じであることを前提としなければならない。なぜならば，現行の自己創
設に係る規定は，APB オピニオン 17 号からそのままの形で引き継いだものであり，識別
可能性の定義が厳密になされる以前のものであるからである。 
いずれにしても，識別可能性という文言が自己創設による無形資産を認識するための要
件として規定されていることに変わりはない。また，識別可能性という同じ文言をあえて
現行制度上の定義と異なるものとして理解する積極的な理由も見当たらないと解される。
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そうであれば，少なくともさしあたりは，自己創設に係る規定における識別可能性を現行
制度の定義を同じと理解して問題ないように思わる。 
以上のような理解を前提として，自己創設による無形資産における識別可能性を考えて
みれば，自己創設による無形資産については，識別可能性の判断が求められるということ
ができる。 
しかし，問題となるのは，識別可能性の判断が求められるとしても，本論文で前提とし
ている識別可能性の目的，すなわちのれんとの区別という目的のために求められると理解
できるかどうかはいまだ明らかではない。 
この点，自己創設に係る規定における識別可能性の役割を考えてみたい。識別可能性の
有無が何に影響するのであろうか。この点，SFAS141 号においては，識別可能であること
は，自己創設による無形資産として認識されるための必要条件とされている。識別可能で
なければ，無形資産として計上されないのである。 
それでは，のれんは，どのように会計処理されるのであろうか。結論からいえば，自己
創設によるのれんは，資産として計上することが禁止されている。これは，自己創設によ
り取得した無形資産が，分離可能でない場合には，認識することが認められない点にも表
れている。 
そうすると，自己創設による無形資産のうち識別可能であるものは，資産として認識さ
れる場合があるのに対して，自己創設によるのれんは認識されることはないという違いを
指摘することができる。 
そのために，かかるのれんとは異なり資産計上が認められる可能性のある項目が持つべ
き性質という意味で，識別可能であるとするのであれば，そこでは間接的であるにせよ，
のれんとの区別が問題とされていると理解することも可能である。 
このことから，自己創設無形資産についても，本論文における識別可能性の目的のため
に，かかる性質の有無の判断が求められると結論づけることができる。 
 
第 3 項 識別可能であるための条件 
すでに述べたように，識別可能性については，1999 年の公開草案の段階から，その意義
に関して議論があり，最終基準では無形資産に係る唯一の認識規準とされるに至っている。
公開草案では，新たな認識規準として，以下のいずれかの場合には，無形資産をのれんと
区別して認識されなければならないとする旨の定めが置かれている。 
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すなわち，（a）その資産からえられる将来の経済的便益に対する支配が，契約または
法律上の権利から生じたか（契約法律規準），または（b）当該無形資産を分離または分
割し，かつ（単独で，または資産グループの一部として）売却，移転，ライセンス，賃貸，
または交換することができる（分離可能性規準）場合には無形資産と暖簾を区別して認識
することが求められる。。 
そして，現行の会計基準においては，すでに述べたように，識別可能性について，ほぼ
同様の定義規定が置かれている。すなわち，（1）分離可能であること，すなわち，企業か
ら分離または分割することができ，かつ，企業の意図とは関わりなく，個別に，または関
連する契約，識別可能な資産，または負債と合わせて，売却，移転，ライセンス，賃貸，
または交換することができる。（2）移転可能であるか，または企業または他の権利および
義務から分離可能であるか否かに関わりなく，契約または法律上の権利から生じた無形資
産は識別可能であるとされている123。こうして，企業結合により取得した無形資産が認識
されるためには，識別可能性の要件と満たすことが求められるようになった。  
しかし，識別可能であるための条件が，なぜ契約法律規準と分離可能性規準のいずれか
を満たすという内容になったのかについては依然として明らかではない。この点，
SFAS141 号には以下のような規定が置かれている。 
多くの無形資産は，契約，制定法，またはこれらと似たような手段によって，法律的に譲渡
される権利から生じる。そのような無形資産とは，たとえば，フランチャイズに係る諸権利が，
自動車ディーラー，ファストフード店，およびプロスポーツチームに付与される。商標および
サービスマークは政府により登録される。契約は，しばしば，顧客または仕入先と交渉される。
技術的なイノベーションは，しばしば，特許権によって保護される。  
それに対して，のれんは，取得企業を構成する資産の集合体，または企業結合を通じて資産
の集合体を組み立てることによって生み出される価値，すなわち，2 つ以上の事業を組み合わ
せることによって生じると期待されるシナジーから生じる。  
したがって，無形資産が契約その他法律上の権利から生じるという事実は，多くの無形資産
とのれんを区別する重要な特徴であり，したがって，かかる特徴を有する取得した無形資産は，
のれんから分離して認識しなければならないと結論づけられている124。 
このように，識別可能な無形資産は，契約または法律上の権利から生じることが多いのに対
                                                   
123 Ibid., par. 3k. 
124 Ibid., par. B163. 
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して，のれんはそうではないという現実の観察に基づき，無形資産とのれんとの違いとして契
約法律規準が識別可能であるための条件とされている。 
一方，分離可能性が識別可能であるための条件とされた理由については，以下のように
考えられている。 
無形資産のなかには，契約その他法律的な手段によって譲渡される権利から生じない場
合でも，なお被取得企業から分離することができ，かつ他の価値ある何かと交換すること
ができるものがある。しかし，それ以外のもの，すなわちのれんのようなものは，企業か
ら分離し，かつ売却その他移転することができない。 
このように，分離可能性は，多くの無形資産とのれんを区別するもう一つの重要な性質
であると結論づけられている。したがって，かかる特徴を有する取得した無形資産は，の
れんと分離して認識しなければならないという125。 
また，単独では分離可能性の規準を満たさない無形資産について，他の関連する資産ま
たは負債と合わせて 1 つのグループとみることで分離可能性の規準を満たす場合には，そ
の無形資産を識別可能としている。 
さらに，無形資産のなかには，他の資産または負債と密接に関連しているために，多く
の場合，パッケージとして売却されるものもあるとしている。たとえば，預金負債とその
預金者との関係性としての無形資産である。かかる無形資産をのれんに含めることとすれ
ば，かかる無形資産がのちに関連する資産または負債と合わせて売却されたときに不適切
な利得が認識されることとなる。 
多くの無形資産の公正価値を信頼性をもって測定する能力に疑問を抱く者からは，のれ
んから分離して認識しなければならない無形資産を，直接的なキャッシュフローを有し，
かつ観察可能な交換取引において，購入および売却されるものとする提案がなされた。  
FASB は，無形資産のなかには，その公正価値が，他の資産の測定値のような正確性を
欠くものもあるとしたうえで，無形資産を見積り公正価値で認識することにより提供され
る情報は，当該無形資産をのれんに含める場合に比べて，より忠実な表現であるとしてい
る。さらに，償却されないのれんに耐用年数の有限な無形資産を含めれば，財務諸表の表
現の忠実性が阻害されるとしている126。
                                                   
125 Ibid., par. B165. 
126 Ibid., par. B171. 
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第 4章 IASBにおける無形資産の認識と 
識別可能性 
 
第 1節 考察の趣旨と全体的な流れ 
 本章では，IASB における無形資産の認識のあり方とその理論的背景を考察する。すな
わち，IASB のもとで，無形資産のあり方がいかなるものであったのか，また識別可能性
の意義はいかに理解されていたのかについて考察を行う。本章においても，IASB におけ
る会計基準上の規定に照らして上記論点について考察を行う。 
 本章の具体的な流れは以下のとおりである。 
 まず，次節では，無形資産に関連する会計基準としてどのような基準が存在し、またそ
れぞれがどの領域について規定しているのかという会計基準の適用関係を明らかにする。
これは、その後の考察のための準備作業として重要であると考える。続く第 3 節では、無
形資産の候補としてどのような項目が措定され，またその特徴とはいかなるものであるの
かといった論点について考察を加える。これは，無形資産の候補となる項目は時代や基準
によって様々であるとの認識に立って，その時代または基準における無形資産の会計上の
取り扱いを把握するための前提論点として考察を加えるためのものである。その後第 4 節
では，無形資産の認識のあり方とその理論的な考え方を明文の規定に照らして理解し体系
化することを試みる。 
最後に第 5 節では，認識のための要件に規定されている識別可能性がこの時代において
はいかに取り扱われていたのかについて考察を行う。 
 このように，本章においても，基本的に前章までと同様の考察の流れおよび手法にした
がって考察を進める。 
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第 2 節 無形資産に関連する会計基準の適用関係 
 IASB においては，無形資産に関する会計基準はそれほど多くは存在していない。代表
的な無形資産関連の会計基準は，IAS38 号および IFRS3 号である。しかし，その関連す
る会計基準の数の少なさに関わりなく，どの会計基準がどのような項目または取引に対し
てどの範囲にわたって適用されるのかは，本章の本題である無形資産の認識のあり方およ
び識別可能性の意義を理解するうえで，あらかじめ整理しておく必要のあるように思われ
る。 
なぜならば，会計基準またはその規定の適用関係を見誤れば，その誤った前提に基づく
無形資産の認識のあり方に対する理解もまた誤ったものとなるおそれがあるように思われ
るからである。 
そこで本節では，次節以降のいわば本題に入る前に，IASB において無形資産に関連す
る会計基準としていかなるものが存在し，その会計基準がどのような項目または取引に対
していかなる範囲にわたって適用されるのかという無形資産関連の会計基準の適用関係を
整理しておくことにより，次節以降の考察をより円滑にかつ誤解なく行えるようにしたい
と考える。 
 IASB における無形資産関連の会計基準のなかで，本章における考察の対象とするのは，
企業結合に関する会計処理を定めた IFRS3 号，無形資産一般について会計処理を定めた
IAS38 号である。 
 IFRS3 号は，FASB における企業結合に関する SFAS141 号と定めているところにさほ
ど変わりがないといえる。なぜならば，IFRS3 号は，企業結合に関する FASB との共同プ
ロジェクトにおいて，コンバージェンスの観点から設定および変更されてきた会計基準で
あり，偶発負債や少数株主持分に関して取り扱いが少々異なるが，そのほとんどは，
SFAS141 号と同じ内容となっているように思われる。 
そのために，本章においては，企業結合により取得した無形資産について，FASB の基
準を取り扱った前章の内容と重なる点については必要最小限の記述にとどめることとする。
ただし，現行基準において取り扱いが同じであるといっても，それまでの変遷の過程にお
ける議論の内容やその規定の背後にある会計的な考え方まで同じというわけではない。そ
こで，IASB 特有の，基準設定過程における議論や会計的な考え方を検討することが本章
の考察のために有益である場合には，それらをむしろ積極的に取り上げようと考えている。 
 一方，無形資産一般については，IAS38号にしたがって会計処理することが求められる。
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IAS38 号においても，規定の対象となる無形資産を企業結合によって取得したのか，自己
創設により取得したのかといった取得の形態に応じてその認識のあり方が規定されている。 
 このように，IASB においても，無形資産の認識のあり方が取得形態別に規定されてい
るといってよいが，最大の特徴は，基準自体が取得形態別に設定されているのではなく，
IAS38号という単一の会計基準が無形資産全体をその範囲に取り込んでいるところである。
つまり，1 つの会計基準で無形資産の認識のあり方が包括的に規定さているのである。か
かる特徴は，IASB における識別可能性の意義を理解する際に重要であるように思われる。
この点は，後述する。 
 
第 3節 無形の項目の特徴と範囲 
 本節では，無形資産関連の会計基準とその適用範囲について述べた前節の理解を前提と
して，IASB における無形の項目の範囲とその特徴について考察を進めることにする。 
 IASB においては，無形資産に関する包括的な会計基準として IAS38 が存在し，そこで
は，IASB における無形の項目の特徴とその範囲を理解するために参考となる規定が随所
に見受けられる。 
 本節では，かかる IAS38 号における無形の項目に関連する規定を取り上げながら，IASB
において無形の項目の特徴がいかに理解されており，また無形資産の認識のあり方を規定
するに当たって無形の項目の範囲をいかに限定していたのかを明らかにすることで，次節
以降の考察の前提となる事項を整理したい。 
ただし，IASB においては，上記の IAS38 号以外にも，無形の項目の具体例をあげた会
計基準として，企業結合に関する IFRS3 号が存在する。しかし，IFRS3 号における無形
の項目として具体的に列挙されている項目は， FASB における企業結合に関する基準であ
る SFAS141 号とほぼ同様であり，どちらかといえば FASB の独自性が反映されたもので
あると解される。そのために，本節では，IASB の独自性がよりよく反映されている IAS38 
号における無形の項目を対象として，その特徴および範囲を明らかにすることで，IASB
における無形の項目の特徴とその範囲を明らかにしようと考えている。そのために，本節
では，IFRS3 号において具体例として列挙されている無形の項目については取り扱わない。 
IAS38 号では，無形資産の認識のあり方を具体的に定めるのに先立って，無形資産とな
りうる具体的な項目が列挙されている。本節では，かかる項目をもとに，IASB における
無形の項目の特徴と範囲を明らかにしたいと考えているが，IAS38 号では，具体的な項目
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を挙げることに付随して，企業の保有する無形の項目がかかる具体的な項目に該当するこ
とにいかなる意味があるのかについて一定の見解が示されている。かかる見解は，IASB
における無形の項目の特徴および範囲のみならず，無形資産の認識のあり方を理解するう
えでも重要であるように思われるので，あらかじめ確認をしておきたい。 
IAS38 号では，パラグラフ 9 で列挙される無形の項目について次のように規定されてい
る1。 
 
「パラグラフ 9 に記されるすべての項目が無形資産の定義，すなわち識別可能
性，資源を支配していること，および将来の経済的便益が存在することを満たす
わけではない。本会計基準の範囲に属する項目が無形資産の定義を満たさない場
合，かかる項目を取得し，または内部的に創出するための支出は，発生時に費用
として認識される。しかし，かかる項目が企業結合によって取得される場合には，
取得日に認識されるのれんの一部となる。」 
 
かかる見解におけるパラグラフ 9 とは，無形資産の具体例としていくつかの項目が列挙
している規定である2。 
パラグラフ 10 でいわれているのは，取得した無形の項目が無形資産のいずれかの具体
例に当てはまるとしても，それだけで無形資産として認識されるとは限らず，無形資産と
して認識されるためには無形資産の定義を満たすことが必要であるということである。す
なわち，無形資産として認識されるための条件を満たしていることと無形資産の具体例に
該当することが別のものとして区分されている。 
たしかに，具体例に該当することと認識できることは別のことであるから，具体例をと
りたてて示す必要はないとの考えもあるかもしれない。しかし，具体例としてどこまでの
項目を想定しておりそのような項目がどのような特徴を有しているのかは，無形資産の認
識のあり方に深くかかわってくるものと考えられる。 
たとえば，ある無形の項目が特許権のような特定の法律によって保護されるという特徴
を有する項目であるか否かは，かかる項目が無形資産の定義を満たすか否かを判断するう
                                                   
1 International Accounting Standards Board(IASB), International Accounting Standards 
No. 38: Intangible Assets, IASB, 1998, par. 10. 
2 Ibid., par. 9. 
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えで重要である。 
さて，IASB において，無形資産の具体例に当てはまることに以上のような意味がある
と理解したうえで，以下では，IAS38 号の規定に照らして具体的な項目の特徴と範囲を明
らかにする。 
IAS38 号では，無形資産の具体例として，コンピューターソフトウェア，特許権，著作
権，映画フィルム，顧客リスト，モーゲージ・サービス権，漁業免許，輸入割当量，フラ
ンチャイズ，顧客または取引先との関係，顧客のロイヤリティ，市場シェア，およびマー
ケティングに関する権利が挙げられている。その他にも，自己創設する場合に限定されて
いるが，無形資産の具体例になりうる項目として，ブランド，マストヘッド，出版題字，
顧客リストがあげられている3。 
かかる項目はどのような特徴を有する項目として理解することができるであろうか。  
ここでも，前章までの考察と同様に，2 つの観点からこれらの項目を整理してみること
にしたい。ここでいう 2 つの観点とは，契約または法律上の権利から生じるか否か，およ
び権利または支配の対象として無形であるか否かである。 
まず，無形の項目全体を法律によって保護される項目とそうでない項目に分けてみると，
次のように分けることができるように思われる。 
契約または法律上の権利から生じる項目とみることができるのは，コンピューターソフ
トウェア，特許権，著作権，映画フィルム，モーゲージ・サービス権，漁業免許，輸入割
当量，フランチャイズ，ブランド，マストヘッド，出版題字であると考えられる。これら
の項目は，それぞれ個別に制定されている法律によって権利として保護されることが多い
項目であるといえる。たとえば，特許権，著作権は，個別に制定された法律によって付与
される権利の典型例である。漁業免許や輸入割当量は，公的な機関からのお墨付きを得て
一定の水域で漁業を営むことや海外からの輸入について一定量を許可されるための権利と
して与えられるものと理解することが可能である。 
その他の項目についても，何らかの契約または法律によって権利として保護されるよう
な項目であると理解できる。 
ただし，コンピューターソフトウェアにどの権利が生じるのかについては必ずしも確答
することはできないように思われる。なぜならば，コンピューターソフトウェアには，特
許権，商標権，著作権など様々な権利が生じる可能性があるが，前 2 者がソフトウェアを
                                                   
3 Ibid., par. 63. 
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保有する企業からの出願申請を通じてなされることから，そうした出願申請がなければ生
じない権利であるのに対して，著作権は，申請等の手続きを必要としない権利であること
から，ソフトウェアが著作物に該当するとされるのであれば通常は著作権が生じるものと
思われる。したがって，ソフトウェアについては，様々な権利が生じうる項目であるとい
えるが，どのような権利が生じるのかは個別の事情に鑑みる必要があるように思われる。
そのために，場合によっては，法律による保護のされ方に違いが生じる可能性がある。  
また，ブランドについても，一義的に契約または法律上の権利から生じると結論づける
のを難しくするいくつかの事情があるように思われる。ブランドという概念は，そもそも
多義的な概念であり，それを使用する人によって，その意味内容は変わってくるものと考
えられる。すなわち，人によっては，ブランドを商標とほぼ同じ内容を持つものと理解さ
れることもあれば，顧客等のロイヤリティとして理解されることもあるといえる。したが
って，ブランドについても，個別の事案ごとにその内容を確定する必要があるように思わ
れる。本節では，商標権等のように契約または法律上の権利から生じる項目であることを
前提として整理したい。 
 一方で，契約または法律上の権利から生じる項目とみることのできない項目としては，
顧客リスト，顧客または取引先との関係，顧客のロイヤリティ，および市場シェアである。
これは，具体例としてあげた項目のうち，契約または法律上の権利から生じる項目に該当
しないものととらえることができる。 
しかし，これらの項目は，支配または権利の対象とされるような性質を有しているとい
うよりは，一定の事実として存在していることにより，企業が何らかの便益を得ることが
できる場合に，かかる事実を資産として捉えたものと理解することもできるように思われ
る。ただし，顧客リストについては，権利または支配の対象として捉えることは可能であ
り，場合によっては，法律による保護の対象となりうると考えられることから，先の契約
または法律上の権利から生じる項目に分類することも可能である。しかし，本節では，そ
のような項目としては分類していない。 
 以上が第 1 の観点からおこなった分類の内容である。 
 続いてこれらの分類結果をさらに，第 2 の観点から分類する。 
 かかる第 2 の観点とは，支配または権利の対象として無形であるのか否かである。 
 まずは，契約または法律上の権利から生じる項目について検討を加えることにする。  
 かかる項目のなかで，支配または権利の対象として無形であると考えられるのは，コン
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ピューターソフトウェア，特許権，著作権，映画フィルム，モーゲージ・サービス権，ブ
ランド，マストヘッド，出版題字である。 
 いずれの項目も，契約または法律上の権利の対象としては無形であることに異論はない
もとと考えられる。たとえば，コンピューターソフトウェアは，無形の資源としての認識
が一般的であると考えられ，また特許権および著作権は，知的財産という無体物をその権
利との対象とする代表的な権利である。 
ただし，映画フィルムが具体的に何を指しているのかは明らかではない。映画フィルムに
ついて成立しうる権利としては，著作権があげられる。しかし，著作権は，すでに独立の
項目としてあげられているために，著作権の成立する映画フィルムを前提としてしまうと，
著作権と映画フィルムを別の項目としてあげた趣旨が明らかにならない。そこで，本節で
は，映画フィルムも著作権の対象となる項目として一体的に理解することにする。そのよ
うに理解しても，特に不都合は生じないように思われるからである。 
また，ブランド，マストヘッド，および出版題字は，何らかの権利の対象となる項目とし
て理解される場合，その権利として一般に挙げられるのは，商標権等の標章を対象として
成立する権利である。このように理解した場合，ブランド，マストヘッド，および出版題
字は，ともに無形の資源として理解されることになる。ただし，ブランドについては，す
でに述べたように，その多義性ゆえに，別の理解の仕方もありうると考えられる。  
他方，法律による保護の対象とされながらも，無形の資源とは認められない項目として，
漁業免許および輸入割当量があげられる。かかる項目は，すでに述べたように，漁業免許
であれば，一定の水域において漁業を営む権利であり，権利の対象となるのは一定の水域
といういわば有形の資源である。また，輸入割当量は，企業が輸入することのできる量に
ついて許可を与えたものであるから，無形の資源を対象としていると考えられる要素はみ
られない。このような理由に基づき，漁業免許と輸入割当量は，法律による保護の対象に
はなるが，その対象が無形であるとはいえない項目であると結論づけられる。  
法律による保護の対象となる項目についてのさらなる分類結果は以上のとおりである。 
続いて，法律による保護の対象とならない項目について更なる分類をおこなう。  
法律による保護の対象とならない項目は，顧客リスト，顧客または取引先との関係，顧
客のロイヤリティ，および市場シェアである。しかし，法律による保護の対象とならない
にしても，企業によって支配されうることは疑いの余地はない。もしそうでなければ，無
形資産の定義における支配の要件を満たすことはなくなり，無形資産として認識される可
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能性がない項目となってしまうからである。そこで，企業によって支配されうるかかる項
目が，無形であるか否かの検討をおこなってみたい。まず顧客リストについては，すでに
述べたように，法律による保護の対象となりうることも考えられるが，ここではそうでは
ないことを前提として考えてみると，顧客リストとは，端的にいえば，顧客に関して企業
が保有している情報である。かかる情報は，まさに無形の資源の典型といえるものである
から，顧客リストは，支配の対象として無形であるといいうる。 
それに対して残りの項目については，支配の対象として有形か無形かを判断することが
そもそも難しい項目であるように思われる。 
たとえば，顧客のロイヤリティというと，企業の製品・サービスの提供を継続して受け
てくれる顧客が存在しているという事実そのものを指しているように思われるが，これを
支配するというと，その意味やその手段をどのように理解すればよいのかは判断が難しい
といわざるをえないように思われる。すなわち，顧客のロイヤリティとは，企業に対する
ロイヤリティを顧客に持たせ続けるという意味に理解されうるが，顧客が企業に対するロ
イヤリティを持ち続けてもらえるように，何らかの手を打つことは可能であるにしても，
顧客に対してかかるロイヤリティを持ち続けることを強制する手段は，実際上存在しない
ものと考えられ，さらには仮にそのような手段があったとしてもその事実を確認する手段
は考えにくいように思われる。このような特徴はほかの項目についてもいいうる。このよ
うに，かかる項目については，どのような手段により支配するのか，またはその事実どの
ように確認するのかは必ずしも明らかではないが，ここではあえて支配の対象となる何ら
かの項目としてこれらをとらえなおし，そのうえでかかる項目が無形であるか否かを判断
してみたい。まず，顧客または取引先との関係性は，まさに一定の顧客または取引先との
間に企業に何らかの将来の便益をもたらしうる関係が存在しているという事実そのもので
ある。これは，建物や商品等の代表的な有形の資源とは明らかに性質が異なり，その関係
性そのものに有形の要素を見出すことはできない。その意味で，顧客または取引先との関
係性は無形であるといえる。同様に，顧客のロイヤリティおよび市場シェアについても，
企業に将来の便益をもたらしうる一定の事実そのものであると考えられ，これらも顧客ま
たは取引先との関係性と同様に支配の対象として無形であると考えられる。  
 以上，IAS38 号における無形の項目を 2 つの観点から整理した結果である。 
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第 4節 無形資産の認識のあり方 
前節の考察により，IASB における無形の項目の範囲および特徴が明らかになった。そ
こで，本節では，IASB における無形資産の認識のあり方を具体的に考察する。 
 
第 1 項 無形資産の定義 
IASB においても，無形資産の認識のあり方を規定するための前提として，無形資産の
定義が規定されている。そこで，無形資産の認識のあり方を検討するのに先立って，無形
資産の定義を確認しておくことにする。無形資産と一口にいっても，その定義は会計基準
によって異なるものと考えられ，それが認識の要件の理解を左右する場合もありうると考
えられるからである。 
IAS38 号では，無形資産とは，物理的実体を有さない，識別可能な非貨幣性資産である
とされる4。 
ここで資産とは，（a）過去の事象の結果として企業が支配しており，かつ（b）企業に
将来の経済的便益をもたらすと期待される資源をいう5。 
また，無形資産の本質的特徴は，（a）将来の経済的便益が企業に流入すると期待され
る企業が支配している資源であり，（b）物理的実体を有さず，かつ（c）識別可能である
こととしている6。 
 
第 2 項 無形資産の認識に係る一般的な要件 
このような無形資産の定義を前提として，以下，無形資産の認識のあり方を検討する。
すでに述べたように，無形資産一般について，その認識のあり方を規定しているのは，
IAS38 号である。IAS38 号において，無形資産の認識のあり方のすべてが規定されている
といってもよいように思われる。そのために，かかる基準の大まかな構造がいかなるもの
となっているのかをあらかじめ把握したうえで，それぞれの細かいケースにおける無形資
産の認識のあり方を検討することが望ましいと考えられる。そこで以下では，このような
流れに従って考察を進める。 
IAS38 号では，その冒頭において，無形資産として認識されるための要件が一般的に規
                                                   
4 Ibid., par. 8. 
5 Ibid. 
6 Ibid., pars. 11-17. 
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定されている。すなわち，無形の項目が無形資産として認識されるためにいかなる要件を
満たさなければならないのかが取得形態にかかわらず規定されている。 
ただし，各取得形態に特有の詳細な規定または上記の一般的な要件の適用関係について
は，取得形態別に定められている7。IAS38 号の規定構造はこのように理解することができ
る。 
そこで以下では，IAS38 号におけるこのような規定のあり方に沿って，まずはある項目
が一般に無形資産として認識されるためにいかなる要件を満たさなければならないのかに
ついて述べ，次いでその一般的な要件が取得形態別にいかに適用されるのか，またその際
に考慮すべき事項とはいかなるものであるのかについて述べる。 
IAS38 号では，ある項目が無形資産として認識されるために，その項目が無形資産の定
義と認識規準の 2 つの要件を満たすことを企業が立証しなければならないとされる8。かか
る 2 つの要件をいずれも満たしたときに，取得した無形の項目は無形資産として認識され
ることになる。 
ここでいう無形資産の定義とは，前節で述べたものである。すなわち，無形資産とは，
物理的実態を有さない識別可能な非貨幣性資産であるとされている9。 
他方，認識規準とは，無形資産について，（a）それによりもたらされると期待される
将来の経済的便益が企業に流入する可能性が高く，かつ（b）そのコストが信頼性をもっ
て測定することができるというものである10。なお，本論文では，前者を蓋然性の要件と
呼び，後者を測定の信頼性の要件と呼ぶことにする。 
このように，IASB において，無形資産は，その取得形態にかかわらず，定義と認識規
準という 2 つの要件を満たしたときに認識される11。これが，無形資産の認識に係る一般
的な要件である。 
ただし，自己創設の無形資産については，その支配の有無を判断することは難しいとさ
れる。多くの自己創設無形資産は，それを創出するために支出をする時点と，それが認識
されるうるものとして識別される時点に大きなギャップがあるからとされる12。 
                                                   
7 Ibid., par. 19. 
8 Ibid., par. 18. 
9 Ibid., par. 8. 
10 Ibid., par. 21. 
11 Ibid., par. 19. 
12 E. Jenkins and W. Upton, “Internally Generated Intangible Assets:Framing the 
Discussion,” Australian Accounting Review, Vol. 11, No. 2, 2001, p. 7.  
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以下では，無形資産の認識のあり方が取得形態に応じていかに規定されているのかを明
らかにしていくこととする。 
 
第 3 項 無形資産を個別に取得した場合 
無形の項目を個別に取得した場合，先に述べた無形資産に係る一般的な要件を満たせば，
無形資産として認識される。ただし，どの要件がどのように適用されるのかは，個別に取
得したという取得形態を反映して特徴的なものとなっている。 
無形資産の定義を満たすか否かについては，個別に取得したいずれのケースにおいても，
当然に問題とされる13。つまり，個別に取得した無形資産についても，その定義の充足の
有無が常に問題となるのである。それに対して，個別に取得した無形の項目が認識規準，
すなわち蓋然性および測定の信頼性を満たすか否かは問題とならないとされている14。つ
まり，認識規準を満たすことは求められるものの，個別に取得した場合には，かかる規準
が常に満たされることが措定されているのである。 
それでは，なぜ個別に取得したケースにおいては，無形資産の認識に係る一般的な要件
である蓋然性と測定の信頼性がともに充足されると措定されているのであろうか。 
無形資産を個別に取得した場合には，蓋然性の要件は常に満たされるとされる理由とし
て，通常の場合であれば，企業が無形資産を個別に取得するために支払う価格は，その資
産によりもたらされると期待される将来の経済的便益が企業に流入する可能性についての
期待を反映していることがあげられる15。 
いいかえれば，企業はその保有する無形資産から経済的便益が流入する時期または金額
について不確実性が存在するとしても，かかる経済的便益の流入を期待していることに変
わりはなく，個別に取得した無形資産については，常に蓋然性の要件が満たされていると
される16。要するに，期待が価格に反映されていれば，蓋然性の要件は満たされる17とい
う論理である。 
ただし，かかる論理関係にはおかしな点が存在する。それは，経済的便益が流入する可
能性について企業が期待していることと経済的便益が流入する可能性が相当程度高いこと
                                                   
13 Ibid., par. 10. 
14 Ibid., pars. 25-26. 
15 Ibid. 
16 Ibid. 
17 Ibid., BC27. 
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とは別問題である。企業が将来の経済的便益を期待しているからといってその可能性が相
当程度高くなるものではない。したがって，無形資産を個別に取得する場合には蓋然性の
要件が常に満たされるとする主張は，必ずしも論理的ではないように思われる。 
しかし，いずれにしても，個別に取得したケースでは，常に蓋然性の要件が満たされる
というのが制度上の見解であることに変わりはない。 
 一方で，測定の信頼性の要件についても，無形資産を個別に取得するケースでは，多く
の場合，そのコストを信頼性をもって測定することができるとされる18。すなわち，個別
に取得したケースにおいては，測定の信頼性の要件も常に満たされるとするのが制度上の
見解である。 
かかる見解の根拠については，無形資産を現金その他貨幣性資産を対価として個別に取
得した場合には，そのコストを信頼性をもって測定できるだけの十分な情報が存在すると
される。ただし，非貨幣性資産を対価として無形資産を取得する場合はその限りではない
という19。 
 このように，個別に無形の項目を取得したケースでは，無形資産として認識されるため
に充足しなければならない要件は，事実上，無形資産の定義に限定されることになる。 
 
第 4 項 無形資産を企業結合により取得した場合 
IASB において，企業結合により取得した無形資産はいかに認識されるのであろうか。
本項では，この点について考察をおこなう。 
企業結合により取得した無形資産がいかに認識されるのかについて述べるためには，企
業結合に対していかなる会計処理が求められるのかをはじめに明らかにしなければならな
いように思われる。 
この点，企業結合により取得した資産，引き受けた負債，または少数株主持分について
は，単一の会計処理方法であるパーチェス法を適用することが強制される20。 
企業結合により取得した無形資産について，その会計処理を規定しているのは，IAS38
号である。ただし，そこでは，企業結合に関する IFRS3 号の規定に従って会計処理するよ
うに定められており，企業結合により取得した無形資産は，取得時の公正価値により測定
                                                   
18 Ibid., par. 26. 
19 Ibid., par. BC28. 
20 International Accounting Standards Board, International Financial Reporting 
Standards No. 3: Business Combinations, IASB, 2003, par. 4. 
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することが求められる21。 
企業結合により取得した無形資産の認識のあり方について，IAS38 号では，無形資産の
認識に係る一般的な要件のうち，蓋然性の要件と測定の信頼性の要件のいずれもが常に満
たされるとしている。この点は，個別に取得するケースと同様である。つまり，企業結合
により取得した無形の項目についても，事実上，無形資産の定義を満たしさえすれば，無
形資産として計上されることになる。 
企業結合により取得した無形資産について，蓋然性と測定の信頼性のいずれもが常に満
たされるとしている理由として，次のことが述べられている。 
企業結合により取得した無形資産の公正価値は，当該無形資産に係る将来の経済的便益
が取得企業に流入する可能性に関する市場の期待を反映している22。いいかえれば，発生
の可能性の影響は，無形資産の公正価値に反映されている。したがって，蓋然性の要件は，
企業結合により取得した無形資産について常に満たされると考えられる23。 
しかし，個別に取得するケースについても述べたように，無形資産に係る将来の経済的
便益に関する市場の期待が公正価値に反映されていることと，かかる将来の経済的便益が
発生する可能性が高いこととは別問題である。公正価値に期待が反映されているからとい
って，経済的便益がもたらされる可能性が高まるわけではない。 
この点については， IAS38 号においても，概念フレームワークにおける資産および負
債の認識規準と企業結合の場合に求められる公正価値測定との不整合として認識されてい
る24。しかし，これもまたは論理的に正しくない主張であるように思われる。 
たしかに，IAS38 号において，公正価値に市場の期待が反映されていれることが蓋然性
の要件であると規定しているのであればこの論理も認めらえるように思われる。 
しかし，IAS38 号においては，発生の可能性が高いことを蓋然性の要件として明示的に
規定しており，その点では概念フレームワークの規定とむしろ整合しているといえる。不
整合をきたしているのは，概念フレームワークと IAS38 号においてではなく，IAS38 号
における認識規準とそれが企業結合の場合に常に満たされるとすることの論拠の間におい
てである。つまり，企業結合の場合には認識規準が常に満たされるとすることの論拠に説
得力がないということであるように思われる。 
                                                   
21 IASB, op. cit., supra note (1), par. 33. 
22 Ibid., par. 33. 
23 Ibid., par. BC17. 
24 Ibid., par. BC18. 
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いずれにしても，制度上，企業結合の場合に蓋然性の要件を満たすことが求められてい
ないことは確かである。 
また，IAS38 号では，企業結合により取得した無形資産については，測定の信頼性の要
件も常に満たされるとしている25。 
この点について，IAS38 号では，企業結合により取得した無形資産が分離可能であるか，
または契約もしくは法律上の権利から生じる場合には，その資産の公正価値を信頼性をも
って測定するための十分な情報が存在するために，当該無形資産については，測定の信頼
性の要件が常に満たされるとしている26。 
つまり，企業結合により無形資産を取得する場合には，測定の信頼性が担保されるだけ
の十分な情報が存在するので測定の信頼の認識規準は常に満たされると説明される。 
このように，企業結合により無形の項目を取得した場合には，無形資産の定義を満たす
ことができるか否かが当該無形の項目を無形資産として認識するか否かの判断にとって決
定的に重要であることが分かる。企業結合により取得した無形の項目が無形資産として認
識されるために必要な唯一の条件が無形資産の定義の充足であるということである。 
なお，企業結合の場合には，被取得企業によって企業結合以前に認識されていなかった
無形資産が取得企業によって認識されることがあるとされる27。この点は，識別可能性の
意義を考える上で極めて重要であると考える。識別可能性の意義については後の節で詳細
に述べることにしたい。 
 
第 5 項 無形資産を自己創設により取得した場合 
無形資産を自己創設により取得した場合，IASB 基準のもとで当該無形資産はいかに認
識されるのであろうか。本項では，この点を考察する。 
IAS38 号では，自己創設により取得した無形資産の会計処理も規定されている。 
以下，IAS38 号の規定に従って，自己創設による無形資産の認識のあり方について述べ
る。 
自己創設の無形資産については，無形資産の認識に関する一般的な要件に加えて，追加
的な規定やガイダンスの適用が求められる28。その具体的な判断プロセスは以下のとおり
                                                   
25 Ibid., par. 33. 
26 Ibid. 
27 Ibid., par. 34. 
28 Ibid., par. 51. 
121 
 
である。 
まず，自己創設の無形資産について認識に関する一般的な要件を満たすか否かを評価す
るために，当該無形資産の自己創設活動が，（a）研究のフェーズ，（b）開発のフェーズ
に分けられる。これらのフェーズは，研究と開発という用語の定義よりも広い意味をもっ
ているとされる29。なお，無形資産を創設する内部プロジェクトにおいて，研究のフェー
ズと開発のフェーズを区別することができないときは，そのプロジェクトに係る支出を研
究のフェーズで生じたものとして取り扱うとされる30。 
次に，研究および開発の各フェーズにおける支出が資産として認識されるための要件を
満たしているか否かについての判断が求められる。 
研究（または内部プロジェクトにおける研究のフェーズ）からは無形資産は生じないと
される。そのために，研究（または内部プロジェクトにおける研究のフェーズ）に係る支
出は，発生時に費用として処理しなければならない31。つまり，IAS38 号では，研究のフ
ェーズから無形資産は生じないと措定されている。 
その理由は，研究のフェーズにおいては，将来の経済的便益をもたらす資産が存在する
旨を立証することが企業にとって不可能であるからとされる32。 
一方，開発のフェーズにおいては，開発（内部プロジェクトにおける開発のフェーズ）
から生じた無形資産は，次の事項のすべてを立証することができる場合には認識されなけ
ればならないとされる33。 
すなわち，（a）使用または売却することができるように無形資産を完成させることの
技術的実現可能性，（b）無形資産を完成させ，使用または売却する意図，（c）無形資産
を使用または売却する能力，（d）無形資産が将来の経済的便益をもたらすこと，とりわ
け，無形資産によるアウトプット，または無形資産それ自体の市場は存在すること，また
は内部で使用する場合にその有用性は立証できること，（e）無形資産の開発を完了し，ま
たはその使用もしくは売却をするために，十分な技術的，財務的，その他資源を利用する
ことができること，（f）開発過程にある無形資産に係る支出を信頼性をもって測定するこ
とができること。 
                                                   
29 Ibid., par. 52. 
30 Ibid. 
31 Ibid., par. 54. 
32 Ibid., par. 55. 
33 Ibid., par. 57. 
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かかる要件はどのようにして立証すればよいのであろうか。この点について，IAS3 8 号
では，以下のように説明される。 
（d）の要件を立証するためには，IAS36 号にしたがって，その資産から得られる将来
の経済的便益を評価しなければならないとされる34。 
（e）の要件は，たとえば，一定の事業計画によって立証することができるとされる35。 
（f）の要件について，多くの場合，原価計算システムの存在が立証を可能にするとされ
る36。 
内部プロジェクトにおける開発のフェーズおいては，企業が無形資産を識別し，かつそ
の資産が将来の経済的便益を生み出すことを立証することができる場合があるとされる37。
なぜならば，開発のフェーズは，研究のフェーズよりも進んだ段階にあるからであるとさ
れる38。 
ここで問題となるのは，開発による無形資産の認識に関して，上記 6 つの要件を満たす
ことが求められる理由である。この点について，IAS38 号には関連する規定が置かれてい
る。これらの規定によれば，上記の理由は以下の通りである。 
自己創設の無形資産が資産の要件を満たすか否かを評価することは難しいとされる39。
その理由は，自己創設の無形資産に関する一定の事項，すなわち（a）自己創設の無形資
産が期待される将来の経済的便益をもたらすか否か，もたらすとしたらいつもたらすのか
を識別すること，および（b）自己創設の無形資産に係るコストを，信頼性をもって測定
することに困難を伴うことである。しかも一定の場合には，無形資産の自己創設に係るコ
ストは，自己創設のれんの維持管理，もしくは改良に係るコストまたは日々の業務を運営
するためのコストと区別することができない40。 
そのために，一般的な要件のみならず，別の規定およびガイダンスの適用が求められる。
いいかえれば，一般的な要件を定めただけでは自己創設の無形資産についての認識の要否
を判断できないということである。 
しかし，ここでさらに新たな問題が生じる。それは，自己創設の無形資産として認識さ
                                                   
34 Ibid., par. 60. 
35 Ibid., par. 61. 
36 Ibid., par. 62. 
37 Ibid., par. 58 
38 Ibid. 
39 Ibid., par. 51. 
40 Ibid. 
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れるために立証が求められる上記の 6 つの条件と，無形資産として認識されるために一般
にクリアすべき要件である無形資産の定義および蓋然性と測定の信頼の要件との関係性を
どのように理解すべきかという問題である。 
かかる問題は検討を要するほど重要であるように思われる。 
上記の 6 つの条件を満たすことを無形資産として認識されるための一般的な要件である
無形資産の定義および認識規準に加えてさらに充足すべき性質であると理解するのであれ
ば，自己創設によって無形資産を取得する場合に限ってなぜ追加的に上記の一定の性質を
満たすことが求められるのかを説明する必要が生じるように思われる。 
それに対して，上記の 6 つの条件を満たすことを無形資産の定義および認識規準という
無形資産として認識されるための一般的な要件をより具体化したものと理解するのであれ
ば，また別の説明が求められることになるように思われる。 
そのために，上記の 6 つの条件を満たすことが求められることと無形資産の定義および
認識規準との関係性は重要であると思われる。そこで，以下この点について考察を加える
ことにする。 
 結論からいえば，自己創設の無形資産について，上記の 6 つの条件を満たすことが求め
られるのは，無形の項目が無形資産として認識されるための一般的な要件，なかでも蓋然
性と測定の信頼性の要件を具体化したもの，またはかかる要件の適用についてのガイダン
スと理解するのが妥当であるように思われる。 
 その最大の根拠は，IAS38 号が自己創設の無形資産が認識されるために 6 つの要件を規
定した理由についてすでに述べたところと関係している。 
 IAS38 号では，自己創設の無形資産について，一定の事項，すなわち（a）資産が期待
される将来の経済的便益をもたらすか否か，もたらすとしたらいつもたらすのかを識別す
ること，および（b）資産のコストを信頼性をもって測定することに困難を伴うことから，
資産の要件を満たすか否かを評価することは難しいとされる41。かかる困難を克服するた
めに基準レベルでなすべきことは，無形資産の認識の要否，特に蓋然性と測定の信頼性を
満たすか否かを評価するために，企業側で判断すべき具体的な事項を列挙することである
と考えられる。 
このように考えることができれば，IAS38 号が 6 つの条件を立証することを求めた趣旨
も理解でき，さらには他の取得形態による場合に行う判断との整合性も保つことができる。 
                                                   
41 Ibid. 
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それに対して，自己創設の無形資産の場合に限って特別に立証が求められる要件として
理解してしまうと，その趣旨をどのように理解するべきかについて答えを出すことが困難
であると思われる。 
したがって，上記 6 つの要件は，無形資産の認識規準，すなわち蓋然性の要件と測定の
信頼性の要件を具体化したもの，または適用上のガイダンスと位置付けるのが妥当である
ように思われる。 
なお，わが国における「研究開発に関する論点の整理」もこのような考え方に基づき，
6 つの要件と認識規準との対応関係が整理されている42。 
 以上が，自己創設による無形資産の認識についての原則的な判断プロセスである。  
ただし，自己創設による無形資産の認識については例外も存在する。 
すなわち，ブランド，マストヘッド，出版題字，顧客リスト，およびこれらと実質が類
似している項目の自己創設に係るコストは，企業全体の発展に係るコストと区別すること
ができないために，無形資産として計上されない43。なお，自己創設に係るコストと企業
全体の発展に係るコストが区別できない理由として，自己創設に係る計画が存在しない点
が指摘されることがある44。 
ところで，IAS38 号では，これまで述べてきたように一定の要件を満たす自己創設の無
形の項目（開発による無形の項目）は，無形資産として認識することが強制されるが，選
択肢としては，資産として認識することを認めず，一括して費用処理させることも考えら
れる。 
実際，後述するように，わが国の会計制度では，自己創設の無形資産の認識が認められ
ていない。そのために，一定の要件を満たす自己創設の無形資産について資産としての認
識を強制することは選択肢の一つにすぎない。 
それでは，IAS38 号のもとでは，なぜこのようにして自己創設無形資産の認識が認めら
れているのであろうか。この点については，以下のような理由があげられている45。 
 第 1 に，資産の定義と認識規準を満たした場合に，自己創設による無形資産を認識する
                                                   
42 企業会計基準委員会「研究開発に関する論点の整理」企業会計基準委員会，2007 年，39 項。 
43 IASB, op. cit., supra note (1), pars. 63-64. 
44 Rossen R. Petkov, “The Current Financial Crisis and Its Potential Impact on  Internally 
Generated Intangible Assets,” International Journal of Business and Management, Vol. 6, 
No. 3, 2011, p. 30. 
45 IASB, op. cit., supra note (1), par. BCZ39. 
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ことは，概念フレームワークに整合的であることがその理由としてあげられている46。 
第 2 に，企業は，一定の場合には（i）自己創設無形資産から得られる将来の経済的便益
が発生する可能性を把握でき，また（ii）かかる無形資産についての支出と自己創設のれ
んに係る支出を区別することができることが理由としてあげられている47。 
 第 3 に，ここ 20 年の間に無形資産に対する投資が莫大なものとなり，（i）無形資産に
対する投資を財務諸表において認識しなければ，企業業績の測定が歪められ，また無形資
産に係る投資収益を正確に評価することできなくなり，また（ii）企業が無形資産に対す
る投資収益をよりよく捕捉することができなければ，重要な資産に対する投資が過小，ま
たは過大となるリスクが生じるとされ，そのような行動を助長するような会計システムは，
内部統制目的においても，外部目的においても，ますます不十分なものとなるとされてい
る48。 
 第 4 に，アメリカにおける特定の調査研究によれば，研究開発支出についてのコストと
価値の関係性が立証された。この研究によって，研究開発支出の資産計上が投資者にとっ
て価値関連性のある情報を生み出すことが明らかとなったことがその理由としてあげられ
ている49。 
 第 5 に，資産の価値について不確実性が存在するという事実は，資産として認識される
コストを認めないことを正当化することにはならないとされる50。 
 第 6 に，資産が外部により取得されたか，自己創設されたのかは，資産の認識にとって
重要なものではないはずである。とりわけ，無形資産の開発を外部に委託するか，または
自己創設するかを意思決定することにより恣意的な会計処理の機会が生じてはならないと
している51。 
 
第 6 項 無形資産となりえない支出 
 無形の項目に係る支出のなかには，IAS38 号のもとで無形資産として認識されないもの
もある。かかる支出とはどのような支出であろうか。また，かかる支出が無形資産として
認識されない理由はどこになるのであろうか。さらに，かかる支出に関する規定について，
                                                   
46 Ibid., par. BCZ39 (a). 
47 Ibid., par. BCZ39 (b). 
48 Ibid., par. BCZ39 (c). 
49 Ibid., par. BCZ39 (d). 
50 Ibid., par. BCZ39 (e). 
51 Ibid., par. BCZ39 (f). 
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その解釈上の疑問点は存在するのであろうか。 
本項では，このような論点について考察を加える。かかる考察を通じて，無形資産とし
て認識されることにとって何が障害となるのかが明らかとなり，現行制度における無形資
産の認識のあり方を理解するために有益であると考えられるからである。 
IAS38 号によれば，無形の項目に係る支出は，次の場合を除いて，発生時に費用として
処理される。すなわち，（a）その支出が認識規準を満たす無形資産のコストの一部を形
成する場合，または（b）企業結合により取得されたが，無形資産として認識されない無
形の項目であって，取得時にのれんの一部を形成する場合には，無形の項目に係る支出が
発生時に費用として処理される52。 
つまり，無形資産として認識されるための一般的な要件である無形資産の定義および認
識規準を満たす項目または企業結合によって取得されたが一般的な要件を満たさないため
にのれんに含まれる項目のいずれにも該当しない支出は，発生時に費用として処理される。 
 このように将来の経済的便益を得るために支出をしても，認識できる無形資産が取得さ
れたり，創出されたりしない場合もある。すなわち，「自己創設の無形資産に係るコスト
と将来の特定の収益との関係が欠如しており53」，またはかかるコストを確定させること
が困難である場合には，無形の項目を無形資産として計上することは許されない。それで
は，具体的にどのような支出が無形資産として認識されないのであろうか。  
まず研究開発に係る支出は，一定の場合を除いて，発生時に費用として処理される。  
また，その他の具体的な項目として，（a）創業活動に係る支出，（b）トレーニング活
動に係る支出，（c）広告宣伝活動および販売促進活動に係る支出，（d）企業の一部また
は全部を配置換えし，または組織再編する活動に係る支出も発生時に費用処理されること
になる54。 
ただし，以上のような議論が可能となるのは，企業の支出が以上のいずれの項目に該当
するのかが明らかでなければならないときである。この点，ある論者によれば，現行の制
度下では，無形資産に係る支出はあいまい（obscure）であるとされる55。すなわち，現行
の制度下では，無形資産に係る支出が，投資支出と営業支出に分類され，前者は無形資産
                                                   
52 Ibid., par. 68. 
53 L. Austin, “Accounting for intangible assets,” Business Review, Vol. 9, No. 1, 2007, p. 64. 
54 IASB, op. cit., supra note (1), par. BCZ38, par. 69. 
55 Anne Wyatt and Margaret Abernethy, Framwork for Measurement and Reporting on 
Intangible Assets, Intellectual Property Research Institute of Australia, 2003, p. 9.  
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として貸借対照表に計上され，後者は費用として損益計算書に計上される56。ここで，か
かる費用は，売上原価または販売費および一般管理費に一括されるために，費用計上され
る無形資産に係る支出は，売上原価または販売費および一般管理費に隠れて（hidden）し
まう57。かかる状況が生じてしまうのは，無形資産に係る分類システムが存在していない
ことに原因があるとされる58。したがって，無形資産に係る支出の区別が常に明らかであ
るとは必ずしもいえない。 
 さて，上記支出が無形資産として計上されない理由については，かかる活動によっても，
財務諸表に認識することができる無形資産を創出するには至らないからであるとされる59。
つまり，かかる活動に支出をしても，無形資産として認識されるための要件を満たす無形
の項目が取得されないからというのがその理由である。 
また，広告宣伝活動等に係る支出の資産計上を禁止する規定には，自己創設による無形
資産を，自己創設のれんと区別することが困難となる場合もあるという事実が反映されて
いるという60。 
 このように，IAS38 号では，無形資産として認識されるための要件を満たさない支出を
もたらすいくつかの活動が具体的に列挙され，かかる活動への支出を無形資産として計上
することが禁止されている。かかる支出は発生時に費用処理されるのである。  
 
 
                                                   
56 Ibid. 
57 Ibid. 
58 Ibid. 
59 IASB, op. cit., supra note (1), par. BCZ46. 
60 Ibid. 
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第 5節 識別可能性の意義 
本節では，識別可能性の意義について考察をおこなう。前節では，IASB 基準において，
無形資産の認識のあり方がいかなるものであるのかについて考察をおこなった。  
しかし，認識のあり方といっても，識別可能性についての考察は不十分なものにとどま
っており，更なる考察が必要であると思われる。 
また，本論文の後半部分において，識別可能性について現行制度には必ずしも明示的に
規定されていない解釈上の疑問点を取り上げて考察をおこなうことから，本節における考
察は，そのための準備作業にもなるものと思われる。 
本節においても，識別可能性の意義は，前節までの考察と異なるところはない。識別可
能性の意義とは，識別可能性の目的または役割とはいかなるものであるのか，またかかる
識別可能性が要件として必要となる場面とはいかなるケースであるのか，さらに識別可能
であるためにはいかなる条件を満たさなければならないのかという 3 つの論点に対する解
として設定している。 
以下，それぞれの論点について順次考察をおこなう。 
しかし，IASB の現行制度における識別可能性の意義については FASB における識別可
能性の意義と重なるところが多い。これには，FASB とのコンバージェンスの観点からな
される企業結合プロジェクトに関連している。 
そのために，IASB の現行制度のもとでは，識別可能性の目的または役割および識別可
能であるための条件は FASB と内容が同じであるように思われる。したがって，これらの
論点については，IASB 独自の考え方が反映されているところはないように思われる。 
しかし，識別可能であることが要件として求められる場面，いいかえれば識別可能性の
適用範囲については FASB とは異なる可能性があると考えられる。これは，IASB におい
て，IAS38 が無形資産について包括的な規定を置いており，さらには無形資産の定義にお
いて識別可能であることが要素として規定されていることに関連すると思われる。  
そこで，本節では，FASB における識別可能性の意義と重なるところについては，その
旨を指摘したうえで説明を簡潔におこない，IASB 独自の問題である識別可能性の適用範
囲の問題について重点的に考察することにする。 
考察の流れとしては，まず識別可能性の意義について FASB と実質的に同じと考えられ
る事項を取り上げてその概要を整理し，次いで IASB 独自の問題である識別可能性の適用
範囲の問題を取り上げる。 
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第 1 項 識別可能性の目的および条件 
IASB における識別可能性の目的または役割は，FASB における識別可能性の目的また
は役割と同様である。 
すなわち，IASB における識別可能性の目的は，のれんとの区別に求められる61。 
のれんとの区別が IASB における識別可能性の目的とされるに至るまでの制度または議
論の変遷もまた，FASB と同様のことがいえる62。 
では，かかる目的を達成するために IASB における識別可能性の要件はいかなる役割を
果たしているのであろうか。 
この点を明らかにするためには，前提として，識別可能性がどのような場面において適
用されるのかを明らかにし，これとの関係で考察すべき問題であるように思われる。そこ
で，識別可能性の役割については，その適用範囲の問題と合わせて後述することにし，こ
こでは，識別可能性の目的を述べるにとどめる。 
次に識別可能であるための条件とはいかなるものであるかを考察することにする。 
IASB における識別可能性の条件は，実質的には FASB と同じであるといってよいよう
に思われる。 
すなわち，IASB においても，（a）分離可能，すなわち，企業から分離または分割可能
であり，かつ，企業がそれを意図しているか否かに関わらず，単独で，または関連する契
約，識別可能な資産，もしくは負債と合わせて，売却，移転，ライセンス，賃貸，または
交換することができる場合，または（b）契約，もしくは法律上の権利が移転可能であり，
もしくは企業，もしくは他の権利および義務から分離可能であるか否かに関わらず，かか
る権利から生じる無形資産は，識別可能であるとされる63。 
この点は，SFAS141 号の識別可能性の条件の規定とほぼ同様であることが分かる64。 
では，識別可能性の条件として，上記のような契約法律規準または分離可能性が採用さ
れている理由についてはどうであろうか。 
この点についても，IAS38 号の規定にあるように，契約法律規準が識別可能であるため
                                                   
61 Ibid., par. 11. 
62 Ibid., par. BC6-BC10. 
63 Ibid., par. 12. 
64Financial Accounting Standards Board, Statement of Financial Accounting Standards No. 
141: Business Combinations, FASB, 2001, par. 3k. 
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の条件となる理由について FASB 基準と同様の規定が存在し65，また分離可能性規準が識
別可能であるための条件となる理由についても FASB 基準と同様の規定が存在しているこ
とが確認できる66。 
まず，契約法律規準が識別可能であるための条件となるのは，以下の理由による。  
多くの無形資産は，契約，制定法，またはこれらと似たような手段によって，法律的に
譲渡される権利から生じる。そのような無形資産とは，たとえば，フランチャイズに係る
諸権利が，自動車ディーラー，ファストフード店，およびプロスポーツチームに付与され
る。商標およびサービスマークは政府により登録される。契約は，しばしば，顧客または
仕入先と交渉される。技術的なイノベーションは，しばしば，特許権によって保護される。  
それに対して，のれんは，取得企業を構成する資産の集合体，または企業結合を通じて
資産の集合体を組み立てることによって生み出される価値，すなわち，2 つ以上の事業を
組み合わせることによって生じると期待されるシナジーから生じる。 
したがって，無形資産が契約その他法律上の権利から生じるという事実は，多くの無形
資産とのれんを区別する重要な特徴であり，したがって，かかる特徴を有する取得した無
形資産は，のれんから分離して認識しなければならないと結論づけられている67。 
次に分離可能性規準が識別可能であるための条件となるのは，以下の理由によるとされ
る。 
無形資産のなかには，契約その他法律的な手段によって譲渡される権利から生じない場
合でも，なお被取得企業から分離することができ，かつ他の価値ある何かと交換すること
ができるものがある。しかし，それ以外のもの，すなわちのれんのようなものは，企業か
ら分離し，かつ売却その他移転することができない。 
このように，分離可能性は，多くの無形資産とのれんを区別するもう一つの重要な性質
であると結論づけられている68。したがって，かかる特徴を有する取得した無形資産は，
のれんと分離して認識しなければならない。 
このように IASB における現行制度上の識別可能性の条件は FASB における識別可能性
の条件と大差ない。 
                                                   
65 International Accounting Standards Board, International Financial Reporting 
Standards No. 3: Business Combinations, IASB, 2007, par. BC163. 
66 Ibid., par. BC164. 
67 Ibid., par. BC163. 
68 Ibid., par. BC165. 
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第 2 項 識別可能性の適用範囲 
識別可能性は，無形資産の認識に係る要件としてどの範囲にわたって適用されるものと
理解すべきなのであろうか。すなわち，無形資産として認識されるために識別可能か否か
が問題とされるのはいかなる局面においてであろうか。これが本項で考察の対象とする識
別可能性の適用範囲の問題である。 
かかる問題を考察するためには，再び IASB における無形資産の定義に目を向ける必要
があるように思われる。 
すでに述べたように，IASB における無形資産の定義規定は，IAS38 号に置かれている。
かかる規定によれば，無形資産とは，具体的形態を有さない識別可能な非貨幣性資産であ
ると規定されている69。 
IASB における無形資産の定義の特徴は，FASB における無形資産の定義と比較してみ
てみると明らかになる。そこで，FASB における無形資産の定義についてももう一度確認
してみると，SFAS141 号によれば，無形資産とは，具体的形態を有さない金融資産以外の
資産とされる70。 
一見して明らかなように，IASB と FASB の無形資産の定義における決定的な違いは，
その要素として識別可能性が規定されていることである。すなわち，FASB においては，
すくなくとも無形資産の定義を満たすために識別可能である必要はないということがいえ
るのに対して， IASB においては，識別可能であることが無形資産の定義を満たすことの
条件として規定されている。 
このように，IAS38 号では，識別可能性が無形資産の定義における 1 つの要素として規
定されている。 
したがって，無形資産の定義が取得形態にかかわらず適用されることを前提とすれば，
無形資産を企業結合によって取得しようと，その他の手段によって取得しようと，無形資
産として認識されるためには，識別可能でなければならないこととなる。 
反対に，識別可能性が無形資産の定義における 1 つの要素として要求されている以上，
その性質を有さない項目は，たとえどのような手段によって取得されたとしても無形資産
                                                   
69 Ibid., par. 8. 
70 FASB, op. cit., supra note (54), par. F1. 
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の定義を満たさないことになり，無形資産として認識されない。 
したがって，IASB における識別可能性は，無形資産を取得するすべてのケースについ
て，その本質的な要件として適用されると結論づけることができる。 
しかし，以上の考察は，無形資産である以上，無形資産の定義を満たさなければならな
いという観点から行ったものである。すなわち，無形資産の定義の要素として識別可能性
が規定されているとしても，識別可能性という要件を求める必要がない可能性がある。  
たしかに，無形資産の定義を満たすためには識別可能性の要件が満たされなければなら
ないとしている以上，その取得形態がいかなるものであっても，取得した無形の項目は無
形資産として認識されるために識別可能でなければならない。 
しかし，無形の項目に対して無形資産として認識されるために識別可能であることを求
める目的は，あくまでのれんとの区別が問題となることを前提としている。逆にいえば，
のれんとの区別が問題とならないのであれば，無形資産に識別可能であることを求める必
要はないともいえる。したがって，IAS38 号の定義規定からすれば，無形資産を取得する
すべてのケースでのれんとの区別が問題になるとの暗黙の前提が置かれていることになる。
しかし，その点を明示的に規定している箇所は見当たらない。 
そうであればのれんの区別という識別可能性の目的を果たす必要があるのかを実際に
確かめてみることによりかかる暗黙の前提を確かめる必要があるように思われる。無形資
産の定義規定の観点から考察した結果の妥当性を，識別可能性の目的といった観点から考
察した結果に照らして検討してみたい。すなわち，識別可能性の適用範囲の問題について，
2 つの観点からアプローチした結果を互いに比較してみたい。 
そこで以下では，無形資産を取得するケースごとに，のれんとの区別が問題となるか否
かを検討することによって，識別可能性の適用範囲について結論を導きたい。 
以下の考察の流れとしては，取得形態ごとにのれんとの区別が必要になるのか否かを検
討していく。ここでいう取得形態として，個別に取得したケース，企業結合により取得し
たケース，自己創設により取得したケースの 3 つを想定する。 
まずは，無形資産を個別に取得したケースである。 
無形資産を個別に取得するケースは，まさに当該資産を単独で取得する場合であって，
他の資産と合わせて取得するケースではない。のれんは，取引の対象としての性質として
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は，単独で取引の対象とはなりえず，他の項目と合わせて取引される項目である71。この
点を鑑みると，個別に取得するケースでは，取得した無形資産をのれんと区別する必要は
生じないといえる。つまり，個別に無形資産を取得するケースにおいて，当該無形資産が
識別可能であるのは当然であるということがいえる。別のいい方をすれば，のれんを個別
に取得するケースは存在しえない以上，個別に取得する無形の項目についてはその識別可
能性は問題となりえない。しかし，識別可能か否かが問題とならないからといって，個別
に取得した無形資産については識別可能であることを要件として規定してはならないとは
いえないように思われる。個別に取得した無形資産は当然識別可能であると理解されると
しても問題ないと考えられるからである。 
したがって，このような理解を前提とすれば，個別に取得するケースについて，前述し
た無形資産の定義の観点から得た識別可能性の適用範囲についての結論とここでの結論に
食い違いがあるとまではいえず，問題はないと考えられる。 
次に企業結合によって取得したケースである。このケースにおいては，のれんとの区別
が常に問題となる。ただし，のれんとの区別が問題になるとはいっても，資産として計上
されることに変わりはない。無形資産として計上されるかのれんという資産項目の 1 つと
して他の項目と合わせて計上されるかの違いにすぎない。したがって，ここでは，識別可
能性は，無形資産という項目として単独に認識されるか否かを判断するための規準として
の役割を果たしていることになる。しかし，いずれにしても，のれんとの区別をする必要
はあるのであり，その意味で識別可能性は企業結合による取得のケースについても適用さ
れるとの結論が得られる。これは，前述した無形資産の定義の観点からする識別可能性の
適用範囲についての結論と同じである。 
最後に自己創設により取得したケースである。自己創設によって取得した無形の項目に
ついて識別可能性は問題となるのであろうか。すなわち，自己創設によって取得した無形
の項目はのれんとの区別が問題とされるのであろうか。この点については，先ほどの企業
結合のケースよりも，大きな問題があるように思われる。その理由について述べるために，
IAS38 号における自己創設のれんの規定を確認しておくことにする。 
自己創設のれんに関する IAS38 号の規定によれば，自己創設のれんは，認識が禁止され
ている72。自己創設のれんが識別可能な資源ではないことがその理由とされる73。 
                                                   
71 IASB, op. cit., supra note (1), par. 11. 
72 Ibid., par. 48. 
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かかる規定を前提とすれば，自己創設による無形の項目が識別可能性を満たさず自己創
設のれんとされる場合には，無形資産として認識されず，反対に識別可能性を満たすとさ
れる場合には，無形資産として認識される可能性が生じることになる。 
なお，無形資産として認識される可能性が生じるとしたのは，無形の項目が無形資産の
定義を満たし，無形資産として認識されるためには，識別可能であるだけでは不十分であ
るからである。すなわち，識別可能であっても，無形資産の定義における他の要素を満た
さない場合には，依然として無形の項目にすぎないことになる。また，無形資産の定義を
満たしても，認識規準を満たさない場合には無形資産として認識されることはない。  
いずれにしても，自己創設のれんか自己創設無形資産かの判断の分かれ目は，まさに識
別可能性の有無である。ここでは，識別可能性が，無形資産の定義を満たすか否かの判断
基準となることもさながら，無形資産として認識されるか否かの判断基準としても機能し
ていることになる。つまり，自己創設のれんについては，識別可能性が認識規準となると
もいえる。ただし，自己創設による無形の項目について，識別可能性の有無をいかに判断
するのかは重要な問題である。この点，ある論者によれば，企業結合した場合を仮定して
自己創設無形資産の識別可能性を判断する方法が提示されることもあるが74，自己創設無
形資産の識別可能性の有無を判断する方法については，あまり議論の対象とされることが
ないように思われる。これには，そもそも自己創設無形資産について識別可能性を要件と
して規定する必要があるか否かが先決問題であることが影響しているように思われる。 
いずれにしても，自己創設により取得した無形の項目が無形資産とされるのか，自己創
設のれんとされるのかによって，その認識のあり方に大きな違いが生じるという意味では，
自己創設による無形資産についても，のれんとの区別が常に問題となり，その区別の規準
として識別可能性は必要であると考えられる。 
したがって，自己創設による無形資産についても，前述した無形資産の定義の観点から
する識別可能性の適用範囲についての結論と同様の結論が得られたということがいえる。  
このように，識別可能性の適用範囲の問題について，のれんとの区別が問題になるのか
といった観点から取得形態別に考察して得た結果は，無形資産の定義の観点から考察した
結果と矛盾するところはなく，識別可能性は，取得形態の如何にかかわらず適用されると
                                                                                                                                                          
73 Ibid., par. 49. 
74 Rossen R. Petkov, “The Current Financial Crisis and Its Potential Impact on Internally 
Generated Intangible Assets,” International Journal of Business and Management, Vol. 6, 
No. 3, 2011, p. 41. 
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の結論を得ることができた。 
ただし，そこでの役割は，取得形態によって若干異なる。 
すなわち，個別に取得するケースでは，識別可能であることが当然の前提とされるため
に，識別可能性の要件が何らかの役割を果たすことは想定されていない。 
企業結合により取得するケースについては，無形資産の定義の要素である識別可能性を
満たすか否かを判断することによりのれんとの区別を明らかにするための役割であって，
資産として認識されるか否かの判断自体には影響を与えることはない。 
自己創設無形資産については，のれんとの区別のために無形資産として認識されるか否
かの判断基準としての役割を果たしていることが明らかになった。 
 以上が，IASB における識別可能性の適用範囲と役割についての本論文における結論で
ある。
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第 5章 わが国における無形資産の認識と 
識別可能性 
 
第 1節 考察の意義と会計基準の適用関係 
 本章では，わが国において，会計基準上，無形資産がいかに認識されるのか，また識別
可能性の意義はいかに理解されるのかについて考察を行う。本章においても，わが国にお
ける無形資産関連の基準の規定を参照しながら，上記論点について考察を行う。 
 本章の流れを具体的に述べれば以下のとおりである。 
 まず，次節では，無形資産の候補としてどのような項目が措定され，またその特徴とは
いかなるものであるのかといった論点について考察を加える。これは，無形資産の候補と
なる項目は時代や基準によって様々であるとの認識に立って，その時代または基準におけ
る無形資産の会計上の取り扱いを把握するための前提論点として考察を加えるためのもの
である。続く第 3 節では，無形資産の認識のあり方とその理論的な考え方を明文の規定に
照らして，または解釈を通じて，理解し体系化することを試みる。 
最後に第 4 節では，無形資産の認識に係る要件として規定されている識別可能性がこの
時代においてはいかに取り扱われていたのかについて考察を行う。 
 ただし，本題に入る前に，以下では，わが国おける無形資産関連の基準または規定とそ
の関係性について，簡単な整理をしておくことにしたい。次節以降の考察をより円滑に進
めるためである。 
 無形資産に関する規定を定める視点は様々であるが，まずは，取得形態の観点，すなわ
ち外部から取得する場合と内部において取得する場合のそれぞれにおける無形資産関連の
規定を整理することとする。 
企業結合により取得した無形資産については，「企業結合に関する会計基準」（以下，「企
業結合基準」という）に定めがある。企業結合以外の取引により取得した無形資産につい
ては，「企業会計原則」に関連する規定が適用されると解される1。 
                                                   
1 中條祐介「知的財産情報の報告」（広瀬義州・藤井秀樹『財務報告のフロンティア』中央経済
社，2012 年，所収，170 頁）。 
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また，自己創設により取得した無形資産については，「研究開発費等に係る会計基準」（以
下，「研究開発基準」という）において，研究開発費の会計処理が定められている。 
なお，のれんについては，「企業会計原則」において，有償による譲り受けまたは合併
により取得したのれんについて定めがある。 
他方，無形資産に属する特定の項目に焦点を当てた会計基準として，研究開発基準が存
在し，ソフトウェアについての会計処理が定められている。 
 このように，わが国においては，IASB 基準のように無形資産全体を包括的に規定する
会計基準は存在しないばかりか，無形資産に関する規定自体も非常に数が限定されている
という現状である。この点については，企業会計基準適用指針第 10 号「企業結合会計基
準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（以下，「適用指針 10 号」という）におい
ても，「我が国においては、無形資産に係る包括的な会計基準が存在しないため、本適用指
針では、無形資産に関連する会計基準及び現在の実務慣行を参考にして無形資産に関する
取扱いを示している。したがって、今後、無形資産に関する会計基準が整備された時点で、
本適用指針の関連箇所は見直されることがあり得る2」とされ，無形資産について包括的に
規定する会計基準が存在しない旨が指摘されている。 
 しかし，無形資産に関連する基準がそれほど多くないにしても，わが国における無形資
産に関する会計基準を考察の対象としない理由にはならない。 
むしろ，「無形資産に関する論点の整理」（以下，「論点整理」という）にも指摘されて
いるように3，わが国における制度の現状を把握し，無形資産がどのような規定に基づき，
どのように取り扱われるのか，またその背景にいかなる会計的考え方があったといえるの
かについて考察をしておくことは，無形資産に関する会計基準の新設や海外の基準とのコ
ンバージェンス，さらには現行制度の改善に向けた議論の活発化のために必要不可欠であ
ると考えられる。 
本節では，以上のような問題意識に基づき，基本的には前章までと同様の手法に従って，
無形資産の認識に関するいくつかの論点について考察を行う。 
 
                                                   
2 企業会計基準委員会，「適用指針第 10 号 企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す
る適用指針」企業会計基準委員会，2005 年 12 月 27 日（最終改正 2008 年 12 月 26 日），365
項。 
3 企業会計基準委員会「無形資産に関する論点の整理」企業会計基準委員会，2009 年 12 月 18
日，1 項ないし 4 項。 
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第 2節 無形の項目の特徴と範囲 
 本節においては，わが国における無形資産の認識のあり方を具体的に検討するのに先立
って，わが国の制度上，いかなる項目が無形資産の候補として考えられ，それらの特徴が
いかなるものであるのかについて考察を行う。これによって，次節以降におこなう考察の
基礎となる理解が得られるものと思われる。 
 無形資産となりうる項目を具体的に列挙している会計基準および規則には，「企業会計原
則」や「財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規則」（以下，「財務諸表等規則」
という），「会社計算規則」，適用指針 10 号があると考えられる。そこで，以下，これらの
基準および規則において列挙される項目について，その特徴および範囲を明らかにするこ
とにより，わが国制度における無形の項目の特徴および範囲を明らかにしていきたい。  
ただし，「企業会計原則」，財務諸表等規則，および「会社計算規則」で挙げられている
具体的な項目は，いずれも無形固定資産とされており，無形資産となりうる項目といいき
れないところもある。しかし，この点については，さしあたり無形固定資産と無形資産と
を同義と考え，これらの基準または規則にあげられた具体的な項目をすべて無形資産とな
りうる項目と考えることにしたい。 
 さて，まず「企業会計原則」にあげられている具体的な項目には，特許権，地上権，商
標権，営業権がある4。このうち，営業権を除いた項目は，すべて権利によって保護される
項目として理解することができるように思われる。ただし，権利で保護される項目であっ
ても，その対象となる性質には相違がみられる。すなわち，特許権や商標権の対象となる
のは，具体的な形態を有さない項目，すなわち無体物であるのに対して，地上権は，民法
上規定される，有体物，すなわち他人の土地という具体的な形態を有する項目を対象とす
る物権である（民法 265 条）。 
 続いて，財務諸表等規則および「会社計算規則」において掲げられている具体的な項目
は，産業財産権，借地権，鉱業権，漁業権，入漁権，リース資産，ソフトウェア，のれん
である5。いずれの規則においても，その大半が権利により保護される項目となっている。 
しかし，権利の対象となる項目の性質に違いが見受けられる。すなわち，産業財産権は
いわゆる知的財産権であり，その対象となるのは，無体物である。他方，借地権は，他人
                                                   
4 企業会計審議会「企業会計原則」企業会計審議会，1949 年，第三，四，（一），B。 
5 「財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規則」第 27 条第 1 号ないし第 13 号。また，
「会社計算規則」第 74 条第 3 項第 3 号イないしル。 
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の土地を使用する権利（借地借家法第 2 条第 1 号）であり，鉱業権，漁業権および入漁権
は，一定の鉱区，または水域において一定の営業を行う権利（鉱業法第 5 条，漁業法第 6
条および第 7 条）であり，いわば鉱区または水域の使用権である。土地や鉱区，水域はい
ずれも目に見えるという意味では有形のものでありこの点で産業財産権とは違いがあると
いえる。その意味では，リース資産もリース物件の使用権という理解が可能であれば，リ
ース物件として何を措定するのかによって，産業財産権と類似しているといえる場合もあ
れば，鉱業権等と類似している場合もあり，どのようなリース物件によるかが事の本質を
左右することになるといえる。 
問題はソフトウェアである。ソフトウェアについては，様々な権利関係が想定できる。
たとえば，ソフトウェアには，知的財産権として，特許権，著作権，商標権の成立する余
地があり6，また，市場で購入したソフトウェアについて所有権が成立する余地もある7。 
一方で，何ら権利の成立しないソフトウェアも存在すると考えられるために，ソフトウ
ェアについても，どのような権利の成立するソフトウェアであるのかを個別の事例ごとに
判断する必要があるように思われる。しかし，何らかの権利が成立するか否か，またいか
なる権利が成立するかにかかわらず，ソフトウェア自体は，無体物であるとの理解が一般
的であると考えられるため，少なくとも有体物を対象とする鉱業権等とは異なる性質を有
する項目であるということはいえる。 
適用指針 10 号においても，無形資産となりうる項目として様々な項目があげられてい
る。 
適用指針 10 号で挙げられている項目は，産業財産権，著作権，商号，ソフトウェア，
顧客リスト，特許で保護されていない技術，データベース，IPR&D，超過収益力，リーダ
ーシップ，チームワーク，ブランドである8。 
これらの項目についても，産業財産権および著作権は，権利によって保護される項目と
して考えられ，しかも，無体物を対象とするという点で共通している。 
しかし，権利で保護される項目として，鉱業権などの有体物を対象とする項目について
は，具体例としてあげられていない。 
他方，権利によって保護される項目ではないが，企業によって支配される無体物として，
                                                   
6 古谷栄男他『知って得するソフトウェア特許・著作権（第 4 版）』株式会社アスキー，2003
年，14 頁。 
7 同上，同頁。 
8 企業会計基準委員会，前掲（注 2），58 項。 
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顧客リスト，特許で保護されていない技術，データベースなどがあげられている。  
しかし，超過収益力，リーダーシップ，チームワークなどどのようにして支配するのか，
どのような経済的便益がもたらされるのかが明らかでないか，または一般に合意されてい
るとはいい切れない項目も存在しているように思われる。 
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第 3節 無形資産の認識のあり方 
 本節では，無形資産の認識のあり方について具体的に考察していく。すでに述べた
ように，FASB や IASB では，無形資産の認識のあり方が規定される前に，その基礎
的前提として無形資産の定義が定められていた。しかし，わが国には，無形資産とな
りうる項目を例示する規定は散見されるものの，無形資産を定義する規定は存在しな
い。 
論点整理においては，無形資産全体を対象とした体系的な会計基準を整備するため
の検討を続けているとしているが9，当該論点整理以降，無形資産に関して新たな公表
物は出されておらず，いまだ会計基準のなかで無形資産が定義されるまでには至って
いない。 
ただし，当該論点整理においては，無形資産の定義のありかたが検討されている。 
そこでは，無形資産の定義に必要な要素として資産の本質，無形資産と有形資産，
金融資産およびのれんの区別，識別可能性の意義などを検討したうえで，当該論点整
理における無形資産の定義として，無形資産とは「識別可能な資産のうち物理的実体
のないものであって，金融資産でないもの」としている10。かかる定義は，いわば FASB
と IASB の無形資産の定義を折衷したものと考えられる。 
このようにわが国では，無形資産の定義自体の存在は認められないものの，その必
要性は認識されているといえることから，今後，無形資産の定義が会計基準に定めら
れるようになると予想される。 
いずれにしても，わが国においては，現時点で無形資産の定義を規定する基準は存
在しない。しかし，すでに述べたように，海外の会計基準でいう無形資産に相当する
項目の認識のあり方を定める規定はいくつかの会計基準に散在している。したがって，
わが国における無形資産の認識のあり方を検討するための最低限の条件は整っている
と考えられる。そこで以下では，これらの規定をもとに，わが国における無形資産の
認識のあり方がいかなるものであるのかについて考察をおこなうことにする。 
考察の流れとしては，まず企業結合によって取得した場合を取り上げる。次いで企
業結合以外により取得した場合を取り上げ，そのうえで自己創設により取得する場合
の 1 つとして研究開発により取得するケースを取り上げる。 
                                                   
9 企業会計基準委員会，前掲（注 3），4 項。 
10 同上，28 項。 
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第 1 項 企業結合により取得する場合 
 わが国において，企業結合によって取得した無形資産の会計処理は企業結合基準に従っ
ておこなうことが求められる。 
企業結合基準では，「取得原価は、被取得企業から受け入れた資産及び引き受けた負債
のうち企業結合日時点において識別可能なもの（識別可能資産及び負債）の企業結合日時
点の時価を基礎として、当該資産及び負債に対して企業結合日以後 1 年以内に配分する11」
とされる。これは，企業結合によって取得した識別可能資産および負債に対していかに取
得原価を配分するのかを規定したものであり，識別可能な無形資産を取得した場合にもこ
の方法により取得原価が配分されることになる。 
それでは，識別可能な無形資産を取得したか否かはいかに判断されるのであろうか。 
 この点については，「受け入れた資産に法律上の権利など分離して譲渡可能な無形資産
が含まれる場合には、当該無形資産は識別可能なものとして取り扱う12」とされ，分離し
て譲渡可能な無形資産が識別可能無形資産とされる。 
 さらに，ここでいう｢法律上の権利｣とは、特定の法律に基づく知的財産権（知的所有権）
等の権利をいうとされ13，また「特定の法律に基づく知的財産権（知的所有権）等の権利」
には、産業財産権（特許権、実用新案権、商標権、意匠権）、著作権、半導体集積回路配
置、商号、営業上の機密事項、植物の新品種等が含まれるという14。 
 加えて，｢分離して譲渡可能な無形資産｣とは、「受け入れた資産を譲渡する意思が取得
企業にあるか否かにかかわらず、企業又は事業と独立して売買可能なものをいい、そのた
めには、当該無形資産の独立した価格を合理的に算定できなければならない15」とされる。 
 これらの規定を鑑みると，企業結合によって取得した無形の項目が無形資産として計上
されるか否かは，当該項目が識別可能であることが決定的に重要であることが分かる。特
に解釈上重要と思われるのは，分離可能であるためには，その価格が合理的に算定できな
ければならないということである。ただし，この議論は識別可能性の意義に関連するとこ
ろであるため，ここではこれ以上述べることは避け，第 4 節で更なる考察を進めることに
                                                   
11 企業会計基準委員会，「企業会計基準第 21 号 企業結合に関する会計基準」企業会計基準委
員会，2003 年 10 月 31 日（最終改正 2008 年 12 月 26 日），28 項。 
12 同上，29 項。 
13 企業会計基準委員会，前掲（注 2），58 項。 
14 同上。 
15 同上，59 項。 
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する。 
 ちなみに，適用指針 10 号には無形資産の分離可能性に関するわが国特有の規定が存在
している。かかる規定によれば，特定の無形資産に着目して企業結合が行われた場合など、
企業結合の目的の１つが特定の無形資産の受入れであり、その無形資産の金額が重要にな
ると見込まれる場合には、当該無形資産は分離して譲渡可能なものとして取り扱うとされ
る16。したがって、このような場合には、企業結合会計基準で規定されている取得原価の
配分方法および無形資産として認識されるための条件に従い、当該無形資産を識別可能資
産として取得原価を配分することとなる17。 
 では，なぜこのように企業結合の目的の 1 つが、特定の無形資産の受入れにあり、その
無形資産の金額が重要になると見込まれる場合には、当該無形資産が分離可能とされるの
であろうか。 
この点，適用指針 10 号によれば，「取得企業は、利用可能な独自の情報や前提等を基
礎に一定の見積方法（第 53 項参照）を利用し、あるいは外部の専門家も関与するなどし
て、通常、取締役会その他の会社の意思決定機関において、当該無形資産の評価額に関す
る多面的かつ合理的な検討を行い、それに基づいて企業結合が行われたと考えられる。こ
のような場合には、当該無形資産については、識別して資産計上することが適当と考えら
れ、分離して譲渡可能なものとして取り扱うこととした18」という。 
すなわち，特定の無形資産を企業結合により取得するようなケースにおいては，取得し
た無形資産を認識するための条件，たとえば測定の信頼性が担保されることから識別可能
な無形資産として認識することができるとされている。 
 ただし，上記のようなケースはあくまで例外的なケースとして位置づけられ，より一般
的なケースについては，識別可能性の意義についての第 4 節で詳細に検討することにする。 
 最後に，適用指針 10 号においては，無形資産の認識要件を満たさないものの例があげ
られている。すなわち，「法律上の権利など分離して譲渡可能という認識要件を満たさな
いため、無形資産として認識できないものの例としては、被取得企業の法律上の権利等に
よる裏付けのない超過収益力や被取得企業の事業に存在する労働力の相乗効果（リーダー
シップやチームワーク）がある。これらは識別不能な資産としてのれん（又は負ののれん
                                                   
16 同上，59-2 項。 
17 同上。 
18 同上，367-2 項。 
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の減少）に含まれることになる」とされている19。 
 また，ブランドの会計処理についても次のような規定が置かれている。 
 
「ブランドについては，企業結合によって受け入れた、いわゆるブランドについ
て、のれんと区分して無形資産として認識可能かどうかという論点がある。ブラ
ンドは、プロダクト・ブランドとコーポレート・ブランド（企業又は企業の事業
全体のブランド）に分けて説明されることがある。両者は商標権又は商号として、
ともに法律上の権利の要件を満たす場合が多いと考えられるが、無形資産として
認識するためには、その独立した価額を合理的に算定できなければならない。こ
のうち、コーポレート・ブランドの場合には、それが企業又は事業と密接不可分
であるため、無形資産として計上することは通常困難であるが、無形資産として
取得原価を配分する場合には、事業から独立したコーポレート・ブランドの合理
的な価額を算定でき、かつ、分離可能性があるかどうかについて留意する必要が
ある20。」 
 
 このように，適用指針 10 号では，ブランド，特にコーポレート･ブランドは，通常の場
合，無形資産として計上することが難しいとされるものの，その合理的な価額を算定でき，
かつ，分離可能性がある場合には無形資産とすることが認められているといえる。 
 
 
第 2 項 企業結合以外の取引によって取得する場合 
 わが国において，企業結合以外の手段によって無形資産を取得した場合，いかなる会計
処理がなされることになるのであろうか。 
 まずは，企業結合以外の手段によって無形資産を取得した場合にいかなる会計基準に従
って会計処理されることになるのかが問題となる。 
 無形資産に関する会計基準のなかで，外部から取得したケースを対象としているのは，
企業結合基準と「企業会計原則」であると解される。企業結合基準では，企業結合により
取得した無形資産を対象とする会計処理等が定められている。その詳細については，すで
                                                   
19 同上，368 項。 
20 同上，370 項。 
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に述べたとおりである。 
一方，「企業会計原則」においては，外部から取得した無形固定資産を対象として，そ
の評価および表示のあり方が規定されている。つまり，「企業会計原則」においては，対
象とする無形固定資産について，その取得形態は限定されていない。そのために，企業結
合によって取得した無形資産については，企業結合基準と「企業会計原則」のいずれの会
計基準の適用をも受ける可能性がある。 
もっとも，「企業会計原則」において規定の対象となっているのは，無形固定資産であ
るのに対して，企業結合会計基準で規定の対象とされているのは無形資産である。そのた
めに，外部から取得した無形の項目が企業結合基準と「企業会計原則」のそれぞれが適用
対象としている項目に常に該当するとは限らない。しかし，取得した無形資産または無形
固定資産がいずれかの会計基準の適用対象にしかなりえないのであれば，その会計基準を
適用すれば特段問題は生じないと考えられる。したがって，いずれの会計基準が適用され
るのかが問題となるのは，企業結合基準の対象となる無形資産と「企業会計原則」の対象
となる無形固定資産が同一の場合である。 
 この点については，企業結合基準において，「企業結合に該当する取引には、共同支配
企業の形成及び共通支配下の取引も含め本会計基準を適用する21」とされ，無形資産を取
得した取引が企業結合に該当するか否かが，企業結合基準と「企業会計原則」のいずれの
会計基準が適用されるのかを決定することになる。そこで，以下では，企業結合基準にお
ける企業結合に該当しない取引を企業結合以外の取引とし，かかる取引によって取得した
無形資産は「企業会計原則」に従うものとする。 
 「企業会計原則」によれば，無形固定資産については、減価償却額を控除した未償却残
高を記載するとされ22，無形固定資産は、当該資産の有効期間にわたり、一定の減価償却
の方法によって、その取得原価を各事業年度に配分しなければならないとされる23。ここ
でいう未償却残高とは，取得原価から減価償却額を控除した金額であると考えられる。  
 
第 3 項 自己創設による取得の場合 
 わが国において，自己創設により取得した無形資産の会計処理を直接かつ明示的に規定
                                                   
21 企業会計基準委員会，前掲（注 11），3 項。 
22 企業会計審議会，前掲（注 4），第三，四，（一），B。 
23 同上，第五。 
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する会計基準は存在しないと思われる。しかし，すでに述べたように，本論文においては，
無形資産に係る自己創設活動を，企業が自ら無形資産を創造する活動と定義し，それには
研究開発活動が含まれると考えている。しかし，わが国においては，研究開発活動以外の
自己創設活動によって取得した無形資産をいかに会計処理するべきであるかを規定してい
る会計基準は存在しないものと解される。ただし，「企業会計原則」において自己創設の
れんについてわずかに規定が存在するのみである。そこでは，自己創設のれんの計上が禁
止される24。 
そのために，わが国においては，研究開発以外の自己創設活動により無形資産を取得し
た場合にいかなる会計処理がなされるのかは明らかでないといわざるを得ず，自己創設活
動として研究開発活動のみが考察の対象となりうるものと考えられる。 
そこで，以下では，自己創設により無形資産を取得するケースとして，研究開発活動に
よる無形資産についてその認識のあり方を考察することにする。 
 わが国において，研究開発費に関する会計処理を定めているのは，研究開発基準である。
研究開発基準が策定されたのは 1998 年と比較的最近のことである。かかる会計基準が策
定された背景は，次のとおりである。 
 企業の研究開発投資の規模がより一層高まってくるにつれて，研究開発に関する情報が
投資意思決定にとって重要な情報となってきている。従来からわが国では，研究開発費に
類似する項目として試験研究費および開発費が存在した。しかし，これらの項目の範囲は
必ずしも明確ではなく，また資産計上が任意とされていたことから，内外企業間の比較可
能性が阻害されているとの指摘があった。そこで，研究開発に係る会計情報の比較可能性
の確保および会計基準の国際的調和化の観点から研究開発費に関して会計基準を設定する
必要が生じた25。 
このように，研究開発基準設定の背景には，研究開発投資に関する情報の重要性の高ま
りと会計実務上の問題，それから国際的な情勢があったとされる。 
当該基準のもとでは，研究開発費は発生時に費用として処理することが求められる26。
つまり，研究開発によって取得される無形の項目が無形資産として計上されることはない
のである。 
                                                   
24 企業会計審議会「企業会計原則注解」企業会計審議会，1954 年，注 25。 
25 企業会計審議会「研究開発費等に係る会計基準の設定について」企業会計審議会，1998 年，
二。 
26 企業会計審議会「研究開発費等に係る会計基準」企業会計審議会，1998 年 3 月 13 日，三。 
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しかし，研究開発費の会計処理を統一するための選択肢には，研究開発基準で採用され
た費用処理以外にもあったはずである。たとえば研究開発活動に係る支出をすべて資産と
して計上することを強制するという選択肢である。しかし，研究開発基準はこのような選
択肢を採用しなかった。 
それでは，研究開発基準において費用計上が強制される理由はどこにあるのであろうか。
この点については，次のように言及される。 
 研究開発費に関する情報は投資意思決定にとって重要であり，企業間の比較可能性を担
保することが求められる。そのために，資産計上と費用処理の選択適用が認められている
現行制度は適当ではないとされる27。また，研究開発に係る将来の収益は，発生時には不
確実であることから資産計上の余地がないとされる28。仮に，一定の要件を満たす場合に
資産計上を強制するとしても，実務上客観的に判断可能な要件を設定することは困難であ
るとされる29。かかる理由に基づき，研究開発費は，発生時にすべて費用処理されなけれ
ばならない。つまり，研究開発により取得される無形の項目が資産として認識されない理
由は，ひとえにその不確実性にあるということができる。研究開発による無形の項目は，
その不確実性の高さゆえに，無形資産として認識されないのである。 
 このように，わが国では，研究開発による無形の項目は，無形資産として認識されるこ
とはない。ただし，それは研究開発による無形の項目がいかなる場合においても資産とし
て計上されることがないという意味ではない。厳密には，研究開発途中の段階，または研
究開発終了直後の段階にある無形の項目は，無形資産として計上されないということであ
る。したがって，研究開発費に関する規定によった場合，研究開発により取得した無形の
項目について，その研究開発後の支出についてまで資産計上されることはないといいきる
ことはできないように思われる。 
たとえば，特定の項目についての支出は，研究開発後の支出が無形資産として計上され
ることもありうるように思われる。それがソフトウェアに係る支出である。そのために，
自己創設による無形の項目の認識のあり方については，ソフトウェアに関する規定を検討
したうえで結論を出すべき性質を有しているといえる。そこで次に，ソフトウェアの認識
のあり方を考察することにする。ただし，次に考察するソフトウェアについては，自己創
                                                   
27 企業会計審議会，前掲（注 26），二。 
28 同上，三，2。 
29 同上。 
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設により取得する場合のみならず，たとえば外部から取得する場合についても規定が置か
れている。そのために，ソフトウェアについては，自己創設による場合も含めて，より多
くの取得形態を考察の対象とする。 
 
第 4 項 ソフトウェアの取得の場合 
わが国では，研究開発基準において無形資産の代表格ともいえるソフトウェアに関する
個別の規定が置かれている。そこでは，ソフトウェアが，取得形態ではなく，制作目的の
観点から分類され，それぞれの会計処理が定められている。このように取得形態別ではな
く，制作目的別に規定が置かれている理由としては，ソフトウェアの制作費は，その制作
目的によって，将来の収益との対応関係が異なることなどが挙げられている30。この点に
研究開発基準におけるソフトウェアに関する規定のもつ会計の目的をみることができる。
それは，ソフトウェアについて会計処理をする際の目的は，ソフトウェアについて，その
支出と将来の収益を対応させることであるとしていることである。ソフトウェアについて
会計処理を規定するのは，ソフトウェアに係る収益と原価を対応させて得られる利益を報
告することが最大の関心事とされているように思われる。逆に，企業が保有するソフトウ
ェアにいかなる潜在的な能力が認められるのか，いいかえれば企業が将来そのソフトウェ
アを用いていかなる便益を享受し，ひいてはどれほどのキャッシュ・フローを期待してい
るのかが明らかになるような会計処理は目的とはされていないと解される。  
ただし，制作目的にかかわらず，研究開発費に該当するソフトウェア制作費は，発生時
にすべて費用処理される31。そこで，以下では，ソフトウェアについて，その制作目的に
従って，具体的な会計処理の内容とその根拠についてみていくことにする。  
 ソフトウェアの制作目的には，受注制作，市場販売，自社利用の 3 つがあるとされる32。 
 受注制作のソフトウェアの制作費は，請負工事の会計処理に準じて処理される33。 
 市場販売目的のソフトウェアである製品マスターの制作費は，研究開発費に該当する部
分を除き，資産として計上しなければならない34。 
市場販売目的のソフトウェア（製品マスター）が無形固定資産に計上される理由として
                                                   
30 同上，三，3，（1）。 
31 企業会計審議会，前掲（注 24），三。 
32 同上，三，1 ないし 3。 
33 同上，四，1。 
34 同上，四，2。 
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は，①それ自体が販売の対象ではなく，これを利用（複写）して製品を作成すること，②
法的権利（著作権等）を有していること，③適正な原価計算により取得原価を明確にでき
ることである35。 
ただし，これは，市場販売目的のソフトウェアに係る研究開発費の一部が資産計上され
るのとは意味合いが全く異なる。 
ソフトウェアに関する規定をみる限り，市場販売目的のソフトウェアに係るすべての支
出が資産として計上されるのではないことはいうまでもないことである。市場販売目的の
ソフトウェアについて資産計上される支出はあくまで製品マスターの制作費である。この
意味は以下のように述べることができる。 
研究開発基準では，自己創設による無形の項目についていかなる支出が資産として計上
されるのかという問題について，いかなる活動に係る支出であるのかという観点から規定
を置いている。そこでは，とりわけ研究開発活動に係る支出であれば，かかる活動により
いかなる項目が取得されるのかにかかわらず，発生時に全額が費用計上されることになる
36。しかし，研究開発後の一定の活動に係る支出については，研究開発によりいかなる項
目が取得されたのかによって資産計上の要否に相違が生じる。 
たとえば，研究開発による無形の項目であっても，研究開発後の一定の活動に係る支出
であれば，資産計上が可能である。市場販売目的のソフトウェアについていえば，その線
引きの基準となるのが，最初に製品化された製品マスターの完成時点であり，かかる時点
以降の一定の活動に係る支出は資産計上が認められる。したがって，ソフトウェアに係る
支出の一部が資産計上されるといってもそれは研究開発活動に係る支出ではないことから，
ソフトウェアに係る規定は，研究開発費に係る規定をソフトウェアについて具体化したも
のと考えられ，ソフトウェアの特殊性を反映してその研究開発活動について特別な会計処
理が定められているわけではないと解される。したがって，ソフトウェアについては研究
開発費の一部が資産計上されるとの理解は正しくないということがいえる。  
 続いて，自社利用のソフトウェアについては，外部にサービスを提供するような場合に
は，その提供により将来の収益獲得が確実であると認められる場合には，適正な原価を集
計したうえで，その制作費を資産計上しなければならない37。 
                                                   
35 同上。 
36 同頁。 
37 同上，四，3。 
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また，その他の目的のために利用する場合には，その利用により将来の収益獲得または
費用削減が確実であると認められる場合には，その制作費を資産計上しなければならない
38。 
 自社利用のソフトウェアについても，将来の収益との対応の関連から，将来の収益獲得
または費用削減が確実であると認められる場合に限って，その制作費の資産計上が強制さ
れる39。 
 
 
                                                   
38 同上。 
39 同上，三，3，（3），③。 
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第 4節 識別可能性の意義 
 
第 1 項 考察の全体的な流れと手法 
 本節では，わが国における識別可能性の意義について考察をおこなう。 
 すでに繰り返し述べているように，識別可能性の意義とは，無形資産の認識に係る要件
として，識別可能性がいかなる目的のためにいかなる役割を果たしているのか，また，ま
たそのような目的や役割が必要となる場面とはいかなる場合であるのか，さらにかかる場
面における識別可能性の条件とはいかなるものであるのかというものである。つまり，識
別可能性の意義とは，無形資産の要件として識別可能であることを求める意味であるとい
える。本節では，このような意味での識別可能性の意義を明らかにするための考察を目的
としている。 
また，本節での考察の手法については次のように考えている。 
わが国においては，識別可能性の目的または役割について直接的に規定している会計基
準は存在しないものと思われる。そのために，識別可能性の意義を明らかにするために，
識別可能性の目的または役割を，明文の規定によって明らかにすることはできない。そこ
で，本節では，識別可能性の意義を明らかにするために，まずは具体的な会計基準におけ
る識別可能性についての規定を参考にして，識別可能性がいかなる場面において求められ
るのか，またその場面において識別可能であるためにいかなる条件を満たす必要があるの
かを明らかにする。そのうえで，識別可能であることを基準上求めることにいかなる理由
があるのかを述べることにする。このような順序に従って考察することにより，わが国に
おける識別可能性の意義が明らかになるものと思われる。 
 
第 2 項 識別可能であることが求められる場面 
 わが国の会計基準のなかで，識別可能性についての規定が置かれている会計基準にはい
かなるものがあるだろうか。それは，企業結合基準である。わが国においては，企業結合
基準以外で識別可能性について規定している会計基準は存在しないと解される。ただし，
企業結合基準について適用指針を定めた適用指針 10 号には，識別可能性についての規定
が存在する。 
そのために，わが国においては，識別可能性が企業結合によって取得した無形資産に対
してのみ適用されると考えられる。 
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 したがって，本節で考察の対象とする識別可能性の意義とは企業結合によって取得した
無形資産の識別可能性の意義ということになる。そこで，以下では，企業結合基準の規定
を参考にして，わが国における識別可能性の意義を探ることにしたい。まずは，明文の規
定を頼りに識別可能性の意義についてわかるところから明らかにしていく。  
 
第 3 項 識別可能性の条件および役割 
企業結合基準では，取得した無形資産が識別可能となるケースについて，「受け入れた
資産に法律上の権利など分離して譲渡可能な無形資産が含まれる場合には、当該無形資産
は識別可能なものとして取り扱う」としている40。 
かかる規定では，法律上の権利が分離して譲渡可能な無形資産の例として規定されてい
るとみることができるために，法律上の権利から生じることと，分離して譲渡可能である
ことをそれぞれ別の要件として規定しているのではなく，前者を後者が包摂するような関
係にあると解される。 
 ここでいう｢分離して譲渡可能な無形資産｣とは、受け入れた資産を譲渡する意思が取得
企業にあるか否かにかかわらず、企業又は事業と独立して売買可能なものをいい、そのた
めには、当該無形資産の独立した価格を合理的に算定できなければならないとされる41。 
 かかる規定によれば，識別可能であるために価格が合理的に算定されなければならない
としていることから，測定に係る要件が分離可能であるための，ひいては識別可能である
ための要件として規定されているといえる。つまり，無形資産が分離可能である場合，当
該無形資産は測定可能なのである。 
 それでは，無形資産が分離可能であるか否かはどのようにして判断すべきなのであろう
か。この点について，適用指針 10 号では，「分離して譲渡可能な無形資産（第 59 項参照）
であるか否かは、対象となる無形資産の実態に基づいて判断すべきであるが、例えば、ソ
フトウェア、顧客リスト、特許で保護されていない技術、データベース、研究開発活動の
途中段階の成果（最終段階にあるものに限らない。）等についても分離して譲渡可能なも
のがある点に留意する42」とされる。 
かかる規定においては，分離可能性を満たす無形資産としてたとえばいかなる項目が存
                                                   
40 企業会計基準委員会，前掲（注 10），29 項。 
41 企業会計基準委員会，前掲（注 2），59 項。 
42 同上，367 項。 
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在するのかという分離可能な無形資産の例があげられる。そこであげられる具体例を細か
くみてみると，適用指針 10 号では法律上の権利から生じない項目であっても，分離可能
となりうるとしていることが分かる。つまり，法律上の権利から生じることは，分離可能
であるための十分条件として規定されているにすぎないことが分かる。 
たとえば特許で保護されていない技術を考えてみればそれは明らかである。ただし，か
かる規定にいう「対象となる無形資産の実態」が具体的には何を指しているのかは明らか
ではない。 
また，適用指針 10 号では，分離可能と認められる別のケースとして，「特定の無形資
産に着目して企業結合が行われた場合など、企業結合の目的の１つが特定の無形資産の受
入れであり、その無形資産の金額が重要になると見込まれる場合には、当該無形資産は分
離して譲渡可能なものとして取り扱う（適用指針 59-2 項前段）」とされ43，分離可能であ
るための要件として企業結合の目的と金額の重要性があげられている。 
この点については，さらに次のように規定されている。 
 
「企業結合の目的の 1 つが、特定の無形資産の受入れにあり、その無形資産の
金額が重要になると見込まれる場合には、取得企業は、利用可能な独自の情報や
前提等を基礎に一定の見積方法（第 53 項参照）を利用し、あるいは外部の専門
家も関与するなどして、通常、取締役会その他の会社の意思決定機関において、
当該無形資産の評価額に関する多面的かつ合理的な検討を行い、それに基づいて
企業結合が行われたと考えられる。このような場合には、当該無形資産について
は、識別して資産計上することが適当と考えられ、分離して譲渡可能なものとし
て取り扱うこととした44」。 
 
このように，企業結合の目的と金額の重要性という条件が満たされる場合には，対象と
なる無形資産の分離可能性が認められる。 
 以上のことから，無形資産として識別可能であるとは， その価格が合理的に算定できる
こと，すなわち測定可能であることを前提として，法律上の権利から生じる等の理由によ
り分離可能であることといえる。つまり，識別可能であることと分離可能であることは同
                                                   
43 同上，59-2 項前段。 
44 同上，367-3 項。 
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じ意味で用いられている。 
それでは，識別可能であることが無形資産としての認識の要否にいかに影響するのであ
ろうか。この点については，企業結合基準において，「被取得企業から受け入れた資産及
び引き受けた負債のうち企業結合日時点において識別可能なものは、識別可能資産及び負
債とよばれる。この識別可能資産及び負債の範囲については、被取得企業の企業結合日前
の貸借対照表において計上されていたかどうかにかかわらず、企業がそれらに対して対価
を支払って取得した場合、原則として、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準の下で認識されるものに限定することとした」とされる45。それでは，識別可
能な無形資産は認識されるために他の何らかの要件を満たす必要があるのであろうか。  
この点について次のように規定されており，原則として無形資産として認識されるため
に識別可能性以外の要件を満たす必要がないと認識されることがみて取れる。  
 
「これまで無形資産については、詳細な会計基準が定められていない等の理由
により、識別可能なものであっても『取得原価を当該無形資産等に配分すること
ができる』（平成15 年会計基準 三 2. (3)）ものとされていた。しかしながら、識
別可能な無形資産と判断された以上、その会計上の取扱いについては選択肢を残
すべきではないと考えられる。そのため、平成20 年改正会計基準では、当該無
形資産が識別可能なものであれば、原則として識別して資産計上することを求め
ることとした46。」 
 
ただし，すでに述べたように，企業結合基準では，分離可能であるためには測定可能で
なければならないとされているために，識別可能であれば，すでに測定の問題はクリアさ
れているということになる。つまり，識別可能であっても測定上の問題があるために認識
されないという結論は企業結合基準を前提とする限りありえないということになる。  
したがって，日本基準における識別可能性の要件は，資産の認識規準としての役割を担
っていると結論づけることができる。 
                                                   
45 企業会計基準委員会，前掲（注 10），99 項。 
46 企業会計基準委員会，前掲（注 2），100 項。 
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第 6章 無形資産の認識に関する 
追加的な考察 
 
第 1節 考察の意義 
前章までにおいて，各設定主体における無形資産の認識のあり方および識別可能性の意
義が明らかになったように思われる。続く本章では，前章までの考察をもとに追加的な論
点について考察を行う。かかる論点の内容および考察の意義は以下のとおりである。 
本論文の最大の目的は，無形資産の認識のあり方を体系的に整理するとともに，かかる
整理をもとに識別可能性の意義を明らかにすることである。識別可能性の意義を明らかに
することを目的としたのは，識別可能性をめぐる制度および研究の現状と関連している。 
すなわち，現行制度においては，識別可能性の有無が無形資産として認識されるための
重要な要件とされている。この点は，前章までの考察から明らかなように，わが国を含め
FASB および IASB において観察される事実である。それにもかかわらず，識別可能性の
意義が制度上必ずしも明らかではなく，また先行研究においてもこれを真正面から取り上
げたものはほとんどないように思われる。識別可能性が無形資産の認識にとって重要であ
る以上，識別可能性の意義を明らかにすることは意味があるように思われる。  
このような問題意識に基づき識別可能性の意義を明らかにすることを本論文の目的と
することにした。 
しかし，問題は識別可能性の意義をどのようにして明らかにするのかである。  
この点，識別可能性が無形資産の認識に係る要件として位置づけられる以上，識別可能
性だけを取り上げて考察を行うことはできないように思われる。識別可能性が認識の要件
として規定される状況が同じであっても，無形資産の認識に係る他の要件は時代や基準に
よって様々である可能性があることから，識別可能性の意義は，かかる他の要件との関わ
りのなかで理解すべきであるように思われる。そのために，無形資産の認識のあり方を全
体的に明らかにしたうえで，かかる認識の要件である識別可能性の意義を明らかにすると
いう手順を踏む必要があるように思われる。 
また，本論文の序章において述べたように，本論文における考察は，今後の研究を見据
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えたものと位置付けている。そして今後の研究で目標としているのは，無形資産に係る会
計の枠組みを定めることである。 
ここでいう無形資産に係る会計の枠組みとは，無形資産についてどのような会計手続き
を定めるのかという問題にとどまらず，会計手続きの前提または背景としてどのような目
的，原則および環境条件を措定するのかという問題までを含めた広い問題のことを意味し
ている。 
かかる問題を解決することが，無形資産に係る制度の評価，かかる制度が実務に与えて
いる影響の説明，かかる制度の改善または新設，ひいては無形資産について制度で可能な
ことまたは不可能なことの解明など，無形資産に係る様々な研究目的を果たすための出発
点になると考えている。そうであれば，無形資産の認識のあり方を体系的に整理すること
は，今後の無形資産の研究のために有意義であるように思われる。 
そこで，本論文では，いくつかの時代または地域における会計制度を対象として，無形
資産の認識のあり方を体系的に整理するとともに，識別可能性の意義を明らかにすること
を目的とした。 
前章までにおいては，以上の問題意識および目的を前提として識別可能性の意義を明ら
かにすることを目指して各制度における無形資産の認識あり方を整理してきた。  
しかし，前章までの考察結果をもとにすれば，さらなる考察を行うことが可能であるよ
うに思われる。すなわち，前章までの考察結果は，必ずしも識別可能性の意義を明らかに
することにとどまらず，さらなる論点について考察を行うためにも有益であるように思わ
れる。 
ここでいうさらなる考察として，以下の 2 つが想定できる。 
第 1 に，各制度における無形資産の認識のあり方に関する比較考察である。  
各制度における前提事項および認識のあり方の特徴が明らかになったことで，ある制度
における無形資産の認識のあり方について，他の制度との比較を通じて解決すべき問題が
生じてくるように思われる。かかる問題について考察することが第 1 の考察である。 
第 2 に，識別可能性についてのさらなる考察である。 
前章までにおいて識別可能性の意義について詳細な考察を行ってきたが，かかる考察に
よってもいまだ明らかとならない別の問題があるように思われる。それは，識別可能性と
資産性の関係性である。両者はいずれも，無形の項目が無形資産として認識されるための
条件として位置づけることができるが，両者の関係性は，現行制度上必ずしも明らかでな
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いように思われる。 
そこで，かかる問題について考察することが第 2 の考察である。 
上記の 2 つの考察は，前章までの議論を経た結果として新たに抱いた問題意識に基づく
ものである。したがってかかる考察を本論文で行うことが可能であり，かつその必要性が
認められるのであれば，追加的な考察として取り組むべきであるように思われる。 
そこで，本章では，上記の 2 つの考察を行うことにしたい。 
なお，かかる考察における論点や問題の所在，考察の手法については，以下の各節で述
べることにする。 
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第 2節 市場販売目的のソフトウェアの認識時点に関する比較考察 
 
第 1 項 問題の所在 
本節では，市場販売目的のソフトウェアの認識時点について，IASB と FASB の現行制
度上の取り扱いの比較を行う。かかる考察に関する問題の所在は以下のとおりである。  
 第 3 章では，FASB における自己創設の無形資産，とりわけ研究開発により取得する無
形資産の認識のあり方について考察をおこなった。そこでは，研究開発により取得した無
形の項目が，いかに認識されるのかが考察の対象とされていた。 
かかる考察により，研究開発により取得した無形の項目は，一切認識されることがない
という理解が得られた。すなわち，研究開発に係る支出はすべて発生時に費用処理され，
無形資産として計上される余地がないとの理解が得られた。 
一方で，第 4 章では，IASB における自己創設による無形資産の認識のあり方について
考察をおこなった。そこでも，制度上の無形資産の認識のあり方を考察することの必要性
から，無形資産に関する包括的な会計基準である IAS38 号の規定に照らして，自己創設に
よる無形資産がいかに取り扱われているのかを考察の対象とした。かかる考察により，
IASB においては，研究開発のなかでも，とりわけ開発段階における無形資産は認識され
る可能性があるとの考察結果を得た。すなわち，無形資産の開発段階における支出のうち，
IAS38 号に規定されている 6 つの要件のすべてが立証できるものについては，無形資産と
して認識することが強制されるとの理解を得た。 
かかる第 3 章と第 4 章における考察結果を単純に比較すれば，研究開発による無形の項
目について，FASB 基準のもとでは無形資産として認識される可能性が一切ないのに対し
て，IASB 基準のもとでは無形資産として認識される場合があるとの結論が得られる。そ
のために，かかる考察結果のみに基づけば，研究開発により取得する無形資産の認識に関
して，FASB と IASB とでは異なる考え方が持たれているとの判断に結びつきうると考え
られる。また，このような考えは，研究開発に関する FASB と IASB の比較についての一
般的な理解であるように思われる1。 
                                                   
1 企業会計基準委員会「無形資産に関する論点の整理」企業会計基準委員会，2009 年，59 項。
また，企業会計基準委員会「研究開発費に関する論点の整理」企業会計基準委員会，2007 年，
28 項ないし 34 項。さらに，中野誠「研究開発活動の会計学―「研究開発費に関する論点の整
理」を題材として」『企業会計』第 60 巻第 6 号（2008 年），50 頁。伊藤邦雄「無形資産会計
の課題と展望」『企業会計』第 60 巻第 1 号（2008 年），56 頁。 
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しかし，以上の結論が意味を持ちうるのは，それぞれの基準における研究開発活動の範
囲がぴったりと重なる場合である。この点が確認できて初めて FASB と IASB とで研究開
発による無形資産の認識時点が異なるとの結論が得られるように思われる。仮に，それぞ
れの基準で研究開発活動の範囲が異なる場合には，一方の基準のもとで研究開発活動とさ
れる活動が，他方の基準のもとでは研究開発活動とはされない可能性が生じる。そうなれ
ば，一定の要件を満たす開発支出について資産計上が強制されるか，または費用計上が強
制されるかが IASB 基準と FASB 基準の大きな違いであり，その背後には会計的な考え方
の対立がありうるとは言い切れないことになる。 
そこで，両基準のもとでの研究開発活動の範囲が同じであるか否かを確かめてみる必要
が生じるが，問題はどのようにかかる研究開発活動の範囲を確かめるのかである。  
この点，企業会計基準委員会から公表されている「無形資産に関する論点の整理」でも，
同様の問題意識が持たれている。 
そこでは， FASB 基準と IASB 基準とでは開発費の取り扱いに相違があるとの結論を出
すに当たって，両基準のもとでの研究開発活動の範囲を研究開発の定義といった観点から
確かめようとしている2。すなわち，「我が国の会計基準，国際財務報告基準，及び米国会
計基準における定義は，表現上若干の違いが見られるものの，それぞれの基本的な考え方
は共通している3」としている。 
たしかに，研究開発の定義に相違がないから研究開発活動の範囲が同じであるという結
論はその通りであるが，あまりにも議論が抽象的または表面的すぎるように思われる。  
もちろん，研究開発活動に係る会計基準は，研究開発活動によって取得される項目を限
定していない一般的なものであるから，研究開発活動に係る支出の取り扱いについても抽
象的にならざるを得ないものと思われる。しかし，さればといって，研究開発活動の範囲
が FASB と IASB とで異ならないとの暗黙の前提を置いて両基準のもとでの取り扱いを単
純に比較してみても，そこで得られた結論に積極的な意味を見出すことは難しいように思
われる。 
むしろ，実際に研究開発基準が適用される研究開発活動の内容は，取得される具体的な
項目によって様々であると考え，研究開発活動の範囲に対する考え方は，かかる具体的な
項目に対する研究開発費の取り扱いに反映されるとするのが妥当であるように思われる。  
                                                   
2 企業会計基準委員会「無形資産に関する論点の整理」企業会計基準委員会，2009 年，60 頁。 
3 同上，同頁。 
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そして，FASB と IASB のもとでの研究開発活動の範囲が相違するか否かは，具体的な
項目に対する研究開発基準の適用のあり方を考察することによって確かめるべきであるよ
うに思われる。 
それでは，研究開発基準の適用のあり方を考察することのできるのは，具体的にどのよ
うな項目であろうか。それが，本節で取り扱う市場販売目的のソフトウェアである。 
FASB 基準のもとでは，市場販売目的のソフトウェアに関する個別の会計基準として
SFAS86 号が設定されている。また，SFAS86 号では，かかるソフトウェアを外部から取
得するケースと研究開発によって取得するケースのそれぞれについて定めが置かれている。 
そのために，かかる個別の会計基準のもとでの認識のあり方に焦点を当てれば，市場販
売目的のソフトウェアに係る研究開発活動の範囲および研究開発活動の終了時点がより具
体的に明らかになるものと思われる。 
なお，FASB 基準には，研究開発活動一般に関する SFAS2 号が存在するために，研究開
発による市場販売目的のソフトウェアに関する SFAS86号との適用関係が問題となりうる
が，SFAS86 号では，両基準の適用関係が整理されており，市場販売目的のソフトウェア
に係る研究開発活動に対しては SFAS2 号が適用されるという4。これに対して SFAS86 号
では，SFAS2 号で規定される研究開発活動やその終了時点等が市場販売目的のソフトウェ
アについてより具体的に規定されている。したがって，SFAS86 号のなかで，研究開発活
動により取得した市場販売目的のソフトウェアに関する規定は，SFAS2 号の関連する規
定をより具体化したものと考えることができる。 
一方で，IASB においては，市場販売目的のソフトウェアを自己創設により取得した場
合にも，無形資産に関する包括的な会計基準である IAS38 号が適用されることになる。つ
まり，FASB 基準のように，他の個別の会計基準が追加的に適用される可能性はない。そ
のために，IASB においては，研究開発により取得する無形資産一般と同様の判断枠組み
が，市場販売目的のソフトウェアに対しても適用されることになる。すなわち IASB 基準
のもとでは，市場販売目的のソフトウェアに係る個別の会計基準は存在しない。  
したがって，IASB 基準については，依然として研究開発活動の範囲やその終了時点を
より具体的に考察することは難しい。しかし，どのような項目を取得するのかを明らかに
                                                   
4 Financial Accounting Standards Board, Statement of Financial Accounting Standards No. 
86: Accounting for the Costs of Computer Software to Be Sold, Leased, or Otherwise 
Marketed, FASB, 1985, p. 3. 
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していない状況で，FASB基準と IASB基準のそれぞれの取り扱いを比較するよりも，IASB
基準を市場販売目的のソフトウェアに適用する場合を想定し，そこでの適用のあり方を考
え，これと FASB 基準のもとでの取り扱いを比較することの方が，より意味のある考察結
果が得られるものと思われる。より具体的なケースが想定でき，またそれゆえに両者の会
計的な考え方も反映されるものとと考えられるからである。 
 そこで，本節では，無形資産に属する個別の項目として市場販売目的のソフトウェアに
焦点を当て，その認識のあり方について FASB と IASB とで実際に比較をおこない，研究
開発活動の範囲またはその終了時点について両者で相違が出るか否かを確かめてみたい。 
これにより，自己創設による無形資産一般についていいえたことが市場販売目的のソフ
トウェアという特定の項目についてもあてはまるのか否かが明らかになるものと思われる。 
 
第 2 項 FASB における市場販売目的のソフトウェアの認識時点 
 本項では，FASB における研究開発基準に基づき，研究開発によって取得した市場販売
目的のソフトウェアの認識のあり方について述べる。しかし，FASB における研究開発コ
ストの会計処理については，すでに述べたところであるので，本項では，すでに述べたソ
フトウェアの会計処理のあり方を，本節での考察に必要な範囲で要約的に述べることにす
る。なお，本節では，研究開発コストと研究開発に係る支出を同義語として互換的に用い
ている。 
 FASB において，ソフトウェアに係る研究開発コストの会計処理を定めているのは，
SFAS86 号である。 
 SFAS86 号によれば，市場販売目的のソフトウェアの技術的実現可能性（technological 
feasibility）が確立されるまでに発生したすべてのコストは，研究開発コストとなる5。か
かるコストは，SFAS2 号にしたがって，発生時に費用として処理される6。要するに，技
術的実現可能性が確立されるまでの活動が研究開発活動として規定されている。 
ここでいう技術的実現可能性のたとえとして，以下のように述べられることがある7。 
 
                                                   
5 Ibid. 
6 Ibid., par. 4 
7 太田昭和監査法人編著『ソフトウェア開発の原価管理』中央経済社，1987 年，225 頁。また，
西澤脩「米国におけるソフトウェア費の会計処理基準」『早稲田商学』第 349 号（1991 年 10
月），516 頁。 
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「レコード製作に例えるならば，曲の録音をし終わって，テープに吹込んだ状
態をもって，技術的実現可能性が確定し得たといえるのではないか。つまり曲の
譜面と歌詞がそこに存在し，その通りに歌手が歌った状態を録音し終わった状態
であろう。」 
 
かかる技術的実現可能性が確立されるためには，機能，特性，技術的なパフォーマンス
に関する要求などの設計仕様を満たす製品を製造することが可能であることを立証するた
めに必要な，すべての企画，設計，コーディング，および検査が完了していなければなら
ないとされる8。 
一方で，技術的実現可能性が確立された後のコストは，SFAS2 号ではなく，SFAS86
号の規定に従って処理されることとなる9。 
具体的には，製品マスターを制作するために生じたコストについては，資産計上が強制
される10。 
ただし，資産計上されるコストの範囲について一定の制約が課される。すなわち，機能
維持および顧客サポートにかかるコストは，発生時に費用計上することが求められる11。 
以上の記述から明らかなように，FASB 基準のもとでは，市場販売目的のソフトウェア
に係る活動が研究開発活動に該当するか否かは，それが技術的実現可能性の確立の前後い
ずれの時点においてなされたのかによるといえ，したがって技術的実現可能性の確立の時
点が研究開発活動の終了時点と考えられるので，かかる時点において市場販売目的のソフ
トウェアが資産計上される。 
 
第 3 項 IASB における市場販売目的のソフトウェアの認識時点 
 本項では，IASB 基準のもとで，市場販売目的のソフトウェアの自己創設活動はいかに
会計処理されるのかを考察の対象とする。 
すでに述べたように，IASB では，FASB とは異なり，研究開発により取得する市場販
売目的のソフトウェアという特定の項目に焦点を当てた会計基準は存在しない。IASB に
おいて存在するのは，無形資産一般を対象とする IAS38 号のみである。そのために，研究
                                                   
8 FASB, op. cit., supra note (4), par. 4. 
9 Ibid., par. 2. 
10 Ibid., par. 5. 
11 Ibid., par. 6. 
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開発により市場販売目的のソフトウェアを取得した場合には，IAS38 号にしたがって会計
処理されることになるものと思われる。 
 すでに述べたように，IAS38 号では，研究開発により取得する無形の項目のうち，開発
のフェーズにおいて一定の要件を満たしたものについては無形資産としての認識が強制さ
れる。 
ここでいう一定の要件とは，（a）使用または売却することができるように無形資産を
完成させることの技術的実現可能性（technical feasibility），（b）無形資産を完成させ，
使用または売却する意図，（c）無形資産を使用または売却する能力，（d）どのようにし
て無形資産が将来の経済的便益をもたらすのか，とりわけ，無形資産によるアウトプット，
または無形資産それ自体の市場は存在すること，または内部で使用する場合においてその
有用性が認められること，（e）無形資産の開発を完了し，またはその使用もしくは売却す
るために十分な技術，財務，その他資源を利用することができること，（f）開発過程にあ
る無形資産に係る支出を信頼性をもって測定する能力という 6 つの条件をすべて満たすこ
とをいう12。 
したがって，開発段階にある市場販売目的のソフトウェアについても，上記 6 つの要件
をすべて満たすものは，無形資産として計上されなければならない。要するに，開発によ
って取得した市場販売目的のソフトウェアが認識される時点は，上記 6 つの要件のすべて
を満たしたときである。 
 
第 4 項 市場販売目的のソフトウェアの認識時点の関係性 
 本項では，FASB と IASB における市場販売目的のソフトウェアの認識時点についての
これまでの理解を前提として，両基準のもとでの認識時点の関係性を明らかにしたい。 
 両基準のもとでの認識時点の関係性を明らかにするために注目すべきは，FASB におけ
る実質的な認識規準である技術的実現可能性（technological feasibility）と IASB におけ
る認識のための 6 つの要件のうちの 1 つである技術的実現可能性（technical feasibility）
である。 
 両者の用語は微妙に異なっているが，はたしてその意味内容はいかなるものであろうか。 
これらの用語の関係性をいかに理解するのかが両基準のもとでの認識時点の関係性に
                                                   
12 International Accounting Standards Board, International Accounting Standards No. 38: 
Intangible Assets, IASB, 1998, par. 57. 
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重要な影響を及ぼすものと考えられる。その理由は以下のとおりである。 
FASB 基準においては，市場販売目的のソフトウェアの認識要件として，技術的実現可
能性（technological feasibility）のみが求められている13。つまり，技術的実現可能性が
確立されさえすれば，その後に発生するコストはすべてソフトウェアとして認識されるこ
ととなる14。そして，技術的実現可能性の確立された時点が研究開発活動の終了時点とさ
れる。 
それに対して，IASB 基準においては，すでに述べたように，技術的実現可能性（technical 
feasibility）に加えて，他の要件を満たすことが求められる15。つまり，技術的実現可能性
が確立されたとしても，依然として開発コストが資産計上されることはなく，ソフトウェ
アが無形資産として計上されるためには更に別の要件を満たさなければならないこととな
る。そして，技術的実現可能性が確立されたとしても，依然として研究開発活動は継続し
ていることになる。 
したがって，FASB 基準と IASB 基準の技術的実現可能性が同じ意味内容を持つものと
して理解されるのであれば，IASB 基準よりも，FASB 基準によった場合の方がソフトウ
ェアの認識時点または研究開発活動の終了時点が早くなるとの結論が導かれる。いいかえ
れば，研究開発活動の範囲は互いに異なるといえる。これが技術的実現可能性の意味内容
が重要である理由である。 
そこで，それぞれの基準における技術的実現可能性の意味を明らかにしていきたいと考
えるが，IASB については，技術的実現可能性（technical feasibility）の意味内容を定め
ている規定は存在しない。単に，開発による無形資産を認識するためには，技術的実現可
能性を立証しなければならない16とされるだけである。したがって，IASB における技術的
実現可能性の意味内容を規定により直接的に明らかにすることはできない。 
一方，FASB においては，すでに述べたように，技術的実現可能性の意味内容が詳細に
定められており，すくなくとも FASB については，技術的実現可能性の意味，条件等を明
らかにすることができるように思われる。しかし，FASB における技術的実現可能性の意
味内容が明らかになったところで，IASB における技術的実現可能性は明らかにはならな
ければ，FASB と IASB における技術的実現可能性を比較検討することはできない。 
                                                   
13 Ibid. 
14 Ibid. par. 5. 
15 Ibid. 
16 Ibid. 
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ただし，SFAS86 号については，かつて公開草案が公表され，そこでは現行のものとは
異なる認識規準が示されており，ここから何らかのヒントが得られる可能性があるように
思われる。なぜならば，そこで提案されている認識規準は，現行の IASB における認識規
準と対応関係を見出すことができるように思われ，かかる観点から IASB における技術的
実現可能性の意味内容を限定できる可能性があると思われるからである。 
そこで，以下では，SFAS86 号に係る公開草案の内容を検討し，かかる公開草案で提案
されていた認識要件と現行の IAS38 号で規定される認識要件の関係性を明らかにしたい。 
SFAS86 号が公表された 1985 年の前年にあたる 1984 年において，SFAS86 号に係る
公開草案（Exposure Draft: Proposed Statement of Financial Accounting Standards of 
Accounting for the Costs of Computer Software to Be Sold, Leased, or Otherwise 
Marketed）が公表された。 
かかる公開草案では，現行の認識規準とは異なる回収可能性規準（recoverability 
criteria）が提案されていた。 
すなわち，製品に係る市場的実現可能性（market feasibility），技術的実現可能性
（technological feasibility），および財務的実現可能性（financial feasibility）により原価
の回収可能性が確立しており，また経営者が製品の生産および販売のために資源を獲得し，
かつそれにコミットしているといえる（経営者のコミットメント）まではソフトウェアの
開発に係るコストは費用として処理することが提案されていた17。 
かかる公開草案によれば，ソフトウェアの開発に係るコストが資産計上されるか否かは，
コストの回収可能性が担保されるか否かによって左右されることになり，技術的実現可能
性は，そのための必要条件として位置づけられることになる18。 
それでは，技術的実現可能性以外の要件として規定されている市場的実現可能性，財務
的実現可能性，および経営のコミットメントとはどのような要件なのであろうか。  
まず市場的実現可能性とは，当該ソフトウェア製品市場の規模や予測販売期間を示す市
場分析がすでに完了することによって，当該ソフトウェア市場が存在することを企業が確
認すること，とされる19。 
                                                   
17 Ibid., par. 20. 
18 Ibid. 
19 Financial Accounting Standards Board, Exposure Draft: Proposed Statement of 
Financial Accounting Standards of Accounting for the Costs of Computer Software to Be 
Sold, Leased, or Otherwise Marketed, FASB, 1984, par. 7. 
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財務的実現可能性とは，企業が当該ソフトウェアの予想利益率を評価し，次の①が②よ
り低いと予想されることを確認することとされる20。 
①前期に資産計上した原価と報告期間中に資産計上すべき原価との合計額 
②当該ソフトウェアの制作，販売およびメンテナンスに要すると見積もられる残存原価
から得られると見込まれる将来の収益 
これらの要件は，ソフトウェアが市場への販売を通じて企業に経済的便益をもたらすこ
とを企業が立証できることを指していると理解することができる。企業が当該ソフトウェ
ア市場の存在を確認するのは，当該ソフトウェアが市場に販売されることを通じて企業に
便益をもたらす可能性があるか否かを判断したいからであると説明するのが自然であるよ
うに思われるからである。 
市場的実現可能性と財務的実現可能性の趣旨をこのように理解すると，IAS38 号におけ
る 6 つの要件の一部との対応関係を明らかにすることができるように思われる。  
すなわち，市場的実現可能性および財務的実現可能性は，IAS38 号でいう，無形資産を
使用または売却する能力を求める第 3 の要件，およびどのようにして無形資産が将来の経
済的便益をもたらすのかを求める第 4 の要件に相当するものと理解することができる。 
さらに，財務的実現可能性の評価では，ソフトウェアの予想利益率を評価する前提とし
て資産計上すべき原価を測定することが求められる。逆にいえば，当該ソフトウェアにつ
いて，その原価が測定できない場合には，資産計上が認められないことになる。したがっ
て，財務的実現可能性は，測定可能性を含む概念として理解することができる。 
このことから，財務的実現可能性は，開発過程にある無形資産に係る支出を，信頼性を
持って測定できることを求める第 6 の要件にも相当するということができる。 
最後に，経営者のコミットメントとは，企業が必要な資源を入手しているか，入手可能
であり，かつ当該ソフトウェアを制作し販売することを決定していることをいう21。 
かかる要件では，企業が必要な資源を入手できていることが求められているが，企業が
資源を必要とするのは，まさしくソフトウェアの制作および販売のためであると考えるの
が正しいものと思われる。なぜならば，かかる要件は資産計上の要件であり，資産計上が
可能であるためには，その資産を制作および販売するための資源が必要であると解するの
が妥当であるように思われるからである。 
                                                   
20 Ibid. 
21 Ibid. 
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以上のように考えれば，かかる要件は，IAS38 号のもとで，無形資産を開発し，または
その使用もしくは売却するために十分な技術，財務，その他資源を利用することができる
ことを求める第 5 の要件に相当するといえる。 
さらに，経営者によるコミットメントでは，ソフトウェアを製作し販売することが社内
的に決定されていることが求められる。これは，経営者による決定によりソフトウェアを
制作および販売する意図を企業が有していることと同義と理解することができる。したが
って，経営者のコミットメントは，IAS38 号にいう第 2 の要件，すなわち無益資産を完成
させ，使用または売却する意図をも要件として含んでいると解することができる。  
以上が公開草案で提案された認識要件と IAS38 号における認識要件の関係性であるが，
かかる関係性から明らかなように，IAS38 号において規定されている開発段階における無
形資産の認識規準は，すくなくとも，技術的実現可能性という第 1 の要件を除いては，
SFAS86 号の公開草案において提案されていた認識要件とほぼ同じであるといえる。この
ように考えてみれば，残る技術的実現可能性についても，たとえ IAS38 号では明示的に
規定されていなかったとはいえ，SFAS86 号または公開草案で規定される技術的実現可能
性と同義と考えて差し支えないように思われる。 
しかし，上記の結論を導く上で確かめておかなければならないのは，公開草案における
技術的実現可能性と SFAS86 号における技術的実現可能性の関係性である。なぜならば，
IASB 基準と FASB 基準との関係性についてそうであったように，SFAS86 号とその公開
草案についても，技術的実現可能性の意味内容が異なる可能性がある。仮に，SFAS86 号
と公開草案の技術的実現可能性が異なれば，いくら IASB における技術的実現可能性と
SFAS86 号の公開草案における技術的実現可能性が同じ意味内容を有するといっても，
IASB と FASB の関係では，技術的実現可能性が同じ意味内容を有するとは言い切れない
からである。そこで，SFAS86 号とその公開草案の関係性について述べておく必要がある。 
この点について， FASB は，公開草案に対するコメントレター等を検討した結果として，
公開草案における規定の修正および変更をおこない，最終基準として SFAS86 号を公表し
たとしており22，公開草案の内容は最終基準である SFAS86 号にそのままの形で引き継が
れているわけではない。 
公開草案の規定に対する修正事項は以下のとおりである。 
まず，公開草案では，製品設計の完成が，技術的実現可能性を確立するための最低限の
                                                   
22 FASB, op. cit., supra note (4), par. 23 
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要件とされていた23が，SFAS86 号では，プログラムの詳細設計の完成，または作業モデ
ル（working model）の完成が技術的実現可能性を確立するための最低限の要件として規
定された24。しかし，技術的実現可能性については最低限みたすべき要件に多少の変更が
あっただけであるといえる。また，通常の場合，技術的実現可能性が満たされるのは，プ
ログラムの詳細設計が完了した時点であるとしている点で両者の考え方は同じである。そ
のために，技術的実現可能性の意味内容に実質的な変更があったわけではない。したがっ
て，公開草案における技術的実現可能性は，現行基準のものと同じであると考えられる。 
なお，作業モデルとは，ソフトウェアの作業バージョンの一種で，最終的に市場に供給
するソフトウェアと同一のソフトウェア言語で完成し，当該ソフトウェアについて計画さ
れた主要機能をすべて遂行し，かつ第 1 次の顧客テスト（多くの場合，ベータテストと呼
ばれている）に合うように準備されたものをいう25。 
また，公開草案では，技術的実現可能性が確立された後のコーディングおよび検査に係
るコストであっても，コストの回収可能性が立証される以前のコストは，費用処理される
こととされていたが26，SFAS86 号では，技術的実現可能性が確立される以前に発生した，
ソフトウェアの開発に係るすべてのコストは，発生時に費用処理されることになった27。 
さらに，公開草案では，市場的実現可能性，技術的実現可能性，および財務的実現可能
性ならびに経営者のコミットメントという，コストの回収可能性規準を満たした後ソフト
ウェアの生産に係るコストの資産計上が求められ，回収可能性についての期間的な見直し
が求められていたが28，技術的実現可能性の確立に続いて発生した，ソフトウェアの開発
に係るコストは，原価と正味実現価値（net realizable value）のいずれか低い方の金額に
より資産計上され，報告されることになった29。 
このように，SFAS86 号は，その公開草案において要件として規定することが提案され
た，技術的実現可能性，市場的実現可能性，財務的実現可能性および経営者のコミットメ
ントのうち，技術的実現可能性のみを要件として規定したものと解される。  
以上のような公開草案と IAS38 号の関係性および公開草案のその後の修正・変更過程
                                                   
23 Ibid. 
24 Ibid., par. 23a. 
25 Ibid., AppendixC GLOSSARY par. 52. 
26 Ibid． 
27 Ibid., par. 23b. 
28 Ibid. 
29 Ibid., par. 23c. 
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をみると，SFAS86 号で要件として規定される技術的実現可能性（technological feasibility）
は，若干の違いはあるものの，IAS38 号において掲げられた第 1 の要件である技術的実現
可能性（technical feasibility）とほぼ同様の要件として理解することができる。 
それでは，以上の理解を前提とした場合，SFAS2 号および SFAS86 号によった場合の
ソフトウェアの認識時点と IAS38 号によった場合のソフトウェアの認識時点の関係性に
ついていかなることがいえるのであろうか。 
結論からいえば，SFAS2 号および SFAS86 号によった場合の方が，IAS38 号によった
場合よりも，その認識時点は早くなるといえる。 
すなわち，FASB 基準によった場合には研究開発活動に係る無形資産が計上されないと
いうのは，研究開発活動として捉える活動の範囲が IASB 基準よりも狭いことが原因であ
り，FASB 基準のもとで，研究開発後の活動とされる活動が IASB 基準のもとでは研究開
発活動とされている。無形資産一般ではなく，市場販売目的のソフトウェアという特定の
項目に焦点を当ててみれば，FASB 基準によった場合の方がむしろ無形資産として認識さ
れる時点が早いということがいえ，一般的に理解されているように IASB 基準の場合には，
開発費の一部が無形資産として認識される可能性があるから IASB 基準によった場合の方
が資産として認識される可能性が高い，またはその時点が早いとの理解は，少なくとも市
場販売目的のソフトウェアについては当てはまらないといえる。 
このように，研究開発活動の範囲は同じであるとの暗黙の前提に立ち，IASB と FASB
の取り扱いには，開発費の一部を資産計上するか否かで大きく異なるとの見解は，一般的
なレベルにおいては成り立ちえても，より具体的な項目に焦点を当てて，両者の研究開発
活動の範囲および終了時点を考察してみれば，必ずしも同じであるとはいえず，したがっ
て開発費といっても両者によってその範囲が異なる可能性があることから，一般的なレベ
ルにおける取り扱いの相違から直ちにその背後に会計的な考え方の対立を想定しようと
するのは早計であると考えられる。そのために，両者の考え方の対立の有無やその内容を
考察する際には，一般的なレベルだけでなく，個別具体的なレベルにおける議論の内容も
あわせて検討するべきであると考える。 
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第 3節 わが国における仕掛研究開発の意義 
 
第 1項 問題の所在 
わが国では，仕掛研究開発という不思議な項目が存在する。仕掛研究開発の取り扱いは，
「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（以下，「一部改正基準」という）において
定められているとされる理解が一般的である。 
そこでは，企業結合により仕掛研究開発を取得した場合には，取得時の時価に基づいて，
資産計上することが求められている30。しかし，ここでいう仕掛研究開発の定義について
は，一部改正基準には定められていない。それどころか，仕掛研究開発という用語すら用
いられていない。一部改正基準では，従来，研究開発基準の適用を受けていた企業結合に
より取得した資産の取り扱いを変更する旨の規定が置かれているだけである31。そのため
に，わが国の制度における仕掛研究開発の取り扱いを理解するためには，まず仕掛研究開
発とはいかなる概念であるのかを理解する必要があるように思われる。 
そこで，以下では，一部改正基準の設定に向けて公表された「研究開発費に関する論点
の整理」（以下，「論点整理」という）を参照して仕掛研究開発という用語の意味を確認し
たい。 
かかる論点整理においては，企業結合により取得した仕掛研究開発の意味について，「取
得企業が被取得企業から受け入れた研究開発の途中段階の成果であって，その後の研究開
発活動による成果と組み合わせなければ，生産活動や販売活動に用いることができないも
の32」とされている。 
反対に，研究開発の途中段階の成果であり，かつ直ちに生産活動等に用いることのでき
る項目は，無形資産一般と同様に取得時に貸借対照表に計上することとされている33。こ
のように，仕掛研究開発は，研究開発の成果ではあっても，無形資産一般とは区別される
項目として理解されており，直ちに生産活動等に用いることができるか否かが仕掛研究開
発と無形資産一般の違いとして理解されている。 
かかる仕掛研究開発の意味を前提として，論点整理では仕掛研究開発の会計処理のあり
                                                   
30 企業会計基準委員会，「企業会計基準第 23 号 『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」
企業会計基準委員会，2008 年 12 月 26 日，2 項。 
31 同上，2 項ないし 5 項。 
32 企業会計基準委員会「研究開発費に関する論点の整理」企業会計基準委員会，2007 年 12 月
27 日，63 項。 
33 同上，62 項。 
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方が議論されている。ただし，仕掛研究開発の意味自体について考察がなされているのは，
かかる論点整理を措いて他にはないように思われる。少なくとも，現在の会計基準の設定
作業を担っている企業会計基準委員会の公表した基準または資料のなかには，仕掛研究開
発の意味について言及しているものは，他に存在しない。また，仕掛研究開発の意味を論
点整理と異なるものとして理解している見解も見受けられないように思われる。むしろ，
仕掛研究開発自体の意味については論点整理と同様に理解したうえでより発展的な議論が
なされることが多いように思われる34。したがって，わが国の制度における仕掛研究開発
の意味は，論点整理で理解されているものと同様であると考えるのが妥当であるように思
われる。 
そのために，以下では，わが国の現行制度における仕掛研究開発の意味に対する理解は，
論点整理における仕掛研究開発の意味に対する理解と同様であるとの前提を置くことにし
たい。 
 しかし，仕掛研究開発を以上のように理解すると，次のような疑問点が生じるように思
われる。 
 すでに述べたように，論点整理における仕掛研究開発とは，「取得企業が被取得企業か
ら受け入れた研究開発の途中段階の成果であって，その後の研究開発活動による成果と組
み合わせなければ，生産活動や販売活動に用いることができないもの」である。また，研
究開発の途中段階の成果であっても，直ちに生産活動等に用いることができるものについ
ては，無形資産一般と同様に処理される。さらに，仕掛研究開発は，取得時に資産として
計上されることが求められる。 
しかし，かかる仕掛研究開発に資産性が認められるのか否かは必ずしも明らかではない。 
すなわち，取得してすぐには生産活動等に用いることができないということは，取得時
点ではいまだ将来の経済的便益をもたらすか否か明らかでなく，またどのような経済的便
益をもたらすかさえ分からない段階にあると解される。そのために，仕掛研究開発は，す
くなくとも取得した時点では資産の定義を満たしえないはずである。そうであるならば，
なぜ取得時に資産と認められない項目を資産として計上することが求められるのであろう
か。また，無形資産一般とは区別される独立の項目として認識されることの理由も明らか
にしなければならないのではないだろうか。仮に資産性が認められるのであれば，他の項
                                                   
34 たとえば，中野，前掲（注 1），53 頁。また，伊藤，前掲（注 1），60 頁。  
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目と同様に無形資産として処理すればいいだけの話ではないかとも考えられる。さらに，
企業結合によって取得する項目については，それが取得時に資産として認められなくても
よいとされるのであれば，企業結合によった場合にのみなぜ資産として計上しなければな
らないのかが説明されなければならないように思われる。 
かかる疑問点が生じるのは，仕掛研究開発という用語すら存在しない一部改正基準が，
仕掛研究開発の会計処理を定めたものであるのかが必ずしも明らかではないからであると
思われる。いいかえれば，仕掛研究開発の意味を論点整理のように理解できるか否かが必
ずしも定かではないからかかる疑問点が生じるのではないかと思われる。 
そこで本節では，仕掛研究開発の意味を論点整理のように理解することが妥当であるの
か否かを検証することを通じてわが国における仕掛研究開発の意味を論点整理のように理
解することができるのか否かを確かめたい。 
わが国における仕掛研究開発の意味を明らかにするためには次のようなアプローチを
とる必要があるように思われる。 
まず，仕掛研究開発の取り扱いを定めていると考えられている一部改正基準が公表され
る前のわが国の制度とその変遷を追うことである。 
すでに述べたように，一部改正基準は，従来の取り扱いを変更することを定めたもので
ある。したがって，仕掛研究開発については，従来の取り扱いが存在することになるため，
従来の取り扱いを定めていた会計基準の定めとその対象とされた項目の中身を理解するこ
とを通じて現在の取り扱いの対象とされる仕掛研究開発の意味を確かめることができるよ
うに思われる。 
次に，FASB 基準または IASB 基準の取り扱いとの対応関係に着目して，わが国におけ
る仕掛研究開発の意味を明らかにすることである。 
一部改正基準では，当該基準における改正が「国際的な動向に鑑み，企業結合会計基準
の改正に合わせて新たな取り扱いを定めたもの35」として認識されており，ここでいう国
際的な動向の内容を明らかにすることができれば，一部改正基準における仕掛研究開発の
意味を明らかにすることができるように思われる。 
以下では，かかる 2 つのアプローチによってわが国における仕掛研究開発の意味を明ら
かにすることにしたい。 
 
                                                   
35 企業会計基準委員会，前掲（注 29），7 項。 
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第 2 項 わが国制度における取扱い 
 すでに述べたように，一部改正基準は，仕掛研究開発の従来の取り扱いを変更する旨を
定めた会計基準である。そこで，まずは，仕掛研究開発に係る従来の取り扱いを確認した
い。 
 一部改正基準では，かかる従来の取り扱いを定めている会計基準が 2006 年に改正され
た「企業結合に係る会計基準」（以下，「改正前企業結合基準」という）とされ，かかる基
準における研究開発費等に関する従来の取り扱いが現在の仕掛研究開発に関する従来の取
り扱いとされている36。 
改正前企業結合会計基準では，取得企業が 取得対価の一部を研究開発費等に配分した
ときの会計処理が定められており，研究開発費等に配分された取得対価の一部は，配分時
に費用処理しなければならないとされていた37。 
ここでいう取得対価の一部を研究開発費等に配分したときとは，具体的にどのような場
合を指しているのであろうか。改正前企業結合基準のもとで，取得対価の一部が研究開発
費に配分されるときとして考えられるのは，「研究開発費等に係る会計基準」（以下，「研究
開発基準」という）の注解注 1 が適用されるとき38であると考えられる。 
なぜならば，注解注 1 が適用される場合以外においては，たとえ企業結合により研究開
発用の資産を取得したときであっても，これを配分時に費用処理することが求められるこ
とはなく，資産として計上されるからである39。したがって，研究開発に関する資産を企
業結合により取得した場合で，配分時に費用処理されるのは注解注 1 が適用される場合だ
けである。 
ここで，かかる注解注 1 が適用される場合とは，特定の研究開発目的にのみ使用され，
他の目的に使用できない資産を取得した場合である。そのために，企業結合により取得し
た資産のうち，配分時に研究開発費として費用処理されるのは，特定の研究開発目的にの
み使用され，他の目的に使用できない資産ということになる。かかる理解の仕方は，論点
整理においても，同様である40。 
一部改正基準では，かかる従来の取り扱いが変更された旨が規定されている。  
                                                   
36 企業会計基準委員会，前掲（注 29），6 項。 
37 企業会計審議会「企業結合に係る会計基準」企業会計審議会，2003 年，三，2，（3）。 
38 企業会計審議会「研究開発費等に係る会計基準」企業会計審議会，1998 年，注 1。 
39 企業会計基準委員会，前掲（注 29），6 項。 
40 企業会計基準委員会，前掲（注 31），66 項。 
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その内容は，すでに繰り返し述べているように，従来配分時に費用処理されていた項目
を資産計上することを求めるものである。この点を，注解注 1 の規定に沿ってより具体的
述べれば，特定の研究開発目的にのみ使用され，他の目的に使用できない資産は，取得時
に資産計上されることになる。一部改正基準で定められている項目を仕掛研究開発とりか
いするのであれば，仕掛研究開発とは従来注解注 1 の適用を受けていた項目であると考え
るのが妥当である。すなわち，特定の研究開発目的にのみ使用され，他の目的に使用でき
ない資産が，仕掛研究開発である。これが本節における仕掛研究開発の意味である。  
仕掛研究開発の意味をこのように理解すれば，論点整理における仕掛研究開発の意味と
は次のような点で異なることが分かる。 
すでに述べたように，仕掛研究開発とは，「取得企業が被取得企業から受け入れた研究
開発の途中段階の成果であって，その後の研究開発活動による成果と組み合わせなければ，
生産活動や販売活動に用いることができないもの」である。ここでは，仕掛研究開発の本
質として，①研究開発の途中段階の成果であること，および②取得時には生産活動や販売
活動に用いることができないことが求められていた。それに対して，本節における仕掛研
究開発は，①特定の研究開発目的にのみ使用され，かつ②他の研究開発目的には使用する
ことができない資産であり，研究開発の途中段階の成果に限定されていることはなく，ま
た有形であるか無形であるかも限定されない。限定されているのは，研究開発に用いると
いう取得した資産の保有目的のみである。仕掛研究開発をこのように理解すれば，前節で
あげた疑問点は解消する。 
まず資産性の点については，取得する項目は，途中段階の成果ではなく，研究開発目的
の資産であるから，そもそも資産性が問題とされることがない。 
次に，無形資産一般と区別する必要性であるが，この点は，取得した資産が有形である
か無形であるかに依存すると考えられる。 
本節における理解では，仕掛研究開発を無形のものに限定していない。すなわち，特定
の研究開発目的にのみ使用され，他の目的に使用できない資産であれば，有形であっても
無形であっても仕掛研究開発であるとの理解を採っている。したがって，取得した仕掛研
究開発が無形資産に該当すれば，無形資産一般として認識され，有形資産に該当すれば，
有形資産として認識されることになる。 
最後に企業結合によって取得した仕掛研究開発のみが資産として計上される根拠につ
いては，次節の考察結果に照らして述べるべき問題であるため，次節の考察を終えた後に
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述べることにする。 
 
第 3項 FASBおよび IASBにおける取扱い 
第 1 項で述べたように，わが国における仕掛研究開発の意味を明らかにするための第 2
のアプローチとして， FASB および IASB の仕掛研究開発の取り扱いを検討することが必
要であると考えられる。なぜならば，一部改正基準にも示されているように41，仕掛研究
開発の取り扱いは，コンバージェンスの一環として，国際的な会計基準における取扱いに
整合させる形で変更されたものであり，国際的な会計基準における取り扱いに上記の疑問
点を解消するヒントがあるものと考えられるからである。そこで本項では，FASB におけ
るかつての仕掛研究開発の取り扱いと現在の FASB および IASB の取り扱いをそれぞれ検
討することにする。 
 かつて FASB では，特定の研究開発に用いられ，かつ将来の代替的用途を有さない資産
を取得した場合の会計処理についての規定が存在した42。 
 すなわち，将来の代替的用途を有さない研究開発用資産を取得した場合には，取得時に
全額を費用計上することが求められていた。ただし，研究開発用の資産であっても，将来
の代替的用途を有する場合には，資産として認識されることになる43。 
 ここで，将来の代替的用途が認められる研究開発用資産の資産計上が認められるのは，
現在のプロジェクトを終えた後でも，別のプロジェクトに用いることができるだけの価値
が残存するからであると説明されることがある44。 
また，ここでいう研究開発用資産については，有形であるか，無形であるかは問題とさ
れていない45。さらに，SFAS2 号に関する解釈指針である FIN4 号においては，取得した
研究開発用資産が個別に取得したものであるか，または企業結合によって取得したもので
あるのかは問題とされない旨が規定されている46。 
 かかる規定に対応する規定は，わが国の会計基準に見出すことができる。それが，研究
                                                   
41 企業会計基準委員会，前掲（注 29），7 項。 
42 Financial Accounting Standards Board, Statement of Financial Accounting Standards 
No. 2: Accounting for Research and Development Costs, FASB, 1974, pars. 11a-11c. 
43 Ibid. 
44 L. Nakamura, “Intangibles:What Put the New In the New Economy ?,” Business Review, 
1999. p. 8. 
45 FASB, op. cit., supra note (41), pars 11a-11c.. 
46 Financial Accounting Standards Board, FASB Interpretation No. 4: Applicability of 
FASB Statement No. 2 to Business Combinations Accounting for by the Purchase Method, 
1975, par. 5. 
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開発基準の注解注 1 である。SFAS2 号において将来の代替的用途がないという用語は，注
解注 1 では，他の目的に使用できないと表現され，研究開発に用いる資産であることは，
特定の研究開発目的にのみ使用されるという表現からうかがい知ることができる。この点
は，研究開発基準が SFAS2 号を模範としたものであることからしても明らかであるとい
える47。 
 一方で，IASB では，将来の代替的用途を有さない研究開発用資産を取得した場合であ
っても，他の資産と同様に資産として認識することが求められていた48。 
 このように，かつては，将来の代替的用途を有さない研究開発用資産について，FASB
と IASB とで異なる会計処理が定められていた。しかし，その後のコンバージェンスの過
程で，この点が問題とされ，現在では，FASB が IASB の取り扱いに整合させる形で，企
業結合により取得した場合に限定されるものの，将来の代替的用途を有さない研究開発用
資産についての従来の取り扱いを変更し，取得時に資産計上することとされた49。かかる
変更の理由については，①仕掛研究開発が業績に与えるインパクトが大きいために，FASB
基準と IFRSｓの差異が情報利用者に与える影響が大きいこと，②仕掛研究開発をベース
にした経営者の裁量の余地が懸念されていたこと，および③仕掛研究開発を資産計上する
ことが財務諸表の有用性を高めることがあげられる50。 
また， FASB 基準における仕掛研究開発の取り扱いの変更理由については，上記以外に
も，企業結合により取得した資産の認識に係る原則を徹底するという点があげられる51。
すなわち，企業結合および無形資産に関する SFAS141 号および SFAS142 号のもとでは，
識別可能な無形資産をのれんと区別して認識することが求められており，無形資産と認め
られる仕掛研究開発も資産計上すべしとされる52。 
一部改正基準で示されていた国際的動向とは，まさにこの FASB 基準の改正のことを指
していると考えるのが妥当であると思われる。また，そうであるならば，一部改正基準に
おける仕掛研究開発を注解注 1 で対象とされる項目，すなわち特定の研究開発目的にのみ
                                                   
47 北村敬子「『研究開発費等に係る会計基準の設定に関する意見書』の経緯と概要」『企業会計』
第 50 巻第 7 号（1998 年），75 頁。 
48 International Accounting Standards Board, International Financial Reporting 
Standards No. 3: Business Combination, IASB, 2003, par. BC149. 
49 FASB, op. cit., supra note (41), par. 3A. 
50 伊藤，前掲（注 1），61 頁。 
51 B. Lev and Z. Deng Lev, “In-process R&D: To capitalize or expense? ,” Journal of 
ENGINEERING ANS TECHNOLOGY MANAGEMENT, 2006, p. 23. 
52 Ibid. 
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使用され，他の目的に使用できない資産と理解することが自然であるように思われる。反
対に，FASB および IASB においても，仕掛研究開発は，研究開発の途中段階の成果には，
限定されていない。限定されているのは，保有目的と将来の代替的用途の有無だけである。
したがって，取得した研究開発用の資産が研究開発の途中段階の成果であってもなくても，
仕掛研究開発となりうるといえ，また有形資産であっても無形資産であっても仕掛研究開
発であるか否かを左右する問題であるとはいえない。 
問題は，なぜ企業結合によって取得した一定の研究開発目的資産のみが資産計上を求め
られるのかである。仮に企業結合以外の手段によって取得した場合，たとえば，個別に取
得したケースにおいては，SFAS2 号のもとで取得時に費用計上されることになる。これは，
わが国においても同様であり，一部改正基準の規定のあり方に反映されている53。 
 いずれにしても，仕掛研究開発をめぐる国際的な動向の観点からみた場合にも，わが国
の制度における仕掛研究開発は，論点整理のものとはかなり異なったものであるというこ
とができる。 
 
第 4 項 わが国制度における仕掛研究開発の意義 
 本項では，前項での考察を受けて，一部改正基準，仕掛研究開発についていかなる会計
処理を定めているのかについて結論を述べることにする。 
 結論から述べれば，わが国の一部改正基準は，文字通り従来の会計処理を変更するもの
であり，新たに会計処理を追加するものではない。なぜならば，仕掛研究開発の処理は，
あくまでこれまでの会計処理を変更するものと明示されているからである54。 
したがって，改正の内容は，これまで取得時に全額費用計上されていた将来の代替的用
途を有さない研究開発用資産を，取得時に資産計上することを求めるものにすぎない。し
たがって，一部改正基準における仕掛研究開発は，被取得企業から取得した資産で，研究
開発目的にしか使用できないものである。 
このように考えれば，第 1 項であげた疑問点が生じる理由が明らかになる。 
それは，論点整理と一部改正基準の仕掛研究開発は，互いに対応していないことである。 
すなわち，論点整理における仕掛研究開発という概念の理解と一部改正基準において仕
掛研究開発として会計処理の対象となっているものが異なっている。 
                                                   
53 企業会計基準委員会，前掲（注 29），2 項。 
54 同上，同項。 
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その原因は，海外の基準において，仕掛研究開発と呼ばれている項目は，研究開発目的
の資産のこと指しているにすぎないのであって，被取得企業から受け入れた研究開発の途
中段階の成果である必要もなければ，無形資産である必要もないにもかかわらず，この点
を無視していることである。 
したがって，論点整理で理解されているような仕掛研究開発は依然として資産計上され
る余地はないと考えられる。 
重要なのは，従来，企業結合によって取得した研究開発に用いる資産は，将来の代替的
用途の有無にかかわらず資産計上されるということである。さらに，仕掛というのは，被
取得企業から研究開発を引き継いでいるということでもないと解される。取得企業がこれ
からも継続しておこなっていく研究開発活動であることを示しているにすぎないといえる。 
 本節の考察は，結果として，仕掛研究開発に対する認識が論点整理と一部改正基準とで
異なっていることを示すものになった。かかる考察は，単に制度の必ずしも明らかでない
前提を確かめる作業をおこなったにすぎないといえる。しかし，かかる考察をすることに
よって，仕掛研究開発の本来の意味とその取り扱いの妥当性が明らかとなり，今後の研究
のための基礎的な理解が得られたものと考えられる。 
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第 4節 無形資産の識別可能性と資産性 
 
第 1項 考察の趣旨と全体的な流れ 
前章までにおいて，各設定主体の会計基準における無形資産の認識のあり方やその理論
的背景が明らかとなった。また，その結果として，識別可能性が無形資産の認識に関する
要件としていかに規定されているのか，すなわち識別可能性の意義についても一応の理解
が得られ，識別可能性の目的または必要性，そのような目的のために識別可能性の有無に
ついての判断が求められる場面とそこでの役割，および識別可能であるための条件が明ら
かとなった。 
しかし，これまでの考察により無形資産の認識に関して様々な事項が明らかとなる一方
で，識別可能性についていまだ明らかとなっていない事項も存在するように思われる。そ
れは，無形の項目が識別可能であることと資産であると認められることにはいかなる関係
があるのかという問題，いわば識別可能性と資産性の関係性である。 
以下に述べるように，かかる問題を検討する作業を終えるまでは，識別可能性の意義に
ついて現行制度がいかなる理解を前提としているのかが明らかにならず，識別可能性につ
いての本論文の考察が不十分なものとなってしまうように思われる。 
そこで本節では，識別可能性と資産性の関係について，アプローチの仕方および考察の
意義を示しながら考察を進めていき，識別可能性の意義に対する本論文の理解を補完する
ことにしたい。 
 
第 2 項 問題の所在 
現行制度においては，識別可能資産という言い回しに象徴されるように，識別可能であ
るか否かは，資産であるか否かに影響を及ぼすものではない。なぜならば，識別可能であ
るか否かによって，資産であるか否かが左右されるのであれば，単に資産と呼べばよいの
であり，ことさらに識別可能という修飾語を付加する必要はないように思われるからであ
る。その場合には，識別可能な資産は資産であり，識別不能な資産は存在しないことにな
るはずである。識別可能性と資産性の関係についての以上のような理解は，識別可能性に
関する現行の規定をみても明らかである。 
たとえば IAS38 号によれば，資産
・ ・
が識別可能であるとされるためには，（a）分離可能，
すなわち，企業から分離または分割可能であり，かつ，企業がそれを意図しているか否か
180 
 
に関わらず，単独で，または関連する契約，識別可能な資産，もしくは負債と合わせて，
売却，移転，ライセンス，賃貸，または交換することができるか，または（b）契約，も
しくは法律上の権利が移転可能であり，もしくは企業，もしくは他の権利および義務から
分離可能であるか否かに関わらず，かかる権利から生じなければならないとされ55，すで
に資産性が認められた項目について識別可能性の有無が問題とされている。また，雑誌論
文上も，かかる理解を前提として無形資産の分類のあり方が論じられることもある56。 
このように，現行制度上，識別可能か否かが判断されるときにはすでに資産であること
が前提とされている。ただし，かかる規定は IASB 基準におけるものであり，FASB 基準
によった場合には多少適用関係が異なってくる。しかし，識別可能性が適用される場合に
は，資産性が前提とされる点においては両基準とも異なるところはなく，またわが国基準
においてもそれは同様である。 
したがって，以下では，説明の便宜上，基本的には IASB の会計基準を参照し，必要な
ときには FASB の会計基準等にも触れていくという方針で考察を進めていきたい。 
さて，現行制度上，識別可能性は資産性を前提としていると述べたが，かかる関係性は，
現行の会計基準上明示的には規定されていない。要するに，識別可能であることが，資産
であるか否かに影響を及ぼさないことの根拠は現行制度上かならずしも明らかではない。 
規定上は，資産か否かの検討をしたうえで識別可能か否かを判断することが当然のこと
とされている。 
しかし，先に示した識別可能であるための条件を鑑みれば，識別可能か否かが資産であ
ることに影響を及ぼす可能性を否定できないのではないかとも考えられる。 
実際，IAS38 号の結論の背景の箇所に目を転じてみると，識別可能性の意味内容をより
明確化するプロジェクトにおいて，IFRS3 号の公開草案に対してコメントを寄せた者のな
かに，無形資産が分離可能であること（識別可能であるための十分条件の 1 つ）と無形資
産を支配していること（資産の定義を満たすための必要条件）の関係性に疑問を抱く者が
いたとされる57。IASB は，これを受けて，かかる疑問点に対して，一定の回答を示したと
され，そこでは，取得した無形資産について交換取引が存在していることが証明できれば，
かかる無形資産は，分離可能であることはいうに及ばず，取得した企業にとって支配可能
                                                   
55 IASB, op. cit., supra note (12), 1998, par. 11. 
56 梅原秀継「公正価値測定と資産・負債の認識規準―無形資産と偶発債務の認識を中心として」
『企業会計』第 56 巻第 12 号（2004 年），30 頁。 
57 Ibid., par. BC12. 
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であるという見解が示されたという58。 
しかし，かかる回答では両要件の関係性について何ら結論が述べられていないように思
われる。かかる回答により関係性が述べられているとわかるのは，交換取引の存在（実績）
が識別可能性の有無および支配の有無の立証にいかに役立つのかという点についてのみで
あり，識別可能性と支配の可能性の関係性，すなわち，無形資産が識別可能であれば，当
該無形資産を支配していることになるのか否かは依然として明らかではない。 
したがって，現時点において，少なくとも基準上は，識別可能性と資産性の関係性につ
いて明確な見解が示されているとはいえない。そのために，規定の内容から推察されるの
は，識別可能であるか否かは資産の定義を満たすか否かにかかわりなく決まること，また
は識別可能か否かが問題となる時にはすでに資産の定義を満たすか否かが決まっているこ
とである。換言すれば，現行制度上，無形の項目が識別可能であるか否かは，当該項目が
資産であるか否かに影響を及ぼすことはなく，無形の項目が識別可能であろうと識別不能
であろうと当該項目は資産となりうるとの暗黙の前提が置かれている。 
しかし，かかる状況のもとでは，次のような問題が生じるおそれがあると考えられる。 
識別可能性と資産性の関係について，実際には無形の項目が識別可能でない場合には，
当該項目は資産とはなりえないという帰結が導かれうる場合，現行制度が前提としている
識別可能性と資産性の関係性が崩れることとなり，この前提に基づいて規定されている事
項がすべて矛盾したものとなる可能性がある。 
たとえば，現行制度のもとでは，識別不能無形資産に該当する項目が存在するが，かり
に識別不能であれば資産ではないとの結論に基づくとすれば，このような項目は存在しな
いこととなり，存在しない項目について会計処理が規定されていることになる。 
他方，かりに識別可能性と資産性の関係性を確かめた結果，現行制度の前提に誤りがな
いことが分かったとしてもそれはそれとして会計制度を評価・改善していく上で有益なこ
とであるように思われる。 
そこで本節では，識別可能性と資産性の関係性を検証し，無形資産の認識のあり方に対
する現行制度の前提が成り立つのか否かを確かめたい。 
 
第 3 項 考察のアプローチ 
 本節では，識別可能性の有無が，資産性の有無にいかなる影響を及ぼすのかについて考
                                                   
58 Ibid. 
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察を行うことを目的としている。かかる目的を果たすためにはいかなるアプローチに基づ
き考察をおこなうことが本節の考察のためにもっとも有効なのであろうか。 
この点，考えうる有効なアプローチは，現行制度上の判断プロセスを逆転させて考えて
みることであるように思われる。すなわち，識別可能か否かを所与として資産性の判断を
おこなうことが有効であるように思われる。 
具体的には，まず，取得した無形の項目が無形資産の定義を満たすか否かを判断する必
要のある場面を，識別可能か否か，識別可能であればどのような条件を満たすがゆえに識
別可能であるのかという観点からさらに 4 つの場面に区分する。 
そのうえで，それぞれの場面において無形の項目の有する識別可能性に関する特徴が資
産か否かの判断にいかなる影響を及ぼすのかについて，FASB および IASB の関連する基
準の規定に照らして論理的に検討する。かかるアプローチが有効であるように思われる。 
かかるアプローチは，制度の前提を一度疑ってみる姿勢から出たものであり，かかるア
プローチによって考察を行えば，識別可能性と資産性の関係性に関する現行制度の暗黙の
前提が妥当であるか否かについて一定の見解を得ることができるように思われる。 
そこで本節ではこのようなアプローチに従って，考察を加えていくことにしたい。  
まずは，条件設定として，考察の対象として設定する 4 つの場面における具体的な状況
を規定する。 
すなわち，取得した無形の項目が資産の定義を満たすか否かが問題となる場面を，識別
可能か否か，識別可能であるならばいずれの要件を満たすかという 2 つの観点から以下の
4 つに分類する。 
①識別可能であり，その 2 つの要件，すなわち，契約法律規準と分離可能性規準のいず
れをも満たす場面， 
②識別可能であり，その 2 つの要件のうち，契約法律規準のみを満たす場面， 
③識別可能であり，その 2 つの要件のうち，分離可能性規準の身を満たす場面， 
④識別可能でない場面 
以下では，考察の対象となる場面を以上のように分けたうえで，それぞれの場面におけ
る識別可能性と資産性の関係性について考察をおこなう。 
 
第 4 項 識別可能性と資産性の関係 
1 識別可能であり，契約法律規準と分離可能性規準のいずれをも満たす場合 
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 まずは，無形資産が契約または法律上の権利から生じ，かつ企業から分離して譲渡等す
ることができる場合に，その事実が資産性の判断にいかなる影響を及ぼすのかを考察する。 
このような要件を満たす無形資産について，IAS38 号では，多くの無形資産は，分離可
能性規準と契約法律規準のいずれをも満たすとされており59，無形資産として認識される
多くの項目に当てはまるケースと考えられる。 
また，同じく IAS38 号では，無形資産の認識に関して，契約または法律上の権利から生
じたことがどのような事柄にいかなる影響を及ぼすのかについて参考になる規定が置かれ
ている60。 
これらの規定には，無形資産の定義，とりわけ資産の定義を満たすために必要な支配の
要件に関する定めが置かれている。すなわち，これらの規定では，無形資産となりうる項
目について資産の定義を満たすためには，支配の要件を満たさなければならないとしたう
えで61，その要件を満たすためにはいかなる手段が必要であるのか，またかかる要件を満
たす具体的なケースとはどのような場合であるのかが定められている62。 
ここでいう支配の要件とは，資産の定義の要素，いいかえれば資産の本質的特徴の 1 つ
として概念フレームワークに掲げられている性質の 1 つとされる63。無形資産となりうる
項目が，かかる支配の要件を満たすためには，強制可能な法律上の権利が存在していれば
十分とされる64。ただし，あくまで法律上の権利の存在は十分条件として規定されている
ものであるから，かかる条件が満たされない場合であっても，他の何らかの手段によって
支配の要件が満たされる場合があるという65。 
 したがって，契約または法律上の権利から生じた無形資産となりうる項目についてこれ
らの規定に照らしていいうることは，無形資産となりうる項目が，契約または法律上の権
利から生じたものである場合には，その項目は，資産の定義を満たすための支配の要件を
満たしているということである。 
 一方で，IAS38 および IASB 概念フレームワークでは，無形資産（または単に資産）が
もたらす（と期待される）将来の経済的便益について定められている66。 
                                                   
59 Ibid., par. BC10. 
60 Ibid., pars. 13-16. 
61 Ibid. 
62 Ibid. 
63 Ibid., pars. 8-17. 
64 Ibid. 
65 Ibid. 
66 Ibid., par. 17, and International Accounting Standards Board, Framework for 
184 
 
そこでは，たとえば無形資産からもたらされる将来の経済的便益には，いかなるものが
含まれるのかが定められている。すなわち，無形資産からもたらされる将来の経済的便益
には，製品またはサービスの販売による収益，コスト削減，または企業による当該無形資
産の使用の結果としてもたらされる他の便益があるとされる67。 
さらに，より具体的な例として，知的財産を製造活動に用いることで，将来の収益が増
加するのではなく，将来の製造コストが削減される場合があげられている68。 
また，IASB の概念フレームワークでは，資産の将来の経済的便益は，どのようにして
もたらされるのかについて，具体例が挙げられている69。当該規定によれば，資産の将来
の経済的便益は，さまざまな方法により企業にもたらされ，たとえば，（a）単独で，また
は他の資産と組み合わせて，企業が販売する財またはサービスを生産するのに用いられ，
（b）他の資産と交換され，（c）負債を決済するのに用いられ，または（d）その企業の株
主に分配される70。 
さらに，FASB 概念フレームワークでも，資産，現金以外の資産がどのようにして便益
をもたらすのかについて次のように規定されている71。 
 
現金以外の資産は，現金またはその他の財貨もしくは用役と交換されることに
よって，財貨もしくは用役を生産するため，または他の資産の価値を高めるため
に用いられることによって，または負債を決済するのに用いられることによって，
ある実体に便益をもたらす。 
 
 これらの規定に鑑みれば，企業から分離して譲渡等することが可能な無形資産は，先に
示したいずれかの方法により経済的便益をもたらすといえる。 
たとえば，その無形資産を複製することにより商品として販売すること，無形資産につ
いて他者とライセンス契約を締結すること，無形資産をリース物件とするリース契約を締
結すること，または他の資産と交換することによって，保有する無形資産に対して経済的
                                                                                                                                                          
Preparation and Presentation of Financial Statements, IASB, 1998, par. 4. 10. 
67 Ibid. 
68 Ibid. 
69 IASB, op. cit., supra note (64), par. 4. 10. 
70 Ibid.. 
71 Financial Accounting Standards Board, Statement of Financial Accounting Concepts No. 
6: Elements of Financial Statements, FASB, 1985. par. 30（平松一夫・広瀬義州訳『FASB
財務会計の諸概念（増補版）』中央経済社，2002 年, 299 頁）. 
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便益を期待することができる。 
ただし，それを企業が意図または予定していない場合にも，無形資産が将来の経済的便
益をもたらすといえるのか，すなわち経済的便益の存在のために企業の意図が必要とされ
るか否かについては，いずれかの規定にはっきりとした答えを見出すことはできないよう
に思われる。もし仮に企業が意図している方法によらなければ，無形資産が将来の経済的
便益をもたらすとはいえないということになれば，当該無形資産について企業が意図した
経済的便益の存在が何かが問題となる。ただし，この点については，現行制度上，無形資
産の実質的な認識規準である識別可能性を満たすために，分離可能であることが十分条件
とされ，さらに分離可能であるためにそれを企業が意図しているか否かを問題としていな
い72ことに鑑みれば，分離して譲渡することによる経済的便益を得ることに企業の意図を
求める必要はないと考えるのが妥当であるように思われる。 
しかし，仮に企業の意図がない場合には分離して譲渡することによって将来の経済的便
益がもたらされるとはいえないとの前提を置いたとしても，企業は，分離して譲渡するこ
と以外の別の方法により将来の経済的便益がもたらされるのか否かを判断することにより，
経済的便益の有無を立証する余地が残されている。 
そのような場合とは，たとえば，他の財またはサービスの生産に用いることなどの使用
による経済的便益の流入の途が立証できるときである。すなわち，企業から分離して譲渡
等するというのは，いってみれば企業の外部者との取引であるといえる。そのために，経
済的便益がもたらされるといえるために残された可能性は，外部との取引以外の手段によ
り経済的便益がもたらされることである。 
したがって，無形資産となりうる項目を企業から分離して譲渡等することを意図してい
ない企業が，その項目に係る経済的便益を別の手段により実現するすれば，それは財また
はサービスの生産などの内部的な使用の途であると結論づけることができる。  
かりにこの要件を満たさない場合には，当然のことながら資産としての定義を満たさな
いこととなる。 
 このように，契約法律規準と分離可能性規準のいずれをも満たす無形の項目は，（分離し
て譲渡等する意図が存在しない場合に，そのままでは経済的便益の存在という資産の定義
を満たすための要件を満たさないとされるときを除いては）資産の定義における支配の要
件と経済的便益の存在の要件を満たすといえ，その結果として資産の定義を満たす項目で
                                                   
72 IASB, op, cit., supra note (12), par. 11. 
186 
 
あると認められる。 
要するに，契約法律規準と分離可能性規準のいずれをも満たす無形の項目は，同時に無
形資産の定義をも満たすことが明らかになった。 
 このように，識別可能性について一定の特徴を有することを所与としたうえで，資産性
の有無を判断することにより，現行制度の前提を検証することが本章で採用するアプロー
チである。以下，これまでとは異なる特徴をもった無形資産について，同様のアプローチ
により考察を進めることとする。 
 
2 識別可能であるが，契約法律規準のみを満たし，分離可能性規準は満たさない場合 
 無形の項目が契約または法律上の権利から生じるものの，それを保有する企業から分離
して譲渡等することができない場合，その事実は，当該項目が資産であるか否かの判断に
いかなる影響を及ぼすのであろうか。 
 そもそも，識別可能性について，上記のような特徴をもった無形の項目とは，たとえば
いかなる項目であろうか。 
この点について，IAS38 号では，契約または法律上の権利から生じるが，企業全体から
容易には分離できない項目の具体例があげられている。たとえば，ある管轄区域内の法律
によれば，企業に付与された許諾権（ライセンス）は，企業全体を売却する場合を除いて，
移転できない項目である73。 
 すでに述べたように，法律上の権利から生じた無形資産となりうる項目は，資産の定義
における支配の定義を満たすといえる。したがって，資産性の有無について 1 つの問題は
すでにクリアしたことになる。 
 一方で，無形資産となりうる項目が分離可能性規準を満たさないという場合，当該項目
は，企業から分離して譲渡等することによって企業に経済的便益をもたらすことはできな
いことになる。そのために，当該項目が他の方法によっても経済的便益をもたらさないと
される場合には，資産の定義における経済的便益の要件を満たさないことになる。反対に，
当該項目が資産であるといえるためには，当該項目が企業から分離して譲渡等すること以
外の方法によった場合，企業に何らかの経済的便益をもたらすことが明らかになる必要が
ある。では，当該項目が経済的便益をもたらすといえるのはいかなる場合であろうか。 
                                                   
73 Ibid., par. BC10. 
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この点については，すでに述べたように，無形資産となりうる項目が分離可能性規準を
満たさない場合，当該項目が経済的便益をもたらす方法は，内部的に使用することである
といえる。たとえば，財またはサービスの生産に用いられる場合が想定される。このよう
な方法により，当該項目から経済的便益がもたらされることが明らかとならない場合には，
当然のことながら，資産の定義における経済的便益の要件をみたないことになり，当該項
目は，資産ではないという結論に至ることとなる。 
このように，契約法律規準を満たすが，分離可能性規準は満たさない無形資産となりう
る項目については，分離して譲渡等することができないために，他の手段により経済的便
益がもたらされるか否かが資産か否かの分かれ目になると考えられる。 
 
3 識別可能であるが，契約法律規準を満たさず，分離可能性規準のみを満たす場合 
 続いて，契約または法律上の権利から生じないが，企業から分離して譲渡等することの
できる無形の項目について，その特徴が，資産性の判断にいかなる影響を及ぼすのかを考
察する。 
かかる特徴をもった無形資産，すなわち法律上の権利から生じるものではないが，企業
から分離して譲渡可能な無形資産の具体例として，IAS38 号では契約によらない顧客との
関係性があげられている74。 
 このような項目が資産であるか否かは，いかにして判断されるのであろうか。 
まず，分離可能である点に着目すると，当該項目からは，少なくとも，それを企業から
分離し，譲渡等することによって，企業に経済的便益がもたらされることとなる。ただし，
ここでも更なる要件の必要性について問題となる。すなわち，分離可能性を満たしている
ことが意味しているのはあくまでも当該項目が分離して譲渡等できるということだけであ
って，企業が当該項目を分離して譲渡等することを意図していることまで含意していない。
そのために，かりに企業が意図していなければ，分離可能であっても，経済的便益の要件
が満たされたとはいえず，企業が意図している方法によりもたらされる経済的便益の存在
を明らかにする必要があるとされる場合もかんがえられる。 
そこで，かりに当該項目が分離可能であるものの，それを企業が意図していれば，経済
的便益を満たさないとする前提を置いた場合，企業はどのような方法に基づいて当該項目
から経済的便益を享受しうるのかを明らかにしなければならなくなる。要するに，分離し
                                                   
74 Ibid., pars. BC11-BC14. 
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て譲渡する以外に，経済的便益をもたらす方法として何があるのかを考えなければならな
くなるのである。この点については，すでに述べたところと同様であり，内部的に使用す
るなどして経済的便益がもたらされるか否かを検討することになるものと思われる。  
続いて，契約法律規準を満たさない点について考察する。かかる性質を有さない項目は，
契約または法律上の権利から生じたことを理由に，資産の定義における支配の要件を満た
すとはいえないので，契約または法律上の権利によらずに，当該項目に対する支配が他の
何らかの手段によってもたらされることを明らかにしなければならない75。ただし，この
点については，IAS38 号の結論の根拠を述べた箇所において，次のようなことが述べられ
ている。 
 改正前の IAS38 号および現行の IAS38 号についての公開草案では，顧客との関係性ま
たは企業に対する顧客のロイヤリティを保護する法律上の権利または支配する他の手段が
ない場合，通常は当該顧客との関係性および顧客のロイヤリティからもたらされる経済的
便益に対する支配は不十分になるとされていた76。つまり，法律上の権利その他の権利が
存在しないかかる無形の項目については，資産と認められるための支配の要件が満たされ
ないとしていたのである。 
 しかし，公開草案 ED3 企業結合に付随するイラストによる具体例案では，企業結合に
より取得した顧客との関係性が契約から生じない場合でも，当該関係性が分離可能性規準
を満たすときには，無形資産としてのれんから分離して認識されるとしている77。 
 かかる規定によれば，分離可能性規準を満たす場合には，それと同時に支配の要件も満
たされることになる。 
さらに，当該公開草案では，同一種類の資産または類似種類の資産に関する交換取引の
存在は，契約によらない顧客との関係性についての分離可能性の証拠となり，また公正価
値を見積もるさいに考慮されなければならない交換価格に関する情報になるとされる。 
要するに，無形資産か否かが問題となる項目について同一種類の資産または類似種類の
資産に関する交換取引があったことを示す証拠があれば，それによって当該項目の分離可
能性が認められるとしている78。したがって，外部から取得した無形資産となりうる項目
は，すべて分離可能ということになる。外部から取得できたものについては，将来におい
                                                   
75 Ibid., pars. 8-17. 
76 Ibid., pars. BC11-BC14. 
77 Ibid. 
78 Ibid. 
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ても，企業から分離して譲渡等することができるというのである79。 
しかし，ここで問題となるのは，なぜ分離可能であると認められる項目は，無形資産と
して計上されるのかである。より厳密にいえば，分離可能であると認められた項目は，な
ぜそれだけで無形資産の定義，とりわけ支配の要件を満たすことになるのかである。なぜ
ならば，分離可能であるとしたところで，資産に対する支配の存在が，契約または法律上
の権利以外の手段によって明らかにされたとはいえないのではないかと考えられるからで
ある。 
この点についても，IAS38 号，交換取引の存在が資産に対する支配の存在を示す証拠に
なるとしている。すなわち，問題となる項目について，同一種類の資産または類似種類の
資産に関する交換取引の存在が認められれば，それは，当該項目が分離可能であることの
みならず，当該項目からもたらされると期待される将来の経済的便益を支配できることを
示す証拠になるという80。 
 したがって，このような特徴を有する無形の項目に対して支配が存在していることを明
らかにするためには，同一種類の資産または類似種類の資産について交換取引が存在する
ことを示せばよいということになる。ただし，交換取引の存在は，あくまで，当該項目に
対する支配の存在および当該項目の分離可能性が認められるための十分条件であって必要
条件ではない。すなわち，交換取引が存在しないからといって，ただちに当該項目に対す
る支配の存在および当該項目の分離可能性がともに否定されることにはならない。つまり，
他の何らかの手段によっても，支配の存在および分離可能性を明らかにする可能性がある
ということである。 
 ただしこの点については，同一種類の資産または類似種類の資産について交換取引の存
在しない無形の項目については，通常
・ ・
の
・
場合
・ ・
，支配の存在および分離可能性は立証できな
いとされている81ことから，交換取引の存在しない無形の項目が資産の定義を満たすこと
は想定されていないことがうかがえる。 
 
4 識別可能性を満たさない場合（契約法律規準と分離可能性規準の両方を満たさない場
合） 
                                                   
79 Ibid., par. BC13. 
80 Ibid. 
81 Ibid. 
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 最後に，契約または法律上の権利から生じた項目ではなく，かつ分離可能でもない項目，
すなわち識別不能な項目について，その資産性の判断がいかになされるのかを考察する。 
まず，分離可能性規準を満たさないことによる資産性への影響についてはどのように理
解できるであろうか。 
分離可能性の有無はこれまで述べてきたように，経済的便益の存在という要件に関連する。
すなわち，分離可能であれば，一定の場合を除いて，経済的便益の存在が認められるため
に，資産の定義における経済的便益の要件を満たすことになる。 
一方で，分離可能でない場合には，他の何らかの方法により経済的便益がもたらされるこ
とを明らかにしなければならない。かりに，他の何らかの方法による場合に経済的便益が
もたらされるのであれば，経済的便益の要件が満たされることとなり，反対に，他の何ら
かの方法によっても，経済的便益がもたらされない，いいかえれば経済的便益がもたらさ
れる方法が存在しないのであれば，経済的便益の要件が満たされないこととなる。  
一方で，契約または法律上の権利から生じた項目でないことが資産であるか否かにどう
影響するのであろうか。 
契約または法律上の権利から生じないことの意味は，これまでの考察からも明らかである。
すなわち，権利から生じたこと以外の何らかの手段によって，当該項目に対する支配の存
在を明らかにしなければならないということである。もしかりに，支配の存在が明らかに
ならなければ，当該項目は資産の定義における支配の要件を満たさないことになる。この
点については，すでに述べたように，当該項目について同一種類の資産または類似種類の
資産に関する交換取引の存在が認められれば，当該項目は支配可能であり，かつ分離可能
であるとみなされることから，支配の存在を明らかにするためには，交換取引の存在が鍵
となる。 
しかし，ここでは，分離可能でないことを与件としていることから，交換取引の存在が否
定される。なぜならば，分離可能であることは，交換取引が存在するための必要条件であ
るからである。換言すれば，交換取引が存在するのであれば，分離可能であるはずであり，
反対に分離可能でないのであれば，交換取引は存在しないことになる。そうであれば，資
産と認められるためには，交換取引が存在しないことを前提として支配の存在を明らかに
しなければならない。 
この点については，すでに述べたように，IAS38 号では，交換取引が存在しない場合に
は，通常，支配の存在および分離可能性が認められることはないとされている。ただし，
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支配の存在が認められないのは通常の場合であって，常に認められないわけではない。つ
まり，交換取引の存在によらずして，支配の存在を明らかにすることができれば，支配の
要件を満たすこともありうる。 
では，そのような場合が存在するといえるのであろうか。つまり，契約または法律上の権
利から生じたものではなく，かつ交換取引の実績がない項目について，その支配の存在を
明らかにできる場合など存在するのであろうか。 
この点，少なくともいえることは，交換取引が存在しない場合であっても，分離可能であ
るか，または支配の存在が認められるケースは通常
・ ・
のところ存在しないということである。
ここで，通常という言葉の意味が問題となる。 
すなわち，現実にそのような場合が観察されたことを受けて，「通常はないとはいえるが
常にないとまではいい切れない」としているのか，それとも，「観察されたことはないが，
可能性として考えられるとしているのか」，それともそれ以外の背景があるかによって，通
常の解釈が異なるように思われる。 
もし最初のケースであれば，「ときに分離可能でありうる，または支配しうる」というこ
とになるが，2 番目のケースでは，「事実上，存在しない」と考えて問題ないといえ，その
他の場合にもまた別の解釈がありうることとなる。ただし，かりに，そのような場合が存
在し，支配の要件が満たされたとしても，それだけでは，資産の定義を満たしたことには
ならない。なぜならば，ここでは，分離可能でないことを前提としているので，すでに述
べたように，分離して譲渡等すること以外の方法による経済的便益の存在を立証しなけれ
ばならないからである。 
したがって，識別可能でない項目が資産であるのか否かについて結論としていえること
は，支配の要件が満たされるケースは通常存在せず，その意味では，識別可能でない資産
は，通常，資産の定義を満たさないといえる。また，かりに支配の要件が満たされたとし
ても，さらなる要件として経済的便益の存在が認められるために，分離して譲渡等するこ
と以外の方法により経済的便益がもたらされることを明らかにしなければならないという
ことである。つまり，識別可能でない≒資産でないということである。 
 それでは，これらの考察結果を踏まえると，現行制度上の前提は成り立つといいうるの
であろうか。すなわち，識別可能性の判断に先行して資産性の判断が行われるという前提
は，成り立つのであろうか。または，現行制度の識別可能性の要件は，認識規準として作
用しうるものなのであろうか。 
192 
 
 結論からいえば，現行制度の前提は成り立たないとまではいえず，一応成り立つとする
のが妥当であるように思われる。 
ただし，これまで述べてきたところから明らかなように，識別可能性の有無は，資産か
どうかの判断に影響を及ぼす。すなわち，識別可能性についての判断を抜きにして，資産
性の判断はできない。もちろん，識別不能であるからといって，資産ではなくなるという
わけではない。しかし，識別可能性の判断は，資産性の判断の基礎となりうるものであり，
少なくとも，資産性の判断を終えた後に，それとは独立しておこなわれるものではない。 
すなわち，識別可能であるか否かは，無形の項目が資産か否かを判断するうえで検討を
必要とする前提事項であるといえる。無形資産として認識すべきか否かを判断する局面で
はなく，そもそも資産であるか否かに大きな影響を与える特徴なのである。  
したがって，資産か否かの判断を終えた項目について，識別可能性の有無の観点からおこ
なっている判断は，すでに識別可能か否かが明らかになっており，それを前提として資産
か否かが確定している項目を，識別可能性の観点から改めて分類する作業にすぎず，識別
可能性の判断によって新たに何らかの性質が明らかになるものではないといえる。 
したがって，識別可能性の有無は認識規準として作用するというよりは，認識すべきか否
かの判断の基礎となる分類規準として作用しているにすぎないといえる。 
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終 章 総括と展望 
 
第 1節 総括 
 本節では，本論文の総括をおこなう。 
すなわち，まず本論文の問題意識を振り返った後で，これまでの考察によって何が明ら
かになったのか，そしてそのことにどのような意義が認められるのかについて述べる。ま
た，反対に何が明らかにならなかったのか，さらにこれに関連する今後の課題は何かにつ
いてもあわせて述べる。 
本論文における目的は大きく 2 つに分けられた。 
第 1 に，無形資産の認識のあり方を各時代または各設定主体の制度内容に照らして明ら
かにし，識別可能性の意義を明らかにすることであった。 
識別可能性の意義とは，識別可能性が無形資産の認識に係る要件として規定される理由
である。 
本論文ではかかる識別可能性の意義を明らかにすることの重要性を認識したうえで，各
制度における無形資産の認識のあり方を整理することを通じて識別可能性の意義を明らか
にすることを試みた。 
かかる考察によって次のようなことが明らかになった。 
まずは無形の項目の特徴と範囲に関するものである。 
本論文では，時代や制度によって無形の項目の特徴は様々であり，特徴の違いが無形資
産の認識のあり方に対する理解に影響する可能性があるとの認識に立ち，各制度における
無形の項目の特徴を法律による保護の有無および権利または支配の対象が無形か否かとい
う 2 つの観点から整理した。 
その結果として，各制度における無形の項目の特徴と範囲を何らかの理屈を持って説明
づけることは難しく，むしろ各制度のもとで列挙される無形の項目は，その時代または地
域において無形資産になりうる項目として一般に考えられていたものと理解する方が自然
であるとの結論に至った。 
しかし，各制度が想定している無形の項目の特徴を自らの視点で整理して得られた理解
は，今後，各制度間の取り扱いの相違を説明することや新たな制度のあり方を考える際に
有益であるように思われる。 
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次に，無形資産の認識のあり方を規定する視点についてである。 
各制度において共通していたのは，無形資産の認識のあり方が取得形態の視点から規定
されていたことである。すなわち，いずれの制度においても無形資産を取得する形態が外
部から取得する場合と内部において取得する場合とに分けられたうえで，それぞれの取得
形態に応じて無形資産の認識に係る条件が規定されていた。 
無形資産の認識を規定する上記以外の視点としては，保有目的が挙げられる。 
たとえば，SFAS2 号やわが国における研究開発基準においては，研究開発のために保有
する無形資産の認識のあり方が，その他の無形資産と区別して規定されていた。 
また，ソフトウェアに関する SFAS86 号，SOP98-1 およびわが国の研究開発基準では，
ソフトウェアを市場で販売するために保有するものや自社利用するものに分けたうえで，
それぞれのソフトウェアについて別々の認識のあり方が規定されていた。 
加えて，無形資産の認識といっても会計基準によっては特定の項目に焦点を当てて認識
のあり方を規定しているものもあった。SFAS86 号，SOP98-1 およびわが国の研究開発基
準がそれである。かかる会計基準では，保有目的別に認識のあり方が規定されていること
もその特徴であるが，ソフトウェアという特定の項目に焦点が当てられた基準であるとい
う特徴も有している。そこでは，ソフトウェアの保有目的や開発プロセスの特徴が認識の
あり方に影響を与えてられていた。 
このように，無形資産の認識のあり方を規定する視点が様々である事実を認識しておく
ことは，無形資産の認識のあり方を評価するうえでも，新しく考案するうえでも重要であ
るように思われる。そのために，認識の視点に関する上記の考察結果は，今後の研究のた
めに有用であるように思われる。 
上記以外にも，無形資産の認識に関して各制度の特徴が明らかになった。 
まず CAP の時代においては，無形資産の認識のあり方そのものは，会計基準上規定の
対象となっていなかった。すなわち，CAP の時代においては，無形資産となりうる項目の
具体例は列挙されているものの，かかる項目が無形資産として認識されるためにいかなる
条件を満たす必要があるのは規定されていなかった。規定されていたのは，無形資産とし
て認識されることが決定している項目について，それをどのように測定し，その後償却ま
たは減損の手続きを適用していくのかという問題に関心が向けられていた。 
APB の時代においては，CAP の時代と同様に無形資産となりうる項目の具体例が示さ
れながらも，無形資産として認識される項目を分類するための視点が新たに示され，かか
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る視点により分類された類型ごとに無形資産の認識または認識後の処理が規定されていた。
かかる分類の視点は，ときに認識を左右する要件として，ときに償却等の認識後の処理を
規定する要件として作用していた。 
FASB と IASB においては，無形資産の認識のための要件が形式上類似している。すな
わち，いずれにおいても，無形の項目が無形資産として認識されるためには，無形資産の
定義を満たし認識規準を満たすこととされていた。また，識別可能性と認識規準の関係と
その根拠についても，コンバージェンスの過程において統一されるようになっている。た
だし，識別可能性の位置づけは両者で異なり，かかる事項が識別可能性の意義に影響を及
ぼしているとの見解を示した。 
わが国においても，無形資産の認識に係る規定のあり方に特徴的な点が認められた。  
まずは，無形資産の定義が存在しないことである。わが国においては，無形資産と類似
する概念として無形固定資産があり，それぞれの取り扱いが別の会計基準において定めら
れているが，特に無形資産についてはそもそもどのような概念であるのかは基準上明らか
ではない。ただし，この点について企業会計基準委員会から公表された論点整理にいおい
て一定の見解が示されていた。 
また，無形資産の認識については，無形資産の定義の問題と関連するが特徴的な点が見
られる。それは，無形資産の認識のための要件が事実上識別可能性のみであるという点で
ある。かかる事実は，FASB および IASB と類似しているところであるが，決定的な相違
は，わが国においては，識別可能であるための条件として測定可能性が規定されており，
測定可能でなければ識別可能と認められない。そのために，識別可能であることが唯一の
認識規準として作用している。 
以上の理解を前提として識別可能性の意義について考察した。 
CAP の時代においては，識別可能性という用語は，基準上用いられていなかった。  
しかし，識別可能性に相当する要件が規定されている可能性を考慮し，識別可能性の目
的をのれんとの区別としたうえで，のれんとの区別が求められる必要性の有無を検証した。 
その結果，CAP の時代においては，取得した無形資産についてのれんとの区別が求めら
れることがなかったことから，そもそも識別可能性が必要とされることがなかったことが
明らかになった。 
APB の時代は，識別可能性が無形資産の分類規準の 1 つとして規定されており，かかる
規準による類型ごとに認識のあり方が規定されていた。 
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 そこでは，識別可能性の役割が取得形態ごとに異なっていることが明らかになった。  
 すなわち，外部から取得した無形資産については，識別可能性の有無がかかる無形資産
の測定の方法および測定後の処理の内容を規定する規準として機能していた。ただし，外
部から取得した無形資産は，すべて認識されることになっており，識別可能性の有無によ
って認識が左右されることはなかった。 
 一方で，自己創設した無形資産については，識別可能であることが認識されるための必
要条件とされており，識別不能な無形資産は認識できないとされていた。そのために，自
己創設の無形資産については，識別可能性が認識を左右する要件として機能していた。  
 FASB および IASB においては，識別可能性の条件が精緻化された時代であった。それ
までは，識別可能性が無形資産の認識に影響する要因として規定されていたものの，識別
可能であるための条件が規定されることはなかった。また，FASB および IASB のいずれ
においても，識別可能性の目的は，無形資産とのれんの区別に求められいた。その意味で，
FASB と IASB は，識別可能性の目的および条件に関しては同様の理解に立っているとの
結論に至った。しかし，識別可能性の適用範囲，すなわち識別可能であることが無形資産
の認識に係る要件として必要とされるケースは異なっていることが確かめられた。  
 わが国では，識別可能性が無形資産の認識に係る要件とされるのは，企業結合の場合の
みであり，その他のケースにおいて識別可能であることが認識のための要件とされること
は，少なくとも明示されていない。また，識別可能であるための目的は，FASB と IASB
同様にのれんとの区別に求められるが，識別可能であるための条件は，わが国独特の規定
となっている。すなわち，識別可能であるためには，法律上の権利であるなど分離可能で
なければならないとされており，識別可能であるための条件が分離可能性に限定されてい
る，または分離可能性であるための条件として法律または契約上の権利が規定されている。
さらに，識別可能であるためには，測定可能でなければならないとされており，識別可能
であるための条件に測定可能性が包摂される関係となっている。 
 かかる考察により識別可能性の意義に関する各制度の認識が明らかになった。 
 しかし，識別可能性の意義についていまだ明らかでない事項も存在する。  
 たとえば，各制度における識別可能性の目的は明らかにされたものの，識別可能性の目
的が無形資産の会計の目的といかなる関係性を有しているのかは，本論文による考察によ
っては，明らかにならなかった。識別可能性の目的は，現行制度上，のれんとの区別に求
められるが，のれんと無形資産を区別して認識しなければならない理由そのものについて
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は，考察が及んでいない。そのためには，のれんとは何かというより詳細な検討を必要と
する問題があるように思われる。以上の問題は，今後のさらなる考察により明らかにして
いく。 
本論文では，識別可能性の意義に関する考察以外にも，別の論点について追加的な考察
を行った。そこでは，本論文にさらなる意義を見出すとの観点から，各制度における無形
資産の認識のあり方および識別可能性の意義を前提としてさらなる考察を行っている。  
かかる考察では，無形資産の認識に関する各制度間の比較に関する論点と識別可能性と
資産性に関する論点について考察を行った。 
具体的には，市場販売目的のソフトウェアについて，その認識時点に大きな影響を与え
る研究開発活動の範囲または終了時点に関する比較を行った。かかる考察により，研究開
発活動の範囲および終了時点に関する各制度における考え方が，市場販売目的のソフトウ
ェアという具体的な項目の認識のあり方にいかに影響しているのかが明らかになった。  
また，わが国における仕掛研究開発は，仕掛研究開発という概念として規定されている
ものと実際の会計処理の対象となっている項目が対応していないのではないかをいう問題
意識に立って，わが国における仕掛研究開発の意義を明らかにするための考察も行った。  
さらに，識別可能性という概念と資産性という概念がともに無形資産の認識を左右する
要件でありながら互いの関係性が必ずしも明らかでないとの考えに立ち，両概念の関係性
を明らかにするための考察を行った。 
かかる考察により，制度に対する一般的な理解が前提としている事項の妥当性や基準上
必ずしも明らかでない制度上の取り扱いが明らかとなった。 
しかし，無形資産の認識に関して制度上の取り扱いが依然として明らかでないものや制
度に対する一般的な理解が前提としている事項のうちいまだ十分な検証がなされていない
ものも存在する可能性があると考えられ，この点は今後の課題としたい。 
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第 2節 展望 
以上の総括を踏まえて，本節では，本論文における展望として今後の研究課題を述べた
い。 
本論文では，無形資産の制度上の認識のあり方を明らかにすることを通じて識別可能性
の意義を明らかにすることを目的として考察をおこなってきた。さらに，そこで得られた
理解をもとに追加的な論点についても考察行ってきた。 
かかる考察の結果を踏まえて今後の研究で取り組むべきであると考える課題は次のよ
うなものである。 
第 1 に，無形資産に係る会計の枠組みを定めることである。 
無形資産に係る会計の枠組みとは，無形資産に係る会計の手続きをその背後にある目的
観やかかる目的を達成するための原則的な取り決め，環境条件などと合わせて理解しよう
とするものである。 
かかる枠組みを定めようとするのは，後で述べる第 2，第 3，第 4 の課題に取り組むた
めの基礎を得ようとするためである。すなわち，後で述べるように，今後の研究課題とし
て現行制度の評価やその代替案の提示を考えており，かかる課題に取り組むためには，無
形資産に係る会計の枠組みが必要であると考えている。 
その背景には次のような認識がある。 
会計制度は常に万能なものとして固定化されるようなものではなく，また必ずしも理論
をそのまま具体的な形にしたものではないのではないように思われる。 
また，ある時代においてその目的を十分に果たしていたと認められる制度であっても，
時代の変遷によって同じ目的を果たすことができなくなったり，別の目的が求められるよ
うになればさらなる変容を余儀なくされるように思われる。 
以上のように考えると，時代の変遷によって制度が今まで通りその目的を果たせている
のか，またその目的自体が時代の変遷によって変化したのかを判断するためには，もとの
制度がどのような目的および環境条件のなかで運用されていたものなのかを説明できてい
なければならないように思われる。 
そのためには，あらかじめ検討対象となる制度を相対化できる枠組みがなければならな
いように思われる。そこで，第 1 の課題としてかかる会計の枠組みを定めることに取り組
みたいと考えている。 
本論文での考察も，かかる目標に向けて行った取り組みの 1 つとして位置づけられる。 
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しかし，本論文で考察の対象としたのは，無形資産の認識にかかわるものにすぎない。
すなわち，無形資産が制度上いかに認識されるのか，またかかる制度の中で識別可能性の
意義はいかに理解することができるのかについて考察を行ったにすぎない。 
そのために，今後は無形資産に係る会計の枠組みを明らかにするために，測定の問題や
償却の問題，さらには財務報告の問題など無形資産に係る制度上の取り扱いとその背景に
ある目的観などを明らかにしていく必要があるように思われる。 
第 2 に，無形資産の認識に係る制度そのものの説明と評価である。 
かかる課題は，第 1 の課題である無形資産に係る会計の枠組みが明らかになることによ
ってはじめて取り組むことのできる課題として位置づけている。 
第 1 の課題である無形資産に係る会計の枠組みが明らかになることにより，無形資産か
かる現行制度のもとでの無形資産の取り扱いとその目的および環境条件を相対的に理解で
あるようになると想定している。それにより，現行制度が現在どのような目的観を有して
いるのか，またどのような環境条件を前提としたものであるのかを説明することができる
ように思われる。さらに，かかる制度は現状のままでよいのか，またはどのような変化を
求められるのかを評価することができるように思われる。 
第 3 は，実証的な課題である。 
「米国における財務会計分野の学術論文で特に高い評価を得ている学術雑誌に掲載さ
れているものは，ほぼ例外なく実証的な手法による研究である1」といわれるように，会計
制度を考えるうえでも，また会計理論を考えるうえでも実証的な知見をもとにすることが
必要とされているように思われる。 
この点は，無形資産に係る会計においても例外ではなく，実証研究の必要性が高まって
いるように思われる。 
実証研究で得られる成果として想定しているのは，現行制度が実務に対してどのような
影響または役割を果たしているのかを確かめることである。 
第 1 の課題に対する考察の結果として，会計の枠組みとして定めたものをもとに制度上
の取り扱いが説明または評価できるようになったとしても，それだけではかかる制度が実
務に与えている影響は明らかにはならないように思われる。制度の現状や問題点を指摘す
るためには，実務への影響という視点が重要であるように思われる。そのために実証研究
                                                   
1 米山正樹『会計基準の整合性分析－実証研究との接点を求めて』中央経済社，2008 年，はし
がき。 
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は，制度が実務へどのような影響を与えているのかを理解するため必要であると考えてい
る。 
第 4 に，現行制度の改善案または新設案の提示である。 
かかる課題は，上記第 3 および第 4 の課題と同時に取り組むべきものと考えている。 
第 3 および第 4 の課題に取り組むことにより現行制度の改善すべき点が明らかになれば，
それをどのように改善すべきかを考え，また新たに制度を構築する場合どのような事項を
考慮に入れて具体化するのかを考えることが第 4 の課題である。 
以上が，今後の研究課題として想定できる事項である。 
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